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〔 公 告 〕

諸 事 項

官 庁
適 格 機 関 投 資 家 、 外 国 監 査 法 人 等 、

適 格 特 例 投 資 家 関 係

裁 判 所
破 産 、 免 責 、 再 生 関 係

特 殊 法 人 等

令 和 七 事 業 年 度 農 林 漁 業 団 体 職 員 共

済 組 合 の 決 算 等 、 独 立 行 政 法 人 労 働

政 策 研 究 ・ 研 修 機 構 令 和 七 事 業 年 度

財 務 諸 表 、 独 立 行 政 法 人 労 働 者 健 康

安 全 機 構 令 和 七 事 業 年 度 財 務 諸 表 、

独 立 行 政 法 人 農 林 漁 業 信 用 基 金 令 和

七 事 業 年 度 財 務 諸 表 、 国 立 研 究 開 発

法 人 産 業 技 術 総 合 研 究 所 令 和 七 年 度

財 務 諸 表 、 独 立 行 政 法 人 日 本 貿 易 振

興 機 構 令 和 七 事 業 年 度 財 務 諸 表 、 独

立 行 政 法 人 国 際 観 光 振 興 機 構 令 和 七

事 業 年 度 財 務 諸 表 、 独 立 行 政 法 人 都

市 再 生 機 構 、 東 日 本 高 速 道 路 株 式 会

社 工 事 開 始 、 中 日 本 高 速 道 路 株 式 会

社 料 金 の 額 及 び 徴 収 期 間 の 変 更 、 社

会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 令 和 七 事 業

年 度 決 算 、 令 和 七 年 度 日 本 赤 十 字 社

業 務 及 び 収 支 決 算 、 地 方 公 共 団 体 情

報 シ ス テ ム 機 構 に お け る 機 構 保 存 本

人 確 認 情 報 の 提 供 状 況 ・ 住 民 票 コ ー

ド の 提 供 状 況 、 社 会 保 険 労 務 士 名 簿

登 録 ・ 登 録 の 抹 消 ・ 紛 争 解 決 手 続 代

理 業 務 の 付 記 、 日 本 弁 護 士 連 合 会 懲

戒 処 分 関 係

地 方 公 共 団 体

教 育 職 員 免 許 状 失 効 、 行 旅 死 亡 人 関

係
会 社 そ の 他

会 社 決 算 公 告

諸 事 項
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変更年月日 変更事項
変 更 内 容

備 考
変 更 後 変 更 前

2026年７月３日 役員の氏名 アンドレアス・マル
チェティッチ、ヨナ
ス・ストールベリ、
エステル・スンドス
トレム、リチャー
ド・ピーターズ

アンダース・リンゼ
ン、カティンカ・ス
コエ

変更年月日 変更事項
変 更 内 容

備 考
変 更 後 変 更 前

2026年７月１日 役員の氏名 マシュー ベッカー ウェイン バーソン CEOの交替

同上 同上 ネイト コリンズ、
マイケル ダナー、
マシュー ディメン
ト、クラーク シュ
ヴァーズ

ティファニー プル
ドーメ

2026年２月16日 主たる事務
所の所在地

アメリカ合衆国
60606 イリノイ州
シカゴ市 225

ウェストランドルフ
ストリート スイー
ト2200

ア メ リ カ 合 衆 国
60611 イリノイ州
シカゴ市 ノース
ワバシュ 330

スイート3200

変更年月日 変更事項
変 更 内 容

備 考
変 更 後 変 更 前

2026年７月１日 役員の氏名 カレン・ベンウェ
イ、アンジェラ・ク
リスティ、サチン・
ルラ

ジュリー・ボーラン
ド、リンダ・ヒル、
クリスティン・ヴァ
レンテ

2026年７月３日付けで、資本金の額又は出資の総額が変更された。

変更年月日 変更事項
変 更 内 容

備 考
変 更 後 変 更 前

2026年７月１日 役員の氏名 エリオット・パワー チャールズ・ボーラ
ンド、フレイザー・
リンゼイ
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外国監査法人等に関する公示

公認会計士法（昭和23年法律第103号）第34条の37第２項の規定により、外国監査法人等の届出事
項の変更を次のとおり公示する。
2026 年８月 31 日 金融庁長官 伊藤 豊


届 出 日 2026年７月13日
届 出 者 デロイト・エルエルピー
住所又は所在地 英国 EC4A 3HQ ロンドンニューストリートスクエア 1
2026年６月29日付けで、資本金の額又は出資の総額が変更された。

届 出 日 2026年７月13日
届 出 者 デロイト・エービー
住所又は所在地 スウェーデン王国、113 79 ストックホルム、クングステンスガータン18


届 出 日 2026年７月14日
届 出 者 ビーディーオー ユーエスエー・ピー・シー
住所又は所在地 アメリカ合衆国60606 イリノイ州 シカゴ市 225 ウェスト ランドルフ スト

リート スイート2200


届 出 日 2026年７月14日
届 出 者 アーンスト・アンド・ヤング・エルエルピー（アーンスト・アンド・ヤング・エ

ス・アール・エル）
住所又は所在地 カナダ Ｍ5Ｈ 0Ｂ3 オンタリオ州 トロント アデレード・ストリート・ウエ

スト 100 ＥＹタワー
2026年７月１日付けで、資本金の額又は出資の総額が変更された。

届 出 日 2026年７月14日
届 出 者 プライスウォーターハウスクーパース 台湾
住所又は所在地 台湾 タイペイ セクション1 キールン・ロード 333 27階
2026年７月１日付けで、資本金の額又は出資の総額が変更された。

届 出 日 2026年７月14日
届 出 者 アーンスト・アンド・ヤング・エルエルピー
住所又は所在地 アメリカ合衆国ニューヨーク州 10001-8604 ニューヨーク市 ワン・マンハッタ

ン・ウエスト


届 出 日 2026年７月14日
届 出 者 プライスウォーターハウスクーパース ケイマン諸島
住所又は所在地 ケイマン諸島 KY1-1104 グランド・ケイマン カマナ・ベイ フォーラム・

レーン 18 私書箱258


届 出 日 2026年７月15日
届 出 者 デロイト・エルエルピー
住所又は所在地 英国 EC4A 3HQ ロンドンニューストリートスクエア 1
2026年７月６日付けで、資本金の額又は出資の総額が変更された。

届 出 日 2026年７月15日
届 出 者 サムイル・プライスウォーターハウスクーパース
住所又は所在地 04386 大韓民国 ソウル ヨンサング ハンガンダエロ 100 17階





変更年月日 変更事項
変 更 内 容

備 考
変 更 後 変 更 前

2026年７月１日 役員の氏名 パク・ジョンソン、
チョン・ミンス、
リュ・ギルジュ

イ・ジュンヒョン

変更年月日 変更事項
変 更 内 容

備 考
変 更 後 変 更 前

2026年７月１日 役員の氏名 ドメニック・マリー
ノ、グレッグ・オベ
ルティ、マリー＝
シャンタル・ドレ
オ、ティム・ジャク
ソン、ノラ・デュー
ク

ニ コ ラ ス ・ マ ル
クー、ベヴ・ブリス
コー、トニー・ペダ
リ、ケヴィン・ン

2026年６月30日付けで、資本金の額又は出資の総額が変更された。

変更年月日 変更事項
変 更 内 容

備 考
変 更 後 変 更 前

2026年７月８日 主たる事務
所の所在地

アラブ首長国連邦、
アブダビ、アル・バ
ティーン地区W44、
15 サーニー・ビ
ン・アブドラ・ア
ル・ルマイティ通り
（道路番号43）、イ
ンターナショナル・
キャピタル・トレー
ディングLLCビル
130号室

アラブ首長国連邦、
アブダビ、アブダ
ビ・グローバル・
マーケット・スクエ
ア、アルカテム・タ
ワー25 階

変更年月日 変更事項
変 更 内 容

備 考
変 更 後 変 更 前

2026年２月６日 財務書類に
ついて監査
証明業務に
相当すると
認められる
業務を行う
こととなる
外国会社等

 バクスター イン
ターナショナル イ
ンコーポレィテッド

2025年８月29日 同上  テスラ・インク

2026年７月１日 役員の氏名 ダニエル・フェルク
ナー

D・ティモシー・
キャリー

変更年月日 変更事項
変 更 内 容

備 考
変 更 後 変 更 前

2026年７月１日 役員の氏名 ニディ・パレーク、
サチン・モヘ、スニ
ル・スヴァルナ



2026年７月１日付けで、資本金の額又は出資の総額が変更された。
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
届 出 日 2026年７月15日
届 出 者 プライスウォーターハウスクーパース エルエルピー
住所又は所在地 カナダ Ｍ5Ｊ 0Ｂ2 オンタリオ州 トロント市 ヨークストリート 18

PwC タワー スイート 2500


届 出 日 2026年７月15日
届 出 者 プライスウォーターハウスクーパース・リミテッド・パートナーシップ・アブダビ

支店
住所又は所在地 アラブ首長国連邦、アブダビ、アル・バティーン地区W44、15 サーニー・ビン・

アブドラ・アル・ルマイティ通り（道路番号43）、インターナショナル・キャピタ
ル・トレーディングLLCビル130号室


届 出 日 2026年７月15日
届 出 者 プライスウォーターハウスクーパース エルエルピー
住所又は所在地 アメリカ合衆国 10017-6204 ニューヨーク州 ニューヨーク マディソン・アベ

ニュー300番地


届 出 日 2026年７月15日
届 出 者 デロイト・ハスキンズ・アンド・セルズ・エルエルピー
住所又は所在地 インド共和国 400 013 ムンバイ エルフィンストーン・ロード（ウエスト）

セナパティ・バパット・マーグ ワン・インターナショナル・センター タワー3
31階


届 出 日 2026年７月21日
届 出 者 プライスウォーターハウスクーパース アイルランド
住所又は所在地 アイルランド共和国 ダブリン１ ノース・ウォール・キー ワン・スペンサー・

ドック
2026年６月30日付けで、資本金の額又は出資の総額が変更された。

届 出 日 2026年７月22日
届 出 者 アーンスト・アンド・ヤング・リミテッド
住所又は所在地 英領西インド諸島 ケイマン諸島ＫＹ1-1106 グランド・ケイマン 私書箱510

カマナ・ベイ フォーラム・レーン62





変更年月日 変更事項
変 更 内 容

備 考
変 更 後 変 更 前

2026年６月30日 財務書類に
ついて監査
証明業務に
相当すると
認められる
業務を行う
こととなる
外国会社等

【名称】ジュエル・
ボックス・ファンド
【主たる事務所の所
在地】バミューダ、
ハ ミ ル ト ン
HM 11、パー・

ラ・ヴィル・ロード
58番、ヴァリス・
ビルディング４階



変更年月日 変更事項
変 更 内 容

備 考
変 更 後 変 更 前

2021年12月15日 財務書類に
ついて監査
証明業務に
相当すると
認められる
業務を行う
こととなる
外国会社等

【名称】ブリオング
ロード・ブリッジ・
ユニット・トラス
ト-DMS償還時目標
設定型ファンド2103
（ゴールドマン・
サックス社債投資
型）
【主たる事務所の所
在地】アイルランド、
ダブリン４、ボール
ズブリッジ、シェル
ボーン・ロード35



2023年12月６日 同上 【名称】ブリオング
ロード・ブリッジ・
ユニット・トラス
ト-One-Day・プレ
ミアム
【主たる事務所の所
在地】アイルランド、
ダブリン４、ボール
ズブリッジ、シェル
ボーン・ロード35



2025年７月25日 同上  ブリングロイド ブ
リッジ ユニット
トラスト-DMSター
ゲット マチュリ
ティ セッティン
グ フ ァ ン ド
2020-07

変更年月日 変更事項
変 更 内 容

備 考
変 更 後 変 更 前

2026年７月17日 役員の氏名  キム ラウリー ボードメンバーの
削除

2026年７月21日 同上 ジョン・サムズ スタン スタブロス ボードメンバーの
交代

同上 同上  スタン スタブロス ナショナルエグゼ
クティブ コミ
ティメンバーの削
除

変更年月日 変更事項
変 更 内 容

備 考
変 更 後 変 更 前

2026年７月31日 役員の氏名 エンリコ・ガザニガ ヴァレリア・ブラム
ビラ

変更年月日 変更事項
変 更 内 容

備 考
変 更 後 変 更 前

2026年８月４日 財務書類に
ついて監査
証明業務に
相当すると
認められる
業務を行う
こととなる
外国会社等

インターナショナ
ル・マネジメント・
サービシズ・リミ
テッド

インターナショナル
マネジメントサー
ビス リミテッド令
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
届 出 日 2026年７月27日
届 出 者 グラントソントン
住所又は所在地 アイルランド共和国 ダブリン２ シティー・キー 1318


届 出 日 2026年７月27日
届 出 者 デロイト・エルエルピー
住所又は所在地 英国 EC4A 3HQ ロンドンニューストリートスクエア 1
2026年７月13日付けで、資本金の額又は出資の総額が変更された。


届 出 日 2026年７月31日
届 出 者 ケーピーエムジー オーストラリア
住所又は所在地 オーストラリア、4000 クィーンズランド州、ブリスベン、アンストリート 80、

ヘリテージレーンズ、レベル11、KPMG


届 出 日 2026年８月３日
届 出 者 デロイト・オーディトレス・エセ・エレ
住所又は所在地 スペイン 28020 マドリッド s／n トレ・ピカソ プラサ・デ・パブロ・ルイ

ス・ピカソ
2026年７月29日付けで、資本金の額又は出資の総額が変更された。

届 出 日 2026年８月４日
届 出 者 デロイト・アンド・トゥシュ・エスピーエー
住所又は所在地 イタリア、ミラノ 20122、サンタ・ソフィア通り 28


届 出 日 2026年８月５日
届 出 者 ベーカーティリー ケイマン
住所又は所在地 KY１1103 ケイマン諸島グランドケイマン ライムツリー・ベイ・アベニュー

23番地 ガバナーズ・スクエア私書箱888


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適格特例投資家に関する公告

不動産特定共同事業法施行規則（平成７年大蔵
省・建設省令第２号）第５条第６項の規定により、
適格特例投資家として届出を行った者を次のとお
り公告する。
令和８年８月 31 日

金融庁長官 伊藤 豊
国土交通大臣 金子 恭之

１ 不動産特定共同事業法施行規則第５条第１項
第７号イに該当するものとして届出を行った者
の名称等
名称 ひろしま信愛不動産株式会社
所在地 広島県広島市中区国泰寺町一丁目８

番20号
２ 届出を行った者が適格特例投資家に該当する
期間 令和８年９月１日から令和10年８月31日
まで

破産手続開始及び免責許可申
立てに関する意見申述期間
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破産手続開始・破産手続廃止
及び免責許可申立てに関する
意見申述期間
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

日
月
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年

月


日
月
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

破産手続廃止及び免責許可決定






令
和

年

月


日
月
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年

月


日
月
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報 免責許可決定






令
和

年

月


日
月
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年

月


日
月
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年

月


日
月
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年

月


日
月
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年

月


日
月
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年

月


日
月
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年

月


日
月
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年

月


日
月
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年

月


日
月
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年

月


日
月
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年

月


日
月
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年

月


日
月
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年

月


日
月
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年

月


日
月
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年

月


日
月
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

小規模個人再生による再生計
画認可






令
和

年

月


日
月
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






１．令和７事業年度の貸借対照表及び損益計算書
の概要

給 付 経 理

貸借対照表の要旨

（令和８年３月31日現在）
（単位：百万円）

科 目 金 額

流 動 資 産 20639
現 金 ・ 預 金 20084
そ の 他 555
資 産 合 計 20639

流 動 負 債 23004
固 定 負 債 109515
純 資 産  111879
負債純資産合計 20639

損益計算書の要旨
自 令和７年４月１日
至 令和８年３月31日

（単位：百万円）
科 目 金 額

経 常 収 益 25938
事 業 収 益 25898
運 用 収 益 40
経 常 費 用 1619
事 業 費 用 494
雑 費 14
繰 入 金 1012
事 業 外 費 用 100
経 常 利 益 24319
当 期 剰 余 金 24319

業 務 経 理

貸借対照表の要旨

（令和８年３月31日現在）
（単位：百万円）

科 目 金 額

流 動 資 産 316
固 定 資 産 127
有 形 固 定 資 産 82
投 資その他の資産 45
資 産 合 計 443

流 動 負 債 31
固 定 負 債 311
退 職 給 付 引 当 金 311
純 資 産 101
負債純資産合計 443

損益計算書の要旨
自 令和７年４月１日
至 令和８年３月31日

（単位：百万円）

科 目 金 額

経 常 収 益 1013
事 業 収 益 1012
事 業 外 収 益 1
経 常 費 用 1021
一 般 管 理 費 963
引 当 金 繰 入 額 43
減 価 償 却 費 16
経 常 損 失 8
当 期 損 失 金 8

令
和

年

月


日
月
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

令和７事業年度決算等に関す
る公告

令和８年８月 31 日
東京都台東区秋葉原２番３号
農林漁業団体職員共済組合

理事長 口 直樹

２．主たる事務所の所在地 ディスクロージャー
担当部署及びその電話番号
 主たる事務所の所在地
東京都台東区秋葉原２番３号

 ディスクロージャー担当部署
総務部総務課及び財務課

 電話番号 0362607803（総務課）
0362607806（財務課）





貸 借 対 照 表
（令和８年３月31日）

（単位：円）
資産の部
Ⅰ 流動資産

現金及び預金 261118587
棚卸資産 4012203
前払金 986720
前払費用 12953309
未収金 5287991
賞与引当金見返 122205321


流動資産合計 406564131

Ⅱ 固定資産
１．有形固定資産

建物 5079712003
減価償却累計額 3478589676
減損損失累計額  3665575


1597456752

構築物 98382608
減価償却累計額  80802008


17580600

車両・運搬具 864875
減価償却累計額  864874


1

工具器具備品 398717550
減価償却累計額  306012321


92705229

土地 3516821135


有形固定資産合計 5224563717
２．無形固定資産

ソフトウェア 23374211
電話加入権 1776600


無形固定資産合計 25150811

３．投資その他の資産
退職給付引当金見返 827495721


投資その他の資産合計 827495721

固定資産合計 6077210249


資産合計 6483774380


負債の部
Ⅰ 流動負債

未払金 201691491
未払費用 4362736
短期リース債務 18075808
前受金 3061640
預り金 21006897
預り寄附金 1694242
賞与引当金 122649759


流動負債合計 372542573

Ⅱ 固定負債
資産見返負債
資産見返運営費交付金 75852387
資産見返物品受贈額 1800013


77652400

長期リース債務 33655203
退職給付引当金 827495721
資産除去債務 10371441


固定負債合計 949174765


負債合計 1321717338

純資産の部
Ⅰ 資本金

政府出資金 5959222817


資本金合計 5959222817
Ⅱ 資本剰余金

資本剰余金 2734336587
その他行政コスト累計額


3573867970

減価償却相当累計額 3509914071
減損損失相当累計額  5272975
利息費用相当累計額  460959
除売却差額相当累計額  58219965


資本剰余金合計  839531383

Ⅲ 利益剰余金
積立金 35070107
当期未処分利益 7295501


（うち、当期総利益 7295501円）

利益剰余金合計 42365608


純資産合計 5162057042


負債純資産合計 6483774380


 これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目です。

令
和

年

月


日
月
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

独立行政法人労働政策研究・研修機構令和７事業年度財務諸表
に関する公告

独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第38条第３項の規定に基づき、令和７事業年度独立
行政法人労働政策研究・研修機構の財務諸表について次のとおり公告します。
なお、勘定別財務諸表につきましては、当機構のホームページ（https://www.jil.go.jp/outline/

zaimu/index.html）に掲載しております。
令和８年８月 31 日 東京都練馬区上石神井４丁目８番23号

独立行政法人労働政策研究・研修機構
理事長 藤村 博之






損 益 計 算 書
（令和７年４月１日～令和８年３月31日）

（単位：円）

経常費用
業務費
人件費 816459711
雑給 209210284
諸謝金 96703937
旅費交通費 23295537
図書印刷費 24948334
通信費 3706090
賃借料 13983081
保守料 2985844
消耗品費 23483987
外部委託費 250199728
減価償却費 8549781
賞与引当金繰入 88929678
退職給付費用  82063024
その他 36499527


1516892495

一般管理費
人件費 257409400
雑給 68304625
通信費 8291503
水道光熱費 48472303
賃借料 13248511
保守料 11011775
修繕費 6240826
消耗品費 14492788
租税公課 32727700
外部委託費 234936166
減価償却費 32559655
賞与引当金繰入 33720081
退職給付費用 117507981
その他 18807538


897730852

財務費用
支払利息 1388738


1388738

雑損 608047


経常費用合計 2416620132


経常収益
運営費交付金収益 2189011308
資産見返負債戻入
資産見返運営費交付金戻
入

22732573


22732573

業務収入 52847062
賞与引当金見返に係る収益 122205321
退職給付引当金見返に係る収
益

35444957

財務収益 38119
雑益 1636300


経常収益合計 2423915640


経常利益 7295508

臨時損失
固定資産除却損 7


7


当期純利益 7295501


当期総利益 7295501



 これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目です。
勘定別の利益の処分又は損失の処理に関する書類

（単位：円）

科 目 一般勘定 労災勘定 雇用勘定 合 計

Ⅰ 当期未処分利益又は当期未
処理損失

2829130 7262868  2796497 7295501

当期総利益又は当期総損
失

2829130 7262868  2796497 7295501

Ⅱ 利益処分額
積立金 2829130 7262868 0 10091998

Ⅲ 損失処理額
積立金取崩額 0 0 2796497 2796497

Ⅳ 次期繰越欠損金 0 0 0 0

令
和

年

月


日
月
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

独立行政法人労働者健康安全機構令和７事業年度財務諸表に関
する公告

独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第38条第３項の規定に基づき、令和７事業年度独立
行政法人労働者健康安全機構の財務諸表について次のとおり公告します。
令和８年８月 31 日 神奈川県川崎市中原区木月住吉町１番１号

独立行政法人労働者健康安全機構
理事長 大西 洋英





貸 借 対 照 表
（令和８年３月31日）

（単位：円）

資産の部
Ⅰ 流動資産

現金及び預金 153593464305
医業未収金 49860601477
医業未収金貸
倒引当金

 177234598


49683366879

有価証券 38500149133
棚卸資産 1251459850
前払費用 36725682
未収収益 48921224
賞与引当金見返 563845291
未収金 4011931828
その他の流動資
産

144599019


流動資産合
計

247834463211


Ⅱ 固定資産
１ 有形固定資産

建物 336982857432
減価償却累
計額

189675348610

減損損失累
計額

 2924204982


144383303840

構築物 12426273263
減価償却累
計額

 6999492626

減損損失累
計額

 67208982


5359571655

車両 367782072
減価償却累
計額

 297454263


70327809

器具・備品 163133295532
減価償却累
計額

115851424421


47281871111

立木竹 573797520
減価償却累
計額

 356861391

減損損失累
計額

 300338


216635791

土地 73317256992
減損損失累
計額

 2340190038


70977066954

建設仮勘定 864288984
その他の有形
固定資産

145218704

減価償却累
計額

 112528218


32690486


有形固定資産
合計

269185756630

２ 無形固定資産
ソフトウェア 168208963
電話加入権 18034500
その他の無形
固定資産

420000


無形固定資産
合計

186663463

３ 投資その他の資
産
投資有価証券 1000560000
破産更生債権
等

616978461

破産更生債
権等貸倒引
当金

 616978461


未払賃金代位
弁済求償権

23271186096

求償権償却
引当金

 19558581882


3712604214

退職給付引当
金見返

8624904716

その他の資産 252697186


投資その他の
資産合計

13590766116

固定資産合
計

282963186209


資産合計 530797649420


負債の部
Ⅰ 流動負債

運営費交付金債
務

401671000

預り施設費 59079242

令
和

年

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

日
月
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






預り補助金等 3436728810
預り寄附金 47936279
買掛金 14948400063
未払金 27950503570
未払費用 1043534591
短期リース債務 1178987141
前受金 761996683
預り金 2043314334
前受収益 969250
引当金
賞与引当金 5936337658
その他の流動負
債

309398555


流動負債合計 58118857176


Ⅱ 固定負債
資産見返負債
資産見返運営
費交付金

2138915587

資産見返補助
金等

8087554520

資産見返寄附
金

289635039

資産見返物品
受贈額

18712549

建設仮勘定見
返施設費

546999060

建設仮勘定見
返補助金等

18048000


11099864755

特定石綿給付金
等基金預り金

100605363166

長期前受収益 14250
リース債務 1030762373
引当金
退職給付引当
金

107466006491

資産除去債務 1641700000


固定負債合
計

221843711035


負債合計 279962568211


純資産の部
Ⅰ 資本金

政府出資金 153784694837


資本金合計 153784694837

Ⅱ 資本剰余金
資本剰余金 95245577184
その他行政コス
ト累計額

 36249183204


減価償却相当
累計額（－）

 20050862813

減損損失相当
累計額（－）

 2402159686

利息費用相当
累計額（－）

 778127

承継資産に係
る費用相当累
計額（－）

 20428399

除売却差額相
当累計額（－）

 13774954179


資本剰余金合
計

58996393980

Ⅲ 利益剰余金
前中期目標期間
繰越積立金

40727418494

当期未処理損失  2673426102


（うち当期総損
失）

（2673426102）

利益剰余金合
計

38053992392


純資産合計 250835081209


負債・純
資産合計

530797649420


損 益 計 算 書
（令和７年４月１日～令和８年３月31日）

（単位：円）

経常費用
医療研究事業費
給与及び賞与 103865714774
法定福利費 16689716490
賞与引当金繰入 5832607488
退職給付費用 7119707181
経費 94471786730
医業未収金貸倒引当金繰入 111892177
材料費 96213221853
減価償却費 19513748147


343818394840
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未払賃金立替払業務費用 9807582999
特定石綿給付金等 12158427644
受託経費 41588878
一般管理費
給与及び賞与 1242180722
法定福利費 217021552
賞与引当金繰入 103730170
退職給付費用 100021858
経費 1767907839
減価償却費 250036349


3680898490

財務費用
支払利息 20782897


20782897

雑損 54815567


経常費用合計 369582491315


経常収益
医療事業収入 314991606162
運営費交付金収益
運営費交付金収益 10320743747
資産見返運営費交付金戻入 473930974


10794674721

施設費収益 84497715
補助金等収益
未払賃金立替払事業費補助金等収益 1131841040
補助金等収益 12763171887
特定石綿給付金等基金預り金取崩益 11665022483
その他の政府交付金収益 28008573
資産見返補助金等戻入 9702095051


35290139034

寄附金収益
寄附金収益 74000715
資産見返寄附金戻入 50426749


124427464

物品受贈額
資産見返物品受贈額戻入 9738684


6738684

受託収入
政府受託収入 12195274
その他受託収入 43833358


56028632

賞与引当金見返に係る収益 563845291
退職給付引当金見返に係る収益 846373816

財務収益
受取利息 626860007
有価証券利息 414598606
融資資金貸付金利息 1616174
援護資金貸付金利息 16323


1043091110

雑益 4882931862


経常収益合計 368687354491


経常損失  895136824


臨時損失
固定資産売却損 52065695
固定資産除却損 1433926763
減損損失 367956640 1853949098


臨時利益
資産見返運営費交付金戻入 107059
貸倒引当金戻入益 2514000 2621059


当期純損失  2746464863


前中期目標期間繰越積立金取崩額 73038761


当期総損失  2673426102



貸借対照表（社会復帰促進等事業勘定）
（令和８年３月31日）

（単位：円）

資産の部
Ⅰ 流動資産

現金及び預金 52987173008
医業未収金 49860601477
医業未収金貸
倒引当金

 177234598


49683366879

有価証券 38500149133
棚卸資産 1251459850
前払費用 36725682
未収収益 48921224
賞与引当金見返 562414751
未収金 4011931828
その他の流動資
産

144599019


流動資産合
計

147226741374


令
和

年

月


日
月
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






Ⅱ 固定資産
１ 有形固定資産

建物 336979139272
減価償却累
計額

189672044617

減損損失累
計額

 2924204982


144382889673

構築物 12425769340
減価償却累
計額

 6999039096

減損損失累
計額

 67208982


5359521262

車両 367660272
減価償却累
計額

 297344643


70315629

器具・備品 163107976277
減価償却累
計額

115829125425


47278850852

立木竹 573797520
減価償却累
計額

 356861391

減損損失累
計額

 300338


216635791

土地 73317256992
減損損失累
計額

 2340190038


70977066954

建設仮勘定 864288984
その他の有形
固定資産

145218704

減価償却累
計額

 112528218


32690486


有形固定資産
合計

269182259631

２ 無形固定資産
ソフトウェア 168208963
電話加入権 18015000
その他の無形
固定資産

420000


無形固定資産
合計

186643963

３ 投資その他の資
産
投資有価証券 1000560000

破産更生債権
等

616978461

破産更生債
権等貸倒引
当金

 616978461


未払賃金代位
弁済求償権

23271186096

求償権償却
引当金

 19558581882


3712604214

退職給付引当
金見返

8624904716

その他の資産 252697186


投資その他の
資産合計

13590766116

固定資産合
計

282959669710


資産合計 430186411084


負債の部
Ⅰ 流動負債

運営費交付金債
務

401671000

預り施設費 59079242
預り補助金等 3436728810
預り寄附金 47936279
買掛金 14948400063
未払金 27949552269
未払費用 1043534591
短期リース債務 1178987141
前受金 761996683
預り金 2043175122
前受収益 969250
引当金
賞与引当金 5934907118
その他の流動負
債

309398555


流動負債合計 58116336123


Ⅱ 固定負債
資産見返負債
資産見返運営
費交付金

2137454297

資産見返補助
金等

8087112489
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資産見返寄附
金

289635039

資産見返物品
受贈額

17342994

建設仮勘定見
返施設費

546999060

建設仮勘定見
返補助金等

18048000


11096591879

長期前受収益 14250
リース債務 1030762373
引当金
退職給付引当
金

107466006491

資産除去債務 1641700000


固定負債合
計

121235074993


負債合計 179351411116


純資産の部
Ⅰ 資本金

政府出資金 153784057928


資本金合計 153784057928
Ⅱ 資本剰余金

資本剰余金 95245577184
その他行政コス
ト累計額

 36248627536


減価償却相当
累計額（－）

 20050307145

減損損失相当
累計額（－）

 2402159686

利息費用相当
累計額（－）

 778127

承継資産に係
る費用相当累
計額（－）

 20428399

除売却差額相
当累計額（－）

 13774954179


資本剰余金合
計

58996949648

Ⅲ 利益剰余金
前中期目標期間
繰越積立金

40727418494

当期未処理損失  2673426102


（うち当期総損
失）

（2673426102）

利益剰余金合
計

38053992392


純資産合計 250834999968


負債・純
資産合計

430186411084


損益計算書（社会復帰促進等事業勘定）
（令和７年４月１日～令和８年３月31日）

（単位：円）

経常費用
医療研究事業費
給与及び賞与 103865714774
法定福利費 16689716490
賞与引当金繰入 5832607488
退職給付費用 7119707181
経費 94471786730
医業未収金貸倒引当金繰入 111892177
材料費 96213221853
減価償却費 19513705319


343818352012

未払賃金立替払業務費用 9807582999
受託経費 41588878
一般管理費
給与及び賞与 1225998342
法定福利費 214089794
賞与引当金繰入 102299630
退職給付費用 100021858
経費 1759013404
減価償却費 249854130


3651277158

財務費用
支払利息 20782897


20782897

雑損 54815567


経常費用合計 357394399511


経常収益
医療事業収入 314991606162
運営費交付金収益
運営費交付金収益 10320743747
資産見返運営費交付金戻入 473888146


10794631893
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施設費収益 84497715
補助金等収益
未払賃金立替払事業費補助金等収益 1131841040
補助金等収益 12763171887
資産見返補助金等戻入 9701912832


23596925759

寄附金収益
寄附金収益 74000715
資産見返寄附金戻入 50426749


124427464

物品受贈額
資産見返物品受贈額戻入 9738684


9738684

受託収入
政府受託収入 12195274
その他受託収入 43833358


56028632

賞与引当金見返に係る収益 562414751
退職給付引当金見返に係る収益 846373816
財務収益
受取利息 133490419
有価証券利息 414598606
融資資金貸付金利息 1616174
援護資金貸付金利息 16323


549721522

雑益 4882896289


経常収益合計 356499262687


経常損失  895136824


臨時損失
固定資産売却損 52065695
固定資産除却損 1433819704
減損損失 367956640 1853842039


臨時利益
貸倒引当金戻入益 2514000 2514000


当期純損失  2746464863


前中期目標期間繰越積立金取崩額 73038761


当期総損失  2673426102



損失の処理に関する書類（社会復帰促進等事業勘定）
（単位：円）

Ⅰ 当期未処理損失 2673426102


当期総損失 2673426102

Ⅱ 損失処理額
前中期目標期間繰越積立金取崩額 2673426102 2673426102



Ⅲ 次期繰越欠損金 0


貸借対照表（特定石綿被害建設業務労働者等給付金等支払業務勘定）
（令和８年３月31日）

（単位：円）

資産の部
Ⅰ 流動資産

現金及び預金 100606291297
賞与引当金見返 1430540



流動資産合
計

100607721837


Ⅱ 固定資産
１ 有形固定資産

器具・備品 1161182
減価償却累
計額

 556769


604413


有形固定資産
合計

604413

２ 無形固定資産
無形固定資産
合計

0

３ 投資その他の資
産
投資その他の
資産合計

0

固定資産合
計

604413


資産合計 100608326250


負債の部
Ⅰ 流動負債

未払金 951301
預り金 139212
引当金
賞与引当金 1430540



流動負債合計 2521053

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Ⅱ 固定負債
資産見返負債
資産見返補助
金等

442031


442031

特定石綿給付金
等基金預り金

100605363166


固定負債合
計

100605805197


負債合計 100608326250


純資産の部
Ⅰ 資本金

資本金合計 0
Ⅱ 資本剰余金

資本剰余金合
計

0

Ⅲ 利益剰余金
当期未処分利益 0


（うち当期総利
益）

（ 0）

利益剰余金合
計

0


純資産合計 0


負債・純
資産合計

100608326250


損益計算書（特定石綿被害建設業務労働者等給付金等支払業務勘定）
（令和７年４月１日～令和８年３月31日）

（単位：円）

経常費用
特定石綿給付金等 12158427644
一般管理費
給与及び賞与 16182380
法定福利費 2931758
賞与引当金繰入 1430540
経費 8894435
減価償却費 182219


29621332


経常費用合計 12188048976


経常収益
補助金等収益
特定石綿給付金等基金預り金取崩益 11665022483

その他の政府交付金収益 28008573
資産見返補助金等戻入 182219


11693213275

賞与引当金見返に係る収益 1430540
財務収益
受取利息 493369588


493369588



雑益
雑収入 35573


35573



経常収益合計 12188048976


経常利益 0


臨時損失 0


臨時利益 0


当期純利益 0


当期総利益 0


利益の処分に関する書類（特定石綿被害建設業務労働者等給付金等支払業務勘定）
（単位：円）

Ⅰ 当期未処分利益 0


当期総利益 0
Ⅱ 利益処分額

積立金 0 0


貸借対照表（一般勘定）
（令和８年３月31日）

（単位：円）

資産の部
Ⅰ 流動資産

流動資産合
計

0


Ⅱ 固定資産
１ 有形固定資産

建物 3718160
減価償却累
計額

 3303993


414167

構築物 503923
減価償却累
計額

 453530


50393
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車両 121800
減価償却累
計額

 109620


12180

器具・備品 24158073
減価償却累
計額

 21742227


2415846


有形固定資産
合計

2892586

２ 無形固定資産
電話加入権 19500


無形固定資産
合計

19500

３ 投資その他の資
産
投資その他の
資産合計

0

固定資産合
計

2912086


資産合計 2912086


負債の部
Ⅰ 流動負債

流動負債合計 0


Ⅱ 固定負債
資産見返負債
資産見返運営
費交付金

1461290

資産見返物品
受贈額

1369555


2830845


固定負債合
計

2830845


負債合計 2830845


純資産の部
Ⅰ 資本金

政府出資金 636909


資本金合計 636909
Ⅱ 資本剰余金

その他行政コス
ト累計額

 555668


減価償却相当
累計額（－）

 555668


資本剰余金合
計

 555668

Ⅲ 利益剰余金
当期未処分利益 0



（うち当期総利
益）

（ 0）

利益剰余金合
計

0


純資産合計 81241


負債・純
資産合計

2912086


損益計算書（一般勘定）
（令和７年４月１日～令和８年３月31日）

（単位：円）

経常費用
医療研究事業費
減価償却費 42828


42828



経常費用合計 42828


経常収益
運営費交付金収益
資産見返運営費交付金戻入 42828


42828



経常収益合計 42828


経常利益 0


臨時損失
固定資産除却損 107059


107059



臨時利益
資産見返運営費交付金戻入 107059


107059



当期純利益 0


当期総利益 0


利益の処分に関する書類（一般勘定）
（単位：円）

Ⅰ 当期未処分利益 0


当期総利益 0
Ⅱ 利益処分額

積立金 0 0

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貸借対照表（令和８年３月31日現在） （単位：百万円）

科 目 農業信用保険勘定 林業信用保証勘定 漁業信用保険勘定 農業保険関係勘定 漁業災害補償関係
勘定 調 整 法 人 単 位

（資産の部）
Ⅰ 流動資産 49936 28080 36163 1431 9529  125139

現金及び預金 25365 25498 23367 1025 147  75402
有価証券 5400 2000 3500 400   11300
短期貸付金 18586 540 8914  9318  37358
その他 585 42 383 6 63  1079

Ⅱ 固定資産 41949 37640 34319 2406 6  116320
有形固定資産 756 52 43 2 2  855
投資有価証券 33200 20300 27200 2400   83100
長期貸付金 7339 131 6902    14371
寄託金  16901     16901
その他 654 256 174 4 4  1093

Ⅲ 保証債務見返  19454     19454

資 産 合 計 91885 85174 70482 3837 9535  260913

（負債の部）
Ⅰ 流動負債 870 2045 6943 13 3383  13255

引当金 32 901 27 1 1  961
その他 838 1145 6916 12 3383  12294

Ⅱ 固定負債 4907 451 130 35 8  5530
引当金 252 392 86 35 8  773
退職給付引当金 252 146 86 35 8  527
その他の引当金  246     246

その他 4655 59 44    4757
Ⅲ 保証債務  19454     19454

負 債 合 計 5777 21951 7073 48 3391  38239

（純資産の部）
Ⅰ 資本金 44328 60294 49106 3601 5821  163150

政府出資金 24089 53664 46675 1800 2860  129088
その他 20239 6631 2431 1801 2961  34062

Ⅱ 資本剰余金 11502  12 367    11856
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独立行政法人農林漁業信用基金令和７事業年度財務諸表に関する公告
独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第38条第３項の規定に基づき、独立行政法人農林漁業信用基金の令和７事業年度財務諸表について公告します。
なお、簡略化して記載しておりますので、詳細をご覧になりたい方は当基金のホームページ（https://www.jaffic.go.jp/）又は事務所にて閲覧下さい。
令和８年８月 31 日 東京都港区愛宕２丁目５番１号

独立行政法人農林漁業信用基金
理事長 牧元 幸司






Ⅲ 利益剰余金 30278 2942 13936 189 323  47668
前中期目標期間繰越積立金 29511 2776 12733 189 240  45449
積立金 362 166 835  45  1408
当期未処分利益 405  368  38  811
（うち当期総利益） (405) () (368) () (38) () (811)

純 資 産 合 計 86108 63224 63409 3789 6144  222674

負 債 純 資 産 合 計 91885 85174 70482 3837 9535  260913

 これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目であります。
行政コスト計算書（令和７年４月１日～令和８年３月31日） （単位：百万円）

科 目 農業信用保険勘定 林業信用保証勘定 漁業信用保険勘定 農業保険関係勘定 漁業災害補償関係
勘定 調 整 法 人 単 位

Ⅰ 損益計算書上の費用合計 5005 1473 1477 26 29  8009
Ⅱ 行政コスト 5005 1473 1477 26 29  8009

損益計算書（令和７年４月１日～令和８年３月31日） （単位：百万円）

科 目 農業信用保険勘定 林業信用保証勘定 漁業信用保険勘定 農業保険関係勘定 漁業災害補償関係
勘定 調 整 法 人 単 位

経常費用 4997 1467 1473 26 28  7991
業務経費 3996 721 842 1 1  5561
保険事業費 3996  841    4837
保証事業費  721     721
貸付事業費 0  2 1 1  3
一般管理費 1001 746 630 26 21  2424
人件費 438 442 368 17 13  1279
減価償却費 208 47 57 1 1  314
その他 354 257 206 7 6  830
財務費用     7  7

経常収益 5409 824 1845 25 67  8170
事業収入 4943 617 1535  65  7159
保険事業収入 4934  1532    6466
保証事業収入  564     564
貸付事業収入 9 53 3  65  129
財務収益等 467 207 310 25 2  1010
経常利益又は経常損失（） 412  644 372  1 39  178
臨時損失 7 6 4 0 0  17
当期純利益又は当期純損失（） 405  649 368  1 38  161
前中期目標期間繰越積立金取崩額  649  1   650
当期総利益 405  368  38  811

 これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目であります。

令
和

年

月


日
月
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






純資産変動計算書（令和７年４月１日～令和８年３月31日） （単位：百万円）

農業信用保険勘定 林業信用保証勘定 漁業信用保険勘定 農業保険関係勘定 漁業災害補償関係勘定 法 人 単 位

Ⅰ 当期首残高 96640 63935 63037 3790 6106 233508
Ⅱ 当期変動額  10532  711 372  1 38  10834
Ⅲ 当期末残高 86108 63224 63409 3789 6144 222674

キャッシュ・フロー計算書（令和７年４月１日～令和８年３月31日） （単位：百万円）

科 目 農業信用保険勘定 林業信用保証勘定 漁業信用保険勘定 農業保険関係勘定 漁業災害補償関係
勘定 調 整 法 人 単 位

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー 10935 1368 31 2  2519  9817
人件費支出  388  348  320  11  13   1080
補助金等収入 4 142 304    450
自己収入等 4855 495 1319 23 45  6737
その他収入・支出 6464 1079  1272  10  2551  3711

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー 197 1016  475  963 498  273
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー  10937  62 4  2108   8887
Ⅳ 資金増加額又は減少額（） 195 2323  440  961 86  1204
Ⅴ 資金期首残高 1470 16675 10206 1026 61  29438
Ⅵ 資金期末残高 1665 18998 9767 65 147  30642

利益の処分に関する書類 （単位：百万円）

科 目 農業信用保険勘定 林業信用保証勘定 漁業信用保険勘定 農業保険関係勘定 漁業災害補償関係勘定 合 計

Ⅰ 当期未処分利益 405  368  38 811
当期総利益 405  368  38 811

Ⅱ 利益処分額 405  368  38 811
積立金 405  368  38 811

貸 借 対 照 表
（令和８年３月31日）

（単位：円）
科 目 金 額

資産の部
Ⅰ 流動資産

現金及び預金 139772918659

研究業務未収金 20518069940

契約資産 382479450

未収金 250723327

立替金 7013615

棚卸資産 2331777877

前渡金 41099375

前払費用 625748991

賞与引当金見返 5288570306

その他 14811888


流動資産合計 169233213428
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国立研究開発法人産業技術総合研究所令和７年度財務諸表に関
する公告

独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第38条第３項に基づき、令和７年度国立研究開発法
人産業技術総合研究所の財務諸表について次のとおり公告する。
令和８年８月 31 日 東京都千代田区霞が関１３１

国立研究開発法人産業技術総合研究所
理事長 石村 和彦


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Ⅱ 固定資産
１ 有形固定資産

建物 321074162783
建物減価償却累計額 208287099405
建物減損損失累計額  609369228


112177694150

構築物 49512194072
構築物減価償却累計
額

 33952620971

構築物減損損失累計
額

 15462638


15544110463

機械及び装置 59397052228
機械及び装置減価償
却累計額

 46562643787

機械及び装置減損損
失累計額

 178060778


12656347663

車両運搬具 270210463
車両運搬具減価償却
累計額

 239990829


30219634

工具器具備品 340238292842
工具器具備品減価償
却累計額

241184020728

工具器具備品減損損
失累計額

 3262866


99051009248

土地 107586142011
土地減損損失累計額  793000000


106793142011

建設仮勘定 20071311222


有形固定資産合計 366323834391
２ 無形固定資産

産業財産権 633945990
ソフトウェア 5510924049
電話加入権 31680000
産業財産権仮勘定 1714800795
ソフトウェア仮勘定 11220000



無形固定資産合計 7902570834
３ 投資その他の資産

投資有価証券 19896000
関係会社株式 811937940
敷金・保証金 19882740
長期未収金 300000000

退職給付引当金見返 24975211274
その他 50690881


投資その他の資産合計 26177618835
固定資産合計 400404024060


資産合計 569637237488



貸 借 対 照 表
（令和８年３月31日）

（単位：円）

科 目 金 額

負債の部
Ⅰ 流動負債

運営費交付金債務 131355314878
預り施設費 4922959511
預り補助金等 24764906
預り寄附金 80691204
研究業務未払金 23497588729
未払金 780914771
リース債務 19308240
未払消費税等 3394666100
前受金 3435671067
契約負債 1789421145
預り金 1675224758
引当金
賞与引当金 5359658464


流動負債合計 176336183773

Ⅱ 固定負債
資産見返負債
資産見返運営費交付金 45676632843
資産見返補助金等 757066538
資産見返寄附金 4287127
建設仮勘定見返運営費
交付金

17639395943

建設仮勘定見返施設費 665741878
資産見返物品受贈額 2117829402


66860953731

長期預り寄附金 5000000
長期リース債務 41320840
引当金
退職給付引当金 25000055756
資産除去債務 369076582


固定負債合計 92276406909


負債合計 268612590682
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純資産の部
Ⅰ 資本金

政府出資金 277991415366


資本金合計 277991415366
Ⅱ 資本剰余金

資本剰余金 352719515101
その他行政コスト累計額


356864629444

減価償却相当累計額
（）

329877478914

減損損失相当累計額
（）

 1602276883

除売却差額相当累計額
（）

 25384873647


資本剰余金合計  4145114343
Ⅲ 利益剰余金

前中期目標期間繰越積立
金

25157569457

当期未処分利益 1408838386


（うち当期総利益
1408838386円）

利益剰余金合計 26566407843
Ⅳ 評価・換算差額等

関係会社株式評価差額金 611937940


評価・換算差額等合
計

611937940


純資産合計 301024646806


負債純資産合計 569637237488


 これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目です。
行 政 コ ス ト 計 算 書

（令和７年４月１日～令和８年３月31日）
（単位：円）

項 目 金 額

Ⅰ 損益計算書上の費用
研究業務費 120460456612
一般管理費 5250663459
臨時損失 213147085


損益計算書上の費用合計 125924267156

Ⅱ その他の行政コスト
減価償却相当額 31809628947
除売却差額相当額 819598


その他行政コスト合計 31810448545


Ⅲ 行政コスト 157734715701



 これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目です。
損 益 計 算 書

（令和７年４月１日～令和８年３月31日）
（単位：円）

科 目 金 額

経常費用
研究業務費
人件費 46059545382
減価償却費 26019195629
その他の研究業務費 48381715601


120460456612

一般管理費
人件費 301402401
減価償却費 141050572
その他の一般管理費 4808210486


5250663459


経常費用合計 125711120071

経常収益
運営費交付金収益
運営費交付金収益 49427870873
資産見返運営費交付金戻入 11668639211


61096510084

物品受贈収益 978924155
知的所有権収益 657724283
研究収益 16026276162
受託収益
国及び地方公共団体 4519173873
その他の団体 23128433000


27647606873

施設費収益 685829810
補助金等収益 860759991
寄附金収益 97423869
賞与引当金見返に係る収益 5288570306
退職給付引当金見返に係る収益


 1211685110
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雑益
建物及び物件貸付料 95000223
その他 827185372


922185595



経常収益合計 113050126018


経常損失 12660994053
臨時損失
固定資産除却損 213147085



臨時損失合計 213147085
臨時利益
資産見返運営費交付金戻入 13394165
資産見返物品受贈額戻入 20167663

資産見返承継受贈額戻入 99
資産見返寄附金戻入 2
資産見返補助金等戻入 18
前期損益修正益 28435100
その他 8286353



臨時利益合計 70283400


当期純損失 12803857738


前中期目標期間繰越積立金取崩額


14212696124


当期総利益 1408838386


 これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目です。
純 資 産 変 動 計 算 書
（令和７年４月１日～令和８年３月31日）

Ⅰ 資本金 Ⅱ 資本剰余金

政府出資金 資本金合計

資 本 剰 余 金 その他行政コスト累計額
資本剰余金
合計施設整備費

補助金
運営費
交付金 寄付金

研究施設
等整備積
立金

中長期目
標期間繰
越積立金

無償譲与 減価償却相当
累計額（）

減損損失相当
累計額（）

除売却差額
相当累計額
（）

当期首残高 277991415366 277991415366 338416783845  3016865350955645321971845 1855168764 298602926214 173420718724717047498 15893716065

当期変動額

Ⅰ 資本金の当期変動額
出資金の受入
不要財産に係る国庫
納付等による減資

Ⅱ 資本剰余金の当期変
動額
固定資産の取得 11768773187 2844950 11771618137
固定資産の除売却 535076247 131930304 667826149 819598
減価償却  31809628947 31809628947
固定資産の減損
時の経過による資産
除去債務の増加
承継資産の使用等
不要財産に係る国庫
納付等
その他の資本剰余金
の当期変動額（純額）
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Ⅲ 利益剰余金の当期変
動額
 利益の処分又は損
失の処理
前中期目標期間か
らの繰越し
利益処分による積
立
利益処分（又は損
失処理）による取
崩し
国庫納付金の納付

 その他
当期純利益（又は
当期純損失）
前中期目標期間繰
越積立金取崩額
目的積立金取崩額
その他の利益剰余
金の当期変動額
（純額）

Ⅳ 評価・換算差額等の
当期変動額（純額）

当期変動額合計   11768773187 2844950     31274552700 131930304 66782614920038830408

当期末残高 277991415366 277991415366 350185557032 2844950 3016865350955645321971845 1855168764 329877478914 160227688325384873647 4145114343

（単位：円）

Ⅲ 利益剰余金 Ⅳ 評価・換算差額等

純資産合計前中期目標
期間繰越積
立金

積立金
当期未処分利
益（又は当期
未処理損失）

利益剰余金（又
は繰越欠損金）
合計

関係会社株式
評価差額金うち当期総利

益（又は当期
総損失）

当期首残高 1389130810 39097410548 839236580  41325777938 284941869 335495851238

当期変動額

Ⅰ 資本金の当期変動額
出資金の受入
不要財産に係る国庫
納付等による減資

Ⅱ 資本剰余金の当期変
動額
固定資産の取得 11771618137
固定資産の除売却  819598
減価償却 31809628947
固定資産の減損
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時の経過による資産
除去債務の増加
承継資産の使用等
不要財産に係る国庫
納付等
その他の資本剰余金
の当期変動額（純額）

Ⅲ 利益剰余金の当期変
動額
 利益の処分又は損
失の処理
前中期目標期間か
らの繰越し

3937026558139370265581  

利益処分による積
立

 1389130810 2228367390 839236580  

利益処分（又は損
失処理）による取
崩し
国庫納付金の納付  1955512357  1955512357  1955512357

 その他
当期純利益（又は
当期純損失）

128038577381280385773812803857738 12803857738

前中期目標期間繰
越積立金取崩額

14212696124 14212696124 14212696124  

目的積立金取崩額
その他の利益剰余
金の当期変動額
（純額）

Ⅳ 評価・換算差額等の
当期変動額（純額）

326996071 326996071

当期変動額合計 2376843864739097410548 569601806 140883838614759370095 32699607134471204432

当期末残高 25157569457  1408838386 1408838386 26566407843 611937940 301024646806

キャッシュ・フロー計算書
（令和７年４月１日～令和８年３月31日）

（単位：円）

項 目 金 額

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー
研究業務支出  43324704549
人件費支出  50110382913
その他の業務支出  5129013867
科研費等預り金支出  2049928860
運営費交付金収入 205741018000
受託収入 21193102596
共同研究収入 6142530353
手数料収入 135274176

寄附金収入 20372964
補助金等収入 1268563286
知的所有権収入 604203526
建物及び物件貸付料 98025412
科研費等預り金収入 2716417338
消費税還付金 5209708811
その他の業務収入 5938536135
消費税等支払額  8732623000


小計 139721099408

利息の受取額 5494347
国庫納付支払額  1955512357


業務活動によるキャッシュ・フロー 137771081398
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Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出  87574336744
有形固定資産の売却による収入 28589461
無形固定資産の取得による支出  1264997245
施設費による収入 17979308617
敷金及び保証金の差入による支出  3684780
敷金の回収による収入 918469


投資活動によるキャッシュ・フロー  70834202222

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
ファイナンス・リース債務の返済による支出  9882520


財務活動によるキャッシュ・フロー  9882520

Ⅳ 資金の増加額 66926996656
Ⅴ 資金期首残高 70845922003


Ⅵ 資金期末残高 137772918659



利益の処分に関する書類
（令和８年７月13日）

（単位：円）

科 目 金 額

Ⅰ 当期未処分利益
当期総利益 1408838386


1408838386

Ⅱ 利益処分額
積立金 1408838386



連 結 貸 借 対 照 表
（令和８年３月31日）

（単位：円）

科 目 金 額

資産の部
Ⅰ 流動資産

現金及び預金 152904126982
有価証券 2498201431
研究業務未収金 9536891754
契約資産 233417495
未収金 1253611547
立替金 84162921
棚卸資産 2331777877

前渡金 41370332
未収収益 1902510
前払費用 734391592
賞与引当金見返 5288570306
その他 18760351


流動資産合計 174927185098

Ⅱ 固定資産
１ 有形固定資産

建物 321086462783
建物減価償却累計額 208298813688
建物減損損失累計額  609369228


112178279867

構築物 49512194072
構築物減価償却累計
額

 33952620971

構築物減損損失累計
額

 15462638


15544110463

機械及び装置 59412451228
機械及び装置減価償
却累計額

 46567532672

機械及び装置減損損
失累計額

 178060778


12666857778

車両運搬具 274982399
車両運搬具減価償却
累計額

 244762764


30219635

工具器具備品 342252724255
工具器具備品減価償
却累計額

242746575983

工具器具備品減損損
失累計額

 3262866


99502885406

土地 107586142011
土地減損損失累計額  793000000


106793142011

建設仮勘定 20071311222


有形固定資産合計 366786806382
２ 無形固定資産

産業財産権 636017587
ソフトウェア 5834230770
電話加入権 31680000
産業財産権仮勘定 1721557323
ソフトウェア仮勘定 15720000


無形固定資産合計 8239205680
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３ 投資その他の資産
投資有価証券 187903976
敷金・保証金 40608740
退職給付引当金見返 24975211274
繰延税金資産 224968263
その他 110707911


投資その他の資産合計 25539400164
固定資産合計 400565412226


資産合計 575492597324



連 結 貸 借 対 照 表
（令和８年３月31日）

（単位：円）

科 目 金 額

負債の部
Ⅰ 流動負債

運営費交付金債務 131355314878
預り施設費 4922959511
預り補助金等 24764906
預り寄附金 80691204
研究業務未払金 24041325776
未払金 1803654410
未払費用 41240207
リース債務 19308240
未払法人税等 246782550
未払消費税等 3406990000
前受金 6194612430
契約負債 2810411348
預り金 1703153314
賞与引当金 5514499411


流動負債合計 182165708185

Ⅱ 固定負債
資産見返負債
資産見返運営費交付金 45676632843
資産見返補助金等 757066538
資産見返寄附金 4287127
建設仮勘定見返運営費
交付金

17639395943

建設仮勘定見返施設費 665741878
資産見返物品受贈額 2117829402


66860953731

長期預り寄附金 5000000
長期リース債務 41320840
引当金
退職給付引当金 25033045339
資産除去債務 369076582


固定負債合計 92309396492


負債合計 274475104677

純資産の部
Ⅰ 資本金

政府出資金 277991415366


資本金合計 277991415366
Ⅱ 資本剰余金  4145114343
Ⅲ 連結剰余金 27146303380


Ⅳ 評価・換算差額等 24888244


純資産合計 301017492647


負債純資産合計 575492597324



 これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目です。
連 結 損 益 計 算 書

（令和７年４月１日～令和８年３月31日）
（単位：円）

科 目 金 額

経常費用
研究業務費
人件費 46090758001
減価償却費 26872232732
その他の研究業務費 53171540297


126134531030

一般管理費
人件費 2218968997
減価償却費 159486733
その他の一般管理費 5874796933


8253252663


経常費用合計 134387783693

経常収益
運営費交付金収益
運営費交付金収益 49427870873
資産見返運営費交付金戻入 11668639211


61096510084
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物品受贈収益 978924155
知的所有権収益 868961608
研究収益 27933985126
受託収益
国及び地方公共団体 4519173873
その他の団体 19654280635


24173454508

施設費収益 685829810
補助金等収益 860759991
寄附金収益 97423869
賞与引当金見返に係る収益 5288570306
退職給付引当金見返に係る収益


 1211685110

雑益
建物及び物件貸付料 71712481
その他 876434672


948147153


経常収益合計 121720881500


経常損失 12666902193

臨時損失
固定資産除却損 213307392
損害賠償金損失 206310000


臨時損失合計 419617392

連 結 純 資 産 変 動 計 算 書
（令和７年４月１日～令和８年３月31日）

Ⅰ 資本金 Ⅱ 資本剰余金

政府出資金 資本金合計

資 本 剰 余 金 その他行政コスト累計額
資本剰余金
合計施設整備費

補助金
運営費
交付金 寄付金

研究施設
等整備積
立金

中長期目
標期間繰
越積立金

無償譲与 減価償却相当
累計額（）

減損損失相当
累計額（）

除売却差額
相当累計額
（）

当期首残高 277991415366 277991415366 338416783845  3016865350955645321971845 1855168764 298602926214 173420718724717047498 15893716065

当期変動額

Ⅰ 資本金の当期変動額
出資金の受入
不要財産に係る国庫
納付等による減資

Ⅱ 資本剰余金の当期変
動額
固定資産の取得 11768773187 2844950 11771618137
固定資産の除売却 535076247 131930304 667826149 819598

臨時利益
資産見返運営費交付金戻入 13394165
資産見返物品受贈額戻入 20167663
資産見返承継受贈額戻入 99
資産見返寄附金戻入 2
資産見返補助金等戻入 18
前期損益修正益 28435100
その他 1041158427


臨時利益合計 1103155474


税金等調整前当期純損失 11983364111
法人税・住民税及び事業税 442141970
法人税等調整額 33893217
当期純損失 12459399298


前中期目標期間繰越積立金取崩額


14212696124


当期総利益 1753296826


 これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目です。

減価償却  31809628947 31809628947
固定資産の減損
時の経過による資産
除去債務の増加
承継資産の使用等
その他
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Ⅲ 連結剰余金の当期変
動額
 利益の処分又は損
失の処理
前中期目標期間か
らの繰越し
利益処分による積
立
利益処分（又は損
失処理）による取
崩し
国庫納付金の納付

 その他
当期純利益（又は
当期純損失）
前中期目標期間繰
越積立金取崩額
目的積立金取崩額
その他の連結剰余
金の当期変動額
（純額）

Ⅳ 評価・換算差額等の
当期変動額（純額）

当期変動額合計   11768773187 2844950     31274552700 131930304 66782614920038830408

当期末残高 277991415366 277991415366 350185557032 2844950 3016865350955645321971845 1855168764 329877478914 160227688325384873647 4145114343

（単位：円）

Ⅲ 連結剰余金 Ⅳ 評価・換算差額等

純資産合計前中期目標
期間繰越積
立金

積立金
当期未処分利
益（又は当期
未処理損失）

連結剰余金（又
は繰越欠損金）
合計

その他有価証
券評価差額金

為替換算調整
勘定

評価・換算差
額等合計うち当期総利

益（又は当期
総損失）

当期首残高 1389130810 39097410548 1074673677  41561215035 36484544 416432 36068112 335482414578

当期変動額

Ⅰ 資本金の当期変動額
出資金の受入
不要財産に係る国庫
納付等による減資

Ⅱ 資本剰余金の当期変
動額
固定資産の取得 11771618137
固定資産の除売却  819598
減価償却 31809628947
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固定資産の減損
時の経過による資産
除去債務の増加
承継資産の使用等
その他

Ⅲ 連結剰余金の当期変
動額
 利益の処分又は損
失の処理
前中期目標期間か
らの繰越し

3937026558139370265581  

利益処分による積
立

 1389130810 2228367390 839236580  

利益処分（又は損
失処理）による取
崩し
国庫納付金の納付  1955512357  1955512357  1955512357

 その他
当期純利益（又は
当期純損失）

124593992981245939929812459399298 12459399298

前中期目標期間繰
越積立金取崩額

14212696124 14212696124 14212696124  

目的積立金取崩額
その他の連結剰余
金の当期変動額
（純額）

Ⅳ 評価・換算差額等の
当期変動額（純額）

 13819753 2639885 11179868 11179868

当期変動額合計 2376843864739097410548 914060246 175329682614414911655 13819753 2639885 1117986834464921931

当期末残高 25157569457  1988733923 1753296826 27146303380 22664791 2223453 24888244 301017492647

連結キャッシュ・フロー計算書
（令和７年４月１日～令和８年３月31日）

（単位：円）

項 目 金 額

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー
研究業務支出  48059298905
人件費支出  51932497644
その他の業務支出  6683268721
科研費等預り金支出  2049928860
運営費交付金収入 205741018000
受託収入 21232446069
共同研究収入 13627480212
手数料収入 135274176

寄附金収入 20372964
補助金等収入 1268563286
知的所有権収入 1255692179
建物及び物件貸付料 98025412
科研費等預り金収入 2716417338
消費税還付金 5209708811
その他の業務収入 12777136182
消費税等支払額  8939644900


小計 146417495599

利息の受取額 26291765
国庫納付支払額  1955512357
法人税等の支払額  567881386


業務活動によるキャッシュ・フロー 143920393621
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Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
投資有価証券の取得による支出  2500000000
有形固定資産の取得による支出  88398317610
有形固定資産の売却による収入 28589461
無形固定資産の取得による支出  1507392473
施設費による収入 17979308617
敷金及び保証金の差入による支出  3684780
敷金の回収による収入 1922849
その他の投資収入 8468500


投資活動によるキャッシュ・フロー  74391105436

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
ファイナンス・リース債務の返済による支出  9882520


財務活動によるキャッシュ・フロー  9882520

Ⅳ 資金に係る換算差額 3194705


Ⅴ 資金の増加額 69522600370
Ⅵ 資金期首残高 81381526612


Ⅶ 資金期末残高 150904126982



貸 借 対 照 表
（令和８年３月31日）

（単位：円）

資産の部
Ⅰ 流動資産

現金及び預金 38393657274
未収入金 2781276390
棚卸資産 9557266
前渡金 389064113
前払費用 467021654
未収収益 9851009
賞与引当金見返 1023355470
為替予約 142746558
その他の流動資産 152107971
貸倒引当金  3158934


流動資産合計 43365478771

Ⅱ 固定資産
有形固定資産
建物 17651197371
減価償却累計額  10119510864


7531686507

構築物 219066985
減価償却累計額  175283278


43783707

車両運搬具 430176184
減価償却累計額  283867831


146308353

工具器具備品 2482277652
減価償却累計額  1776901687


705375965

土地 29876552283


有形固定資産合計 38303706815
無形固定資産
商標権 25667368
ソフトウェア 997461710
電話加入権 780000


無形固定資産合計 1023909078
投資その他の資産
前払年金費用 3329853785
退職給付引当金見返 9969989870
敷金・保証金 575553916


投資その他の資産合計 13875397571
固定資産合計 53203013464


資産合計 96568492235


負債の部
Ⅰ 流動負債

運営費交付金債務 28412015937
預り補助金等 1424066034
預り施設費 12172000
預り寄附金 190000000
未払金 5471883750
前受金 178118902
預り金 897832221
前受収益 179566388
引当金
賞与引当金 1023355470


1023355470

流動負債合計 37789010702
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官
報 独立行政法人日本貿易振興機構令和７事業年度財務諸表に関す

る公告
独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第38条第３項の規定に基づき、独立行政法人日本貿

易振興機構令和７事業年度財務諸表について次のとおり公告します。
なお、同条第４項の規定により、附属明細書その他主務省令で定める書類は、当機構のホームペー
ジ（https://www.jetro.go.jp/）で公告しております。

令和８年８月 31 日 東京都港区赤坂一丁目12番32号
独立行政法人日本貿易振興機構

理事長 石黒 憲彦






Ⅱ 固定負債
資産見返負債
資産見返運営費交付金 1630257764
資産見返補助金等 331570473
資産見返寄附金 9850558


1971678795

長期預り寄附金 17579742
引当金
退職給付引当金 9969989870


9969989870

前払年金費用見返 3329853785
長期未払金 148106195


固定負債合計 15437208387


負債合計 53226219089

純資産の部
Ⅰ 資本金

政府出資金 44713614816


資本金合計 44713614816
Ⅱ 資本剰余金

資本剰余金 1368536895
その他行政コスト累計額  9347007725
減価償却相当累計額（）  8703056895
減損損失相当累計額（）  4083400
承継資産に係る費用相当
累計額（）

 1789463

除売却差額相当累計額
（）

 638077967


資本剰余金合計  7978470830
Ⅲ 利益剰余金

前中期目標期間繰越積立金


2407024786

積立金 2298990855
当期未処分利益 1758366961
（うち当期総利益） (1758366961)


利益剰余金合計 6464382602


Ⅳ 評価・換算差額等

繰延ヘッジ損益 142746558


評価・換算差額等合計 142746558


純資産合計 43342273146


負債純資産合計 96568492235


 これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。

行 政 コ ス ト 計 算 書
（令和７年４月１日～令和８年３月31日）

（単位：円）

Ⅰ 損益計算書上の費用
業務費 51236064018
一般管理費 2065496603
財務費用 3332016
雑損 25149161
臨時損失 17022715


損益計算書上の費用合計 53347064513

Ⅱ その他行政コスト
減価償却相当額 292094978
除売却差額相当額 3216584


その他行政コスト合計 295311562


Ⅲ 行政コスト 53642376075


 これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。

損 益 計 算 書
（令和７年４月１日～令和８年３月31日）

（単位：円）

経常費用
業務費
役員報酬 77846474
給与諸手当 15401355097
賞与引当金繰入 913965311
退職給付費用  789980149
法定福利費 1987440672
業務委託費 20783805585
通信費 166323041
旅費交通費 3408540559
消耗品・備品費 103119352
賃借料 4212375160
情報収集費 938754947
減価償却費 1058513341
貸倒引当金繰入 2850030
その他 2971154598


51236064018

一般管理費
役員報酬 90963272
給与諸手当 1117255667
賞与引当金繰入 109390159
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退職給付費用  70103575
法定福利費 174963576
業務委託費 251780868
通信費 4404167
旅費交通費 65461316
消耗品・備品費 5429486
減価償却費 78459813
その他 237491854


2065496603

財務費用
支払利息 3332016


3332016

雑損 25149161


経常費用合計 53330041798


経常収益
運営費交付金収益 36388668693
業務収入 3544928402
受託収入
政府受託収入 3529323855
その他受託収入 1007129066


4536452921

補助金等収益 9105603336
施設費収益 5801697
寄附金収益 102002070
賞与引当金見返に係る収益 1023355470

退職給付引当金見返に係る収
益

 888733454

資産見返負債戻入
資産見返運営費交付金戻入 384182953
資産見返補助金等戻入 30096374
資産見返寄附金戻入 4318690


418598017

財務収益
受取利息 70162582
為替差益 596923546


667086128

雑益 152720230


経常収益合計 55056483510


経常利益 1726441712
臨時損失
固定資産除却損 16854235
固定資産売却損 168480


17022715


臨時利益
固定資産売却益 8778648


8778648


当期純利益 1718197645


前中期目標期間繰越積立金取崩額


40169316


当期総利益 1758366961


 これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。

純 資 産 変 動 計 算 書
（令和７年４月１日～令和８年３月31日）

Ⅰ 資本金 Ⅱ 資本剰余金

政府出資金 資本金合計 資本剰余金

その他行政コスト累計額

運営費交付金 施 設 費 減 資 差 益 前中期目標期
間繰越積立金

減価償却相当
累計額（）

減損損失相当
累計額（）

承継資産に係
る費用相当累
計額（）

除売却差額相
当累計額（）

当期首残高 44713614816 44713614816 1227873592 238158369  796333794 1933814298467326996 4083400 1789463 578496304

当期変動額

Ⅰ 資本金の当期変動額

Ⅱ 資本剰余金の当期変動額

固定資産の取得 140663303 140663303

固定資産の除売却 56365079  59581663

減価償却  292094978
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Ⅲ 利益剰余金の当期変動額

 利益の処分又は損失の
処理

利益処分による積立

 その他

当期純利益

前中期目標期間繰越積
立金取崩額

Ⅳ 評価・換算差額等の当期変
動額（純額）

当期変動額合計   140663303  140663303   235729899   59581663

当期末残高 44713614816 44713614816 1368536895 238158369 140663303 796333794 1933814298703056895 4083400 1789463 638077967
（単位：円）

Ⅲ 利益剰余金 Ⅳ 評価・換算差額等

純資産合計資本剰余金
合計

前中期目標期
間繰越積立金 積 立 金 当期未処分

利益
利益剰余金
合計

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計うち当期総

利益

7823822571 2447194102 1248851641 1050139214  4746184957 32929780 32929780 41603047422

140663303 140663303

 3216584  3216584

 292094978  292094978

10501392141050139214  

1718197645 1718197645 1718197645 1718197645

 40169316 40169316 40169316  

175676338 175676338 175676338

 154648259 40169316 1050139214 708227747 1758366961 1718197645 175676338 175676338 1739225724

7978470830 2407024786 2298990855 1758366961 1758366961 6464382602 142746558 142746558 43342273146
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キャッシュ・フロー計算書
（令和７年４月１日～令和８年３月31日）

（単位：円）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー
原材料、商品又はサービスの購入による支出  32382940511
人件費支出  20457804721
その他の業務支出  460990056
運営費交付金収入 43875540000
業務収入 3674634657
受託収入 4613284592
補助金等収入 10861420386
補助金等の精算による返還金の支出  1331986260
寄附金収入 1484366


小計 8392642453
利息の受取額 66180903
利息の支払額  3332016


業務活動によるキャッシュ・フロー 8455491340

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出  662088702
有形固定資産及び無形固定資産の売却による収入 3270736
施設費による収入 158637000
定期預金の預入による支出  11000000000
定期預金の払戻による収入 11000000000
敷金・保証金の差入による支出  98418464
敷金・保証金の返還による収入 38965711


投資活動によるキャッシュ・フロー  559633719

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
リース債務の返済による支出  695066122


財務活動によるキャッシュ・フロー  695066122

Ⅳ 資金に係る換算差額 192283975
Ⅴ 資金増加額 7393075474
Ⅵ 資金期首残高 31000581800


Ⅶ 資金期末残高 38393657274



利益の処分に関する書類
（令和８年６月30日）

（単位：円）

Ⅰ 当期未処分利益 1758366961
当期総利益 1758366961


Ⅱ 利益処分額
積立金 1758366961


1758366961


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【注記事項】
（重要な会計方針）
改訂後の「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」（令和３年９月21日改訂）
並びに「『独立行政法人会計基準』及び『独立行政法人会計基準注解』に関するＱ＆Ａ」（令和４年３
月最終改訂）（以下「独立行政法人会計基準等」という。）を適用して、財務諸表等を作成しておりま
す。
１．運営費交付金収益の計上基準
業務達成基準を採用しております。
なお、業務の進行状況と運営費交付金の対応関係が明確である活動を除く管理部門の活動につ
いては期間進行基準を採用しております。
２．減価償却の会計処理方法
 有形固定資産（リース資産を除く。）
定額法を採用しております。
なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。
建 物 ２～47年
構築物 ２～36年
車両運搬具 ３～６年
工具器具備品 ２～20年
また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第87第１項）に係る減価償却に相当する額に
ついては、減価償却相当累計額として資本剰余金から控除して表示しております。
 無形固定資産（リース資産を除く。）
定額法を採用しております。
なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づ
いております。
 リース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

３．特定の承継資産（独立行政法人会計基準第87第２項）の会計処理方法
個別法に基づく承継資産のうち、棚卸資産に係る費用相当額については、承継資産に係る費用
相当累計額として資本剰余金から控除して表示しております。
４．貸倒引当金の計上基準
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権
等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込み額を計上しております。
５．賞与引当金の計上基準
役職員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち、当事業年度に負担すべき金額を計
上しております。なお、役職員の賞与については、運営費交付金により財源措置がなされる見込
みであるため、賞与引当金と同額を賞与引当金見返として計上しております。
６．退職給付に係る引当金の計上基準及び退職給付費用の処理方法
役職員の退職給付に備えるため、当該事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額
に基づき計上しております。
退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法に
ついては期間定額基準によっております。
数理計算上の差異及び過去勤務費用は、その発生年度に一括して費用処理しております。
なお、退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされる見込みであるため、退
職給付引当金と同額を退職給付引当金見返として計上しております。
また、確定給付企業年金等については、運営費交付金により、掛金及び年金積立不足額に対し
て財源措置がなされる見込みであるため、退職給付引当金（前払年金費用）と同額を退職給付引
当金見返（前払年金費用見返）として計上しております。
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７．棚卸資産の評価基準及び評価方法
 出版物
移動平均法による低価法を採用しております。

 貯蔵品
個別法による原価法を採用しております。

８．収益及び費用の計上基準
 受託業務に係る収益
受託業務に係る収益は、主に国、地方公共団体又は業界団体から支出された委託費であり、
受託契約等に基づいてサービス等を引き渡す義務を負っております。当該履行義務は、原則と
して、サービス等を引き渡した時点で履行義務が充足されると判断し、当該時点で収益を認識
しております。なお、契約期間が複数年度にわたる場合においては、仕様書で定められた業務
の進捗に応じた報告書などの納入物を提出した時点で、各年度にて収益を認識しております。
 有償定型サービスに係る収益
有償定型サービスに係る収益は、主に有償セミナー、有償調査サービス事業に係る収益であ
り、顧客との契約に基づいて有償定型サービスを提供する履行義務を負っております。当該履
行義務は、当サービスを引き渡す一時点において、顧客が当該サービスに対する支配を獲得し
て充足されると判断し、引渡時点で収益を認識しております。
 年間有償パッケージに係る収益
年間有償パッケージに係る収益は、主に当法人の年会費による収益であり、顧客との契約に
基づいてサービスを引き渡す履行義務を負っております。会費の期間を通じて履行義務が発生
するため、収益を一定の期間にわたり認識しております。

９．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処
理しております。
10．ヘッジ会計の方法
 ヘッジ会計の方法
繰延ヘッジ処理を採用しております。ただし、為替予約について、振当処理の要件を満たす
場合は振当処理を行っております。
 ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段・・・為替予約取引
ヘッジ対象・・・外貨建予定取引

 ヘッジ方針
将来の外貨建取引に対して、為替相場の変動によるリスクをヘッジする目的で行っておりま
す。
 ヘッジ有効性評価の方法
為替予約取引について、取引全てが将来の外貨建取引に基づくものであり、実行の可能性が
極めて高いため、有効性の評価は省略しております。

11．リース取引の処理方法
リース料総額が300万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る

方法に準じた会計処理によっております。
リース料総額が300万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。
12．消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。

（貸借対照表関係）
その他行政コスト累計額のうち、出資を財源に取得した資産に係る金額 9069401596円
前受金及び前受収益のうち、契約負債に係る金額 238943790円

（行政コスト計算書関係）
１．独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト

行政コスト 53642376075円
自己収入等  8996141391円
機会費用 1028881372円

                                          

独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト 45675116056円
２．機会費用の計上方法
 国又は地方公共団体の財産の無償又は減額された使用料による貸借取引から生ずる機会費用
の計算方法
近隣の地代や賃貸料等を参考に計算しております。

 政府出資等から生ずる機会費用の計算に使用した利率
10年利付国債の令和８年３月末利回りを参考に2345％で計算しております。

 国又は地方公共団体との人事交流による出向職員から生ずる機会費用の計算方法
当該職員が国又は地方公共団体に復帰後退職する際に支払われる退職金のうち、独立行政法
人での勤務期間に対応する部分について、内部規程に定める退職給付支給基準等を参考に計算
しております。

（損益計算書関係）
ファイナンス・リース取引が損益に与える影響額は、1342185円であり、当該影響額を除いた当
期総利益は1757024776円であります。
（キャッシュ・フロー計算書関係）
資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳
現金及び預金勘定 38393657274円

                                           

期末資金残高 38393657274円
（退職給付関係）
１．採用している退職給付制度の概要
当機構は役職員への退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付制度及び確定拠出制
度を採用しております。
退職一時金制度（非積立型制度）では、退職給付として、給与と勤務期間に基づいた一時金を
支給しております。
確定給付企業年金制度（積立型制度）では、経済産業関係法人企業年金基金にて運用し、給与
と勤務期間に基づいた一時金又は年金を支給しております。
２．確定給付制度
 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表
期首における退職給付債務 15442257929円
勤務費用 586184844円
利息費用 259620324円
数理計算上の差異の当期発生額  1046965656円
役員退職手当引当金繰入額 7367700円
ＮＳ退職手当引当金繰入額 15591615円
退職給付の支払額  679976920円
過去勤務費用の当期発生額 0円
制度加入者からの拠出額 37260060円

        

期末における退職給付債務 14621339896円

        






２．金融商品の時価等に関する事項
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。
なお、現金は注記から省略しており、預金、未収入金及び未払金は短期間で決済されるため時
価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

（単位：円）

貸借対照表計上額 時 価 差 額

敷金・保証金 575553916 559425437  16128479

令
和
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年
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報

 年金資産の期首残高と期末残高の調整表
期首における年金資産 7247533131円
期待運用収益 72475331円
数理計算上の差異の当期発生額 638056950円
事業主からの拠出額 252349900円
退職給付の支払額  266471561円
制度加入者からの拠出額 37260060円

        

期末における年金資産 7981203811円

        

 退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払年金費用の調
整表
積立型制度の退職給付債務 4651350026円
年金資産  7981203811円

        

積立型制度の未積立退職給付債務  3329853785円
非積立型制度の未積立退職給付債務 9969989870円

        

小計 6640136085円
未認識数理計算上の差異 0円
未認識過去勤務費用 0円

        

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 6640136085円

        

退職給付引当金 9969989870円
前払年金費用  3329853785円

        

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 6640136085円

        

 退職給付に関連する損益
勤務費用 586184844円
利息費用 259620324円
期待運用収益  72475331円
数理計算上の差異の当期の費用処理額  1685022606円
役員退職手当引当金繰入額 7367700円
ＮＳ退職手当引当金繰入額 15591615円
過去勤務費用の当期の費用処理額 0円
臨時に支払った割増退職金 0円

        
合 計  888733454円

        
 年金資産の主な内訳
年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。
債券 41％
株式 36％
保険資産 ４％
その他 19％

    

合 計 100％

    

 長期期待運用収益率の設定方法に関する記載
年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年
金資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しておりま
す。

 数理計算上の計算基礎に関する事項
期末における主要な数理計算上の計算基礎
割引率
退職一時金制度 2462％
確定給付企業年金制度 2700％
長期期待運用収益率 1000％

３．確定拠出制度
当機構の確定拠出制度への要拠出額は28649730円であります。

（減損会計関係）
該当する事項はありません。

（金融商品関係）
１．金融商品の状況に関する事項
当機構の資金運用は、国債等の取得並びに預金等独立行政法人通則法第47条各号に定める限定
された方法による方針です。また、資金調達は、独立行政法人通則法第45条の規定により、中期
計画に定めた限度額の範囲内で金融機関等からの短期借入金とする方針です。
未収債権等に係る顧客等の信用リスクは、当機構の債権等管理規程に沿ってリスク低減を図っ
ております。また、有価証券は保有しておりません。

（注１）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の
３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：同一の資産または負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算

定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接または間接的に観察可能なインプットを用

いて算定した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
資 産

    

敷金・保証金
敷金・保証金の時価は、将来キャッシュ・フローを国債の利回り等の適切な指標で割り引い
た現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

（資産除去債務関係）
契約において原状回復が義務となる不動産賃借物件を有しておりますが、当該債務に関連する賃
借資産の移転等の時期が未定であり、使用期間が明確でないことから、資産除去債務を合理的に見
積もることが出来ないため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。
（重要な債務負担行為）
該当する事項はありません。

（重要な後発事象）
該当する事項はありません。
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（収益認識）
法人は、以下に記載する内容を除き、会計基準第86における収益に重要性が乏しいため、注記を省略しております。
 収益の分解情報
当法人の収益の分解情報は下記の通りです。

（単位：百万円）

資本・技術・人材が
国内外で循環するエ
コシステムの形成・
強化

農林水産物・食品の
世界市場展開の促進

中堅・中小企業など
日本企業の海外展開
支援

日本企業の海外展
開・通商政策におけ
る共通課題等への対
応

計 法 人 共 通 合 計

受託契約に係る収益 1423 1406 381 1326 4536  4536
有償定型サービスに係る収益 366 368 538 808 2079  2079
年間有償パッケージに係る収益    329 329  329

顧客との契約から生じる収益 1789 1774 919 2462 6944  6944

その他の収益 12639 6543 12779 14015 45977 2136 48112

計 14428 8317 13698 16477 52921 2136 55056

貸 借 対 照 表
（令和８年３月31日） （単位：円）

科 目 一般勘定 国際観光旅客税
財源勘定 交付金勘定 法人単位

資産の部
Ⅰ 流動資産
現金及び預金 3679174849 5894205030 26108948 9599488827
棚卸資産 10840271 10840271

Ⅱ 固定資産
１ 有形固定資産

建物 369750965 369750965
減価償却累
計額

－193610517 －193610517

工具器具備品 54868326 54868326
減価償却累
計額

－40273597 －40273597

有形固定資産
合計

190735177 190735177

２ 無形固定資産
ソフトウェア 128832979 108702542 237535521
その他の無形固
定資産

10147904 2641196 12789100

無形固定資産
合計

138980883 111343738 250324621

前払費用 53779573 2254546 56034119
未収金 89625793 1275790 90901583
賞与引当金見返 180051553 3136682 183188235
その他の流動資産 6989507 6989507

流動資産合
計

4020461546 5900872048 26108948 9947442542

令
和

年

月


日
月
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報  収益を理解するための基礎となる情報

「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりで
あります。
 当該事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報

当該事業年度末における残存履行義務に配分された取引価格の総額は、239百万円であり、当
法人は、当該残存履行義務について、履行義務の充足につれて2026年から2027年までの間で収益
を認識することを見込んでいます。

独立行政法人国際観光振興機構令和７事業年度財務諸表に関す
る公告

独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第38条第３項の規定に基づき、独立行政法人国際観
光振興機構令和７事業年度財務諸表について公告します。
なお、主要な財務諸表のみを記載しておりますので、詳細をご覧になりたい方は、当機構のホーム
ページ（https://www.jnto.go.jp/）にて閲覧ください。
令和８年８月 31 日 東京都新宿区四谷１６４

独立行政法人国際観光振興機構
理事長 蒲生 篤実






〇 〇

３ 投資その他の資産
敷金・保証金 280636387 280636387
貸倒引当金 －330000 －330000
長期前払費用 4977917 4977917
前払年金費用 852616918 5332459 857949377
退職給付引当金
見返

1107359203 1107359203

投資その他の
資産合計

2245260425 5332459 2250592884

固定資産合
計

2574976485 116676197 2691652682

資産合計 6595438031 6017548245 26108948 12639095224
負債の部
Ⅰ 流動負債
運営費交付金債務 940314000 1487918000 2428232000
預り寄附金 1284758774 3580000 1288338774
未払金 331931711 4018268497 163760 4350363968
未払費用 71570027 9880761 81450788
未払消費税等 3348500 7239900 10588400
預り金 15894482 344283 16238765
引当金
賞与引当金 186917339 3136682 190054021

流動負債合
計

2834734833 5526788123 3743760 8365266716

Ⅱ 固定負債
資産見返負債
資産見返運営費交
付金

335962454 111343738 447306192

資産見返補助金 1 1
資産見返寄附金 4140587 4140587
引当金
退職給付引当金 1132337903 1132337903
前払年金費用見返 833323839 5332459 838656298

固定負債合
計

2305764784 116676197 2422440981

負債合計 5140499617 5643464320 3743760 10787707697
純資産の部
Ⅰ 資本金
政府出資金 958426354 958426354

資本金合計 958426354 958426354

Ⅱ 資本剰余金
資本剰余金 325452825 325452825
その他行政コスト累
計額

－520307921 －520307921

減価償却相当累計
額

－9804125 －9804125

除売却差額相当累
計額

－510503796 －510503796

資本剰余金
合計

－194855096 －194855096

Ⅲ 利益剰余金
前中期目標期間繰越
積立金

10069971 10069971

積立金 469176000 180589971 21970052 671736023
当期未処分利益 212121185 193493954 395136 406010275

利益剰余金
合計

691367156 374083925 22365188 1087816269

純資産合計 1454938414 374083925 22365188 1851387527
負債純資
産合計

6595438031 6017548245 26108948 12639095224

行 政 コ ス ト 計 算 書
（令和７年４月１日～令和８年３月31日） （単位：円）

科 目 一般勘定 国際観光旅客税
財源勘定 交付金勘定 法人単位

Ⅰ 損益計算書上の費用
国際観光振興事業
費

5211634802 6954350236 12165985038

交付金事業費 3834864 3834864
一般管理費 678058301 678058301
臨時損失 20031671 11893776 31925447
損益計算書上の
費用計

5909724774 6966244012 3834864 12879803650

Ⅱ その他行政コスト
減価償却相当額 189433 189433
除売却差額相当額 585000 585000
その他行政コス
ト合計

774433 774433

Ⅲ 行政コスト 5910499207 6966244012 3834864 12880578083

令
和

年

月


日
月
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

(
分
冊
の

)






損 益 計 算 書
（令和７年４月１日～令和８年３月31日） （単位：円）

科 目 一般勘定 国際観光旅客税
財源勘定 交付金勘定 法人単位

経常費用
国際観光振興事業費
海外宣伝事業費 4513509099 6954350236 11467859335
受入対策費 64456076 64456076
調査研究費 24836504 24836504
事業指導監督費 13599742 13599742
観光情報提供事業費 41248505 41248505
通訳案内士試験事業
費

77333411 77333411

受託業務費 289063519 289063519
事業パートナー連携
経費

187587946 187587946

交付金事業費
業務費 3834864 3834864
一般管理費
一般管理費 584337510 584337510
賞与引当金繰入 49153520 49153520
退職給付費用 10282884 10282884
減価償却費 34284387 34284387
経常費用合計 5889693103 6954350236 3834864 12847878203
経常収益
運営費交付金収益 5046214244 7099152572 12145366816
国際観光振興事業収入
観光宣伝事業賛助金
収益

107882202 107882202

会費収入 103962500 103962500
観光情報提供事業収
入

50513737 50513737

通訳案内士試験手数
料収入

65028150 65028150

受託業務収入 294415308 294415308
寄附金収益 4130000 4130000
資産見返運営費交付金
戻入

126725879 27372103 154097982

資産見返寄附金戻入 3545774 3545774
賞与引当金見返に係る
収益

180051553 3136682 183188235

退職給付引当金見返に
係る収益

105918297 208630 106126927

財務収益
受取利息 654057 67314 721371
為替差益 20817550 27993030 48810580
雑益 4838117 1807635 100000 6745752
経常収益合計 6110567368 7159737966 4230000 13274535334
経常利益 220874265 205387730 395136 426657131

臨時損失
固定資産除却損 8813571 11893776 20707347
減損損失 11218100 11218100
臨時利益
資産見返運営費交付金
戻入

11218100 11218100

当期純利益 212060694 193493954 395136 405949784
前中期目標期間繰越積立
金取崩額

60491 60491

当期総利益 212121185 193493954 395136 406010275

キャッシュ・フロー計算書
（令和７年４月１日～令和８年３月31日） （単位：円）

科 目 一般勘定 国際観光旅客税
財源勘定 交付金勘定 法人単位

Ⅰ 業 務 活 動 に よ る
キャッシュ・フロー
海外事務所費支出 －2598826553 －2598826553
総合観光案内所費
支出

－40863656 －40863656

海外宣伝事業費支
出

－2377711386 －6640552224 －9018263610

国際協力事業費支
出

－3004831 －3004831

海外宣伝資料作成
費支出

－48691439 －48691439

調査研究費支出 －19686699 －19686699
受入対策費支出 －26136900 －26136900
事業指導監督費支
出

－13599742 －13599742

通訳案内士試験事
業費支出

－133993261 －133993261

観光情報提供事業
費支出

－42251882 －42251882

受託業務費支出 －215212280 －215212280
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事業パートナー連
携経費支出

－204185951 －204185951

業務費支出 －409464 －409464
交付金支出 －3383300 －3383300
人件費支出 －475649967 －475649967
その他の業務支出 －74948029 －74948029
運営費交付金収入 5723000000 7500000000 13223000000
観光宣伝事業賛助
金収入

333327000 333327000

観光情報提供事業
収入

61902717 61902717

通訳案内士試験受
験手数料収入

65028150 65028150

受託業務収入 301515323 301515323
寄附金収入 5070000 5070000
その他収入 4835165 531845 100000 5467010
小計 214845779 859979621 1377236 1076202636
利息の受取額 654057 67314 721371
業 務 活 動 に よ る
キャッシュ・フロー

215499836 860046935 1377236 1076924007

純 資 産 変 動 計 算 書
（令和７年４月１日～令和８年３月31日）

（単位：円）

Ⅰ 資本金 Ⅱ 資本剰余金

Ⅲ 利益剰余金合計 純資産合計
政府出資金 資本剰余金

その他行政コスト累計額
資本剰余金合計減価償却相当累計額

（－）
除売却差額相当累計
額（－）

当期期首残高 958426354 323360778  9614692  509918796  196172710 681866485 1444120129

当期変動額

Ⅰ 資本剰余金の当期変動額

固定資産の除売却  585000  585000  585000

減価償却  189433  189433  189433

その他の資本剰余金の当期変動
額（純額）

2092047 2092047 2092047

Ⅱ 投 資 活 動 に よ る
キャッシュ・フロー
有形固定資産の取
得による支出

－13457422 －13457422

無形固定資産の取
得による支出

－23044378 －29007232 －52051610

敷金・保証金の差
入による支出

－7008725 －7008725

敷金・保証金の返
還による収入

4858011 4858011

投 資 活 動 に よ る
キャッシュ・フロー

－38652514 －29007232 －67659746

Ⅲ 財 務 活 動 に よ る
キャッシュ・フロー

－

Ⅳ 資金に係る換算差額 20817550 27993030 48810580
Ⅴ 資金増加額 197664872 859032733 1377236 1058074841
Ⅵ 資金期首残高 3481509977 5035172297 24731712 8541413986
Ⅶ 資金期末残高 3679174849 5894205030 26108948 9599488827

勘定ごとの利益の処分及び損失の処理とすべての勘定を合算した額を並列的に示す書類
（単位：円）

一般勘定 国際観光旅客税
財源勘定 交付金勘定 法人単位

Ⅰ 当期未処分利益 212121185 193493954 395136 406010275
当期総利益 212121185 193493954 395136 406010275

Ⅱ 利益剰余金の当期変動額 405949784 405949784

当期変動額合計  2092047  189433  585000 1317614 405949784 407267398

当期末残高 958426354 325452825  9804125  510503796  194855096 1087816269 1851387527
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純 資 産 変 動 計 算 書
（令和７年４月１日～令和８年３月31日）

一般勘定 （単位：円）

Ⅰ 資本金 Ⅱ 資本剰余金 Ⅲ 利益剰余金

純資産合計
政府出資金 資本剰余金

その他行政コスト累計額
資本剰余金合
計

前中期目標期
間繰越積立金 積立金 当期未処分利益 利益剰余金合計減価償却相当

累計額（－）
除売却差額相
当累計額（－）

うち当期総利
益

当期期首残高 958426354 323360778 9614692 509918796 196172710 10130462 350805170 118370830 479306462 1241560106

当期変動額

Ⅰ 資本剰余金の当期変動額

固定資産の除売却  585000 585000  585000

減価償却  189433  189433  189433

その他の資本剰余金の
当期変動額（純額）

2092047 2092047 2092047

Ⅱ 利益剰余金の当期変動額

 利益の処分又は損失の
処理

利益処分による積立 118370830 118370830  

 その他

当期純利益 212060694 212060694 212060694 212060694

前中期目標期間繰越積
立金取崩額

 60491 60491 60491  

当期変動額合計  2092047 189433 585000 1317614 60491 118370830 93750355 212121185 212060694 213378308

当期末残高 958426354 325452825 9804125 510503796 194855096 10069971 469176000 212121185 212121185 691367156 1454938414

純 資 産 変 動 計 算 書
（令和７年４月１日～令和８年３月31日）

国際観光旅客税財源勘定 （単位：円）

Ⅰ 利益剰余金

純資産合計
積立金 当期未処分利益

うち当期総利益

当期期首残高 133501442 47088529 180589971

当期変動額
Ⅰ 利益剰余金の当
期変動額
 利益の処分又
は損失の処理
利益処分によ
る積立

47088529  47088529 

 その他
当期純利益 193493954 193493954 193493954

当期変動額合計 47088529 146405425 193493954 193493954
当期末残高 180589971 193493954 193493954 374083925

令
和

年

月


日
月
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






純 資 産 変 動 計 算 書
（令和７年４月１日～令和８年３月31日）

交付金勘定 （単位：円）

Ⅰ 利益剰余金

純資産合計
積立金

当期未処分利益
（又は当期未処
理損失） うち当期総利益

当期期首残高 19398058 2571994 21970052

当期変動額

Ⅰ 利益剰余金の当
期変動額

 利益の処分又
は損失の処理

利益処分によ
る積立

2571994  2571994 

 その他

当期純利益 395136 395136 395136

当期変動額合計 2571994  2176858 395136 395136

当期末残高 21970052 395136 395136 22365188

高 速 道 路 工 事 開 始 公 告
本会社において、高速道路の工事を下記のとおり実施しますので、道路整備特別措置法第22条第１
項の規定に基づき公告します。
令和８年８月 31 日 東日本高速道路株式会社

代表取締役社長 吉岡 幹夫
記

路 線 名 工 事 の 区 間 工事の種類 工事開始の日

東関東自動車道水戸線
（茨城県潮来市延方から
茨城県鉾田市秋山まで）

茨城県潮来市延方から
茨城県潮来市延方まで
茨城県行方市中根から
茨城県行方市南高岡まで

新設工事 令和８年９月１日

 対象ＩＣ
下り線

ＡＩＣ ＢＩＣ

第一東海自動車道 厚木ＩＣから大井松田Ｉ
Ｃまでの各ＩＣ
第二東海自動車道横浜名古屋線 伊勢原大山
ＩＣから新秦野ＩＣまでの各ＩＣ

第一東海自動車道 御殿場ＩＣ、第二東海自
動車道横浜名古屋線 新御殿場ＩＣ及び長泉
沼津ＩＣ

令
和

年

月


日
月
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

独立行政法人都市再生機構公告
独立行政法人都市再生機構東日本都市再生本部公告第 10 号
長岡都市計画事業大手通坂之上町地区第一種市街地再開発事業に係る都市再開発法（昭和44年法律
第38号）第２条第６号に定める施設建築物の建築工事が完了したので、同法第100条第２項の規定に
基づき、下記のとおり公告する。
令和８年８月 31 日 独立行政法人都市再生機構

東日本都市再生本部 本部長 松村 秀弦
記

１ 第一種市街地再開発事業の名称
長岡都市計画事業大手通坂之上町地区第一種市街地再開発事業

２ 施行者の名称
独立行政法人都市再生機構

３ 事務所の所在地
新潟県長岡市東坂之上町二丁目５番地11

４ 施行地区に含まれる地域の名称
新潟県長岡市大手通二丁目、表町二丁目、坂之上町二丁目及び東坂之上町二丁目の各一部

５ 建築工事が完了した施設建築物
Ｂ棟

６ 施設建築物の建築工事が完了した年月日
令和８年８月31日

以 上

高速道路の料金の額及び徴収期間の変更公告
中日本高速道路株式会社公告第 21 号
中日本高速道路株式会社が令和８年１月30日に公告しました「高速道路の料金の額及び徴収期間の
公告」（以下「料金公告」という。）１．ロに基づく特定更新等工事、集中工事等に伴う料金調整と
して、下記のとおり実施しますので、道路整備特別措置法（昭和31年法律第７号）第25条第１項の規
定に基づき、公告します。
令和８年８月 31 日 中日本高速道路株式会社

代表取締役社長 縄田 正
東名リニューアル工事（大井松田ＩＣ～清水ＩＣ）に伴う料金調整の実施について
１．東名リニューアル工事に伴う料金調整
 料金の調整を行う自動車
工事に伴う車線規制実施中、小田原厚木道路又は一般道への迂回を目的として、に定めるＡ
ＩＣから流出し、ＢＩＣから再流入し、順方向に走行するＥＴＣ車。
 料金調整額等
に定める自動車が小田原厚木道路又は一般道を迂回走行せず連続して走行した場合の料金と
同額とする。ただし、料金調整前の料金の額が料金調整後の料金の額を上回る場合に限る。
 実施する期間
令和８年９月24日から令和８年12月18日まで。

 割引相互間の適用関係
１）深夜割引（マイレージ登録）、深夜割引（コーポレート契約）、深夜割引（マイレージ登録）
経過措置又は深夜割引（コーポレート契約）経過措置（以下、「新深夜割引」という。）との重複
適用関係
本料金調整を実施後の料金の額に対して新深夜割引を適用する。

２）新深夜割引を除く割引との重複適用関係
各種割引を適用した料金の額に対して本料金調整を実施する。





 対象入口・出口ＩＣ
入口ＩＣ

中日本高速道路株式会社が管理する路線 中央自動車道富士吉田線の高井戸ＩＣから八
王子ＩＣまでの各ＩＣ

一般国道468号（首都圏中央連絡自動車道）
内回りの八王子西ＩＣ

一般国道468号（首都圏中央連絡自動車道）
外回りの海老名ＩＣから高尾山ＩＣまでの各
ＩＣ

東日本高速道路株式会社が管理する路線 関越自動車道上越線の小諸ＩＣから上越高田
ＩＣまでの各ＩＣ、中央自動車道長野線の各
ＩＣ及び北陸自動車道の親不知ＩＣから西山
ＩＣまでの各ＩＣを除く全ＩＣ

出口ＩＣ

中日本高速道路株式会社が管理する路線 第一東海自動車道の駒門スマートＩＣから小
牧ＩＣまでの各ＩＣ

第二東海自動車道横浜名古屋線の長泉沼津Ｉ
Ｃから東海ＩＣまでの各ＩＣ、清水いはらＩ
Ｃ及び浜松いなさＩＣ

中部横断自動車道の富沢ＩＣ

一般国道475号（東海環状自動車道）の豊田
松平ＩＣからせと品野ＩＣまで及び大野神戸
ＩＣから養老ＩＣまでの各ＩＣ

一般国道302号（伊勢湾岸道路）の各ＩＣ

中央自動車道西宮線の小牧ＩＣから八日市Ｉ
Ｃまでの各ＩＣ

北陸自動車道の米原ＩＣから敦賀ＩＣまでの
各ＩＣ

東海北陸自動車道の一宮稲沢北ＩＣから岐阜
各務原ＩＣまでの各ＩＣ

近畿自動車道伊勢線の各ＩＣ

近畿自動車道尾鷲多気線の各ＩＣ

近畿自動車道名古屋亀山線の各ＩＣ

近畿自動車道名古屋神戸線の各ＩＣ

近畿自動車道敦賀線の各ＩＣ

西日本高速道路株式会社が管理する路線 全ＩＣ

 対象ＩＣ
上り線

ＡＩＣ ＢＩＣ

第二東海自動車道横浜名古屋線 長泉沼津Ｉ
Ｃ

第一東海自動車道 沼津ＩＣ

第二東海自動車道横浜名古屋線 新富士ＩＣ 第一東海自動車道 富士ＩＣ

下り線

ＡＩＣ ＢＩＣ

第一東海自動車道 沼津ＩＣ 第二東海自動車道横浜名古屋線 長泉沼津Ｉ
Ｃ

第一東海自動車道 富士ＩＣ 第二東海自動車道横浜名古屋線 新富士ＩＣ

令
和

年

月


日
月
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

２．東名リニューアル工事に伴う料金調整
 料金の調整を行う自動車
工事に伴う車線規制実施中、に定める入口ＩＣ及び出口ＩＣを利用し、東富士五湖道路（一
般有料道路：国道138号）須走ＩＣを流出し、一般道（国道138号）を乗り継ぐことを目的として、
中央自動車道富士吉田線河口湖ＩＣを流出し、第一東海自動車道御殿場ＩＣまたは第二東海自動
車道横浜名古屋線新御殿場ＩＣから再流入して、順方向に走行するＥＴＣ車。
 料金調整額等
に定める自動車が東富士五湖道路及び一般道を迂回走行せず連続して走行した場合の料金と
同額とする。ただし、料金調整前の料金の額が料金調整後の料金の額を上回る場合に限る。
 実施する期間
令和８年９月24日から令和８年12月18日まで。  割引相互間の適用関係

１）新深夜割引との重複適用関係
本料金調整を実施後の料金の額に対して新深夜割引を適用する。

２）新深夜割引を除く割引との重複適用関係
各種割引を適用した料金の額に対して本料金調整を実施する。

３．東名リニューアル工事に伴う料金調整
 料金の調整を行う自動車
工事に伴う車線規制実施中、一般道への迂回を目的として、に定めるＡＩＣから流出し、Ｂ
ＩＣから再流入し、順方向に走行するＥＴＣ車。
 料金調整額等
に定める自動車が一般道を迂回走行せず連続して走行した場合の料金と同額とする。ただし、
料金調整前の料金の額が料金調整後の料金の額を上回る場合に限る。
 実施期間

令和８年９月１日から令和８年12月23日まで及び令和９年１月６日から令和９年４月16日ま
で。

 割引相互間の適用関係
１）新深夜割引との重複適用関係
本料金調整を実施後の料金の額に対して新深夜割引を適用する。

２）新深夜割引を除く割引との重複適用関係
各種割引を適用した料金の額に対して本料金調整を実施する。






 対象ＩＣ

ＢＩＣ

イ 第一東海自動車道 清水ＩＣから三ヶ日Ｉ
Ｃまでの各ＩＣ

ロ 第一東海自動車道 清水ＩＣから舘山寺ス
マートＩＣまでの各ＩＣ

ＡＩＣ

第二東海自動車道横浜名古屋線 長泉沼津
ＩＣ

第二東海自動車道横浜名古屋線 新富士Ｉ
Ｃ

＜前期高齢者特別会計＞
財 産 目 録

（事業費勘定） （令和８年３月31日現在）

資 産 の 部

区 分
内 訳

金 額(千円)
摘 要 金 額(千円)

流 動 資 産 301786834
現 金 及 び 預 金 34383216

普 通 預 金 19174291
定 期 預 金 15208924

未収前期高齢者納付金 267363771
協 会 け ん ぽ 107810482
健 保 組 合 128386647
船 員 保 険 260321
共 済 組 合 25405054
国 民 健 保 5501267

未収前期高齢者関係事務
費拠出金

24637

協 会 け ん ぽ 10133
健 保 組 合 6408
船 員 保 険 27
共 済 組 合 1546
国 民 健 保 6523

未 収 収 益 15209

資 産 合 計 301786834

負 債 の 部

区 分
内 訳

金 額(千円)
摘 要 金 額(千円)

流 動 負 債 286926293
未払前期高齢者交付金 286926289

保 険 者 286926289
仮 受 金 4

負 債 合 計 286926293

差 引 正 味 財 産 14860541

貸 借 対 照 表
（事業費勘定） （令和８年３月31日現在）

資 産 の 部 負 債 ・ 資 本 の 部

区 分 金 額(千円) 区 分 金 額(千円)

（資 産 の 部） （負 債 の 部）
流 動 資 産 流 動 負 債
１ 現 金 及 び 預 金 34383216 １ 未払前期高齢者交

付金
286926289

２ 未収前期高齢者納
付金

267363771
２ 仮 受 金 4

３ 未収前期高齢者関
係事務費拠出金

24637 流 動 負 債 合 計 286926293

４ 未 収 収 益 15209 負 債 合 計 286926293

流 動 資 産 合 計 301786834 （資 本 の 部）
利 益 剰 余 金
１ 別 途 積 立 金 13824308
２ 当期未処分利益 1036232

利 益 剰 余 金 合 計 14860541

資 本 合 計 14860541

資 産 合 計 301786834 負 債 ・ 資 本 合 計 301786834

令
和

年

月


日
月
曜
日

(号
外
第



号
)

官
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４．東名リニューアル工事に伴う料金調整
 料金の調整を行う自動車
に掲げるＡＩＣとＢＩＣ相互間を通行するＥＴＣ車。

 料金調整額等
第二東海自動車道横浜名古屋線の長泉沼津ＩＣとイに掲げるＢＩＣ相互間の料金の額は、第
一東海自動車道の沼津ＩＣとイに掲げるＢＩＣ相互間の料金の額と同額とし、第二東海自動車
道横浜名古屋線の新富士ＩＣとロに掲げるＢＩＣ相互間の料金の額は、第一東海自動車道の富
士ＩＣとロに掲げるＢＩＣ相互間の料金の額と同額とする。ただし、料金調整前の料金の額が
料金調整後の料金の額を上回る場合に限る。
 実施する期間

令和８年９月１日から令和８年12月23日まで及び令和９年１月６日から令和９年４月16日ま
で。

 割引相互間の適用関係
１）新深夜割引との重複適用関係
本料金調整を実施後の料金の額に対して新深夜割引を適用する。

２）新深夜割引を除く割引との重複適用関係
各種割引を適用した料金の額に対して本料金調整を実施する。

社会保険診療報酬支払基金令和７事業年度決算に関する公告
令和８年８月 31 日 東京都港区新橋二丁目１番３号

社会保険診療報酬支払基金
理事長 見 英樹






損 益 計 算 書

（事業費勘定）
自 令和７年４月１日
至 令和８年３月31日

区 分 金 額 (千円)

〔経 常 損 益 の 部〕
（業 務 損 益 の 部）
Ⅰ 業 務 収 益
１ 前 期 高 齢 者 納 付 金 収 入 3423342219
２ 前期高齢者特別負担調整交付金収入 19999927
３ 前期高齢者関係事務費拠出金収入 316930
４ 前 期 高 齢 者 交 付 金 精 算 返 還 金 260909 3443919987

Ⅱ 業 務 費 用
１ 前 期 高 齢 者 交 付 金 3443118673
２ 事 務 費 勘 定 へ 繰 入 316930
３ 前 期 高 齢 者 納 付 金 精 算 返 還 金 482781 3443918385

業 務 利 益 1601
（業 務 外 損 益 の 部）
業 務 外 収 益
受 取 利 息 288323 288323

経 常 利 益 289925
当 期 純 利 益 289925
別 途 積 立 金 取 崩 額 746307

当 期 未 処 分 利 益 1036232

財 産 目 録
（事務費勘定） （令和８年３月31日現在）

資 産 の 部

区 分
内 訳

金 額(千円)
摘 要 金 額(千円)

流 動 資 産 55589
現 金 及 び 預 金 54344

普 通 預 金 54344
未 収 入 金 1245

消 費 税 等 還 付 金 他 1245
固 定 資 産 458290
投 資 そ の 他 の 資 産 458290
退 職 給付引当資産 402076
別 途 積 立 資 産 53587
前 払 年 金 費 用 2626

資 産 合 計 513879

負 債 の 部

区 分
内 訳

金 額(千円)
摘 要 金 額(千円)

流 動 負 債 49505
未 払 金 30155
未 払 費 用 2354
預 り 金 1190
賞 与 引 当 金 15805
固 定 負 債 383706
退 職 給 付 引 当 金 383706

負 債 合 計 433212

差 引 正 味 財 産 80667

貸 借 対 照 表
（事務費勘定） （令和８年３月31日現在）

資 産 の 部 負 債 ・ 資 本 の 部

区 分 金 額(千円) 区 分 金 額(千円)

（資 産 の 部） （負 債 の 部）
Ⅰ 流 動 資 産 Ⅰ 流 動 負 債
１ 現 金 及 び 預 金 54344 １ 未 払 金 30155
２ 未 収 入 金 1245 ２ 未 払 費 用 2354

流 動 資 産 合 計 55589 ３ 預 り 金 1190

Ⅱ 固 定 資 産 ４ 賞 与 引 当 金 15805

投 資 その他の資産 流 動 負 債 合 計 49505
１ 退職給付引当資産 402076 Ⅱ 固 定 負 債
２ 別 途 積 立 資 産 53587 退 職 給 付 引 当 金 383706
３ 前 払 年 金 費 用 2626 固 定 負 債 合 計 383706
投資その他の資産合計 458290 負 債 合 計 433212
固 定 資 産 合 計 458290 （資 本 の 部）

利 益 剰 余 金
１ 別 途 積 立 金 73477
２ 当期未処分利益 7190

利 益 剰 余 金 合 計 80667

資 本 合 計 80667

資 産 合 計 513879 負 債 ・ 資 本 合 計 513879
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損 益 計 算 書

（事務費勘定）
自 令和７年４月１日
至 令和８年３月31日

区 分 金 額 (千円)

〔経 常 損 益 の 部〕
（業 務 損 益 の 部）
Ⅰ 業 務 収 益
事 業 費 勘 定 か ら の 受 入 316930 316930

Ⅱ 業 務 費 用
１ 給 与 手 当 135641
２ 賞 与 28962
３ 賞 与 引 当 金 繰 入 額 15805
４ 退 職 給 付 費 用 9404
５ 法 定 福 利 費 27414
６ 使 用 料 及 び 賃 借 料 21424
７ 委 託 費 45125
８ そ の 他 の 業 務 費 用 28384 312162

業 務 利 益 4768
（業 務 外 損 益 の 部）
業 務 外 収 益
受 取 利 息 2421 2421

経 常 利 益 7190
当 期 純 利 益 7190

当 期 未 処 分 利 益 7190

＜後期高齢者医療特別会計＞
財 産 目 録

（事業費勘定） （令和８年３月31日現在）

資 産 の 部

区 分
内 訳

金 額(千円)
摘 要 金 額(千円)

流 動 資 産 838575878
現 金 及 び 預 金 286085647

普 通 預 金 79980019
定 期 預 金 206105628

未収後期高齢者支援金 552360638
協 会 け ん ぽ 207414433
健 保 組 合 182540181

船 員 保 険 739768
共 済 組 合 18721213
国 民 健 保 142945043

未収後期高齢者関係事務
費拠出金

29665

協 会 け ん ぽ 12749
健 保 組 合 7871
船 員 保 険 34
共 済 組 合 924
国 民 健 保 8087

未収拠出金事業費返還金 2812
未 収 収 益 97115

固 定 資 産 
投 資 そ の 他 の 資 産 
破 産 更 生 債 権 等 28787
貸 倒 引 当 金  28787

資 産 合 計 838575878

負 債 の 部

区 分
内 訳

金 額(千円)
摘 要 金 額(千円)

流 動 負 債 658515077
未払後期高齢者交付金 637931804

広 域 連 合 637931804
そ の 他 の 未 払 金 20583273

負 債 合 計 658515077

差 引 正 味 財 産 180060801

貸 借 対 照 表
（事業費勘定） （令和８年３月31日現在）

資 産 の 部 負 債 ・ 資 本 の 部

区 分 金 額 (千円) 区 分 金 額 (千円)

（資 産 の 部） （負 債 の 部）
Ⅰ 流 動 資 産 流 動 負 債
１ 現金及び預金 286085647 １ 未払後期高齢者

交付金
637931804

２ 未収後期高齢者
支援金

552360638
２ その他の未払金 20583273

３ 未収後期高齢者
関係事務費拠出
金

29665 流 動 負 債 合 計 658515077

負 債 合 計 658515077
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４ 未収拠出金事業
費返還金

2812

５ 未 収 収 益 97115

（資 本 の 部）

流 動 資 産 合 計 838575878

利 益 剰 余 金

Ⅱ 固 定 資 産

１ 別 途 積 立 金 153713116

投資その他の資産

２ 当期未処分利益 26347684

破産更生債権等 28787

利 益 剰 余 金 合 計 180060801

貸 倒 引 当 金 28787 
資 本 合 計 180060801

投資その他の資産合
計



固 定 資 産 合 計 

資 産 合 計 838575878 負 債 ・ 資 本 合 計 838575878

損 益 計 算 書

（事業費勘定）
自 令和７年４月１日
至 令和８年３月31日

区 分 金 額 (千円)

〔経 常 損 益 の 部〕
（業 務 損 益 の 部）
Ⅰ 業 務 収 益
１ 後 期 高 齢 者 支 援 金 収 入 7361137362
２ 後期高齢者関係事務費拠出金収入 398719
３ 出 産 育 児 支 援 金 収 入 11173073
４ 後 期 高 齢 者 交 付 金 精 算 返 還 金 24523718
５ 拠 出 金 事 業 費 返 還 金 138369 7397371242

Ⅱ 業 務 費 用
１ 後 期 高 齢 者 交 付 金 7520251349
２ 出 産 育 児 交 付 金 11176182
３ 事 務 費 勘 定 へ 繰 入 398719
４ 後 期 高 齢 者 支 援 金 精 算 返 還 金 1183
５ 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 27492 7531854927

業 務 損 失 134483685
（業 務 外 損 益 の 部）
業 務 外 収 益
受 取 利 息 1741040 1741040

経 常 損 失 132742644
当 期 純 損 失 132742644
別 途 積 立 金 取 崩 額 159090328

当 期 未 処 分 利 益 26347684

財 産 目 録
（事務費勘定） （令和８年３月31日現在）

資 産 の 部

区 分
内 訳

金 額(千円)
摘 要 金 額(千円)

流 動 資 産 71821
現 金 及 び 預 金 70136

普 通 預 金 70136
未 収 入 金 1685

消 費 税 等 還 付 金 他 1685
固 定 資 産 304989
有 形 固 定 資 産 344
工 具 器 具 備 品 2757
減 価 償 却 累 計 額  2412

投 資 そ の 他 の 資 産 304645
退 職 給付引当資産 217019
別 途 積 立 資 産 52625
敷 金 ・ 保 証 金 35000

資 産 合 計 376811

負 債 の 部

区 分
内 訳

金 額(千円)
摘 要 金 額(千円)

流 動 負 債 59778
未 払 金 40373
未 払 費 用 2353
預 り 金 1256
賞 与 引 当 金 15795
固 定 負 債 376642
退 職 給 付 引 当 金 376642

負 債 合 計 436421

差 引 正 味 財 産  59609
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貸 借 対 照 表
（事務費勘定） （令和８年３月31日現在）

資 産 の 部 負 債 ・ 資 本 の 部

区 分 金 額(千円) 区 分 金 額(千円)

（資 産 の 部） （負 債 の 部）
Ⅰ 流 動 資 産 Ⅰ 流 動 負 債
１ 現 金 及 び 預 金 70136 １ 未 払 金 40373
２ 未 収 入 金 1685 ２ 未 払 費 用 2353

流 動 資 産 合 計 71821 ３ 預 り 金 1256

Ⅱ 固 定 資 産 ４ 賞 与 引 当 金 15795

１ 有 形 固 定 資 産 流 動 負 債 合 計 59778
工 具 器 具 備 品 2757 Ⅱ 固 定 負 債
減価償却累計額  2412 344 退 職 給 付 引 当 金 376642

有 形 固定資産合計 344 固 定 負 債 合 計 376642
２ 投資その他の資産 負 債 合 計 436421
 退職給付引当資
産

217019 （資 本 の 部）

 別途積立資産 52625 利 益 剰 余 金

 敷金・保証金 35000 当 期 未 処 理 損 失 59609

投資その他の資産合計 304645 利 益 剰 余 金 合 計  59609

固 定 資 産 合 計 304989 資 本 合 計  59609

資 産 合 計 376811 負 債 ・ 資 本 合 計 376811

損 益 計 算 書

（事務費勘定）
自 令和７年４月１日
至 令和８年３月31日

区 分 金 額 (千円)

〔経 常 損 益 の 部〕
（業 務 損 益 の 部）
Ⅰ 業 務 収 益
事 業 費 勘 定 か ら の 受 入 398719 398719

Ⅱ 業 務 費 用
１ 役 員 報 酬 12720
２ 給 与 手 当 122937
３ 賞 与 31906
４ 賞 与 引 当 金 繰 入 額 15795
５ 退 職 給 付 費 用 8044
６ 法 定 福 利 費 27464
７ 使 用 料 及 び 賃 借 料 20858
８ 保 守 料 35578

９ 委 託 費 37449
10 減 価 償 却 費 20
11 そ の 他 の 業 務 費 用 31182 343957

業 務 利 益 54761
（業 務 外 損 益 の 部）
業 務 外 収 益
受 取 利 息 1221 1221

経 常 利 益 55982
当 期 純 利 益 55982
前 期 繰 越 損 失 115592

当 期 未 処 理 損 失 59609

＜介護保険特別会計＞
財 産 目 録

（事業費勘定） （令和８年３月31日現在）

資 産 の 部

区 分
内 訳

金 額(千円)
摘 要 金 額(千円)

流 動 資 産 1166640708
現 金 及 び 預 金 927340184

普 通 預 金 20461992
定 期 預 金 906878192

未収介護給付費・地域支
援事業支援納付金

238954768

協 会 け ん ぽ 92711033
健 保 組 合 81810889
船 員 保 険 274325
共 済 組 合 14243237
国 民 健 保 49915284

未 収 収 益 345755

資 産 合 計 1166640708

負 債 の 部

区 分
内 訳

金 額(千円)
摘 要 金 額(千円)

流 動 負 債 130634697
未払介護給付費交付金 122567217

介護保険の保険者である市
町村

122567217

特別区、広域連合及び一
部事務組合を含む。
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未払地域支援事業支援交
付金

8067480

介護保険の保険者である市
町村

8067480

特別区、広域連合及び一
部事務組合を含む。

負 債 合 計 130634697
差 引 正 味 財 産 1036006011

貸 借 対 照 表
（事業費勘定） （令和８年３月31日現在）

資 産 の 部 負 債 ・ 資 本 の 部
区 分 金 額(千円) 区 分 金 額(千円)

（資 産 の 部） （負 債 の 部）
流 動 資 産 流 動 負 債
１ 現 金 及 び 預 金 927340184 １ 未払介護給付費交

付金
122567217

２ 未収介護給付費・
地域支援事業支援
納付金

238954768
２ 未払地域支援事業
支援交付金

8067480

３ 未 収 収 益 345755 流 動 負 債 合 計 130634697
流 動 資 産 合 計 1166640708 負 債 合 計 130634697

（資 本 の 部）
利 益 剰 余 金
１ 別 途 積 立 金 531501362
２ 当期未処分利益 504504649
利 益 剰 余 金 合 計 1036006011
資 本 合 計 1036006011

資 産 合 計 1166640708 負 債 ・ 資 本 合 計 1166640708
損 益 計 算 書

（事業費勘定）
自 令和７年４月１日
至 令和８年３月31日

区 分 金 額 (千円)

〔経 常 損 益 の 部〕
（業 務 損 益 の 部）
Ⅰ 業 務 収 益
１ 介護給付費・地域支援事業支援納付金収
入

3121325889

２ 介 護 給 付 費 交 付 金 精 算 返 還 金 23147895
３ 地域支援事業支援交付金精算返還金 4960530 3149434314

Ⅱ 業 務 費 用
１ 介 護 給 付 費 交 付 金 3102697710
２ 地 域 支 援 事 業 支 援 交 付 金 101063979
３ 介護給付費・地域支援事業支援納付金精
算返還金

3461 3203765151

業 務 損 失 54330836

（業 務 外 損 益 の 部）
業 務 外 収 益
１ 受 取 利 息 5563309
２ 雑 収 入 10354 5573664

経 常 損 失 48757172
当 期 純 損 失 48757172
別 途 積 立 金 取 崩 額 553261822

当 期 未 処 分 利 益 504504649

財 産 目 録
（事務費勘定） （令和８年３月31日現在）

資 産 の 部

区 分
内 訳

金 額(千円)
摘 要 金 額(千円)

流 動 資 産 508312
現 金 及 び 預 金 507977

普 通 預 金 507977
未 収 入 金 334

そ の 他 の 未 収 入 金 334
固 定 資 産 89910
有 形 固 定 資 産 124
工 具 器 具 備 品 1241
減 価 償 却 累 計 額  1117

投 資 そ の 他 の 資 産 89786
退 職 給付引当資産 86832
前 払 年 金 費 用 2953

資 産 合 計 598222

負 債 の 部

区 分
内 訳

金 額(千円)
摘 要 金 額(千円)

流 動 負 債 516598
未 払 金 507725
未 払 費 用 1074
預 り 金 586
賞 与 引 当 金 7212

令
和

年

月


日
月
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日
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外
第



号
)

官
報






固 定 負 債 87048
退 職 給 付 引 当 金 87048

負 債 合 計 603647

差 引 正 味 財 産  5425

貸 借 対 照 表
（事務費勘定） （令和８年３月31日現在）

資 産 の 部 負 債 ・ 資 本 の 部

区 分 金 額(千円) 区 分 金 額(千円)

（資 産 の 部） （負 債 の 部）
Ⅰ 流 動 資 産 Ⅰ 流 動 負 債
１ 現 金 及 び 預 金 507977 １ 未 払 金 507725
２ 未 収 入 金 334 ２ 未 払 費 用 1074

流 動 資 産 合 計 508312 ３ 預 り 金 586

Ⅱ 固 定 資 産 ４ 賞 与 引 当 金 7212

１ 有 形 固 定 資 産 流 動 負 債 合 計 516598
工 具 器 具 備 品 1241 Ⅱ 固 定 負 債
減価償却累計額  1117 124 退 職 給 付 引 当 金 87048

有 形 固定資産合計 124 固 定 負 債 合 計 87048
２ 投資その他の資産 負 債 合 計 603647
１ 退職給付引当資
産

86832 （資 本 の 部）

２ 前払年金費用 2953 利 益 剰 余 金

投資その他の資産合計 89786
当 期 未 処 理 損 失 5425

固 定 資 産 合 計 89910
利 益 剰 余 金 合 計  5425

資 本 合 計  5425

資 産 合 計 598222 負 債 ・ 資 本 合 計 598222

損 益 計 算 書

（事務費勘定）
自 令和７年４月１日
至 令和８年３月31日

区 分 金 額 (千円)

〔経 常 損 益 の 部〕
（業 務 損 益 の 部）
Ⅰ 業 務 収 益
事 務 費 補 助 金 収 入 716080 716080

Ⅱ 業 務 費 用
１ 事 務 費 補 助 金 精 算 返 納 金 2720
２ 給 与 手 当 59887
３ 賞 与 14193
４ 賞 与 引 当 金 繰 入 額 7212
５ 退 職 給 付 費 用 4446
６ 法 定 福 利 費 12362
７ 委 託 費 168608
８ 修 繕 費 374340
９ 租 税 公 課 55892
10 そ の 他 の 業 務 費 用 14509 714173

業 務 利 益 1906
（業 務 外 損 益 の 部）
業 務 外 収 益
受 取 利 息 530 530

経 常 利 益 2436
〔特 別 損 益 の 部〕
特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 76 76

当 期 純 利 益 2360
前 期 繰 越 損 失 7785

当 期 未 処 理 損 失 5425

＜認可事業特別会計＞
財 産 目 録

（特定健診等決済代行事業費勘定） （令和８年３月31日現在）

資 産 の 部

区 分
内 訳

金 額(千円)
摘 要 金 額(千円)

流 動 資 産 1068504
現 金 及 び 預 金 52229

普 通 預 金 52229
未収特定健診等費用 992536
未 収 事 務 費 23400
過払特定健診等費用 338
固 定 資 産 145366
有 形 固 定 資 産 30
工 具 器 具 備 品 301
減 価 償 却 累 計 額  271

令
和

年

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

日
月
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日
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外
第



号
)

官
報






無 形 固 定 資 産 6260
ソ フ ト ウ エ ア 6260

投 資 そ の 他 の 資 産 139076
退 職 給付引当資産 42642
別 途 積 立 資 産 10699
システム機器更新等経
費積立資産

83835

前 払 年 金 費 用 1899

資 産 合 計 1213870

負 債 の 部

区 分
内 訳

金 額(千円)
摘 要 金 額(千円)

流 動 負 債 1056549
未払特定健診等費用 992738
過請求特定健診等費用 338
未 払 金 48455
未 払 費 用 544
未 払 消 費 税 等 8509
預 り 金 184
仮 受 金 2126
賞 与 引 当 金 3652
固 定 負 債 43546
退 職 給 付 引 当 金 43546

負 債 合 計 1100095

差 引 正 味 財 産 113774

貸 借 対 照 表
（特定健診等決済代行事業費勘定） （令和８年３月31日現在）

資 産 の 部 負 債 ・ 資 本 の 部

区 分 金 額(千円) 区 分 金 額(千円)

（資 産 の 部） （負 債 の 部）
Ⅰ 流 動 資 産 Ⅰ 流 動 負 債
１ 現 金 及 び 預 金 52229 １ 未払特定健診等費

用
992738

２ 未収特定健診等費
用

992536
２ 過請求特定健診等
費用

338
３ 未 収 事 務 費 23400

３ 未 払 金 48455４ 過払特定健診等費
用

338
４ 未 払 費 用 544

流 動 資 産 合 計 1068504 ５ 未 払 消 費 税 等 8509

損 益 計 算 書

（特定健診等決済代行事業費勘定）
自 令和７年４月１日
至 令和８年３月31日

区 分 金 額 (千円)

〔経 常 損 益 の 部〕
（業 務 損 益 の 部）
Ⅰ 業 務 収 益
１ 特 定 健 診 等 費 用 収 入 11725911
２ 事 務 費 収 入 252643 11978554

Ⅱ 業 務 費 用
１ 特 定 健 診 等 費 用 支 出 11725911
２ 給 与 手 当 30650
３ 賞 与 6470
４ 賞 与 引 当 金 繰 入 額 3652
５ 退 職 給 付 費 用 2613
６ 法 定 福 利 費 6059
７ 減 価 償 却 費 6829
８ そ の 他 の 業 務 費 用 198094 11980281

業 務 損 失 1726

Ⅱ 固 定 資 産 ６ 預 り 金 184

１ 有 形 固 定 資 産 ７ 仮 受 金 2126

工 具 器 具 備 品 301 ８ 賞 与 引 当 金 3652

減価償却累計額  271 30 流 動 負 債 合 計 1056549

有 形 固定資産合計 30 Ⅱ 固 定 負 債

２ 無 形 固 定 資 産 退 職 給 付 引 当 金 43546

ソ フ ト ウ ェ ア 6260 固 定 負 債 合 計 43546

無 形 固定資産合計 6260 負 債 合 計 1100095
３ 投資その他の資産 （資 本 の 部）
 退職給付引当資
産

42642 利 益 剰 余 金

 別途積立資産 10699
当 期 未 処 分 利 益 113774

 システム機器更
新等経費積立資
産

83835 利 益 剰 余 金 合 計 113774

 前払年金費用 1899
資 本 合 計 113774

投資その他の資産合計 139076

固 定 資 産 合 計 145366

資 産 合 計 1213870 負 債 ・ 資 本 合 計 1213870
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（業 務 外 損 益 の 部）
業 務 外 収 益
受 取 利 息 301 301

経 常 損 失 1424
当 期 純 損 失 1424
前 期 繰 越 利 益 115199

当 期 未 処 分 利 益 113774

財 産 目 録
（被扶養者情報通知経由事業費勘定） （令和８年３月31日現在）

資 産 の 部

区 分
内 訳

金 額(千円)
摘 要 金 額(千円)

流 動 資 産 5365
現 金 及 び 預 金 5328

普 通 預 金 5328
そ の 他 の 未 収 入 金 37

労 働 保 険 料 精 算 金 37
固 定 資 産 73490
投 資 そ の 他 の 資 産 73490
退 職 給付引当資産 17349
財 政 安 定 化 資 産 37883
別 途 積 立 資 産 1041
システム機器更新等経
費積立資産

16697

前 払 年 金 費 用 519

資 産 合 計 78855

負 債 の 部

区 分
内 訳

金 額(千円)
摘 要 金 額(千円)

流 動 負 債 2515
未 払 金 1311
未 払 費 用 39
未 払 消 費 税 等 894
預 り 金 7
賞 与 引 当 金 263

固 定 負 債 17492
退 職 給 付 引 当 金 17492

負 債 合 計 20008

差 引 正 味 財 産 58847

貸 借 対 照 表
（被扶養者情報通知経由事業費勘定） （令和８年３月31日現在）

資 産 の 部 負 債 ・ 資 本 の 部

区 分 金 額(千円) 区 分 金 額(千円)

（資 産 の 部） （負 債 の 部）
Ⅰ 流 動 資 産 Ⅰ 流 動 負 債
１ 現 金 及 び 預 金 5328 １ 未 払 金 1311
２ その他の未収入金 37 ２ 未 払 費 用 39

流 動 資 産 合 計 5365 ３ 未 払 消 費 税 等 894

Ⅱ 固 定 資 産 ４ 預 り 金 7

投 資その他の資産 ５ 賞 与 引 当 金 263

１ 退職給付引当資産 17349 流 動 負 債 合 計 2515
２ 財政安定化資産 37883 Ⅱ 固 定 負 債
３ 別 途 積 立 資 産 1041 退 職 給 付 引 当 金 17492
４ システム機器更新
等経費積立資産

16697 固 定 負 債 合 計 17492

５ 前 払 年 金 費 用 519 負 債 合 計 20008

投資その他の資産合計 73490 （資 本 の 部）

固 定 資 産 合 計 73490
利 益 剰 余 金
当 期 未 処 分 利 益 58847

利 益 剰 余 金 合 計 58847

資 本 合 計 58847

資 産 合 計 78855 負 債 ・ 資 本 合 計 78855

損 益 計 算 書

（被扶養者情報通知経由事業費勘定）
自 令和７年４月１日
至 令和８年３月31日

区 分 金 額 (千円)

〔経 常 損 益 の 部〕
（業 務 損 益 の 部）
Ⅰ 業 務 収 益
事 務 委 託 費 収 入 19264 19264

令
和

年

月


日
月
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






Ⅱ 業 務 費 用
１ 給 与 手 当 3688
２ 賞 与 385
３ 賞 与 引 当 金 繰 入 額 263
４ 退 職 給 付 費 用  123
５ 法 定 福 利 費 663
６ 通 信 費 1438
７ 使 用 料 及 び 賃 借 料 891
８ 委 託 費 9127
９ そ の 他 の 業 務 費 用 657 16991

業 務 利 益 2273
（業 務 外 損 益 の 部）
業 務 外 収 益
受 取 利 息 419 419

経 常 利 益 2693
当 期 純 利 益 2693
前 期 繰 越 利 益 56154

当 期 未 処 分 利 益 58847

財 産 目 録
（特別保健福祉事業費勘定） （令和８年３月31日現在）

資 産 の 部

区 分
内 訳

金 額(千円)
摘 要 金 額(千円)

流 動 資 産 55286
現 金 及 び 預 金 52156

普 通 預 金 52156
未収特別事業助成費返還
金

3130

固 定 資 産 2641241
有 形 固 定 資 産 300
工 具 器 具 備 品 3002
減 価 償 却 累 計 額  2702

無 形 固 定 資 産 2640908
ソ フ ト ウ ェ ア 2640908

投 資 そ の 他 の 資 産 32
長 期 未 収 入 金 32

資 産 合 計 2696528

負 債 の 部

区 分
内 訳

金 額(千円)
摘 要 金 額(千円)

流 動 負 債 55286
未払特別事業助成費返還
金

3242

未 払 金 51347
そ の 他 の 未 払 金 697

医療施設運営費等補助金精
算返納金

697

固 定 負 債 32
長 期 未 払 金 32

負 債 合 計 55319

差 引 正 味 財 産 2641209

貸 借 対 照 表
（特別保健福祉事業費勘定） （令和８年３月31日現在）

資 産 の 部 負 債 ・ 資 本 の 部

区 分 金 額(千円) 区 分 金 額(千円)

（資 産 の 部） （負 債 の 部）
Ⅰ 流 動 資 産 Ⅰ 流 動 負 債
１ 現 金 及 び 預 金 52156 １ 未払特別事業助成

費返還金
3242

２ 未収特別事業助成
費返還金

3130
２ 未 払 金 51347

流 動 資 産 合 計 55286 ３ その他の未払金 697

Ⅱ 固 定 資 産 流 動 負 債 合 計 55286
１ 有 形 固 定 資 産 Ⅱ 固 定 負 債
工 具 器 具 備 品 3002 長 期 未 払 金 32
減価償却累計額  2702 300 固 定 負 債 合 計 32

有 形固定資産合計 300 負 債 合 計 55319
２ 無 形 固 定 資 産 （資 本 の 部）
ソ フ ト ウ エ ア 2640908 利 益 剰 余 金

無形固定資産合計 2640908 当 期 未 処 分 利 益 2641209
３ 投資その他の資産 利 益 剰 余 金 合 計 2641209
長 期 未 収 入 金 32

資 本 合 計 2641209
投資その他の資産合計 32

固 定 資 産 合 計 2641241

資 産 合 計 2696528 負 債 ・ 資 本 合 計 2696528
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損 益 計 算 書

（特別保健福祉事業費勘定）
自 令和７年４月１日
至 令和８年３月31日

区 分 金 額 (千円)

〔経 常 損 益 の 部〕
（業 務 損 益 の 部）
Ⅰ 業 務 収 益
医 療 施 設 運 営 費 等 補 助 金 収 入 53012 53012

Ⅱ 業 務 費 用
１ 医療施設運営費等補助金精算返納金 697
２ 給 与 手 当 2096
３ 減 価 償 却 費 978024
４ そ の 他 の 業 務 費 用 50218 1031036

業 務 損 失 978024

経 常 損 失 978024
当 期 純 損 失 978024
前 期 繰 越 利 益 3619233

当 期 未 処 分 利 益 2641209

＜病床転換助成事業特別会計＞
財 産 目 録

（事業費勘定） （令和８年３月31日現在）

資 産 の 部

区 分
内 訳

金 額(千円)
摘 要 金 額(千円)

流 動 資 産 4463598
現 金 及 び 預 金 4462982

普 通 預 金 159
定 期 預 金 4462823

未 収 収 益 616

資 産 合 計 4463598

負 債 の 部

区 分
内 訳

金 額(千円)
摘 要 金 額(千円)

負 債 合 計 

差 引 正 味 財 産 4463598

貸 借 対 照 表
（事業費勘定） （令和８年３月31日現在）

資 産 の 部 資 本 の 部

区 分 金 額(千円) 区 分 金 額(千円)

（資 産 の 部） （資 本 の 部）
流 動 資 産 利 益 剰 余 金
１ 現 金 及 び 預 金 4462982 １ 別 途 積 立 金 4434059
２ 未 収 収 益 616 ２ 当期未処分利益 29538

流 動 資 産 合 計 4463598 利 益 剰 余 金 合 計 4463598

資 本 合 計 4463598

資 産 合 計 4463598 資 本 合 計 4463598

損 益 計 算 書

（事業費勘定）
自 令和７年４月１日
至 令和８年３月31日

区 分 金 額 (千円)

〔経 常 損 益 の 部〕
（業 務 損 益 の 部）
Ⅰ 業 務 収 益
１ 病床転換助成関係事務費拠出金収入 3066
２ 病 床 転 換 助 成 交 付 金 返 還 金 1140 4207

Ⅱ 業 務 費 用
１ 病 床 転 換 助 成 交 付 金 49423
２ 事 務 費 勘 定 へ 繰 入 3066 52489

業 務 損 失 48282
（業 務 外 損 益 の 部）
業 務 外 収 益
受 取 利 息 29076 29076

経 常 損 失 19205
当 期 純 損 失 19205
別 途 積 立 金 取 崩 額 48744

当 期 未 処 分 利 益 29538
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報
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財 産 目 録
（事務費勘定） （令和８年３月31日現在）

資 産 の 部

区 分
内 訳

金 額(千円)
摘 要 金 額(千円)

流 動 資 産 3591
現 金 及 び 預 金 3393

普 通 預 金 3393
未 収 入 金 198

消 費 税 等 還 付 金 198
固 定 資 産 31005
投 資 そ の 他 の 資 産 31005
退 職 給付引当資産 12625
別 途 積 立 資 産 6776
システム機器更新等経
費積立資産

11000

前 払 年 金 費 用 603

資 産 合 計 34597

負 債 の 部

区 分
内 訳

金 額(千円)
摘 要 金 額(千円)

流 動 負 債 1171
未 払 金 1171
固 定 負 債 12319
退 職 給 付 引 当 金 12319

負 債 合 計 13490

差 引 正 味 財 産 21106
貸 借 対 照 表

（事務費勘定） （令和８年３月31日現在）
資 産 の 部 負 債 ・ 資 本 の 部

区 分 金 額(千円) 区 分 金 額(千円)

（資 産 の 部） （負 債 の 部）
Ⅰ 流 動 資 産 Ⅰ 流 動 負 債
１ 現 金 及 び 預 金 3393 未 払 金 1171
２ 未 収 入 金 198 流 動 負 債 合 計 1171
流 動 資 産 合 計 3591 Ⅱ 固 定 負 債

Ⅱ 固 定 資 産 退 職 給 付 引 当 金 12319
投 資 その他の資産 固 定 負 債 合 計 12319１ 退職給付引当資産 12625

負 債 合 計 13490２ 別 途 積 立 資 産 6776

（資 本 の 部）３ システム機器更新
等経費積立資産

11000
利 益 剰 余 金

４ 前 払 年 金 費 用 603 １ 別 途 積 立 金 21668
投資その他の資産合計 31005 ２ 当期未処理損失 561

固 定 資 産 合 計 31005 利 益 剰 余 金 合 計 21106

資 本 合 計 21106

資 産 合 計 34597 負 債 ・ 資 本 合 計 34597
損 益 計 算 書

（事務費勘定）
自 令和７年４月１日
至 令和８年３月31日

区 分 金 額 (千円)

〔経 常 損 益 の 部〕
（業 務 損 益 の 部）
Ⅰ 業 務 収 益
事 業 費 勘 定 か ら の 受 入 3066 3066

Ⅱ 業 務 費 用
１ 給 与 手 当 455
２ 退 職 給 付 費 用 37
３ 通 信 費 518
４ 委 託 費 2481
５ そ の 他 の 業 務 費 用 244 3737

業 務 損 失 671
（業 務 外 損 益 の 部）
業 務 外 収 益
受 取 利 息 109 109

経 常 損 失 561
当 期 純 損 失 561

当 期 未 処 理 損 失 561

＜特定Ｂ型肝炎ウイルス感染者給付金等支給関係特別会計＞
財 産 目 録

（事業費勘定） （令和８年３月31日現在）
資 産 の 部

区 分
内 訳

金 額(千円)
摘 要 金 額(千円)

流 動 資 産 219759252
現 金 及 び 預 金 219679086

普 通 預 金 150435
定 期 預 金 219528651

未 収 収 益 80166

資 産 合 計 219759252
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負 債 の 部

区 分
内 訳

金 額(千円)
摘 要 金 額(千円)

流 動 負 債 435
未 払 給 付 金 435
固 定 負 債 219678651
支 給 基 金 219678651

負 債 合 計 219679086

差 引 正 味 財 産 80166

貸 借 対 照 表
（事業費勘定） （令和８年３月31日現在）

資 産 の 部 負 債 ・ 資 本 の 部

区 分 金 額(千円) 区 分 金 額(千円)

（資 産 の 部） （負 債 の 部）
流 動 資 産 Ⅰ 流 動 負 債
１ 現 金 及 び 預 金 219679086 未 払 給 付 金 等 435
２ 未 収 収 益 80166 流 動 負 債 合 計 435
流 動 資 産 合 計 219759252 Ⅱ 固 定 負 債

支 給 基 金 219678651

固 定 負 債 合 計 219678651

負 債 合 計 219679086
（資 本 の 部）
利 益 剰 余 金
当 期 未 処 分 利 益 80166

利 益 剰 余 金 合 計 80166

資 本 合 計 80166

資 産 合 計 219759252 負 債 ・ 資 本 合 計 219759252

損 益 計 算 書

（事業費勘定）
自 令和７年４月１日
至 令和８年３月31日

区 分 金 額 (千円)

〔経 常 損 益 の 部〕
（業 務 損 益 の 部）
Ⅰ 業 務 収 益
１ 業 務 費 交 付 金 収 入 237681866
２ 支 給 基 金 か ら の 受 入 ・ 元 本 90226003

３ 支 給 基 金 か ら の 受 入 ・ 利 子 収 入 678187
４ 事 務 費 勘 定 か ら の 受 入 5064 328591121

Ⅱ 業 務 費 用
１ 給 付 金 等 支 出 91009712
２ 支 給 基 金 へ の 繰 入 237651366
３ 審 査 支 払 の 事 務 費 支 出 5064 328666142

業 務 損 失 75020
（業 務 外 損 益 の 部）
業 務 外 収 益
雑 収 入 15 15

経 常 損 失 75005
当 期 純 損 失 75005
別 途 積 立 金 取 崩 額 155171

当 期 未 処 分 利 益 80166

財 産 目 録
（事務費勘定） （令和８年３月31日現在）

資 産 の 部

区 分
内 訳

金 額(千円)
摘 要 金 額(千円)

流 動 資 産 11056
現 金 及 び 預 金 10987

普 通 預 金 10987
未 収 入 金 68

そ の 他 の 未 収 入 金 68
固 定 資 産 75072
有 形 固 定 資 産 5450
建 物 付 属 設 備 2479
減 価 償 却 累 計 額  724

工 具 器 具 備 品 14044
減 価 償 却 累 計 額  10349

無 形 固 定 資 産 636
ソ フ ト ウ エ ア 636

投 資 そ の 他 の 資 産 68985
退 職 給付引当資産 64727
前 払 年 金 費 用 4258

資 産 合 計 86128
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負 債 の 部

区 分
内 訳

金 額(千円)
摘 要 金 額(千円)

流 動 負 債 19051
未 払 金 10424
未 払 費 用 1036
預 り 金 632
賞 与 引 当 金 6958
固 定 負 債 64916
退 職 給 付 引 当 金 64916

負 債 合 計 83967

差 引 正 味 財 産 2161

貸 借 対 照 表
（事務費勘定） （令和８年３月31日現在）

資 産 の 部 負 債 ・ 資 本 の 部

区 分 金 額(千円) 区 分 金 額(千円)

（資 産 の 部） （負 債 の 部）
Ⅰ 流 動 資 産 Ⅰ 流 動 負 債
１ 現 金 及 び 預 金 10987 １ 未 払 金 10424
２ 未 収 入 金 68 ２ 未 払 費 用 1036

流 動 資 産 合 計 11056 ３ 預 り 金 632

Ⅱ 固 定 資 産 ４ 賞 与 引 当 金 6958

１ 有 形 固 定 資 産 流 動 負 債 合 計 19051
 建物付属設備 2479 Ⅱ 固 定 負 債
減価償却累計額  724 1755 退 職 給 付 引 当 金 64916

 工具器具備品 14044 固 定 負 債 合 計 64916
減価償却累計額 10349 3694 負 債 合 計 83967

有 形 固定資産合計 5450 （資 本 の 部）
２ 無 形 固 定 資 産 利 益 剰 余 金
ソ フ ト ウ エ ア 636 １ 別 途 積 立 金 2518

無 形 固定資産合計 636 ２ 当期未処理損失 357

３ 投資その他の資産 利 益 剰 余 金 合 計 2161
 退職給付引当資
産

64727
資 本 合 計 2161

損 益 計 算 書

（事務費勘定）
自 令和７年４月１日
至 令和８年３月31日

区 分 金 額 (千円)

〔経 常 損 益 の 部〕
（業 務 損 益 の 部）
Ⅰ 業 務 収 益
事 務 費 交 付 金 収 入 191944 191944

Ⅱ 業 務 費 用
１ 事 務 費 交 付 金 精 算 返 納 金 500
２ 給 与 手 当 53153
３ 雑 給 17360
４ 賞 与 11504
５ 賞 与 引 当 金 繰 入 額 6958
６ 退 職 給 付 費 用 4591
７ 法 定 福 利 費 12962
８ 通 信 費 26514
９ 使 用 料 及 び 賃 借 料 17496
10 委 託 費 18149
11 減 価 償 却 費 1267
12 そ の 他 の 業 務 費 用 22260 192717

業 務 損 失 773
（業 務 外 損 益 の 部）
業 務 外 収 益
受 取 利 息 416 416

経 常 損 失 357
当 期 純 損 失 357

当 期 未 処 理 損 失 357

 前払年金費用 4258

投資その他の資産合計 68985

固 定 資 産 合 計 75072

資 産 合 計 86128 負 債 ・ 資 本 合 計 86128
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＜医療介護情報化等特別会計＞
財 産 目 録

（医療情報化支援基金勘定） （令和８年３月31日現在）

資 産 の 部

区 分
内 訳

金 額(千円)
摘 要 金 額(千円)

流 動 資 産 109494059
現 金 及 び 預 金 109494059

普 通 預 金 109494059
固 定 資 産 1116773
有 形 固 定 資 産 2450
建 物 付 属 設 備 1851
減 価 償 却 累 計 額  417

工 具 器 具 備 品 1874
減 価 償 却 累 計 額  858

無 形 固 定 資 産 1077195
ソ フ ト ウ エ ア 1077195

投 資 そ の 他 の 資 産 37127
退 職 給付引当資産 37127

資 産 合 計 110610833

負 債 の 部

区 分
内 訳

金 額(千円)
摘 要 金 額(千円)

流 動 負 債 27224642
未 払 金 27206840

未 払 金 822291
そ の 他 の 未 払 金 26384548

未 払 費 用 2132
預 り 金 1359
賞 与 引 当 金 14311
固 定 負 債 82324355
支 援 基 金 82285860
退 職 給 付 引 当 金 38495

負 債 合 計 109548998

差 引 正 味 財 産 1061835

貸 借 対 照 表
（医療情報化支援基金勘定） （令和８年３月31日現在）

資 産 の 部 負 債 ・ 資 本 の 部

区 分 金 額(千円) 区 分 金 額(千円)

（資 産 の 部） （負 債 の 部）
Ⅰ 流 動 資 産 Ⅰ 流 動 負 債
現 金 及 び 預 金 109494059 １ 未 払 金 27206840

流 動 資 産 合 計 109494059 ２ 未 払 費 用 2132

Ⅱ 固 定 資 産 ３ 預 り 金 1359

１ 有 形 固 定 資 産 ４ 賞 与 引 当 金 14311

 建物付属設備 1851 流 動 負 債 合 計 27224642
減価償却累計額  417 1434 Ⅱ 固 定 負 債

 工具器具備品 1874 １ 支 援 基 金 82285860

減価償却累計額  858 1015 ２ 退職給付引当金 38495

有 形 固定資産合計 2450 固 定 負 債 合 計 82324355

２ 無 形 固 定 資 産 負 債 合 計 109548998
ソ フ ト ウ エ ア 1077195 （資 本 の 部）

無形固定資産合計 1077195 利 益 剰 余 金

３ 投資その他の資産 当 期 未 処 分 利 益 1061835

退職給付引当資産 37127 利 益 剰 余 金 合 計 1061835

投資その他の資産合計 37127 資 本 合 計 1061835

固 定 資 産 合 計 1116773

資 産 合 計 110610833 負 債 ・ 資 本 合 計 110610833
損 益 計 算 書

（医療情報化支援基金勘定）
自 令和７年４月１日
至 令和８年３月31日

区 分 金 額 (千円)

〔経 常 損 益 の 部〕
（業 務 損 益 の 部）
Ⅰ 業 務 収 益
１ 補 助 金 収 入 38638118
２ 支 援 基 金 か ら の 受 入 ・ 整 備 費 10778916
３ 支 援 基 金 か ら の 受 入 ・ 事 務 費 1110593
４ 返 還 金 収 入 36707 50564334

Ⅱ 業 務 費 用
１ 支 援 基 金 へ の 繰 入 484392
２ 給 与 手 当 114864
３ 賞 与 24130
４ 賞 与 引 当 金 繰 入 額 14311

令
和

年

月


日
月
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






５ 退 職 給 付 費 用 7507
６ 法 定 福 利 費 23443
７ 減 価 償 却 費 292403
８ シ ス テ ム 整 備 費 補 助 金 等 支 出 20232491
９ 補 助 金 精 算 返 納 金 26384548
10 そ の 他 の 業 務 費 用 3446258 51024349

業 務 損 失 460014
（業 務 外 損 益 の 部）
業 務 外 収 益
受 取 利 息 451928 451928

経 常 損 失 8086
当 期 純 損 失 8086
前 期 繰 越 利 益 1069921

当 期 未 処 分 利 益 1061835

財 産 目 録
（連結情報提供勘定） （令和８年３月31日現在）

資 産 の 部

区 分
内 訳

金 額(千円)
摘 要 金 額(千円)

流 動 資 産 77953
現 金 及 び 預 金 63455

普 通 預 金 63455
未 収 手 数 料 14497
固 定 資 産 4128
投 資 そ の 他 の 資 産 4128
退 職 給付引当資産 4128

資 産 合 計 82081

負 債 の 部

区 分
内 訳

金 額(千円)
摘 要 金 額(千円)

流 動 負 債 75368
未 払 金 70700

未 払 金 64101
そ の 他 の 未 払 金 6599

未 払 費 用 226
未 払 消 費 税 等 2783

預 り 金 135
賞 与 引 当 金 1523
固 定 負 債 4248
退 職 給 付 引 当 金 4248

負 債 合 計 79617

差 引 正 味 財 産 2464
貸 借 対 照 表

（連結情報提供勘定） （令和８年３月31日現在）

資 産 の 部 負 債 ・ 資 本 の 部

区 分 金 額(千円) 区 分 金 額(千円)

（資 産 の 部） （負 債 の 部）
Ⅰ 流 動 資 産 Ⅰ 流 動 負 債
１ 現 金 及 び 預 金 63455 １ 未 払 金 70700
２ 未 収 手 数 料 14497 ２ 未 払 費 用 226

流 動 資 産 合 計 77953 ３ 未 払 消 費 税 等 2783

Ⅱ 固 定 資 産 ４ 預 り 金 135

投 資 その他の資産 ５ 賞 与 引 当 金 1523

退職給付引当資産 4128 流 動 負 債 合 計 75368

投資その他の資産合計 4128 Ⅱ 固 定 負 債

固 定 資 産 合 計 4128
退 職 給 付 引 当 金 4248

固 定 負 債 合 計 4248

負 債 合 計 79617
（資 本 の 部）
利 益 剰 余 金
当 期 未 処 分 利 益 2464

利 益 剰 余 金 合 計 2464

資 本 合 計 2464

資 産 合 計 82081 負 債 ・ 資 本 合 計 82081
損 益 計 算 書

（連結情報提供勘定）
自 令和７年４月１日
至 令和８年３月31日

区 分 金 額 (千円)

〔経 常 損 益 の 部〕
（業 務 損 益 の 部）
Ⅰ 業 務 収 益
１ 手 数 料 収 入 78601
２ 補 助 金 収 入 6599
３ 共 同 運 営 調 整 金 収 入 5342 90542
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Ⅱ 業 務 費 用
１ 給 与 手 当 12569
２ 賞 与 2655
３ 賞 与 引 当 金 繰 入 額 1523
４ 退 職 給 付 費 用 1052
５ 法 定 福 利 費 2537
６ 保 守 料 55415
７ 補 助 金 精 算 返 納 金 6599
８ そ の 他 の 業 務 費 用 6113 88466

業 務 利 益 2076
（業 務 外 損 益 の 部）
業 務 外 収 益
１ 受 取 利 息 74
２ 雑 収 入 920 994

経 常 利 益 3070
当 期 純 利 益 3070
前 期 繰 越 損 失 605

当 期 未 処 分 利 益 2464

財 産 目 録
（電子処方箋管理勘定） （令和８年３月31日現在）

資 産 の 部

区 分
内 訳

金 額(千円)
摘 要 金 額(千円)

流 動 資 産 1901068
現 金 及 び 預 金 1865838

普 通 預 金 1865838
未 収 負 担 金 35229
固 定 資 産 1566835
有 形 固 定 資 産 877
工 具 器 具 備 品 1196
減 価 償 却 累 計 額  318

無 形 固 定 資 産 1499821
ソ フ ト ウ ェ ア 1499821

投 資 そ の 他 の 資 産 66136
退 職 給付引当資産 20456
別 途 積 立 資 産 45307
前 払 年 金 費 用 371

資 産 合 計 3467904

負 債 の 部

区 分
内 訳

金 額(千円)
摘 要 金 額(千円)

流 動 負 債 1859915
未 払 金 1830302

未 払 金 1308784
そ の 他 の 未 払 金 521518

未 払 費 用 1484
未 払 消 費 税 等 17343
預 り 金 820
賞 与 引 当 金 9965
固 定 負 債 23380
退 職 給 付 引 当 金 23380

負 債 合 計 1883296

差 引 正 味 財 産 1584608

貸 借 対 照 表
（電子処方箋管理勘定） （令和８年３月31日現在）

資 産 の 部 負 債 ・ 資 本 の 部

区 分 金 額(千円) 区 分 金 額(千円)

（資 産 の 部） （負 債 の 部）
Ⅰ 流 動 資 産 Ⅰ 流 動 負 債
１ 現 金 及 び 預 金 1865838 １ 未 払 金 1830302
２ 未 収 負 担 金 35229 ２ 未 払 費 用 1484

流 動 資 産 合 計 1901068
３ 未 払 消 費 税 等 17343

Ⅱ 固 定 資 産
４ 預 り 金 820

１ 有 形 固 定 資 産
５ 賞 与 引 当 金 9965

工 具 器 具 備 品 1196 流 動 負 債 合 計 1859915
減価償却累計額  318 877 Ⅱ 固 定 負 債

有形固定資産合計 877
退 職 給 付 引 当 金 23380

２ 無 形 固 定 資 産 固 定 負 債 合 計 23380
ソ フ ト ウ エ ア 1499821

負 債 合 計 1883296
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無形固定資産合計 1499821 （資 本 の 部）
３ 投資その他の資産 利 益 剰 余 金
 退職給付引当資
産

20456 当 期 未 処 分 利 益 1584608

 別途積立資産 45307 利 益 剰 余 金 合 計 1584608

 前払年金費用 371 資 本 合 計 1584608

投資その他の資産合計 66136

固 定 資 産 合 計 1566835

資 産 合 計 3467904 負 債 ・ 資 本 合 計 3467904
損 益 計 算 書

（電子処方箋管理勘定）
自 令和７年４月１日
至 令和８年３月31日

区 分 金 額 (千円)

〔経 常 損 益 の 部〕
（業 務 損 益 の 部）
Ⅰ 業 務 収 益
１ 負 担 金 収 入 600040
２ 保 管 手 数 料 収 入 4236
３ 補 助 金 収 入 1552898 2157175

Ⅱ 業 務 費 用
１ 給 与 手 当 94499
２ 賞 与 15275
３ 賞 与 引 当 金 繰 入 額 9965
４ 退 職 給 付 費 用 7543
５ 法 定 福 利 費 18279
６ 保 守 料 397662
７ 委 託 費 149781
８ 修 繕 費 91808
９ 租 税 公 課 92780
10 減 価 償 却 費 273216
11 共 同 運 営 調 整 金 支 出 17686
12 補 助 金 精 算 返 納 金 521518
13 そ の 他 の 業 務 費 用 30969 1720986

業 務 利 益 436188
（業 務 外 損 益 の 部）
業 務 外 収 益
受 取 利 息 3130 3130

経 常 利 益 439318
当 期 純 利 益 439318
前 期 繰 越 利 益 1145289

当 期 未 処 分 利 益 1584608

＜流行初期医療確保措置特別会計＞
財 産 目 録

（流行初期医療確保措置勘定） （令和８年３月31日現在）
資 産 の 部

区 分
内 訳

金 額(千円)
摘 要 金 額(千円)

流 動 資 産 49210
現 金 及 び 預 金 49210

普 通 預 金 47858
固 定 資 産
投 資 そ の 他 の 資 産
別 途 積 立 資 産 1351

資 産 合 計 49210

負 債 の 部

区 分
内 訳

金 額(千円)
摘 要 金 額(千円)

流 動 負 債 47858
未 払 金 47739
未 払 消 費 税 等 119

負 債 合 計 47858

差 引 正 味 財 産 1351
貸 借 対 照 表

（流行初期医療確保措置勘定） （令和８年３月31日現在）

資 産 の 部 負 債 ・ 資 本 の 部

区 分 金 額(千円) 区 分 金 額(千円)

（資 産 の 部） （負 債 の 部）
Ⅰ 流 動 資 産 Ⅰ 流 動 負 債
現 金 及 び 預 金 47858 １ 未 払 金 47739

流 動 資 産 合 計 47858 ２ 未 払 消 費 税 等 119

Ⅱ 固 定 資 産 流 動 負 債 合 計 47858
投 資 その他の資産 負 債 合 計 47858
別 途 積 立 資 産 1351 （資 本 の 部）

投資その他の資産合計 1351 利 益 剰 余 金

固 定 資 産 合 計 1351 別 途 積 立 金 1351

利 益 剰 余 金 合 計 1351

資 本 合 計 1351

資 産 合 計 49210 負 債 ・ 資 本 合 計 49210
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損 益 計 算 書

（流行初期医療確保措置勘定）
自 令和７年４月１日
至 令和８年３月31日

区 分 金 額 (千円)

〔経 常 損 益 の 部〕
（業 務 損 益 の 部）
Ⅰ 業 務 収 益
都 道 府 県 事 務 費 収 入 44363 44363

Ⅱ 業 務 費 用
１ 給 与 手 当 482
２ 法 定 福 利 費 75
３ 委 託 費 42838
４ そ の 他 の 業 務 費 用 968 44363

業 務 利 益 
経 常 利 益 

当 期 未 処 分 利 益 

＜子ども・子育て支援納付金特別会計＞
財 産 目 録

（事務費勘定） （令和８年３月31日現在）

資 産 の 部

区 分
内 訳

金 額(千円)
摘 要 金 額(千円)

流 動 資 産 1557098
現 金 及 び 預 金 1556760

普 通 預 金 1556760
未 収 入 金 338

そ の 他 の 未 収 入 金 338
固 定 資 産 1311417
有 形 固 定 資 産 1092
工 具 器 具 備 品 1285
減 価 償 却 累 計 額  192
無 形 固 定 資 産 1306612
ソ フ ト ウ エ ア 1293799
ソフトウエア仮勘定 12812
投 資 そ の 他 の 資 産 3712
退 職 給付引当資産 3577
前 払 年 金 費 用 135

資 産 合 計 2868516

負 債 の 部

区 分
内 訳

金 額(千円)
摘 要 金 額(千円)

流 動 負 債 1563534
未 払 金 1556329
未 払 費 用 834
預 り 金 769
賞 与 引 当 金 5601
固 定 負 債 3003
退 職 給 付 引 当 金 3003

負 債 合 計 1566537

差 引 正 味 財 産 1301978
貸 借 対 照 表

（事務費勘定） （令和８年３月31日現在）

資 産 の 部 負 債 ・ 資 本 の 部

区 分 金 額(千円) 区 分 金 額(千円)

（資 産 の 部） （負 債 の 部）
Ⅰ 流 動 資 産 Ⅰ 流 動 負 債
１ 現 金 及 び 預 金 1556760 １ 未 払 金 1556329
２ 未 収 入 金 338 ２ 未 払 費 用 834

流 動 資 産 合 計 1557098 ３ 預 り 金 769

Ⅱ 固 定 資 産 ４ 賞 与 引 当 金 5601

１ 有 形 固 定 資 産 流 動 負 債 合 計 1563534
工 具 器 具 備 品 1285 Ⅱ 固 定 負 債
減価償却累計額  192 1092 退 職 給 付 引 当 金 3003

有 形 固定資産合計 1092 固 定 負 債 合 計 3003
２ 無 形 固 定 資 産 負 債 合 計 1566537
 ソフトウエア 1293799 （資 本 の 部）
 ソフトウエア仮
勘定

12812 利 益 剰 余 金

無形固定資産合計 1306612
１ 別 途 積 立 金 132900

３ 投資その他の資産
２ 当期未処分利益 1169078

 退職給付引当資
産

3577 利 益 剰 余 金 合 計 1301978

 前払年金費用 135
資 本 合 計 1301978

投資その他の資産合計 3712

固 定 資 産 合 計 1311417

資 産 合 計 2868516 負 債 ・ 資 本 合 計 2868516
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損 益 計 算 書

（事務費勘定）
自 令和７年４月１日
至 令和８年３月31日

区 分 金 額 (千円)

〔経 常 損 益 の 部〕
（業 務 損 益 の 部）
Ⅰ 業 務 収 益
事 務 費 補 助 金 収 入 1678242 1678242

Ⅱ 業 務 費 用
１ 事 務 費 補 助 金 精 算 返 納 金 215225
２ 給 与 手 当 46078
３ 賞 与 16804
４ 賞 与 引 当 金 繰 入 額 5601
５ 退 職 給 付 費 用 3295
６ 法 定 福 利 費 10988
７ 委 託 費 45918
８ 租 税 公 課 126227
９ 減 価 償 却 費 22121
10 そ の 他 の 業 務 費 用 18273 510533

業 務 利 益 1167708
（業 務 外 損 益 の 部）
業 務 外 収 益
受 取 利 息 1369 1369

経 常 利 益 1169078
当 期 純 利 益 1169078

当 期 未 処 分 利 益 1169078
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ディスクロージャー担当部署
社会保険診療報酬支払基金 経営企画部企画広報課
〒1050004 東京都港区新橋二丁目１番３号
ＴＥＬ 0335917441（代表）

令和７年度日本赤十字社業務及び収支決算の公告

令和８年８月 31 日
東京都港区芝大門一丁目１番３号

日本赤十字社

１ 業務の概要
 災害救護
大規模災害に適時的確に対応するためには、全国的に統一された救護員育成体系に基づいた救
護訓練及び研修を実施するなど、救護員への教育環境を更に整備する必要があります。令和７年
度は、救護員育成体系に基づいた救護訓練等の継続的な実施により、救護員の更なるスキルアッ
プと新たな要員確保に努めました。また、全社的な救護実践力の向上を図り、研修カリキュラム
の見直しに関する検討を開始しました。
また、各所で発生した豪雨災害において発災直後から被災自治体等との連携により断水地域を
対象とした簡易トイレの輸送・設置、長期間災害対応にあたる自治体職員に対する傾聴やハンド
ケア、避難所における救援物資の配布など、被災地のニーズに合った活動を展開しました。
気候変動により増加する大雨災害に対し、地域の災害リスクの理解やその時の避難行動、ここ
ろの働きが与える行動への影響を題材とした赤十字防災セミナーのカリキュラムを開発しまし
た。
 社会活動
社会の多様なニーズや様々なライフステージに応じて、赤十字防災セミナー及び救急法等の講
習事業を実施し、令和７年度は２つの事業の合計として約64万人が受講しました。
少子高齢化・多様性の受容が進む社会に対応した地域づくりに貢献するため、地域の関係団体
等との連携・共同による地域活動を推進しています。
また、講習受講者が効率よく学習が進められるよう、ＷＥＢ学習の効果的な活用もあわせて推
進しています。
 青少年赤十字事業
青少年赤十字は、学校等においていのちの大切さを学び人のために自ら考えて行動できる子ど
もたちを育成しており、令和７年度も子どもたちの手で様々な活動が実践されたほか、指導者の
育成や子どもたちのリーダーシップを育てる各種事業を行いました。
青少年赤十字国際交流事業では、海外18カ国・地域から36人の青少年が来日し、日本の青少年
赤十字メンバー等と交流を深めたほか、人道危機や気候変動について意見交換をしました。
令和７年度末現在で１万４千校を超える学校等が青少年赤十字に加盟しています。

 国際活動
混乱の続く中東での人道危機及びウクライナ人道危機、並びにミャンマー地震等に対して、海
外救援金の募集及び資金援助のほか、日本赤十字社の強みである保健医療分野を中心に現地の
ニーズに合わせた人的支援や物的支援を行いました。
また、世界各地で相次ぐ地震や洪水、台風などの自然災害に対し、迅速な支援を実施したほか、
地域に根差した気候変動対策の強化に取り組みました。
さらに、以前より継続して実施しているバングラデシュ南部避難民への支援事業、開発協力事
業を展開したほか、国際人道法の普及強化に努め、ＮＨＫ海外たすけあいキャンペーンを通じて
人道支援への関心喚起を行いました。
 運動基盤強化の取り組み
救護・社会活動を安定的に継続・強化することを目的として、サステナブルな事業運営に向け
た運動基盤の強化を図るため、寄付者の利便性を考慮した多様な寄付方法の導入や企業とのパー
トナーシップの促進等、支援者層の裾野を広げる取り組みを実施しました。また、会員誌を通じ
て、赤十字の活動を会員に定期的にお届けするとともに、ご意見をお寄せいただくなど、会員と
のエンゲージメント強化を図っています。
また、赤十字の活動基盤である赤十字奉仕団等ボランティアは、行政や地域の他団体等と連携
し、被災者支援や防災・減災活動、高齢者の支援など、地域・社会のニーズや課題解決に向けて
多様な活動に取り組みました。
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２ 令和７年度収支決算の要旨
 一般会計 （百万円）

本 社 収 入 18849 本 社 費 17177

社 資 収 入 9802 災 害 救 護 事 業 費 603
委 託 金 等 収 入 80 社 会 活 動 費 248
補 助 金 及 び 交 付 金 収 入 765 国 際 活 動 費 3599
災 害 義 援 金 預 り 金 収 入 0 社 業 振 興 費 1809
繰 入 金 収 入 5885 基盤整備交付金・補助金支出 2662
借 入 金 収 入 0 貸 付 金 支 出 0
貸 付 金 償 還 金 収 入 100 償 還 金 支 出 66
出 資 金 受 入 金 収 入 0 積 立 金 支 出 4552
資 産 収 入 500 出 資 金 償 還 金 支 出 33
雑 収 入 1249 監 査 費 86
前 年 度 繰 越 金 465 総 務 管 理 費 2676

資産取得及び資産管理費 838

支 部 収 入 28896 支 部 費 25782

社 資 収 入 18655 災 害 救 護 事 業 費 6165
委 託 金 等 収 入 33 社 会 活 動 費 2732
補 助 金 及 び 交 付 金 収 入 399 国 際 活 動 費 170
災 害 義 援 金 預 り 金 収 入 3631 指 定 事 業 地 方 振 興 費 530
繰 入 金 収 入 2156 地 区 分 区 交 付 金 支 出 1631
借 入 金 収 入 0 社 業 振 興 費 2152
貸 付 金 償 還 金 収 入 8 基盤整備交付金・補助金支出 1597
出 資 金 償 還 金 収 入 0 貸 付 金 支 出 2
資 産 収 入 421 償 還 金 支 出 7
雑 収 入 427 積 立 金 支 出 4603
前 年 度 繰 越 金 3162 出 資 金 支 出 0

総 務 管 理 費 2822
資産取得及び資産管理費 742
本 社 送 納 金 支 出 2623

歳 入 合 計 47745 歳 出 合 計 42959

 医療施設特別会計
ア 収益的収支 （百万円）

本 社 収 益 3770 本 社 費 用 13545

医 業 収 益 0 医 業 費 用 11216
医 業 外 収 益 2855 医 業 外 費 用 1396
医 療 社 会 事 業 収 益 0 医 療 奉 仕 費 用 0
付 帯 事 業 収 益 0 付 帯 事 業 費 用 0
特 別 利 益 914 特 別 損 失 933

法 人 税 等 0

病 院 収 益 1216466 病 院 費 用 1160646

医 業 収 益 1145595 医 業 費 用 1127693
医 業 外 収 益 57303 医 業 外 費 用 11324
医 療 社 会 事 業 収 益 807 医 療 奉 仕 費 用 8000
付 帯 事 業 収 益 12535 付 帯 事 業 費 用 12455
特 別 利 益 223 特 別 損 失 964

法 人 税 等 208

収 入 合 計 1220236 支 出 合 計 1174192

収 入 支 出 差 引 額 46044
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 社会福祉事業
利用者が個人の尊厳を持って、その人らしい自立した生活を安心して送れるよう支援するため、
職員のスキルアップのための機会を充実させました。また、福祉人材の不足等厳しい経営環境に
対応するため、ＩＣＴ機器の活用を含む業務効率化への取り組みを実施しました。
児童福祉施設での子育て支援や里親制度の普及・啓発活動、高齢者福祉施設での実習受け入れ
や近隣の学校等での講座の実施及び障害者福祉施設での相談支援事業を継続的に実施し、誰もが
生活しやすい地域社会づくりに努めました。
 医療事業
地域医療構想に基づく医療提供体制の整備を進めるほか、質の高い医療を提供するための医療
ＤＸの推進、実効性の高い感染症対応の体制整備のため、全医療施設において「新型インフルエ
ンザ等対応マニュアル」の改訂を完了しました。
また、困難な経営環境においても、地域から求められる医療を提供していくため、グループ全
体として保有する経営資源の有効活用を図るなどグループとしての経営効率の強化に取り組みま
した。
 看護師等の養成
明治23年の看護師養成開始以来、看護師養成実績は12万6578人となりました。
また、赤十字理念を基盤とした高い実践力を備えた看護師を育成するため、看護管理者研修や
保健師助産師看護師実習指導者講習会をオンライン形式で開催し、各研修とも、赤十字施設等か
ら多くの研修生が参加しました。
 血液事業

医療需要に見合った血液量の確保に努め、合計約500万人の献血者を受け入れ、約1752万単位
（200mL献血由来換算）の輸血用血液製剤を医療機関へ、120万Ｌの分画製剤用原料血漿を製薬
メーカーへ供給しました。
また、少子高齢化による献血可能人口の減少や新型コロナウイルス感染症の影響による学校献
血機会の減少により、若年層を中心に新規献血者が減少傾向にあることから、若年層を中心とし
た献血の普及啓発に努めました。
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イ 資本的収支 （百万円）

本 社 収 入 0 本 社 費 用 0

固 定 負 債 0 固 定 資 産 0
資 産 売 却 収 入 0 借 入 金 等 償 還 0
そ の 他 資 本 収 入 0

病 院 収 入 94580 病 院 費 用 94580

固 定 負 債 27170 固 定 資 産 67713
資 産 売 却 収 入 0 借 入 金 等 償 還 26867
そ の 他 資 本 収 入 67410

収 入 合 計 94581 支 出 合 計 94581

 血液事業特別会計
ア 収益的収支 （百万円）

事 業 収 益 165776 事 業 費 用 156146
事 業 外 収 益 3970 事 業 外 費 用 45
関 連 事 業 収 益 1806 関 連 事 業 費 用 2307
特 別 利 益 5 特 別 損 失 1211

法 人 税 等 16

収 入 合 計 171559 支 出 合 計 159727

収 入 支 出 差 引 額 11831
イ 資本的収支 （百万円）

借 入 金 等 収 入 686 固 定 資 産 支 出 17665
資 産 売 却 収 入 30 借 入 金 等 償 還 280
そ の 他 収 入 17228 そ の 他 支 出 0

収 入 合 計 17945 支 出 合 計 17945

 社会福祉施設特別会計 （百万円）

事 業 活 動 に よ る 収 入 14800 事 業 活 動 に よ る 支 出 14545
施 設 整 備 等 に よ る 収 入 54 施 設 整 備 等 に よ る 支 出 482
そ の 他 の 活 動 に よ る 収入 1194 そ の 他 の 活 動 に よ る 支出 1329
前 期 末 支 払 資 金 残 高 4317

歳 入 合 計 20366 歳 出 合 計 16357

収 入 支 出 差 引 額 4008
 退職給与資金特別会計 （百万円）

歳 入 合 計 31239 歳 出 合 計 31239

・退職給与資金収入 31239 ・退職給与資金交付金 25784

 退職年金資金特別会計 （百万円）

歳 入 合 計 300 歳 出 合 計 300

・退職年金給付費 272
 損害填補資金特別会計 （百万円）

歳 入 合 計 212 歳 出 合 計 212

・損害填補資金収入 157 ・保険料 39
・保険金収入 21 ・損害填補費 82

※詳細は日本赤十字社ホームページ（www.jrc.or.jp）をご覧ください。

提 供 先 事 務 提供年月 提供件数 提供方法

被災者生活再建支援法
第６条第１項に規定す
る支援法人

被災者生活再建支援法に
よる同法第３条第１項の
被災者生活再建支援金の
支給に関する事務

令和７年８月 848 即時提供
９月 970 即時提供
10月 1228 即時提供
11月 760 即時提供
12月 993 即時提供

令和８年１月 780 即時提供
２月 503 即時提供
３月 579 即時提供
４月 189 即時提供
５月 325 即時提供
６月 322 即時提供
７月 313 即時提供

預金保険機構 公的給付の支給等の迅速
かつ確実な実施のための
預貯金口座の登録等に関
する法律による同法第12
条第１項第２号の個人番
号の確認に関する事務

令和７年８月 34617 電気通信回線
９月 1 即時提供
９月 35678 電気通信回線
10月 38524 電気通信回線
11月 30469 電気通信回線

預貯金者の意思に基づく
個人番号の利用による預
貯金口座の管理等に関す
る法律による同法第３条
第４項、第５条第３項、
第７条第３項若しくは第
８条第３項の通知又は同
法第９条第１項の規定に
よる情報の提供に関する
事務

12月 37140 電気通信回線
令和８年１月 45915 電気通信回線

２月 39013 電気通信回線
３月 59651 電気通信回線
４月 43267 電気通信回線
５月 36145 電気通信回線
６月 43568 電気通信回線
７月 42985 電気通信回線
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地方公共団体情報システム機構における機構保存本人確認情報
の提供状況に関する公告

住民基本台帳法（昭和42年法律第81号）第30条の16の規定に基づき、令和７年８月から令和８年７
月までの間における機構保存本人確認情報の提供状況を次のとおり公示します。
令和８年８月 31 日 地方公共団体情報システム機構 理事長 椎橋 章夫
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地方公務員共済組合 地方公務員等共済組合法
第53条第１項の短期給付
若しくは同法第76条の退
職等年金給付の支給、同
法第112条第１項若しく
は第112条の２第１項の
福祉事業の実施若しくは
同法附則第19条の２第２
項の一時金の支給、地方
公務員等共済組合法の長
期給付等に関する施行法
第３条第１項、第２項、
第４項若しくは第７項若
しくは第３条の２の年金
である給付の支給又は被
用者年金制度の一元化等
を図るための厚生年金保
険法等の一部を改正する
法律附則第60条第５項、
第61条第１項若しくは第
65条第１項の年金である
給付の支給に関する事務

令和７年８月 58937 即時提供
９月 46828 即時提供
９月 3679424 電気通信回線
10月 54619 即時提供
10月 379 電気通信回線
11月 38865 即時提供
11月 3369991 電気通信回線
12月 45874 即時提供
12月 300 電気通信回線

令和８年１月 51933 即時提供
１月 3357357 電気通信回線
２月 45029 即時提供
２月 13183 電気通信回線
３月 53133 即時提供
３月 3337922 電気通信回線
４月 49228 即時提供
４月 467 電気通信回線
５月 55709 即時提供

厚生年金保険法による被
保険者に係る届出、年金
である給付若しくは一時
金に係る権利の裁定若し
くは支給の停止の解除、
受給権者に係る届出又は
同法第89条の保険料その
他徴収金の徴収に関する
事務

５月 3329428 電気通信回線
６月 59354 即時提供
６月 7220 電気通信回線
７月 66794 即時提供
７月 3373137 電気通信回線社会保障協定の実施に伴

う厚生年金保険法等の特
例等に関する法律による
同法第59条第１項の文書
の受理及び送付又は同法
第60条第１項若しくは第
２項の保有情報の提供に
関する事務

地方公務員等共済組合
法の一部を改正する法
律附則第23条第１項第
３号に規定する存続共
済会

地方公務員等共済組合法
の一部を改正する法律附
則第23条第１項第１号又
は第２号に規定する給付
のうち年金である給付の
支給に関する事務

令和７年８月 57 即時提供
８月 50116 電気通信回線
９月 87 即時提供
10月 88 即時提供
11月 66 即時提供
11月 49380 電気通信回線
12月 80 即時提供
12月 6477 電気通信回線

令和８年１月 99 即時提供
２月 104 即時提供
２月 48587 電気通信回線
３月 157 即時提供
４月 58 即時提供

公的給付の支給等の迅
速かつ確実な実施のた
めの預貯金口座の登録
等に関する法律第10条
に規定する特定公的給
付の支給を実施する国
の機関又は法人

公的給付の支給等の迅速
かつ確実な実施のための
預貯金口座の登録等に関
する法律による同法第10
条の特定公的給付の支給
を実施するための基礎と
する情報の管理に関する
事務

令和７年８月 152 電気通信回線
９月 161 電気通信回線
10月 443 電気通信回線
11月 190 電気通信回線
12月 257 電気通信回線

令和８年１月 85 電気通信回線
２月 2163235 電気通信回線
３月 3799950 電気通信回線
４月 10888 電気通信回線
５月 8840 電気通信回線
６月 998 電気通信回線
７月 198 電気通信回線

総務省 恩給法（他の法律におい
て準用する場合を含む。）
による年金である給付又
は一時金の支給に関する
事務

令和７年８月 47 即時提供
８月 992 電気通信回線
９月 338 即時提供
９月 65364 電気通信回線

執行官法の一部を改正す
る法律附則第３条第１項
の規定によりなお従前の
例により支給されること
とされる同法による改正
前の執行官法附則第13条
の規定による年金である
給付の支給に関する事務

10月 118 即時提供
10月 1210 電気通信回線
11月 43 即時提供
11月 1065 電気通信回線
12月 128 即時提供
12月 61424 電気通信回線

令和８年１月 45 即時提供国会議員互助年金法を廃
止する法律又は同法附則
第２条第１項の規定によ
りなおその効力を有する
こととされる旧国会議員
互助年金法による年金で
ある給付の支給に関する
事務

１月 1852 電気通信回線
２月 83 即時提供
２月 1155 電気通信回線
３月 93 即時提供
３月 57299 電気通信回線
４月 89 即時提供
４月 1076 電気通信回線
５月 55 即時提供
５月 856 電気通信回線
６月 82 即時提供
６月 53403 電気通信回線
７月 74 即時提供
７月 1038 電気通信回線

日本行政書士会連合会 行政書士法による同法第
６条第１項の行政書士の
登録に関する事務

令和８年２月 2 電気通信回線
３月 93 電気通信回線
４月 91 電気通信回線
５月 294 電気通信回線
６月 456 電気通信回線
７月 641 電気通信回線
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４月 5845 電気通信回線
５月 74 即時提供
５月 47790 電気通信回線
６月 87 即時提供
７月 45 即時提供

地方公務員災害補償基
金

地方公務員災害補償法に
よる公務上の災害若しく
は通勤による災害に対す
る補償又は福祉事業の実
施に関する事務

令和７年８月 33 即時提供
９月 476 即時提供
10月 70 即時提供
11月 455 即時提供
12月 38 即時提供

令和８年１月 456 即時提供
２月 61 即時提供
３月 733 即時提供
４月 176 即時提供
５月 768 即時提供
６月 156 即時提供
７月 424 即時提供

総務省 電気通信事業法による同
法第９条の登録、同法第
13条５項、第16条第１項
若しくは第３項若しくは
第17条第２項の届出、同
法第46条第３項（同法第
72条第２項において準用
する場合を含む。）の交
付、同法第73条の２第１
項から第３項までの届
出、同法第117条第１項
の認定又は同法第122条
第５項の届出、同法第
143条の２第１項の認定
又は同法第143条の６第
８項の届出に関する事務

令和７年８月 1268 即時提供
８月 2754 電気通信回線
９月 1480 即時提供
９月 2209 電気通信回線
10月 1078 即時提供
10月 1123 電気通信回線
11月 903 即時提供
11月 1402 電気通信回線
12月 1163 即時提供
12月 1633 電気通信回線

令和８年１月 1304 即時提供
１月 1380 電気通信回線

日本電信電話株式会社等
に関する法律による同法
第10条第３項の届出に関
する事務

２月 1037 即時提供
２月 1100 電気通信回線
３月 1011 即時提供
３月 2616 電気通信回線
４月 912 即時提供

電波法による同法第４条
の免許、同法第４条の２
第２項の届出、同法第８
条第１項の予備免許、同
法第24条の６第２項（同
法第24条の12第２項にお
いて準用する場合を含
む。）の届出、同法第27条
の18第１項の登録、同法
第37条の検定、同法第41
条第１項の免許又は同法
第48条の２第１項の船舶
局無線従事者証明に関す
る事務

４月 1582 電気通信回線
５月 925 即時提供
５月 1424 電気通信回線
６月 1343 即時提供
６月 3082 電気通信回線
７月 1152 即時提供
７月 3016 電気通信回線

法務省 司法試験法による司法試
験又は司法試験予備試験
の実施に関する事務

令和８年３月
４月

3062
326

電気通信回線
電気通信回線

法務省 司法試験法による司法試
験又は司法試験予備試験
の実施に関する事務

令和７年８月 9799 即時提供
９月 9691 即時提供
10月 10788 即時提供

不動産登記法による同法
第14条第１項の地図若し
くは同条第４項の地図に
準ずる図面の備付け、同
法第29条第１項の調査、
不動産の表題登記（同法
第２条第20号に規定する
表題登記をいう。）、表題
部所有者（同条第10号に
規定する表題部所有者を
いう。以下この欄におい
て同じ。）の氏名若しくは
名称若しくは住所につい
ての変更の登記若しくは
更正の登記、表題部所有
者についての更正の登
記、所有権の保存若しく
は移転の登記、同法第76
条の３第３項の登記、同
法第76条の４の符号の表
示、登記名義人の氏名若
しくは名称若しくは住所
についての変更の登記若
しくは更正の登記、同法
第131条第１項の申請又
は同法第133条第１項、
第136条第１項、第140条
第１項若しくは第144条
第１項の通知に関する事
務

11月 8188 即時提供
12月 10986 即時提供

令和８年１月 10543 即時提供
２月 9685 即時提供
３月 11852 即時提供
３月 571 電気通信回線
４月 11481 即時提供
４月 302 電気通信回線
５月 9707 即時提供
５月 10 電気通信回線
６月 11946 即時提供
７月 11929 即時提供

後見登記等に関する法律
による同法第７条又は第
８条の登記に関する事務

法務局における遺言書の
保管等に関する法律によ
る遺言書の保管又は情報
の管理に関する事務

出入国管理及び難民認定
法による同法第７条の２
第１項の交付、同法第11
条第１項の異議の申出、
同法第12条第１項、第20
条第３項（同法第22条の
２第３項（同法第22条の
３において準用する場合
を含む。）において準用す
る場合を含む。）、第21条
第３項若しくは第22条第
２項（同法第22条の２第
４項（同法第22条の３に
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おいて準用する場合を含
む。）において準用する場
合を含む。）の許可又は同
法第22条の４第１項の在
留資格の取消しに関する
事務

外務省 旅券法による同法第３条
第１項の申請、同法第４
条第１項の請求、同法第
５条第１項、第３項若し
くは第４項若しくは第５
条の２の発行、同法第９
条第１項の渡航先の追
加、同法第10条第３項た
だし書の渡航先の訂正、
同法第16条若しくは第17
条第１項の届出、同法第
18条第１項の失効、同法
第19条第１項の命令又は
同法第19条の３第１項の
申請に関する事務

令和７年８月 40 即時提供
９月 750 即時提供
10月 736 即時提供
11月 473 即時提供
12月 975 即時提供

令和８年１月 799 即時提供
２月 1167 即時提供
３月 1576 即時提供
４月 329 即時提供
５月 432 即時提供
６月 2691 即時提供
７月 3388 即時提供

国際的な子の奪取の民事
上の側面に関する条約の
実施に関する法律による
同法第４条第１項の外国
返還援助、同法第11条第
１項の日本国返還援助、
同法第16条第１項の日本
国面会交流援助又は同法
第21条第１項の外国面会
交流援助に関する事務

国家公務員共済組合連
合会

国家公務員共済組合法第
74条の退職等年金給付若
しくは同法附則第13条の
２第２項の一時金の支
給、国家公務員共済組合
法の長期給付に関する施
行法第３条の年金である
給付の支給又は被用者年
金制度の一元化等を図る
ための厚生年金保険法等
の一部を改正する法律附
則第36条第５項、第37条
第１項若しくは第41条第
１項の年金である給付の
支給に関する事務

令和７年８月 19056 即時提供
８月 9242 電気通信回線
９月 18182 即時提供
９月 1343959 電気通信回線
10月 21879 即時提供
10月 1339264 電気通信回線
11月 23687 即時提供
11月 2363 電気通信回線
12月 21557 即時提供
12月 2280 電気通信回線

令和８年１月 24431 即時提供
１月 1333350 電気通信回線

旧令による共済組合等か
らの年金受給者のための
特別措置法による年金で
ある給付の支給に関する
事務

２月 23385 即時提供
２月 1531 電気通信回線
３月 23633 即時提供
３月 1325305 電気通信回線
４月 22562 即時提供
４月 1323901 電気通信回線

５月 20347 即時提供
５月 9149 電気通信回線
６月 25156 即時提供
６月 17436 電気通信回線
７月 24128 即時提供
７月 1339075 電気通信回線

厚生年金保険法等の一
部を改正する法律附則
第32条第２項に規定す
る存続組合又は同法附
則第48条第１項に規定
する指定基金

厚生年金保険法等の一部
を改正する法律附則第32
条第２項第１号又は第３
号に規定する年金である
給付（当該給付に相当す
るものとして支給される
ものを含む。）に係る権利
の決定若しくは支給の停
止の解除又は受給権者に
係る届出に関する事務

令和７年８月 358 即時提供
８月 58980 電気通信回線
９月 366 即時提供
９月 4601 磁気媒体
９月 275672 電気通信回線
10月 271 即時提供
10月 58028 電気通信回線
11月 333 即時提供
11月 4660 磁気媒体
11月 274356 電気通信回線
12月 601 即時提供
12月 57059 電気通信回線

令和８年１月 235 即時提供
１月 4531 磁気媒体
１月 276898 電気通信回線
２月 527 即時提供
２月 55993 電気通信回線
３月 431 即時提供
３月 4473 磁気媒体
３月 275350 電気通信回線
４月 341 即時提供
４月 54222 電気通信回線
５月 622 即時提供
５月 4424 磁気媒体
５月 273426 電気通信回線
６月 650 即時提供
６月 53315 電気通信回線
７月 701 即時提供
７月 4367 磁気媒体
７月 271968 電気通信回線
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国税庁 国税通則法その他の国税
（同法第２条第１号に規
定する国税をいう。以下
この欄及び45の項におい
て同じ。）に関する法律に
よる国税の納付義務の確
定、納税の猶予、担保の
提供、還付又は充当、附
帯税（同条第４号に規定
する附帯税をいう。）の減
免、調査（犯則事件の調
査を含む。）、不服審査そ
の他の国税の賦課又は徴
収に関する事務

令和７年８月 769443 即時提供
８月 694570 電気通信回線
９月 797245 即時提供
９月 470663 電気通信回線
10月 957782 即時提供
10月 377392 電気通信回線
11月 794133 即時提供
11月 364046 電気通信回線
12月 754374 即時提供
12月 503072 電気通信回線

令和８年１月 884772 即時提供
１月 1060355 電気通信回線
２月 1160017 即時提供
２月 1309760 電気通信回線
３月 2032760 即時提供
３月 2659132 電気通信回線
４月 1141422 即時提供
４月 1864997 電気通信回線
５月 816084 即時提供
５月 987245 電気通信回線
６月 1031252 即時提供
６月 768971 電気通信回線
７月 805568 即時提供
７月 362435 電気通信回線

日本税理士会連合会 税理士法による同法第18
条の税理士の登録に関す
る事務

令和７年８月 318 電気通信回線
９月 272 電気通信回線
10月 236 電気通信回線
11月 324 電気通信回線
12月 307 電気通信回線

令和８年１月 249 電気通信回線
２月 260 電気通信回線
３月 200 電気通信回線
４月 272 電気通信回線
５月 248 電気通信回線
６月 2763 電気通信回線
７月 480 電気通信回線

財務省 関税法による同法第24条
第２項の許可又は同法、
国税通則法その他の国税
に関する法律若しくは地
方税法による関税、国税
若しくは貨物割の徴収若
しくは調査（犯則事件の
調査を含む。）に関する事
務

令和７年８月 105 即時提供
９月 114 即時提供
10月 194 即時提供
11月 213 即時提供
12月 67 即時提供

令和８年１月 126 即時提供
２月 273 即時提供

塩事業法による同法第５
条第１項、第16条第１項
若しくは第19条第１項の
登録、同法第８条第３項
若しくは第９条第１項
（これらの規定を同法第
17条及び第20条において
準用する場合を含む。）の
届出又は同法第15条第１
項若しくは第２項若しく
は第18条第１項若しくは
第２項の届出に関する事
務

３月 338 即時提供
４月 463 即時提供
５月 241 即時提供
６月 301 即時提供
７月 371 即時提供

日本学生支援機構 独立行政法人日本学生支
援機構法による同法第13
条第１項第１号の学資の
貸与及び支給に関する事
務

令和７年８月 127 即時提供
８月 150018 電気通信回線
９月 141 即時提供
９月 99203 電気通信回線
10月 70 即時提供
10月 101781 電気通信回線
11月 61 即時提供
11月 129541 電気通信回線
12月 87 即時提供
12月 47514 電気通信回線

令和８年１月 178 即時提供
１月 34457 電気通信回線
２月 95 即時提供
２月 431192 電気通信回線
３月 106 即時提供
３月 1134300 電気通信回線
４月 322 即時提供
４月 84999 電気通信回線
５月 149 即時提供
５月 747974 電気通信回線
６月 49 即時提供
６月 611802 電気通信回線
７月 130 即時提供
７月 508497 電気通信回線
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文部科学省 高等学校等就学支援金の
支給に関する法律による
同法第14条第１項及び第
２項の規定により読み替
えて適用する同法第６条
第１項の就学支援金の支
給に関する事務

令和７年８月 3159 電気通信回線
９月 5050 電気通信回線
10月 13 即時提供
10月 93 電気通信回線
11月 55 電気通信回線
12月 255 電気通信回線博物館法による同法第５

条第１項第３号の認定に
関する事務

令和８年１月 29 電気通信回線
２月 10 電気通信回線
３月 8 電気通信回線
６月 1 電気通信回線
７月 1 電気通信回線

日本私立学校振興・共
済事業団

私立学校教職員共済法第
20条第１項の短期給付、
同条第２項の退職等年金
給付若しくは同法第25条
において準用する国家公
務員共済組合法附則第13
条の２第２項の一時金の
支給若しくは私立学校教
職員共済法第26条第１項
若しくは第２項の福祉事
業の実施又は被用者年金
制度の一元化等を図るた
めの厚生年金保険法等の
一部を改正する法律附則
第78条第３項若しくは第
79条の年金である給付の
支給に関する事務

令和７年８月 17087 即時提供
８月 1454 電気通信回線
９月 14111 即時提供
９月 668909 電気通信回線
10月 21974 即時提供
10月 2596 電気通信回線
11月 14489 即時提供
11月 670352 電気通信回線
12月 13934 即時提供
12月 1223 電気通信回線

令和８年１月 17479 即時提供
１月 672668 電気通信回線
２月 15932 即時提供
２月 1310 電気通信回線
３月 30000 即時提供
３月 683208 電気通信回線
４月 46622 即時提供
４月 26053 電気通信回線
５月 22381 即時提供
５月 675024 電気通信回線
６月 23303 即時提供
６月 3063 電気通信回線
７月 26835 即時提供
７月 675323 電気通信回線

厚生労働省 建築物における衛生的環
境の確保に関する法律に
よる同法第７条第１項の
建築物環境衛生管理技術
者免状の交付に関する事
務

令和８年３月 95 電気通信回線

厚生労働省 労働者災害補償保険法に
よる同法第７条第１項の
保険給付の支給又は同法
第29条第１項の社会復帰
促進等事業の実施に関す
る事務

令和７年８月 3975 即時提供
９月 4482 即時提供
９月 175096 電気通信回線
10月 19344 即時提供
11月 6222 即時提供

石綿による健康被害の救
済に関する法律による同
法第59条第１項の特別遺
族給付金の支給に関する
事務

11月 174512 電気通信回線
12月 3980 即時提供

令和８年１月 5090 即時提供
１月 173980 電気通信回線
２月 3500 即時提供
３月 5111 即時提供
３月 173069 電気通信回線
４月 3671 即時提供
５月 4304 即時提供
５月 172295 電気通信回線
６月 23701 即時提供
７月 9048 即時提供
７月 171614 電気通信回線

独立行政法人勤労者退
職金共済機構

中小企業退職金共済法に
よる同法第10条第１項、
第30条第２項若しくは第
43条第１項の退職金、同
法第16条第１項若しくは
第30条第３項の解約手当
金又は同法第31条第２項
の差額の支給に関する事
務

令和７年９月 522 磁気媒体
10月 480 磁気媒体
11月 205 磁気媒体
12月 561 磁気媒体
２月 805 磁気媒体
３月 54 磁気媒体

厚生労働省 障害者の雇用の促進等に
関する法律による同法第
２章第２節の職業紹介
等、同法第19条第１項の
障害者職業センターの設
置及び運営、同法第49条
第１項の納付金関係業務

令和７年８月 71684 即時提供
８月 162584 電気通信回線
９月 58303 即時提供
９月 169204 電気通信回線
10月 77548 即時提供

独立行政法人医薬品医
療機器総合機構

独立行政法人医薬品医療
機器総合機構法による同
法第15条第１項第１号イ
の副作用救済給付、同項
第２号イの感染救済給
付、同法附則第18条第１
項第１号の給付金若しく
は同項第２号の追加給付
金の支給又は同法附則第
15条第１項第１号の委託
を受けて行う事業若しく
は同法附則第17条第１項
の委託を受けて行う事業
の実施に関する事務

令和７年８月 86 即時提供
９月 65 即時提供
10月 116 即時提供
11月 106 即時提供
12月 99 即時提供

令和８年１月 134 即時提供
２月 105 即時提供
３月 122 即時提供
４月 121 即時提供
５月 119 即時提供
６月 98 即時提供
７月 133 即時提供
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10月 207135 電気通信回線
11月 79780 即時提供
11月 155636 電気通信回線
12月 64035 即時提供
12月 151240 電気通信回線

令和８年１月 57906 即時提供
１月 173572 電気通信回線
２月 70076 即時提供
２月 151872 電気通信回線
３月 68611 即時提供
３月 182738 電気通信回線

雇用保険法による同法第
10条第１項の失業等給付
又は同法第61条の６第１
項の育児休業等給付の支
給に関する事務

４月 57542 即時提供
雇用保険法による同法第
62条の雇用安定事業又は
同法第63条若しくは第64
条の能力開発事業の実施
に関する事務

４月 554141 電気通信回線
５月 54352 即時提供
５月 442959 電気通信回線
６月 70264 即時提供
６月 315899 電気通信回線
７月 72054 即時提供
７月 192582 電気通信回線

若しくは同法第73条第１
項若しくは第74条第１項
の納付金関係業務に相当
する業務の実施、同法第
74条の２第１項の在宅就
業障害者特例調整金若し
くは同法附則第４条第２
項の報奨金等の支給又は
同法第74条の３第１項の
登録に関する事務

職業能力開発促進法第
30条の５第１項に規定
する登録試験機関

職業能力開発促進法によ
る同法第30条の19第１項
のキャリアコンサルタン
トの登録に関する事務

令和７年３月 5 電気通信回線
４月 16 電気通信回線
５月 21 電気通信回線
６月 53 電気通信回線
７月 24 電気通信回線

社会福祉士及び介護福
祉士法第35条第１項に
規定する指定登録機関

社会福祉士及び介護福祉
士法による同法第28条の
社会福祉士の登録に関す
る事務

令和７年８月 70 電気通信回線
９月 112 電気通信回線
10月 97 電気通信回線
11月 70 電気通信回線
12月 90 電気通信回線

令和８年１月 92 電気通信回線
２月 65 電気通信回線
３月 97 電気通信回線
４月 242 電気通信回線
５月 96 電気通信回線
６月 87 電気通信回線
７月 133 電気通信回線

社会福祉士及び介護福
祉士法第43条第１項に
規定する指定登録機関

社会福祉士及び介護福祉
士法による同法第42条第
１項の介護福祉士の登録
に関する事務

令和７年８月 180 電気通信回線
９月 282 電気通信回線
10月 269 電気通信回線
11月 240 電気通信回線
12月 237 電気通信回線

令和８年１月 296 電気通信回線
２月 237 電気通信回線
３月 302 電気通信回線

４月 359 電気通信回線
５月 257 電気通信回線
６月 202 電気通信回線
７月 293 電気通信回線

精神保健福祉士法第35
条第１項に規定する指
定登録機関

精神保健福祉士法による
同法第28条の精神保健福
祉士の登録に関する事務

令和７年８月 30 電気通信回線
９月 58 電気通信回線
10月 46 電気通信回線
11月 22 電気通信回線
12月 32 電気通信回線

令和８年１月 45 電気通信回線
２月 21 電気通信回線
３月 41 電気通信回線
４月 113 電気通信回線
５月 56 電気通信回線
６月 50 電気通信回線
７月 79 電気通信回線

公認心理師法第36条第
１項に規定する指定登
録機関

公認心理師法による同法
第28条の公認心理師の登
録に関する事務

令和７年８月 143 電気通信回線
９月 487 電気通信回線
10月 189 電気通信回線
11月 102 電気通信回線
12月 123 電気通信回線

令和８年１月 177 電気通信回線
２月 140 電気通信回線
３月 215 電気通信回線
４月 194 電気通信回線
５月 341 電気通信回線
６月 199 電気通信回線
７月 155 電気通信回線

日本年金機構 健康保険法による同法第
５条第２項又は第123条
第２項の業務の実施に関
する事務

令和７年８月 1731906 即時提供
８月 108211005 電気通信回線
９月 1751750 即時提供

船員保険法による同法第
４条第２項の業務の実施
に関する事務

９月 111177590 電気通信回線
10月 1960401 即時提供

国民年金法等の一部を改
正する法律附則第87条第
２項の規定により厚生年
金保険の実施者たる政府
が支給するものとされた
年金である給付若しくは
一時金に係る権利の裁定
若しくは支給の停止の解
除又は受給権者に係る届
出に関する事務

10月 108698261 電気通信回線
11月 1608006 即時提供
11月 108373206 電気通信回線
12月 1805472 即時提供
12月 106442641 電気通信回線

令和８年１月 1819936 即時提供
１月 108210468 電気通信回線
２月 1676479 即時提供
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２月 105897179 電気通信回線厚生年金保険法による被
保険者に係る届出、年金
である給付若しくは一時
金に係る権利の裁定若し
くは支給の停止の解除、
受給権者に係る届出又は
同法第89条の保険料その
他徴収金の徴収に関する
事務

３月 1962612 即時提供
３月 107735736 電気通信回線
４月 2294181 即時提供
４月 106975505 電気通信回線
５月 1908200 即時提供
５月 105804721 電気通信回線厚生年金保険法等の一部

を改正する法律附則第16
条第３項又は第７項の規
定により厚生年金保険の
実施者たる政府が支給す
るものとされた年金であ
る給付に係る権利の決定
若しくは支給の停止の解
除又は受給権者に係る届
出に関する事務

６月 2034578 即時提供
６月 111777918 電気通信回線
７月 2256289 即時提供
７月 125673458 電気通信回線

厚生年金保険制度及び農
林漁業団体職員共済組合
制度の統合を図るための
農林漁業団体職員共済組
合法等を廃止する等の法
律附則第16条第３項の規
定により厚生年金保険の
実施者たる政府が支給す
るものとされた年金であ
る給付に係る権利の決定
若しくは支給の停止の解
除又は受給権者に係る届
出に関する事務

国民年金法による被保険
者に係る届出、年金であ
る給付若しくは一時金に
係る権利の裁定若しくは
支給の停止の解除、受給
権者に係る届出、同法第
95条の保険料その他徴収
金の徴収、同法第119条
の３の設立の認可又は同
法第139条の届出に関す
る事務

年金生活者支援給付金の
支給に関する法律による
同法第２条第１項の老齢
年金生活者支援給付金、
同法第10条第１項の補足
的老齢年金生活者支援給
付金、同法第15条第１項
の障害年金生活者支援給
付金又は同法第20条第１
項の遺族年金生活者支援
給付金の支給に関する事
務

厚生労働省 健康保険法による同法第
64条の登録に関する事務

令和７年８月 986 電気通信回線
９月 797 電気通信回線
10月 615 電気通信回線
11月 480 電気通信回線
12月 507 電気通信回線

令和８年１月 630 電気通信回線
２月 664 電気通信回線
３月 6224 電気通信回線
４月 18200 電気通信回線
５月 15192 電気通信回線
６月 12546 電気通信回線
７月 6759 電気通信回線

社会保険診療報酬支払
基金

社会保険診療報酬支払基
金法による同法第15条第
１項第６号に掲げる業務
として行う健康保険法第
205条の４第１項第２号、
船員保険法第153条の10
第１項第２号、私立学校
教職員共済法第47条の３
第１項第２号、国家公務
員共済組合法第114条の
２第１項第２号、国民健
康保険法第113条の３第
１項第１号、地方公務員
等共済組合法第144条の
33第１項第２号又は高齢
者の医療の確保に関する
法律第165条の２第１項
第１号の情報の収集又は
整理に関する事務

令和７年８月 50573 即時提供
８月 1303517 電気通信回線
９月 52151 即時提供
９月 1191907 電気通信回線
10月 54234 即時提供
10月 1324480 電気通信回線
11月 42957 即時提供
11月 988089 電気通信回線
12月 48180 即時提供
12月 1160026 電気通信回線

令和８年１月 48059 即時提供
１月 1338491 電気通信回線
２月 42048 即時提供
２月 1135294 電気通信回線
３月 57544 即時提供
３月 1519655 電気通信回線
４月 93791 即時提供
４月 3555189 電気通信回線
５月 50813 即時提供
５月 1619240 電気通信回線
６月 55223 即時提供
６月 1768156 電気通信回線
７月 57354 即時提供
７月 1969847 電気通信回線

公的年金制度の健全性
及び信頼性の確保のた
めの厚生年金保険法等
の一部を改正する法律
附則第３条第13号に規
定する存続連合会

公的年金制度の健全性及
び信頼性の確保のための
厚生年金保険法等の一部
を改正する法律附則第40
条第１項第１号から第４
号まで、第２項第１号、
第２号若しくは第４号か

令和７年８月
８月
９月
９月
10月

11
273454

8
500901

2

即時提供
電気通信回線
即時提供
電気通信回線
即時提供
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ら第６号まで若しくは第
３項第１号、第２号若し
くは第４号から第７号ま
でに掲げる業務として行
う年金である給付若しく
は一時金の支給又は同条
第６項の規定による同法
附則第５条第１項の規定
によりなおその効力を有
するものとされた同法第
１条の規定による改正前
の厚生年金保険法第130
条第５項の情報の収集、
整理若しくは分析、公的
年金制度の健全性及び信
頼性の確保のための厚生
年金保険法等の一部を改
正する法律附則第40条第
７項の規定による同法附
則第38条第３項の規定に
より読み替えて適用する
同法第２条の規定による
改正後の確定給付企業年
金法第93条の情報の収
集、整理若しくは分析若
しくは公的年金制度の健
全性及び信頼性の確保の
ための厚生年金保険法等
の一部を改正する法律附
則第40条第８項の規定に
よる同法附則第38条第３
項の規定により読み替え
て適用する同法附則第
102条の規定による改正
後の確定拠出年金法第48
条の２の情報の収集、整
理若しくは分析に関する
事務

10月

11月

11月

12月

12月

令和８年１月

１月

２月

２月

３月

３月

４月

４月

５月

５月

６月

６月

７月

７月

337976

4

505061

4

431411

9

488450

2

285220

18

580773

11

253224

16

534495

11

321149

15

619687

電気通信回線

即時提供

電気通信回線

即時提供

電気通信回線

即時提供

電気通信回線

即時提供

電気通信回線

即時提供

電気通信回線

即時提供

電気通信回線

即時提供

電気通信回線

即時提供

電気通信回線

即時提供

電気通信回線

国民年金基金連合会 国民年金法による同法第
137条の15第１項の規定
による年金である給付若
しくは一時金の支給又は
同条第２項第２号に掲げ
る業務として行う同法第
128条第５項の情報の収
集、整理若しくは分析に
関する事務

令和７年８月 4184 磁気媒体

９月 728873 磁気媒体

10月 3161 磁気媒体

11月 3898 磁気媒体

12月 3760 磁気媒体

確定拠出年金法による同
法第66条第１項（同条第
２項において準用する場
合を含む。）の届出、同法
第67条第１項の個人型年
金加入者等に関する原簿
若しくは同条第２項の個
人型年金加入者等に関す
る帳簿の記録及び保存又
は同法第73条において準
用する同法第２章第５節
の年金である給付若しく

令和８年１月 4833 磁気媒体

２月 5146 磁気媒体

３月 3949 磁気媒体

４月 5260 磁気媒体

５月 3413 磁気媒体

６月 36398 磁気媒体

７月 5873 磁気媒体

厚生労働省 中国残留邦人等の円滑な
帰国の促進並びに永住帰
国した中国残留邦人等及
び特定配偶者の自立の支
援に関する法律による同
法第６条第１項の永住帰
国旅費、同法第７条の自
立支度金、同法第13条第
３項の一時金若しくは同
法第18条第１項の一時帰
国旅費の支給又は同法第
13条第２項若しくは第４
項の保険料の納付に関す
る事務

令和７年８月 7 即時提供
９月 2 即時提供
９月 1357 電気通信回線
10月 88 即時提供
10月 54 電気通信回線
11月 7 即時提供
11月 2550 電気通信回線
12月 21 即時提供
12月 1246 電気通信回線

戦傷病者戦没者遺族等援
護法による同法第５条の
援護に関する事務

令和８年１月 14 即時提供
１月 54 電気通信回線
２月 55 即時提供

戦没者等の遺族に対する
特別弔慰金支給法による
同法第３条の特別弔慰金
の支給に関する事務

３月 6 即時提供
３月 1234 電気通信回線
４月 9 即時提供
４月 53 電気通信回線
５月 27 即時提供
６月 3 即時提供
６月 1186 電気通信回線
７月 9 即時提供
７月 53 電気通信回線

全国社会保険労務士会
連合会

社会保険労務士法による
同法第10条第１項の社会
保険労務士試験又は同法
第13条の３第１項の紛争
解決手続代理業務試験の
実施に関する事務

令和７年８月 271 電気通信回線
９月 243 電気通信回線
10月 288 電気通信回線
11月 6001 電気通信回線
12月 661 電気通信回線

社会保険労務士法による
同法第14条の２第１項の
社会保険労務士の登録又
は同法第14条の11の３第
１項の付記に関する事務

令和８年１月 700 電気通信回線
２月 685 電気通信回線
３月 947 電気通信回線
４月 785 電気通信回線
５月 443 電気通信回線
６月 316 電気通信回線
７月 2714 電気通信回線

石炭鉱業年金基金 石炭鉱業年金基金法によ
る年金である給付又は一
時金の支給に関する事務

令和７年10月 2570 電気通信回線
１月 2512 電気通信回線
４月 2428 電気通信回線
７月 2365 電気通信回線

は一時金若しくは同法附
則第３条第２項の脱退一
時金の支給に関する事務
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独立行政法人農業者年
金基金

独立行政法人農業者年金
基金法による農業者年金
事業の給付若しくは同法
附則第６条第１項第１号
の給付の支給又は同法第
44条の保険料その他徴収
金の徴収に関する事務

令和７年８月 114 電気通信回線
９月 69 電気通信回線
10月 122 電気通信回線
11月 190 電気通信回線
12月 276 電気通信回線

令和８年１月 146 電気通信回線
２月 274 電気通信回線
３月 162 電気通信回線
４月 161 電気通信回線
５月 121 電気通信回線
６月 158 電気通信回線
７月 79 電気通信回線

農林漁業団体職員共済
組合

厚生年金保険制度及び農
林漁業団体職員共済組合
制度の統合を図るための
農林漁業団体職員共済組
合法等を廃止する等の法
律による年金である給付
（同法附則第16条第３項
の規定により厚生年金保
険の実施者たる政府が支
給するものとされた年金
である給付を除く。）若し
くは一時金の支給又は同
法附則第57条第１項の特
例業務負担金の徴収に関
する事務

令和７年８月
10月

令和８年２月
７月

844
8828
2570
1648

磁気媒体
磁気媒体
磁気媒体
磁気媒体

建設業法第27条の２第
１項に規定する指定試
験機関

建設業法による技術検定
の実施に関する事務

令和７年９月 27484 磁気媒体
令和８年２月 1342 電気通信回線

３月 24951 磁気媒体
３月 6491 電気通信回線
４月 57949 磁気媒体
５月 87087 磁気媒体
７月 25633 磁気媒体

建設業法第27条の19第
１項に規定する指定資
格者証交付機関

建設業法による監理技術
者資格者証の交付に関す
る事務

令和７年８月 7910 即時提供
９月 10752 即時提供
10月 13895 即時提供
11月 11871 即時提供
12月 11053 即時提供

令和８年１月 14409 即時提供
２月 14696 即時提供
３月 18090 即時提供
４月 18675 即時提供
５月 13831 即時提供
６月 13826 即時提供
７月 11846 即時提供

国土交通省及び環境省 水道法による同法第25条
の５第１項の給水装置工
事主任技術者免状の交付
に関する事務

令和８年３月 9 電気通信回線

国土交通省 建築基準法による同法第
12条の２第１項の建築物
調査員資格者証若しくは
同法第12条の３第３項の
建築設備等検査員資格者
証の交付、同法第77条の
58第１項若しくは第77条
の61（同法第77条の66第
２項において準用する場
合を含む。）の登録、同法
第77条の62（同法第77条
の66第２項において準用
する場合を含む。）の届出
又は同法第77条の66第１
項の登録に関する事務

令和７年12月
令和８年１月

２月
３月
４月
５月
６月
７月

119
124
49
84
128
28
20
17

電気通信回線
電気通信回線
電気通信回線
電気通信回線
電気通信回線
電気通信回線
電気通信回線
電気通信回線

国土交通省 道路運送車両法による同
法第12条第１項の変更登
録、同法第55条第１項の
技能検定の実施、同法第
59条第１項の新規検査、
同法第67条第１項の変更
記録、同法第71条第４項
の交付、同法第78条第１
項の認証、同法第93条の
認証の取消し又は同法第
97条の３第１項の届出に
関する事務

令和７年８月 868 即時提供
９月 893 即時提供
10月 915 即時提供
11月 783 即時提供
12月 835 即時提供

令和８年１月 991 即時提供
２月 1337 即時提供
３月 1909 即時提供
４月 2089 即時提供
５月 2201 即時提供
６月 1767 即時提供
７月 1269 即時提供

国土交通省 船舶職員及び小型船舶操
縦者法による同法第７条
第１項（同法第22条の２
第７項（同法第22条の３
第２項において準用する
場合を含む。）において準
用する場合を含む。）の登
録及び海技免状の交付、
同法第12条の海技試験の
実施又は同法第23条の５
の登録及び小型船舶操縦
免許証の交付に関する事
務

令和８年３月
４月
５月
６月
７月

110
80
42
47
52

電気通信回線
電気通信回線
電気通信回線
電気通信回線
電気通信回線

独立行政法人環境再生
保全機構

石綿による健康被害の救
済に関する法律による同
法第３条の救済給付の支
給又は同法第４条第１項
若しくは第22条第１項の
認定に関する事務

令和７年８月 56 電気通信回線
９月 1 即時提供
９月 28 電気通信回線
10月 3 即時提供
10月 1979 電気通信回線
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11月 26 電気通信回線
12月 1 即時提供
12月 1996 電気通信回線

令和８年１月 5 即時提供
１月 28 電気通信回線
２月 1 即時提供
２月 2004 電気通信回線
３月 1990 電気通信回線
４月 63 電気通信回線
５月 40 電気通信回線
６月 3 即時提供
６月 2058 電気通信回線
７月 21 即時提供
７月 44 電気通信回線

提供件数合計 1438956123件

 提供方法欄の「磁気媒体」とあるのは、「磁気媒体による一括提供」であり、「電気通信回線」と
あるのは、「電気通信回線による一括提供」である。

提 供 先 事 務 提供年月 提供件数 提供方法

外務省 国際的な子の奪取の民事
上の側面に関する条約の
実施に関する法律による
同法第４条第１項の外国
返還援助、同法第11条第
１項の日本国返還援助、
同法第16条第１項の日本
国面会交流援助又は同法
第21条第１項の外国面会
交流援助に関する事務

令和７年８月 1 電気通信回線

提供件数合計 1件

 住民基本台帳法第30条の９の２第１項の規定による住民票コードの提供状況について

提 供 年 月 提 供 件 数 提 供 年 月 提 供 件 数

令和７年８月 2924842 令和８年２月 3122707

９月 2677648 ３月 5325866

10月 2736393 ４月 2850066

11月 2942288 ５月 2320486

12月 3071604 ６月 2364683

令和８年１月 2401126 ７月 2534235

提供件数合計 35271944

 住民基本台帳法第30条の９の２第２項の規定による住民票コードの提供状況について

提 供 年 月 提 供 件 数 提 供 年 月 提 供 件 数

令和７年８月 62 令和８年２月 89

９月 81 ３月 103

10月 84 ４月 82

11月 63 ５月 106

12月 67 ６月 74

令和８年１月 67 ７月 93

提供件数合計 971

提 供 年 月 提 供 件 数 提 供 年 月 提 供 件 数

令和７年８月 365 令和８年２月 542

９月 295 ３月 264

10月 218 ４月 1059

11月 268 ５月 213

12月 172 ６月 311

令和８年１月 277 ７月 381

提供件数合計 4365
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地方公共団体情報システム機構における機構保存附票本人確認
情報の提供状況に関する公告

住民基本台帳法（昭和42年法律第81号）第30条の44の８の規定に基づき、令和７年８月から令和８
年７月までの間における機構保存本人確認情報の提供状況を次のとおり公示します。
令和８年８月 31 日 地方公共団体情報システム機構 理事長 椎橋 章夫

地方公共団体情報システム機構における住民票コードの提供状
況に関する公告

住民基本台帳法（昭和42年法律第81号）第30条の16の規定に基づき、令和７年８月から令和８年７
月までの間における住民基本台帳法第30条の９の２の住民票コードの提供状況を次のとおり公示しま
す。
令和８年８月 31 日 地方公共団体情報システム機構 理事長 椎橋 章夫

地方公共団体情報システム機構における戸籍の附票に記載され
た住民票コードの提供状況に関する公告

住民基本台帳法（昭和42年法律第81号）第30条の44の８の規定に基づき、令和７年８月から令和８
年７月までの間における住民基本台帳法第30条の44の２の住民票コードの提供状況を次のとおり公示
します。
令和８年８月 31 日 地方公共団体情報システム機構 理事長 椎橋 章夫




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会 社 そ の 他 の 公 告

解 散 公 告

当 社 は 、 令 和 八 年 八 月 一 日 開 催 の 株 主 総 会 の 決

議 に よ り 解 散 い た し ま し た の で 、 当 社 に 債 権 を 有

す る 方 は 、 本 公 告 掲 載 の 翌 日 か ら 二 箇 月 以 内 に お

申 し 出 下 さ い 。

な お 、 右 期 間 内 に お 申 し 出 が な い と き は 清 算 か

ら 除 斥 し ま す 。

令 和 八 年 八 月 三 十 一 日

北 海 道 札 幌 市 東 区 北 十 七 条 東 十 七 丁 目 三 番

二 五 三 〇 一 Ｉ Ｂ 株 式 会 社

代 表 清 算 人 ラ イ ・ シ ユ ・ チ ヨ ー

解 散 公 告

当 社 は 、 令 和 八 年 七 月 三 十 一 日 開 催 の 株 主 総 会

の 決 議 に よ り 解 散 い た し ま し た の で 、 当 社 に 債 権

を 有 す る 方 は 、 本 公 告 掲 載 の 翌 日 か ら 二 箇 月 以 内

に お 申 し 出 下 さ い 。

な お 、 右 期 間 内 に お 申 し 出 が な い と き は 清 算 か

ら 除 斥 し ま す 。

令 和 八 年 八 月 三 十 一 日

北 海 道 函 館 市 東 川 町 一 五 番 八 号

株 式 会 社 カ ネ キ 齊 藤 工 業

代 表 清 算 人 齊 藤 睦 美

解 散 公 告

当 社 は 、 令 和 八 年 六 月 二 十 六 日 開 催 の 株 主 総 会

の 決 議 に よ り 解 散 い た し ま し た の で 、 当 社 に 債 権

を 有 す る 方 は 、 本 公 告 掲 載 の 翌 日 か ら 二 箇 月 以 内

に お 申 し 出 下 さ い 。

な お 、 右 期 間 内 に お 申 し 出 が な い と き は 清 算 か

ら 除 斥 し ま す 。

令 和 八 年 八 月 三 十 一 日

札 幌 市 中 央 区 大 通 東 四 丁 目 四 番 地

道 都 都 市 開 発 株 式 会 社

代 表 清 算 人 島 秀 幸

解 散 公 告

当 社 は 、 令 和 八 年 七 月 三 十 一 日 開 催 の 株 主 総 会

の 決 議 に よ り 解 散 い た し ま し た の で 、 当 社 に 債 権

を 有 す る 方 は 、 本 公 告 掲 載 の 翌 日 か ら 二 箇 月 以 内

に お 申 し 出 下 さ い 。

な お 、 右 期 間 内 に お 申 し 出 が な い と き は 清 算 か

ら 除 斥 し ま す 。

令 和 八 年 八 月 三 十 一 日

岩 手 県 一 関 市 千 町 千 字 脇 谷 一 九 番 地 一 二

岩 手 運 輸 有 限 会 社

清 算 人 菅 原 昭

解 散 公 告

当 社 は 、 令 和 八 年 八 月 二 十 三 日 開 催 の 株 主 総 会

の 決 議 に よ り 解 散 い た し ま し た の で 、 当 社 に 債 権

を 有 す る 方 は 、 本 公 告 掲 載 の 翌 日 か ら 二 箇 月 以 内

に お 申 し 出 下 さ い 。

な お 、 右 期 間 内 に お 申 し 出 が な い と き は 清 算 か

ら 除 斥 し ま す 。

令 和 八 年 八 月 三 十 一 日

福 島 県 郡 山 市 字 大 河 原 一 八 番 地 の 二

有 限 会 社 高 原 看 板

清 算 人 高 原 信 三

解 散 公 告

当 社 は 、 令 和 八 年 七 月 三 十 一 日 開 催 の 株 主 総 会

の 決 議 に よ り 解 散 い た し ま し た の で 、 当 社 に 債 権

を 有 す る 方 は 、 本 公 告 掲 載 の 翌 日 か ら 二 箇 月 以 内

に お 申 し 出 下 さ い 。

な お 、 右 期 間 内 に お 申 し 出 が な い と き は 清 算 か

ら 除 斥 し ま す 。

令 和 八 年 八 月 三 十 一 日

福 島 県 南 会 津 郡 下 郷 町 大 字 沢 田 字 宅 地 続 甲

三 番 地 有 限 会 社 ハ ツ ミ

清 算 人 室 井 ハ ツ ミ

解 散 公 告

当 社 は 、 解 散 い た し ま し た の で 、 当 社 に 債 権 を

有 す る 方 は 、 本 公 告 掲 載 の 翌 日 か ら 二 箇 月 以 内 に

お 申 し 出 下 さ い 。 な お 、 右 期 間 内 に お 申 し 出 が な

い と き は 清 算 か ら 除 斥 し ま す 。

令 和 八 年 八 月 三 十 一 日

千 葉 市 美 浜 区 真 砂 二 丁 目 一 五 番 三 棟 一 〇 〇

四 号 中 日 ソ リ ュ ー シ ョ ン ズ 株 式 会 社

代 表 清 算 人 孟 勇 鋼

解 散 公 告

当 社 は 、 解 散 い た し ま し た の で 、 当 社 に 債 権 を

有 す る 方 は 、 本 公 告 掲 載 の 翌 日 か ら 二 箇 月 以 内 に

お 申 し 出 下 さ い 。

な お 、 右 期 間 内 に お 申 し 出 が な い と き は 清 算 か

ら 除 斥 し ま す 。

令 和 八 年 八 月 三 十 一 日

東 京 都 港 区 南 青 山 二 丁 目 一 三 番 二 号

サ ン ラ イ ズ 青 山 二 Ｆ 青 山 国 際 税 理 士 法 人 内

ソ ー ラ ー ヤ マ ド リ 合 同 会 社

清 算 人 髙 木 康 行







〇

〇

令和年月日 月曜日 (号外第号)官 報 (分冊の)
解
散
公
告

当
法
人
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債

権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以

内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
港
区
南
青
山
二
丁
目
一
三
番
二
号

サ
ン
ラ
イ
ズ
青
山
二
Ｆ
青
山
国
際
税
理
士
法
人
内

ソ
ー
ラ
ー
ヤ
マ
ド
リ
一
般
社
団
法
人

清
算
人

髙
木

康
行

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
総
社
員
の
同
意
に

よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し

出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
渋
谷
区
神
宮
前
六
丁
目
二
三
番
四
号
桑
野

ビ
ル
二
階

合
同
会
社
ハ
ー
ベ
ス
ト
フ
ァ
ー
ム

清
算
人

濱
岡

浩
平

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
二
十
九
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
立
川
市
富
士
見
町
四
丁
目
二
〇
番
二
九
号

有
限
会
社
ヒ
ゲ
ナ
カ

清
算
人

中
嶋

久
枝

解
散
公
告

当
社
は
、
株
主
総
会
の
決
議
に
よ
り
、
令
和
八
年
八
月

二
十
八
日
を
も
っ
て
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に

債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月

以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し

出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
神
田
駿
河
台
四
丁
目
六
番
地
御

茶
ノ
水
ソ
ラ
シ
テ
ィ

株
式
会
社
シ
ス
テ
ム
シ
ン
ク

代
表
清
算
人

本
郷

滋

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
十
三
日
総
社
員
の
同
意
に
よ

り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る
方

は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出

下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
新
宿
区
西
新
宿
三
丁
目
三
番
一
三
号
西
新

宿
水
間
ビ
ル
二
Ｆ

合
同
会
社
Ｃ
Ｊ
Ｗ

清
算
人

姚

立
峰

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
二
月
二
十
八
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
足
立
区
南
花
畑
四

二
八

一
八

Ｋ
．
Ｓ
．
ロ
ジ
ス
テ
ィ
ク
ス
株
式
会
社

代
表
清
算
人

山
口

和
紀

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
二
十
八
日
総
社
員
の
同
意
に

よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し

出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き

は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
港
区
虎
ノ
門
三
丁
目
二
二
番
一
〇

二
〇

一
号合

同
会
社
御
堂
筋
み
ら
い
デ
ベ
ロ
ッ
プ
メ
ン
ト

清
算
人

小
森

靖
之

解
散
公
告

当
法
人
は
、
社
員
総
会
の
決
議
に
よ
り
令
和
八
年
八
月

二
十
八
日
を
も
っ
て
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人

に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇

月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申

し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
中
央
区
日
本
橋
一
丁
目
四
番
一
号

Ｇ
Ｋ
Ｋ
一
般
社
団
法
人

代
表
清
算
人

三
品

貴
仙

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
豊
島
区
池
袋
二
丁
目
四
〇
番
一
二
号

株
式
会
社
ヘ
リ
オ
ス

代
表
清
算
人

瀬
川

英
則

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
二
十
四
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
練
馬
区
大
泉
学
園
町
八
丁
目
七
番
七
号

Ｎ
Ｄ
シ
ス
テ
ム
ズ
株
式
会
社

代
表
清
算
人

西
守

義
男

解
散
公
告

当
社
は
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い

と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
板
橋
区
中
丸
町
三
三

一
五

一
〇
三

星
川
不
動
産
株
式
会
社

代
表
清
算
人

チ
ン

イ
キ

解
散
公
告

当
社
は
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い

と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
板
橋
区
中
丸
町
三
三

一
五

一
〇
三

Ｈ
不
動
産
管
理
株
式
会
社

代
表
清
算
人

チ
ン

イ
キ

解
散
公
告

当
社
は
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い

と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
中
央
区
新
富
一
丁
目
六

五
フ
ジ
タ
新
富

マ
ン
シ
ョ
ン
三
〇
五

株
式
会
社
シ
ャ
キ
ン

代
表
清
算
人

チ
ン

イ
キ

解
散
公
告

当
社
は
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
く
だ
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
場
合
は
清
算
か

ら
除
斥
い
た
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
霞
が
関
三
丁
目
二
番
五
号

ト
ー
ク
ン
・
ブ
リ
ッ
ジ
合
同
会
社

清
算
人

武
壽

解
散
公
告

当
法
人
は
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
く
だ
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
場
合
は
清
算
か

ら
除
斥
い
た
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
霞
が
関
三
丁
目
二
番
五
号

一
般
社
団
法
人
ト
ー
ク
ン
・
ブ
リ
ッ
ジ

代
表
清
算
人

武
壽

解
散
公
告

当
社
は
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
く
だ
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
場
合
は
清
算
か

ら
除
斥
い
た
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
神
田
錦
町
一
丁
目
二
一
番
一
号

ケ
イ
エ
イ
ト
・
ヘ
ル
ス
ケ
ア
合
同
会
社

清
算
人

武
壽

解
散
公
告

当
法
人
は
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
く
だ
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
場
合
は
清
算
か

ら
除
斥
い
た
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
神
田
錦
町
一
丁
目
二
一
番
一
号

一
般
社
団
法
人
ケ
イ
ス
リ
ー
・
ヘ
ル
ス
ケ
ア

代
表
清
算
人

武
壽

解
散
公
告

当
法
人
は
、
令
和
八
年
八
月
二
十
八
日
開
催
の
社
員
総

会
の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に

債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月

以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し

出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
港
区
虎
ノ
門
三
丁
目
二
二
番
一
〇

二
〇

一
号一

般
社
団
法
人
御
堂
筋
み
ら
い
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン

グ
ス

代
表
清
算
人

粟
国

正
樹





令和年月日 月曜日 (号外第号)官 報
解
散
公
告

当
社
は
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
く
だ
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
場
合
は
清
算
か

ら
除
斥
い
た
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
神
田
錦
町
一
丁
目
二
一
番
一
号

ケ
イ
シ
ッ
ク
ス
・
ヘ
ル
ス
ケ
ア
合
同
会
社

清
算
人

武
壽

解
散
公
告

当
社
は
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
く
だ
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
場
合
は
清
算
か

ら
除
斥
い
た
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
神
田
錦
町
一
丁
目
二
一
番
一
号

ケ
イ
セ
ブ
ン
・
ヘ
ル
ス
ケ
ア
合
同
会
社

清
算
人

武
壽

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
渋
谷
区
恵
比
寿
西
一
丁
目
七
番
一
三
号

日
本
語
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
株
式
会
社

代
表
清
算
人

松
井

宏
道

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
港
区
南
青
山
二
丁
目
二
番
一
五
号
ウ
ィ
ン

青
山
九
四
二

Ｕ

Ｍ
Ａ
Ｘ
グ
ル
ー
プ
株
式
会
社

代
表
清
算
人

上
野

真
樹

解
散
公
告

当
法
人
は
、
社
員
総
会
の
決
議
に
よ
り
令
和
八
年
八
月

二
十
八
日
を
も
っ
て
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人

に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇

月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申

し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
中
央
区
日
本
橋
一
丁
目
四
番
一
号

一
般
社
団
法
人
Ｓ
Ｓ
Ｇ
３

代
表
清
算
人

三
品

貴
仙

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
二
十
八
日
総
社
員
の
同
意
に

よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し

出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
練
馬
区
氷
川
台
四
丁
目
四
七
番
一
八
号

Ｔ
Ｆ
ベ
ガ
合
同
会
社

清
算
人

一
般
社
団
法
人
Ｔ
・
Ｆ
イ
ン
ベ
ス

ト
メ
ン
ト

職
務
執
行
者

野
代

英
幸

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
二
十
一
日
付
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
文
京
区
本
郷
四
丁
目
一
番
四
号

株
式
会
社
ブ
レ
イ
ゾ
ン
・
セ
ラ
ピ
ュ
ー
テ
ィ
ク
ス

代
表
清
算
人

木
村

廣
道

解
散
公
告

当
法
人
は
、
解
散
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
神
田
三
崎
町
二
丁
目
六
番
八
号

一
般
社
団
法
人
日
本
Ｖ
Ｒ
振
興
普
及
協
会

清
算
人

黒
木

章
吉

解
散
公
告

当
法
人
は
、
令
和
八
年
七
月
五
日
開
催
の
社
員
臨
時
総

会
の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に

債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月

以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
板
橋
区
赤
塚
二
丁
目
一
七
番
一
八
号

特
定
非
営
利
活
動
法
人
健
康
福
祉
実
践
協
会

代
表
清
算
人

髙
尾

精
一

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
十
二
日
総
社
員
の
同
意
に
よ

り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る
方

は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出

下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
荒
川
区
南
千
住
七
丁
目
一
七

二

一
一

〇
二
号
ｎ
ｉ
ｄ
ｏ
Ｍ
Ｉ
Ｎ
Ａ
Ｍ
Ｉ

Ｓ
Ｅ
Ｎ
Ｊ
Ｕ

Ｌ
ｅ
ｓ

Ｃ
ｏ
ｒ
ｄ
ｅ
ｓ

Ｄ
ｏ
ｕ
ｃ
ｅ
ｓ
合

同
会
社

清
算
人

オ
ウ

イ
セ
ン

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
五
年
三
月
三
十
一
日
総
社
員
の
同
意
に

よ
っ
て
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す

る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申

し
出
く
だ
さ
い
。

な
お
、
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら

除
斥
さ
れ
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
台
東
区
下
谷
三
丁
目
一
番
二
四
号

X
B
O
R
D
E
R
合
同
会
社

清
算
人

ウ
ォ
ン
カ
リ
ン

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
港
区
西
新
橋
一
丁
目
七
番
二
号

合
同
会
社
Ｈ
ｉ
Ｊ
ｏ
Ｊ
ｏ

Ｆ
ｕ
ｎ
ｄ
２
４

清
算
人

Ｈ
ｉ
Ｊ
ｏ
Ｊ
ｏ
一
般
社
団
法
人

職
務
執
行
者

加
藤

光
生

解
散
公
告

当
社
は
、
株
主
総
会
の
決
議
に
よ
り
令
和
八
年
八
月
三

十
一
日
付
で
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
港
区
赤
坂
二
丁
目
一
七
番
五
五
号

株
式
会
社
ア
イ
ル
パ
テ
ン
ト

代
表
清
算
人

岡
田

賢
治

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
渋
谷
区
道
玄
坂
一
丁
目
一
〇
番
八
号
渋
谷

道
玄
坂
東
急
ビ
ル
二
Ｆ

Ｃ株
式
会
社
３
Ｍ
ｉ
Ｎ
Ｔ

代
表
清
算
人

滝
田
麻
菜
美

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
板
橋
区
若
木
二
丁
目
一
二
番
五
号

株
式
会
社
ツ
イ
ン
ズ
ハ
ー
バ
ー

代
表
清
算
人

湊
谷

勝
人

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
渋
谷
区
代
官
山
町
一
七
番
一

四
〇
二
号

有
限
会
社
長
沢
ク
リ
エ
イ
シ
ョ
ン

清
算
人

長
澤
加
菜
子

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
六
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
っ
て
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
く
だ
さ
い
。

な
お
、
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら

除
斥
さ
れ
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
二
番
町
九

三

株
式
会
社
B
eek
s
F
in
a
n
cia
l
C
lo
u
d

代
表
清
算
人

喜
山

雄
介





令和年月日 月曜日 (号外第号)官 報
解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
二
日
総
社
員
の
同
意
に
よ
り

解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、当
社
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、

本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
中
央
区
銀
座
一
丁
目
一
二
番
四
号
Ｎ
＆
Ｅ

Ｂ
Ｌ
Ｄ
．
六
Ｆ

Ｍ
Ｉ
Ｆ
合
同
会
社

代
表
清
算
人

松
本

広
大

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
二
十
八
日
開
催
の
社
員
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
神
田
神
保
町
一
丁
目
一
一
番
地

さ
く
ら
綜
合
事
務
所
内

Ａ
Ｌ
Ｊ

Ｒ
Ｅ
Ｓ
Ｉ
Ｄ
Ｅ
Ｎ
Ｔ
Ｉ
Ａ
Ｌ

Ｒ
Ｅ

１
特
定
目
的
会
社

代
表
清
算
人

安
形

友
紀

解
散
公
告

当
法
人
は
、
一
般
社
団
法
人
及
び
一
般
財
団
法
人
に
関

す
る
法
律
第
二
〇
六
条
第
一
号
の
規
定
に
よ
り
解
散
い
た

し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
神
田
神
保
町
一
丁
目
一
一
番
地

さ
く
ら
綜
合
事
務
所
内

一
般
社
団
法
人
Ａ
Ｌ
Ｊ

Ｒ
Ｅ
Ｓ
Ｉ
Ｄ
Ｅ
Ｎ
Ｔ

Ｉ
Ａ
Ｌ

Ｒ
Ｅ

代
表
清
算
人

安
形

友
紀

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

川
崎
市
宮
前
区
梶
ケ
谷
一
四
一
九
番
地

有
限
会
社
池
沼
工
務
店

清
算
人

池
沼

雅
弘

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
総
社
員
の
同
意
に

よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し

出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

神
奈
川
県
横
浜
市
西
区
北
幸
二
丁
目
一
〇
番
四
八

号
む
つ
み
ビ
ル
三
階

ゆ
う
ら
く
合
同
会
社

清
算
人

寺
田

咲
江

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
一
日
開
催
の
株
主
総
会
の
決

議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

神
奈
川
県
横
浜
市
港
北
区
小
机
町
一
三
〇
二
番
地

有
限
会
社
藤
金
型

清
算
人

藤
井

正
裕

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き

は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

神
奈
川
県
大
和
市
上
草
柳
六

七

六

ス
タ
ー
フ
ィ
ー
ル
ド
合
同
会
社

清
算
人

星
野

明

解
散
公
告

当
社
は
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

神
奈
川
県
横
浜
市
中
区
山
下
町
一
六
一
番
一

五

〇
六

恵
清
商
事
株
式
会
社

代
表
清
算
人

楊

恵

帆

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
六
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

新
潟
県
村
上
市
山
口
二
三
四
番
地
七

株
式
会
社
美
ハ
ウ
ス

代
表
清
算
人

菅
井

弘
美

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
十
日
総
社
員
の
同
意
に
よ
り

解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、当
社
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、

本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

静
岡
県
静
岡
市
葵
区
春
日
一
丁
目
一
番
一
号

合
同
会
社
Ｔ
Ｍ
Ｔ

清
算
人

滝
井

直
人

解
散
公
告

当
法
人
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
社
員
総

会
の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に

債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月

以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

愛
知
県
豊
川
市
伊
奈
町
佐
脇
原
六
二
〇
番
地

特
定
非
営
利
活
動
法
人
山
羊
の
い
る
風
景

清
算
人

都

相
太

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
五
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

愛
知
県
豊
田
市
豊
栄
町
一
丁
目
九
八
番
地
三

岩
田
建
設
株
式
会
社

代
表
清
算
人

岩
田

敏
也

解
散
公
告

当
法
人
は
、
令
和
八
年
六
月
二
十
九
日
開
催
の
臨
時
社

員
総
会
の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法

人
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二

箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

愛
知
県
日
進
市
五
色
園
四
丁
目
一
七
〇
四
番
地

一
般
社
団
法
人
日
中
幼
児
体
育
研
修
セ
ン
タ
ー

代
表
清
算
人

石
橋

満

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
二
十
九
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

横
浜
市
中
区
常
盤
町
五
丁
目
六
二
番
地

株
式
会
社
ビ
ー
ア
ー
ル
シ
ー

代
表
清
算
人

福
原

朋
邦

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の
決

議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

神
奈
川
県
綾
瀬
市
寺
尾
中
四
丁
目
一
四
番
一
三
号

株
式
会
社
ケ
ン
ツ
ア
ー
ズ

代
表
清
算
人

髙
橋

賢
一

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

三
重
県
四
日
市
市
黄
金
町
一
八
番
地

有
限
会
社
泉
幸
商
事

清
算
人

北
浦

千
恵

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
に
解
散
い
た
し
ま

し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載

の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
期
間
内

に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

長
野
県
飯
田
市
鼎
下
山
一
三
八
七

一
七

Ｎ
・
Ｅ
・
Ａ
・
Ｅ
株
式
会
社

代
表
清
算
人

仲
平

幸
史





令和年月日 月曜日 (号外第号)官 報
解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
右
期
間
内
に
申
出
が
な
い
時
は
清
算

か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

三
重
県
四
日
市
市
浜
田
町
一
〇
番
一
号
ア
イ

テ
ィ
ー
オ
ー
ビ
ル
三
〇
一
号

株
式
会
社
ク
イ
ー
ン
メ
ー
カ
ー

代
表
清
算
人

蔵
原

剛
明

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

京
都
市
左
京
区
下
鴨
蓼
倉
町
六
六
番
地
一
九

有
限
会
社
ビ
ッ
グ
ス
ト
ー
ン
・
プ
ラ
ン
ニ
ン
グ

清
算
人

大
石

佳
子

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
五
日
開
催
の
株
主
総
会
の
決

議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

京
都
府
城
陽
市
枇
杷
庄
西
ノ
口
四
六
番
地
の
一
四

株
式
会
社
サ
ン
城
陽
テ
ニ
ス
ク
ラ
ブ

代
表
清
算
人

脇
田

利
彰

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

大
阪
府
枚
方
市
出
口
一

二

九
一

合
同
会
社
Ｕ
Ｓ

Ｇ
Ｒ
Ｏ
Ｕ
Ｐ

清
算
人

宮
城

和
也

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

大
阪
市
中
央
区
瓦
屋
町
二
丁
目
五
番
二
〇

三
一

〇
号

Ｇ
Ｏ
Ｇ
Ｏ

Ｋ
Ｏ
Ｓ
Ｏ
Ｍ
Ｏ
株
式
会
社

代
表
清
算
人

趙

淑
芬

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

大
阪
府
大
阪
市
西
成
区
萩
之
茶
屋
二
丁
目
六
番
四

号
ニ
ュ
ー
か
め
や
二
六
一
号
室

Ｌ
ｕ
ｍ
ｉ
ｎ
ａ
ｒ
ｙ
合
同
会
社

清
算
人

陳

暁
衡

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
総
社
員
の
同
意
に

よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し

出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

大
阪
府
寝
屋
川
市
昭
栄
町
八
番
五
号

合
同
会
社
彪
之
真

清
算
人

藤
田

麗

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

大
阪
市
中
央
区
島
之
内
一
丁
目
一
四
番
一
八
号

鴻
池
油
業
株
式
会
社

代
表
清
算
人

橋
本

学

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

大
阪
市
中
央
区
上
本
町
西
二
丁
目
三
番
九
号
コ
ー

ト
清
風
二
〇
二

株
式
会
社
森
本
商
店

代
表
清
算
人

森
本

周
治

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

大
阪
市
西
成
区
千
本
南
一
丁
目
一
六
番
二
八

四

〇
一
号

嘉
源
株
式
会
社

代
表
清
算
人

陶

建
永

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

神
戸
市
中
央
区
磯
辺
通
一
丁
目
一
番
二
〇
号
Ｋ
Ｏ

Ｗ
Ａ
ビ
ル
三
Ｆ

艾
米
路
国
際
株
式
会
社

代
表
清
算
人

コ
ウ
ヅ

ハ
ン

解
散
公
告

当
法
人
は
、
令
和
八
年
八
月
二
十
日
開
催
の
社
員
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債

権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以

内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

神
戸
市
中
央
区
琴
ノ
緒
町
五
丁
目
七
番
二
〇
号

明
花
ビ
ル
四
階
Ｂ
号

特
定
非
営
利
活
動
法
人
オ
ー
ル
・
ア
バ
ウ
ト
・

サ
イ
エ
ン
ス
・
ジ
ャ
パ
ン清

算
人

西
川

伸
一

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

兵
庫
県
尼
崎
市
昭
和
通
九
丁
目
三
二
六
番
五
号

株
式
会
社
敬
天

代
表
清
算
人

高
山

一
恵

解
散
公
告

当
社
は
令
和
八
年
八
月
四
日
開
催
の
株
主
総
会
の
決
議

に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す

る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申

し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

奈
良
県
生
駒
市
あ
す
か
野
南
三
丁
目
五
番
二
八
号

株
式
会
社
モ
ン
ス
タ
ー
ワ
ー
ク
ス

代
表
清
算
人

佐
藤

匡

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

鳥
取
県
米
子
市
安
倍
九
七
番
地
四
九

有
限
会
社
シ
ェ
ア
ー
ド
・
ホ
ス
ピ
タ
ル

清
算
人

森
本
惠
美
子

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
六
月
十
五
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

鳥
取
県
米
子
市
茶
町
七
番
地

株
式
会
社
い
し
か
わ

代
表
清
算
人

石
川

春
平

連
絡
先

鳥
取
県
米
子
市
久
米
町
三
二
八
番
地

つ
ば
さ
ビ
ル
二
階

和
心
総
合
法
律
事
務
所

右
代
理
人
弁
護
士

岸
田

和
久

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

神
戸
市
西
区
伊
川
谷
町
別
府
一
〇
六
番
地
の
三

株
式
会
社
乙
田
組

代
表
清
算
人

乙
田

喜
一





令和年月日 月曜日 (号外第号)官 報
解
散
公
告

当
認
可
地
縁
団
体
は
、
総
会
の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た

し
ま
し
た
の
で
、
当
認
可
地
縁
団
体
に
債
権
を
有
す
る
方

は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出

下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は

清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

島
根
県
出
雲
市
斐
川
町
荘
原
二
二
九
八
番
地

八
雲
西
自
治
会

清
算
人

小
松

美
夫

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

岡
山
県
笠
岡
市
山
口
三
二
四
五
番
地

有
限
会
社
新
山
工
務
店

清
算
人

藤
谷

浩
史

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の
決

議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

岡
山
県
岡
山
市
北
区
下
伊
福
西
町
七
番
三
二
号
い

わ
い
サ
ン
コ
ー
ポ
六
二
四
室

丸
全
株
式
会
社

代
表
清
算
人

姚

光
宇

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
株
主
総
会
の
決
議

に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す

る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申

し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

広
島
市
安
佐
南
区
西
原
四
丁
目
一
一
番
一
二

九

〇
四
号

株
式
会
社
Ｂ
ｌ
ａ
ｎ
ｃ
ｈ
ｅ
．

代
表
清
算
人

森

理
絵

解
散
公
告

当
法
人
は
、
令
和
八
年
三
月
三
十
日
を
も
っ
て
解
散
い

た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本

公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

広
島
市
中
区
袋
町
四
番
三
二
号
日
商
岩
井
袋
町
マ

ン
シ
ョ
ン
一
Ｆ

特
定
非
営
利
活
動
法
人
女
性
と
子
ど
も
の
自
遊

ク
ラ
ブ
ｍ
ａ
ｍ
ａ
ｎ
ａ
ｂ
ｉ

清
算
人

髙
田

綾

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
総
社
員
の
同
意
に

よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し

出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

山
口
県
宇
部
市
東
本
町
二
丁
目
一
二

一
〇
レ
ジ

デ
ン
ス
東
本
町
一
〇
三
号

ワ
イ
ジ
ー
テ
ク
ノ
合
同
会
社

清
算
人

松
村

智

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

山
口
県
下
関
市
幡
生
本
町
一
番
一
五
号

有
限
会
社
山
根
米
穀
店

清
算
人

山
根

弘

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
個
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

香
川
県
高
松
市
木
太
町
八
一
三
番
地
八

ま
ご
こ
ろ
プ
ラ
ン
ニ
ン
グ
有
限
会
社

清
算
人

飯
間

謙
次

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

香
川
県
坂
出
市
川
津
町
四
八
六
五
番
地
三

有
限
会
社
お
お
ば
や
し

清
算
人

久
保
喜
代
子

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
二
十
八
日
総
社
員
の
同
意
に

よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し

出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

福
岡
市
中
央
区
平
尾
一

一
三

一
九

二
〇
五

合
同
会
社
ｄ
ａ
ｎ
ｄ
ｙ

清
算
人

中
山

晃
征

解
散
公
告

当
社
は
、
株
主
総
会
の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し

た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の

翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

福
岡
県
久
留
米
市
高
良
内
町
四
三
四
七
番
地
の
二

有
限
会
社
五
島
水
産

清
算
人

川
上

繁
樹

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
六
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

福
岡
県
福
津
市
小
竹
一
丁
目
一
番
六
号

株
式
会
社
ピ
ュ
ア
ス
リ
ム

代
表
清
算
人

朝
倉

妙
美

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

福
岡
市
西
区
今
宿
青
木
一
〇
五
九
番
地
の
八
三

株
式
会
社
ア
ト
ラ
ス

代
表
清
算
人

手
塚

清
実

解
散
公
告
（
第
一
回
）

当
法
人
は
、
令
和
七
年
九
月
十
日
開
催
の
理
事
会
の
決

議
並
び
に
北
海
道
知
事
の
認
可
に
よ
り
、
令
和
八
年
三
月

一
日
を
も
っ
て
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債

権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以

内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出

が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

北
海
道
札
幌
市
白
石
区
南
郷
通
十
二
丁
目
北
一
番

二
五
号

医
療
法
人
社
団
南
郷
医
院

清
算
人

栁

莊
一
郎

解
散
公
告
（
第
一
回
）

当
法
人
は
、
令
和
八
年
七
月
十
日
社
員
の
欠
亡
に
よ
り

解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権
を
有
す
る
方

は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出

下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

横
浜
市
都
筑
区
茅
ケ
崎
南
五
丁
目
一
番
一
〇
号

医
療
法
人
社
団
昴

清
算
人

橋

和
子

解
散
公
告
（
第
一
回
）

当
法
人
は
、
令
和
八
年
一
月
四
日
開
催
の
責
任
役
員
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権
を
有
す

る
者
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申

し
出
下
さ
い
。
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清

算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

富
山
県
下
新
川
郡
朝
日
町
桜
町
三
〇
九
〇
番
地

宗
教
法
人
善
久
寺

清
算
人

長
等

兼
昭

解
散
公
告
（
第
三
回
）

当
組
合
は
、
令
和
八
年
八
月
二
十
六
日
開
催
の
第
五
十

二
回
定
期
大
会
の
決
議
に
よ
り
解
散
し
た
の
で
、
当
組
合

に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
第
一
回
掲
載
（
令
和
八

年
八
月
二
十
七
日
）
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し

出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

栃
木
県
下
野
市
下
古
山
二
二
三
七
番
地
一

第
一
電
子
工
業
労
働
組
合

清
算
人

松
本

靖
弘





令和年月日 月曜日 (号外第号)官 報
解
散
公
告
（
第
三
回
）

当
土
地
改
良
区
は
、
令
和
八
年
二
月
五
日
開
催
の
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
し
た
の
で
、
当
土
地
改
良
区
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
第
一
回
掲
載
（
令
和
八
年
八
月

十
七
日
）の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し

ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

群
馬
県
藤
岡
市
中
栗
須
三
二
七
番
地

清
算
法
人
牛
田
川
除
土
地
改
良
区

清
算
人
代
表

北
野

正

解
散
公
告
（
第
三
回
）

当
法
人
は
、
令
和
八
年
七
月
十
六
日
、
診
療
所
の
す
べ

て
を
廃
止
し
た
こ
と
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、

当
法
人
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、本
公
告
第
一
回
掲
載（
令

和
八
年
八
月
二
十
七
日
）
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は

清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

横
浜
市
都
筑
区
牛
久
保
一
丁
目
二
番
九
号
メ
デ
ィ

コ
ー
ポ
都
筑
一
〇
二

医
療
法
人
社
団
日
々
希
会

清
算
人

板
橋

隆
嗣

解
散
公
告
（
第
三
回
）

当
法
人
は
、
令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
開
催
の
社
員
総

会
の
決
議
並
び
に
岐
阜
県
知
事
の
認
可
に
よ
り
、
令
和
八

年
七
月
二
十
七
日
を
も
っ
て
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、

当
法
人
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、本
公
告
第
一
回
掲
載（
令

和
八
年
八
月
二
十
五
日
）
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い

と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

岐
阜
市
芥
見
五
丁
目
二
〇
〇
番
地

医
療
法
人
社
団
麗
峰
会

清
算
人

丹
羽

利

第
二
十
四
期
決
算
公
告

令
和
八
年
五
月
三
十
一
日
現
在

貸
借
対
照
表
の
要
旨

資
産
の
部

（
単
位
・
円
）

資
産
の
部
計

五
一
、
三
二
五
、
〇
四
七

負
債
及
び
正
味
財
産
の
部

（
単
位
・
円
）

負
債
の
部
計

二
六
、
三
二
〇
、
五
九
七

正
味
財
産
の
部
計

二
五
、
〇
〇
四
、
四
五
〇

負
債
及
び
正
味
財
産
の
部
計

五
一
、
三
二
五
、
〇
四
七

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

新
潟
県
魚
沼
市
今
泉
一
三
九
四
番
地
五

Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
合
歓
の
会

理
事
長

瀧
澤

治

公
益
信
託
今
井
記
念
海
外
協
力
基
金
令
和
七
年
度
決
算
公

告一
、
事
業
概
要

計
六
団
体
に
対
し
、
総
額
五
百
六
十
五
万
三
千
円
の
助

成
金
支
給
事
業
を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

二
九
、
七
二
八
、
一
一
七
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

二
九
、
七
二
八
、
一
一
七
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
今
井
記
念
海
外
協
力
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
成
茂
神
経
科
学
研
究
助
成
基
金
令
和
七
年
度
決

算
公
告

一
、
事
業
概
要

計
十
三
件
に
対
し
、
総
額
五
百
万
円
の
助
成
金
支
給
事

業
を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

一
五
七
、
二
七
二
、
四
八
二
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

一
五
七
、
二
七
二
、
四
八
二
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
成
茂
神
経
科
学
研
究
助
成
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
荒
井
公
平
記
念
和
菓
子
製
造
技
術
振
興
基
金
令

和
七
年
度
決
算
公
告

一
、
事
業
概
要

該
当
な
し
の
た
め
、
顕
彰
、
助
成
事
業
を
行
わ
な
か
っ

た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

九
、
六
六
二
、
九
四
八
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

九
、
六
六
二
、
九
四
八
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
荒
井
公
平
記
念
和
菓
子
製
造
技
術
振

興
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
甘
粕
記
念
信
託
研
究
助
成
基
金
令
和
七
年
度
決

算
公
告

一
、
事
業
概
要

計
二
名
に
対
し
、
総
額
百
二
十
万
円
の
助
成
金
支
給
事

業
を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

三
五
、
六
〇
五
、
〇
六
〇
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

三
五
、
六
〇
五
、
〇
六
〇
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
甘
粕
記
念
信
託
研
究
助
成
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
全
国
果
樹
研
究
連
合
会
技
術
振
興
基
金
令
和
七

年
度
決
算
公
告

一
、
事
業
概
要

計
三
名
に
対
し
、
総
額
十
九
万
九
千
二
百
五
十
九
円
の

記
念
品
等
の
授
与
を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

一
三
、
五
一
七
、
六
七
一
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

一
三
、
五
一
七
、
六
七
一
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
全
国
果
樹
研
究
連
合
会
技
術
振
興
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
時
実
利
彦
記
念
脳
研
究
助
成
基
金
令
和
七
年
度

決
算
公
告

一
、
事
業
概
要

計
十
一
名
に
対
し
、
総
額
三
百
万
円
の
助
成
金
支
給
事

業
を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

二
八
五
、
七
六
七
、
三
五
七
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

二
八
五
、
七
六
七
、
三
五
七
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
時
実
利
彦
記
念
脳
研
究
助
成
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
成
茂
動
物
科
学
振
興
基
金
令
和
七
年
度
決
算
公

告一
、
事
業
概
要

計
六
名
に
対
し
、
総
額
三
百
五
十
万
円
の
助
成
金
支
給

事
業
を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

五
六
、
〇
四
五
、
五
四
一
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

五
六
、
〇
四
五
、
五
四
一
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
成
茂
動
物
科
学
振
興
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
五
峯
ラ
イ
フ
サ
イ
エ
ン
ス
国
際
基
金
令
和
七
年

度
決
算
公
告

一
、
事
業
概
要

計
二
名
に
対
し
、
総
額
百
二
十
一
万
円
の
助
成
金
支
給

事
業
を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

二
三
、
六
九
〇
、
八
一
九
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

二
三
、
六
九
〇
、
八
一
九
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
五
峯
ラ
イ
フ
サ
イ
エ
ン
ス
国
際
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
天
皇
陛
下
御
即
位
記
念
国
民
公
園
保
存
基
金
令

和
七
年
度
決
算
公
告

一
、
事
業
概
要

一
件
に
対
し
、
総
額
四
万
九
千
六
百
円
の
助
成
金
支
給

事
業
を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

一
一
、
八
四
二
、
五
一
〇
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

一
一
、
八
四
二
、
五
一
〇
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
天
皇
陛
下
御
即
位
記
念
国
民
公
園
保

存
基
金

代
表
受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
三
代
奨
学
基
金
令
和
七
年
度
決
算
公
告

一
、
事
業
概
要

計
十
五
名
に
対
し
、
総
額
三
百
九
十
六
万
円
の
奨
学
金

支
給
事
業
を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

六
七
、
八
〇
三
、
八
九
九
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

六
七
、
八
〇
三
、
八
九
九
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
三
代
奨
学
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
福
原
記
念
英
米
文
学
研
究
助
成
基
金
令
和
七
年

度
決
算
公
告

一
、
事
業
概
要

計
三
名
に
対
し
、
総
額
百
二
十
万
円
の
助
成
金
支
給
事

業
を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

四
四
、
五
八
七
、
四
六
七
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

四
四
、
五
八
七
、
四
六
七
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
福
原
記
念
英
米
文
学
研
究
助
成
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社





令和年月日 月曜日 (号外第号)官 報
公
益
信
託
「
エ
コ
ー
い
ば
ら
き
」
環
境
保
全
基
金
令
和
七

年
度
決
算
公
告

一
、
事
業
概
要

計
三
十
九
件
に
対
し
、
総
額
五
百
四
十
万
円
の
助
成
金

支
給
事
業
を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

三
一
、
六
七
六
、
九
五
五
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

三
一
、
六
七
六
、
九
五
五
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
「
エ
コ
ー
い
ば
ら
き
」
環
境
保
全
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
道
志
水
源
基
金
令
和
七
年
度
決
算
公
告

一
、
事
業
概
要

計
六
団
体
に
対
し
、
総
額
千
九
百
九
十
万
円
の
助
成
金

支
給
事
業
を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

九
二
九
、
六
七
一
、
三
七
六
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

九
二
九
、
六
七
一
、
三
七
六
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
道
志
水
源
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
萬
谷
記
念
か
な
が
わ
奨
学
基
金
令
和
七
年
度
決

算
公
告

一
、
事
業
概
要

計
十
七
名
に
対
し
、
総
額
千
四
百
万
円
の
奨
学
金
支
給

事
業
を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

七
八
、
六
八
七
、
〇
九
四
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

七
八
、
六
八
七
、
〇
九
四
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
萬
谷
記
念
か
な
が
わ
奨
学
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
日
本
動
脈
硬
化
予
防
研
究
基
金
令
和
七
年
度
決

算
公
告

一
、
事
業
概
要

計
八
件
に
対
し
、
総
額
九
百
万
円
の
助
成
金
支
給
事
業

を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

八
二
二
、
〇
四
七
、
九
六
八
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

八
二
二
、
〇
四
七
、
九
六
八
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
日
本
動
脈
硬
化
予
防
研
究
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
信
越
化
学
少
年
ス
ポ
ー
ツ
振
興
基
金
令
和
七
年

度
決
算
公
告

一
、
事
業
概
要

計
十
五
名
の
小
学
生
に
対
す
る
顕
彰
及
び
、
計
五
校
に

対
す
る
助
成
で
、
総
額
五
十
八
万
五
千
六
百
三
十
円
の
支

給
事
業
を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

六
、
八
三
四
、
七
二
四
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

六
、
八
三
四
、
七
二
四
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
信
越
化
学
少
年
ス
ポ
ー
ツ
振
興
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
土
木
学
会
学
術
交
流
基
金
令
和
七
年
度
決
算
公

告一
、
事
業
概
要

計
六
件
に
対
し
、
総
額
八
百
四
万
七
百
六
円
の
助
成
金

支
給
事
業
を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

一
七
九
、
〇
八
四
、
八
〇
九
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

一
七
九
、
〇
八
四
、
八
〇
九
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
土
木
学
会
学
術
交
流
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
沖
縄
文
化
協
会
賞
基
金
令
和
七
年
度
決
算
公
告

一
、
事
業
概
要

計
三
名
に
対
し
、
総
額
四
十
五
万
円
の
顕
彰
金
支
給
事

業
を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

九
、
七
六
四
、
七
九
七
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

九
、
七
六
四
、
七
九
七
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
沖
縄
文
化
協
会
賞
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
家
政
学
研
究
助
成
基
金
令
和
七
年
度
決
算
公
告

一
、
事
業
概
要

計
三
名
に
対
し
、
総
額
百
五
十
万
円
の
助
成
金
支
給
事

業
を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

七
、
八
三
二
、
四
四
八
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

七
、
八
三
二
、
四
四
八
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
家
政
学
研
究
助
成
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
松
栄
奨
学
基
金
令
和
七
年
度
決
算
公
告

一
、
事
業
概
要

計
九
名
に
対
し
、
総
額
五
百
十
五
万
円
の
奨
学
金
支
給

事
業
を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

一
一
四
、
七
二
六
、
七
五
一
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

一
一
四
、
七
二
六
、
七
五
一
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
松
栄
奨
学
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
現
代
詩
人
賞
沢
野
起
美
子
基
金
令
和
七
年
度
決

算
公
告

一
、
事
業
概
要

一
件
に
対
し
、総
額
五
十
万
円
の
顕
彰
事
業
を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

一
六
、
九
〇
三
、
三
七
七
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

一
六
、
九
〇
三
、
三
七
七
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
現
代
詩
人
賞
沢
野
起
美
子
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
安
田
ト
ヱ
交
通
遺
児
奨
学
基
金
令
和
七
年
度
決

算
公
告

一
、
事
業
概
要

計
四
名
に
対
し
、
総
額
九
十
六
万
円
の
奨
学
金
支
給
事

業
を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

一
、
五
三
四
、
八
六
七
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

一
、
五
三
四
、
八
六
七
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
安
田
ト
ヱ
交
通
遺
児
奨
学
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
平
澤
貞
二
郎
記
念
基
金
令
和
七
年
度
決
算
公
告

一
、
事
業
概
要

一
件
に
対
し
、総
額
五
十
万
円
の
顕
彰
事
業
を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

三
一
、
二
二
六
、
六
二
一
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

三
一
、
二
二
六
、
六
二
一
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
平
澤
貞
二
郎
記
念
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
高
橋
記
念
草
加
市
交
通
遺
児
奨
学
基
金
令
和
七

年
度
決
算
公
告

一
、
事
業
概
要

計
二
名
に
対
し
、
総
額
五
十
一
万
六
千
円
の
奨
学
金
支

給
事
業
を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

四
一
、
四
九
三
、
七
九
〇
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

四
一
、
四
九
三
、
七
九
〇
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
高
橋
記
念
草
加
市
交
通
遺
児
奨
学
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
内
田
健
康
長
寿
者
顕
彰
基
金
令
和
七
年
度
決
算

公
告

一
、
事
業
概
要

計
二
名
を
顕
彰
し
、
記
念
品
等
の
授
与
を
行
い
、
計
十

六
万
三
千
八
百
円
の
顕
彰
事
業
を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

四
、
二
五
〇
、
三
〇
六
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

四
、
二
五
〇
、
三
〇
六
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
内
田
健
康
長
寿
者
顕
彰
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社





令和年月日 月曜日 (号外第号)官 報
公
益
信
託
京
葉
銀
行
ホ
ー
ム
ヘ
ル
パ
ー
助
成
基
金
令
和
七

年
度
決
算
公
告

一
、
事
業
概
要

計
九
団
体
に
対
し
、
総
額
二
百
四
十
一
万
円
の
助
成
金

支
給
事
業
を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

二
八
、
九
三
三
、
六
七
七
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

二
八
、
九
三
三
、
六
七
七
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
京
葉
銀
行
ホ
ー
ム
ヘ
ル
パ
ー
助
成
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
蓮
見
留
学
生
育
英
奨
学
基
金
令
和
七
年
度
決
算

公
告

一
、
事
業
概
要

計
八
名
に
対
し
、
総
額
三
百
八
十
四
万
円
の
奨
学
金
支

給
事
業
を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

六
一
、
五
六
八
、
四
五
〇
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

六
一
、
五
六
八
、
四
五
〇
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
蓮
見
留
学
生
育
英
奨
学
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
ヨ
コ
ハ
マ
中
区
ま
ち
づ
く
り
本
牧
基
金
令
和
七

年
度
決
算
公
告

一
、
事
業
概
要

計
五
団
体
に
対
し
、
総
額
百
十
二
万
三
千
四
百
円
の
助

成
金
支
給
事
業
を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

二
九
、
七
一
七
、
四
八
二
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

二
九
、
七
一
七
、
四
八
二
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
ヨ
コ
ハ
マ
中
区
ま
ち
づ
く
り
本
牧
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
小
野
音
響
学
研
究
助
成
基
金
令
和
七
年
度
決
算

公
告

一
、
事
業
概
要

計
十
二
名
に
対
し
、
総
額
九
百
三
十
万
円
の
助
成
金
支

給
事
業
を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

一
二
三
、
八
九
一
、
七
七
五
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

一
二
三
、
八
九
一
、
七
七
五
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
小
野
音
響
学
研
究
助
成
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
中
村
奨
学
基
金
令
和
七
年
度
決
算
公
告

一
、
事
業
概
要

計
十
二
名
に
対
し
、
総
額
二
百
十
六
万
円
の
奨
学
金
支

給
事
業
を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

一
七
、
三
九
一
、
五
九
三
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

一
七
、
三
九
一
、
五
九
三
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
中
村
奨
学
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
小
澤
・
吉
川
記
念
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス
研
究
助

成
基
金
令
和
七
年
度
決
算
公
告

一
、
事
業
概
要

計
三
名
に
対
し
、
総
額
六
百
万
円
の
助
成
金
支
給
事
業

を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

四
三
、
四
三
〇
、
七
八
六
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

四
三
、
四
三
〇
、
七
八
六
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
小
澤
・
吉
川
記
念
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク

ス
研
究
助
成
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
あ
が
し
ん
地
域
文
化
振
興
基
金
令
和
七
年
度
決

算
公
告

一
、
事
業
概
要

計
二
団
体
に
対
し
、
総
額
八
万
千
円
の
助
成
金
支
給
事

業
を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

七
三
、
二
〇
六
、
六
〇
八
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

七
三
、
二
〇
六
、
六
〇
八
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
あ
が
し
ん
地
域
文
化
振
興
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
田
沼
多
喜
男
記
念
奨
学
基
金
令
和
七
年
度
決
算

公
告

一
、
事
業
概
要

計
五
名
に
対
し
、
総
額
百
三
十
二
万
円
の
奨
学
金
支
給

事
業
を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

三
八
、
三
二
二
、
二
〇
二
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

三
八
、
三
二
二
、
二
〇
二
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
田
沼
多
喜
男
記
念
奨
学
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
あ
だ
ち
ま
ち
づ
く
り
ト
ラ
ス
ト
令
和
七
年
度
決

算
公
告

一
、
事
業
概
要

計
十
八
件
に
対
し
総
額
千
八
百
九
十
二
万
八
千
五
百
十

一
円
の
助
成
金
支
給
事
業
を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

八
五
四
、
四
九
七
、
五
一
〇
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

八
五
四
、
四
九
七
、
五
一
〇
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
あ
だ
ち
ま
ち
づ
く
り
ト
ラ
ス
ト

代
表
受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
し
ま
ね
文
化
フ
ァ
ン
ド
令
和
七
年
度
決
算
公
告

一
、
事
業
概
要

計
四
十
五
事
業
に
対
し
、
総
額
三
千
四
百
七
十
一
万
円

の
助
成
金
支
給
事
業
を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

一
、
四
一
七
、
五
三
六
、
九
五
二
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

一
、
四
一
七
、
五
三
六
、
九
五
二
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
し
ま
ね
文
化
フ
ァ
ン
ド

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
横
浜
野
毛
地
区
ま
ち
づ
く
り
ト
ラ
ス
ト
令
和
七

年
度
決
算
公
告

一
、
事
業
概
要

計
七
件
に
対
し
、
総
額
二
千
七
十
七
万
三
千
八
百
六
十

四
円
の
助
成
金
支
給
事
業
を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

四
一
八
、
四
六
四
、
二
九
一
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

四
一
八
、
四
六
四
、
二
九
一
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
横
浜
野
毛
地
区
ま
ち
づ
く
り
ト
ラ
ス
ト

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
し
ず
ぎ
ん
ふ
る
さ
と
環
境
保
全
基
金
令
和
七
年

度
決
算
公
告

一
、
事
業
概
要

計
二
十
四
団
体
に
対
し
、
総
額
三
百
万
円
の
助
成
金
支

給
事
業
を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

五
〇
四
、
四
四
三
、
二
二
五
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

五
〇
四
、
四
四
三
、
二
二
五
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
し
ず
ぎ
ん
ふ
る
さ
と
環
境
保
全
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
セ
イ
ノ
ー
グ
ル
ー
プ
教
育
振
興
援
助
基
金
令
和

七
年
度
決
算
公
告

一
、
事
業
概
要

計
十
校
に
対
し
、
総
額
四
百
十
九
万
三
千
九
百
九
十
五

円
の
助
成
金
支
給
事
業
を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

三
九
、
九
四
〇
、
二
八
七
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

三
九
、
九
四
〇
、
二
八
七
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
セ
イ
ノ
ー
グ
ル
ー
プ
教
育
振
興
援
助

基
金受

託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
日
本
特
殊
陶
業
海
外
留
学
生
奨
学
基
金
令
和
七

年
度
決
算
公
告

一
、
事
業
概
要

計
十
二
名
に
対
し
、
総
額
千
四
百
四
十
万
円
の
奨
学
金

支
給
事
業
を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

五
四
、
四
七
三
、
七
一
一
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

五
四
、
四
七
三
、
七
一
一
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
日
本
特
殊
陶
業
海
外
留
学
生
奨
学
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社





令和年月日 月曜日 (号外第号)官 報
公
益
信
託
田
島
毓
堂
語
彙
研
究
基
金
令
和
七
年
度
決
算
公

告一
、
事
業
概
要

計
二
名
に
対
し
、
総
額
五
十
万
円
の
助
成
金
支
給
事
業

を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

一
五
、
一
一
七
、
八
六
二
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

一
五
、
一
一
七
、
八
六
二
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
田
島
毓
堂
語
彙
研
究
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
道
浦
静
枝
記
念
教
育
基
金
令
和
七
年
度
決
算
公

告一
、
事
業
概
要

計
五
校
に
対
し
、
総
額
四
十
八
万
六
千
二
百
九
十
四
円

の
助
成
金
支
給
事
業
を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

九
、
五
九
〇
、
〇
六
六
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

九
、
五
九
〇
、
〇
六
六
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
道
浦
静
枝
記
念
教
育
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
俳
諧
寒
菊
堂
連
句
振
興
基
金
令
和
七
年
度
決
算

公
告

一
、
事
業
概
要

一
団
体
に
対
し
、
総
額
三
十
万
円
の
助
成
金
支
給
事
業

を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

八
、
一
四
一
、
九
九
三
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

八
、
一
四
一
、
九
九
三
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
俳
諧
寒
菊
堂
連
句
振
興
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
佐
藤
時
彦
記
念
奨
学
基
金
令
和
七
年
度
決
算
公

告一
、
事
業
概
要

計
六
名
に
対
し
、
総
額
百
四
十
四
万
円
の
奨
学
金
支
給

事
業
を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

二
〇
、
一
一
七
、
八
三
六
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

二
〇
、
一
一
七
、
八
三
六
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
佐
藤
時
彦
記
念
奨
学
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
菅
原
医
学
振
興
基
金
令
和
七
年
度
決
算
公
告

一
、
事
業
概
要

計
五
名
に
対
し
、
総
額
百
万
円
の
奨
学
金
支
給
事
業
を

行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

一
七
、
〇
〇
七
、
二
一
七
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

一
七
、
〇
〇
七
、
二
一
七
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
菅
原
医
学
振
興
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
西
宮
機
能
系
基
礎
医
学
研
究
助
成
基
金
令
和
七

年
度
決
算
公
告

一
、
事
業
概
要

計
五
名
に
対
し
、
総
額
二
百
十
万
円
の
助
成
金
支
給
事

業
を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

三
一
、
八
三
五
、
四
〇
二
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

三
一
、
八
三
五
、
四
〇
二
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
西
宮
機
能
系
基
礎
医
学
研
究
助
成
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
田
村
清
蔵
記
念
奨
学
基
金
令
和
七
年
度
決
算
公

告一
、
事
業
概
要

計
六
名
に
対
し
、
総
額
百
八
万
円
の
奨
学
金
支
給
事
業

を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

四
、
七
一
〇
、
四
四
三
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

四
、
七
一
〇
、
四
四
三
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
田
村
清
蔵
記
念
奨
学
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
小
坂
臨
床
麻
酔
学
振
興
基
金
令
和
七
年
度
決
算

公
告

一
、
事
業
概
要

計
九
名
に
対
し
、
総
額
五
百
二
万
九
百
三
十
円
の
助
成

金
支
給
事
業
を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

四
八
、
一
八
〇
、
五
六
三
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

四
八
、
一
八
〇
、
五
六
三
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
小
坂
臨
床
麻
酔
学
振
興
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
三
菱
自
動
車
奨
学
基
金
令
和
七
年
度
決
算
公
告

一
、
事
業
概
要

計
三
十
二
名
に
対
し
、
総
額
七
百
六
十
八
万
円
の
奨
学

金
支
給
事
業
を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

六
〇
、
二
二
一
、
九
七
二
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

六
〇
、
二
二
一
、
九
七
二
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
三
菱
自
動
車
奨
学
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
エ
ム
・
ア
イ
・
ユ
ー
財
団
記
念
基
金
令
和
七
年

度
決
算
公
告

一
、
事
業
概
要

計
三
名
に
対
し
、
総
額
百
五
十
万
円
の
助
成
金
支
給
事

業
を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

六
、
五
七
一
、
二
〇
一
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

六
、
五
七
一
、
二
〇
一
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
エ
ム
・
ア
イ
・
ユ
ー
財
団
記
念
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
岸
川
光
男
記
念
奨
学
基
金
令
和
七
年
度
決
算
公

告一
、
事
業
概
要

計
十
二
名
に
対
し
、
総
額
四
百
五
十
万
円
の
奨
学
金
支

給
事
業
を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

一
〇
四
、
六
二
二
、
八
四
五
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

一
〇
四
、
六
二
二
、
八
四
五
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
岸
川
光
男
記
念
奨
学
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
手
塚
誠
育
英
資
金
令
和
七
年
度
決
算
公
告

一
、
事
業
概
要

計
六
名
に
対
し
、
総
額
九
十
万
円
の
奨
学
金
支
給
事
業

を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

一
六
、
六
五
八
、
六
八
七
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

一
六
、
六
五
八
、
六
八
七
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
手
塚
誠
育
英
資
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
加
茂
豊
子
障
害
児
教
育
援
助
基
金
令
和
七
年
度

決
算
公
告

一
、
事
業
概
要

計
十
校
に
対
し
、
総
額
四
百
七
十
二
万
九
千
二
百
五
十

円
の
助
成
金
支
給
事
業
を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

二
六
、
六
九
七
、
七
八
七
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

二
六
、
六
九
七
、
七
八
七
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
加
茂
豊
子
障
害
児
教
育
援
助
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
前
田
清
栄
老
人
福
祉
基
金
令
和
七
年
度
決
算
公

告一
、
事
業
概
要

計
十
二
団
体
に
対
し
、
総
額
千
二
十
八
万
円
の
助
成
金

支
給
事
業
を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

二
六
五
、
三
〇
六
、
三
五
六
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

二
六
五
、
三
〇
六
、
三
五
六
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
前
田
清
栄
老
人
福
祉
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
西
川
種
子
交
通
遺
児
育
英
基
金
令
和
七
年
度
決

算
公
告

一
、
事
業
概
要

計
十
六
名
に
対
し
、
総
額
三
百
三
十
八
万
円
の
奨
学
金

支
給
事
業
を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

一
一
三
、
六
四
八
、
二
八
八
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

一
一
三
、
六
四
八
、
二
八
八
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
西
川
種
子
交
通
遺
児
育
英
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社





令和年月日 月曜日 (号外第号)官 報
公
益
信
託
東
間
基
金
令
和
七
年
度
決
算
公
告

一
、
事
業
概
要

一
校
に
対
し
、
総
額
五
十
七
万
四
千
百
六
十
五
円
の
助

成
金
支
給
事
業
を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

五
、
一
五
七
、
一
一
九
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

五
、
一
五
七
、
一
一
九
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
東
間
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
小
平
グ
ル
ー
プ
交
通
遺
児
育
英
奨
学
基
金
令
和

七
年
度
決
算
公
告

一
、
事
業
概
要

計
十
一
名
に
対
し
、
総
額
三
百
五
十
一
万
円
の
奨
学
金

支
給
事
業
を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

三
二
、
八
六
一
、
三
九
九
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

三
二
、
八
六
一
、
三
九
九
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
小
平
グ
ル
ー
プ
交
通
遺
児
育
英
奨
学

基
金受

託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
小
川
忠
孝
交
通
遺
児
育
英
基
金
令
和
七
年
度
決

算
公
告

一
、
事
業
概
要

計
二
名
に
対
し
、
総
額
五
十
八
万
円
の
奨
学
金
支
給
事

業
を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

二
、
五
九
八
、
四
七
四
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

二
、
五
九
八
、
四
七
四
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
小
川
忠
孝
交
通
遺
児
育
英
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
松
原
記
念
奨
学
基
金
令
和
七
年
度
決
算
公
告

一
、
事
業
概
要

計
八
名
に
対
し
、
総
額
二
百
八
十
八
万
円
の
奨
学
金
支

給
事
業
を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

一
六
、
七
〇
一
、
二
四
〇
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

一
六
、
七
〇
一
、
二
四
〇
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
松
原
記
念
奨
学
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
滝
崎
記
念
ア
ジ
ア
留
学
生
奨
学
基
金
令
和
七
年

度
決
算
公
告

一
、
事
業
概
要

計
十
五
名
に
対
し
、
総
額
九
百
三
十
万
円
の
奨
学
金
支

給
事
業
を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

二
二
、
一
八
六
、
五
六
六
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

二
二
、
一
八
六
、
五
六
六
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
滝
崎
記
念
ア
ジ
ア
留
学
生
奨
学
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
齊
藤
Ｋ
Ｔ
Ｃ
奨
学
援
助
基
金
令
和
七
年
度
決
算

公
告

一
、
事
業
概
要

計
二
十
名
に
対
し
、
総
額
二
百
四
十
万
円
の
奨
学
金
支

給
事
業
を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

九
七
、
七
一
一
、
三
九
一
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

九
七
、
七
一
一
、
三
九
一
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
齊
藤
Ｋ
Ｔ
Ｃ
奨
学
援
助
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
京
都
府
立
農
芸
高
等
学
校
国
際
交
流
育
成
基
金

令
和
七
年
度
決
算
公
告

一
、
事
業
概
要

計
五
十
八
名
に
対
し
、
総
額
七
十
万
八
百
五
十
円
の
補

助
金
給
付
事
業
を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

六
、
八
六
七
、
六
五
八
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

六
、
八
六
七
、
六
五
八
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
京
都
府
立
農
芸
高
等
学
校
国
際
交
流

育
成
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
荒
木
信
次
記
念
京
都
府
特
別
支
援
学
校
援
助
基

金
令
和
七
年
度
決
算
公
告

一
、
事
業
概
要

計
五
校
に
対
し
、
総
額
八
十
九
万
六
千
八
百
十
四
円
の

助
成
金
支
給
事
業
を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

一
八
、
八
一
六
、
一
八
一
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

一
八
、
八
一
六
、
一
八
一
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
荒
木
信
次
記
念
京
都
府
特
別
支
援
学

校
援
助
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
荒
木
信
次
記
念
交
通
遺
児
育
英
基
金
令
和
七
年

度
決
算
公
告

一
、
事
業
概
要

一
名
に
対
し
、
総
額
二
十
四
万
円
の
奨
学
金
支
給
事
業

を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

二
三
、
五
二
四
、
七
四
六
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

二
三
、
五
二
四
、
七
四
六
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
荒
木
信
次
記
念
交
通
遺
児
育
英
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
三
宅
綾
子
育
英
基
金
令
和
七
年
度
決
算
公
告

一
、
事
業
概
要

計
十
四
名
に
対
し
、
総
額
二
百
一
万
六
千
円
の
奨
学
金

支
給
事
業
を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

一
四
、
五
八
四
、
四
三
二
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

一
四
、
五
八
四
、
四
三
二
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
三
宅
綾
子
育
英
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
弓
削
教
育
振
興
援
助
基
金
令
和
七
年
度
決
算
公

告一
、
事
業
概
要

計
五
校
に
対
し
、
総
額
四
十
八
万
五
千
九
百
五
十
八
円

の
助
成
金
支
給
事
業
を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

二
六
、
八
六
八
、
二
八
六
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

二
六
、
八
六
八
、
二
八
六
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
弓
削
教
育
振
興
援
助
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
日
野
山
英
語
教
育
振
興
助
成
基
金
令
和
七
年
度

決
算
公
告

一
、
事
業
概
要

計
八
グ
ル
ー
プ
に
対
し
、
総
額
百
二
十
万
円
の
助
成
金

支
給
事
業
を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

一
五
、
五
五
二
、
九
七
八
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

一
五
、
五
五
二
、
九
七
八
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
日
野
山
英
語
教
育
振
興
助
成
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
新
沼
津
カ
ン
ト
リ
ー
ク
ラ
ブ
愛
の
基
金
令
和
七

年
度
決
算
公
告

一
、
事
業
概
要

計
四
十
六
校
に
対
し
、
総
額
二
百
十
万
円
の
助
成
金
支

給
事
業
を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

六
六
、
四
九
三
、
三
〇
六
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

六
六
、
四
九
三
、
三
〇
六
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
新
沼
津
カ
ン
ト
リ
ー
ク
ラ
ブ
愛
の
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
伊
藤
ア
ヤ
奨
学
基
金
令
和
七
年
度
決
算
公
告

一
、
事
業
概
要

計
七
名
に
対
し
、
総
額
百
五
万
円
の
奨
学
金
支
給
事
業

を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

二
、
一
五
六
、
二
〇
四
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

二
、
一
五
六
、
二
〇
四
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
伊
藤
ア
ヤ
奨
学
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社





令和年月日 月曜日 (号外第号)官 報
公
益
信
託
ジ
ャ
ス
ミ
ン
高
齢
者
教
育
振
興
基
金
令
和
七
年

度
決
算
公
告

一
、
事
業
概
要

計
五
団
体
に
対
し
、
総
額
五
十
万
円
の
助
成
金
支
給
事

業
を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

一
五
、
五
五
四
、
六
六
六
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

一
五
、
五
五
四
、
六
六
六
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
ジ
ャ
ス
ミ
ン
高
齢
者
教
育
振
興
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
佐
田
一
郎
記
念
奨
学
基
金
令
和
七
年
度
決
算
公

告一
、
事
業
概
要

計
二
十
三
名
に
対
し
、
総
額
二
百
七
十
六
万
円
の
奨
学

金
支
給
事
業
を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

三
五
、
二
八
五
、
七
三
三
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

三
五
、
二
八
五
、
七
三
三
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
佐
田
一
郎
記
念
奨
学
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
武
蔵
野
銀
行
み
ど
り
の
基
金
令
和
七
年
度
決
算

公
告

一
、
事
業
概
要

計
十
九
団
体
に
対
し
、
総
額
二
百
九
十
二
万
円
の
助
成

金
支
給
事
業
を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

一
五
五
、
六
四
九
、
九
〇
七
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

一
五
五
、
六
四
九
、
九
〇
七
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
武
蔵
野
銀
行
み
ど
り
の
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
Ｊ
Ｃ
Ｂ
東
日
本
大
震
災
に
負
け
な
い
子
ど
も
た

ち
の
未
来
を
応
援
す
る
奨
学
基
金
令
和
七
年
度
決
算
公
告

一
、
事
業
概
要

計
十
八
名
に
対
し
、
総
額
九
百
四
十
九
万
円
の
奨
学
金

支
給
事
業
を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

五
七
、
四
三
九
、
八
〇
六
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

五
七
、
四
三
九
、
八
〇
六
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
Ｊ
Ｃ
Ｂ
東
日
本
大
震
災
に
負
け
な
い

子
ど
も
た
ち
の
未
来
を
応
援
す
る
奨
学
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
人
志
奨
学
基
金
令
和
七
年
度
決
算
公
告

一
、
事
業
概
要

計
三
十
名
に
対
し
、
総
額
七
百
二
十
万
円
の
奨
学
金
支

給
事
業
を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

九
二
、
一
三
四
、
六
三
二
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

九
二
、
一
三
四
、
六
三
二
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
人
志
奨
学
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
参
天
製
薬
創
業
者
記
念
眼
科
医
学
研
究
基
金
令

和
七
年
度
決
算
公
告

一
、
事
業
概
要

計
八
名
に
対
し
、
総
額
千
五
百
九
十
万
円
の
助
成
金
支

給
事
業
を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

三
二
、
六
七
三
、
九
二
二
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

三
二
、
六
七
三
、
九
二
二
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
参
天
製
薬
創
業
者
記
念
眼
科
医
学
研

究
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
Ｎ
Ｅ
Ｘ
Ｃ
Ｏ
関
係
会
社
高
速
道
路
防
災
対
策
等

に
関
す
る
支
援
基
金
令
和
七
年
度
決
算
公
告

一
、
事
業
概
要

計
三
十
五
件
に
対
し
、
総
額
六
千
五
百
五
十
九
万
八
千

八
百
五
十
一
円
の
助
成
金
支
給
事
業
を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

五
四
二
、
九
六
六
、
三
一
七
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

五
四
二
、
九
六
六
、
三
一
七
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
Ｎ
Ｅ
Ｘ
Ｃ
Ｏ
関
係
会
社
高
速
道
路
防

災
対
策
等
に
関
す
る
支
援
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
山
田
学
術
研
究
奨
励
基
金
令
和
七
年
度
決
算
公

告一
、
事
業
概
要

計
七
名
に
対
し
、
総
額
三
百
万
円
の
助
成
金
支
給
事
業

を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

一
四
六
、
二
五
八
、
三
二
〇
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

一
四
六
、
二
五
八
、
三
二
〇
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
山
田
学
術
研
究
奨
励
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
地
球
化
学
研
究
基
金
令
和
七
年
度
決
算
公
告

一
、
事
業
概
要

三
宅
賞
受
賞
者
講
演
会
を
実
施
し
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

六
、
〇
三
六
、
二
四
一
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

六
、
〇
三
六
、
二
四
一
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
地
球
化
学
研
究
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
伊
藤
勝
三
ス
ポ
ー
ツ
振
興
基
金
令
和
七
年
度
決

算
公
告

一
、
事
業
概
要

一
校
に
対
し
、
総
額
五
十
万
円
の
助
成
金
支
給
事
業
を

行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

一
〇
、
八
七
三
、
八
九
一
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

一
〇
、
八
七
三
、
八
九
一
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
伊
藤
勝
三
ス
ポ
ー
ツ
振
興
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
ひ
ま
わ
り
学
校
図
書
助
成
基
金
令
和
七
年
度
決

算
公
告

一
、
事
業
概
要

計
六
校
に
対
し
、
総
額
二
十
八
万
六
千
百
七
十
四
円
の

図
書
の
贈
呈
を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

五
、
四
八
二
、
三
一
八
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

五
、
四
八
二
、
三
一
八
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
ひ
ま
わ
り
学
校
図
書
助
成
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
倫
雅
美
術
奨
励
基
金
令
和
七
年
度
決
算
公
告

一
、
事
業
概
要

計
二
件
に
対
し
、
倫
雅
美
術
奨
励
賞
及
び
顕
彰
金
総
額

二
百
万
円
の
授
与
を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

二
二
、
二
三
九
、
〇
〇
八
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

二
二
、
二
三
九
、
〇
〇
八
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
倫
雅
美
術
奨
励
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
タ
カ
シ
マ
ヤ
文
化
基
金
令
和
七
年
度
決
算
公
告

一
、
事
業
概
要

計
六
件
に
対
し
、
総
額
八
百
万
円
の
助
成
金
支
給
事
業

を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

四
七
三
、
五
七
九
、
八
六
五
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

四
七
三
、
五
七
九
、
八
六
五
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
タ
カ
シ
マ
ヤ
文
化
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
女
性
自
然
科
学
者
研
究
支
援
基
金
令
和
七
年
度

決
算
公
告

一
、
事
業
概
要

一
件
に
対
し
猿
橋
賞
五
十
万
円
を
授
与
し
た
。
ま
た
、

女
性
自
然
科
学
者
に
よ
る
記
念
講
演
会
を
実
施
し
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

二
三
、
六
五
〇
、
一
一
九
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

二
三
、
六
五
〇
、
一
一
九
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
女
性
自
然
科
学
者
研
究
支
援
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社





令和年月日 月曜日 (号外第号)官 報
公
益
信
託
日
の
出
交
通
遺
児
育
英
基
金
令
和
七
年
度
決
算

公
告

一
、
事
業
概
要

計
五
名
に
対
し
、
総
額
百
二
十
五
万
円
の
奨
学
金
支
給

事
業
を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

二
七
、
七
八
〇
、
八
三
三
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

二
七
、
七
八
〇
、
八
三
三
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
日
の
出
交
通
遺
児
育
英
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
千
葉
西
ロ
ー
タ
リ
ー
ク
ラ
ブ
青
少
年
育
英
基
金

令
和
七
年
度
決
算
公
告

一
、
事
業
概
要

計
七
名
に
対
し
、
総
額
八
十
四
万
円
の
奨
学
金
支
給
事

業
を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

六
、
六
八
三
、
三
三
〇
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

六
、
六
八
三
、
三
三
〇
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
千
葉
西
ロ
ー
タ
リ
ー
ク
ラ
ブ
青
少
年

育
英
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
加
藤
一
枝
記
念
福
祉
奨
励
基
金
令
和
七
年
度
決

算
公
告

一
、
事
業
概
要

計
六
団
体
に
対
し
、
総
額
二
十
万
円
の
助
成
金
支
給
事

業
を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

二
四
、
三
六
八
、
八
一
五
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

二
四
、
三
六
八
、
八
一
五
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
加
藤
一
枝
記
念
福
祉
奨
励
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
武
藤
茂
太
郎
助
成
基
金
令
和
七
年
度
決
算
公
告

一
、
事
業
概
要

計
十
三
名
に
対
し
、
総
額
三
百
十
二
万
円
の
奨
学
金
支

給
事
業
を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

一
五
〇
、
九
八
〇
、
一
五
七
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

一
五
〇
、
九
八
〇
、
一
五
七
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
武
藤
茂
太
郎
助
成
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
八
千
代
ま
ち
づ
く
り
緑
が
丘
基
金
令
和
七
年
度

決
算
公
告

一
、
事
業
概
要

計
二
十
六
団
体
に
対
し
、
総
額
四
百
五
十
二
万
五
千
円

の
助
成
金
支
給
事
業
を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

四
〇
一
、
二
一
九
、
七
〇
八
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

四
〇
一
、
二
一
九
、
七
〇
八
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
八
千
代
ま
ち
づ
く
り
緑
が
丘
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
澁
澤
民
族
学
振
興
基
金
令
和
七
年
度
決
算
公
告

一
、
事
業
概
要

一
名
に
澁
澤
賞
と
し
て
五
十
万
円
、
計
十
名
に
研
究
活

動
助
成
金
と
し
て
計
七
百
万
円
、
計
四
名
に
国
際
研
究
集

会
参
加
旅
費
助
成
金
と
し
て
計
六
十
万
円
を
支
給
し
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

三
三
八
、
五
二
九
、
八
八
〇
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

三
三
八
、
五
二
九
、
八
八
〇
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
澁
澤
民
族
学
振
興
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
日
本
白
血
病
研
究
基
金
令
和
七
年
度
決
算
公
告

一
、
事
業
概
要

計
十
六
名
お
よ
び
計
二
グ
ル
ー
プ
に
対
し
、
総
額
千
五

百
万
円
の
助
成
金
支
給
事
業
を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

一
七
九
、
七
九
一
、
〇
二
五
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

一
七
九
、
七
九
一
、
〇
二
五
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
日
本
白
血
病
研
究
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社

公
益
信
託
川
嶋
章
司
記
念
ス
カ
ラ
ー
シ
ッ
プ
基
金
令
和
七

年
度
決
算
公
告

一
、
事
業
概
要

計
十
五
名
に
対
し
、
総
額
二
千
八
十
八
万
円
の
奨
学
金

支
給
事
業
を
行
っ
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

資
産
合
計

一
二
四
、
五
九
六
、
五
一
八
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

一
二
四
、
五
九
六
、
五
一
八
円

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
五
号

公
益
信
託
川
嶋
章
司
記
念
ス
カ
ラ
ー
シ
ッ
プ
基
金

受
託
者

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
株
式
会
社





第 40 期 決 算 公 告
2026 年８月 31 日
山形県東村山郡中山町大字岡834５

株式会社山形セルトップ
代表取締役社長 武田 哲

貸借対照表の要旨(2026年５月31日現在)
科 目 金 額(百万円)

資
産
の
部
流 動 資 産 344
固 定 資 産 48
合 計 393

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 83
固 定 負 債 20
株 主 資 本 289
資 本 金 50
利 益 剰 余 金 239
利 益 準 備 金 8
その他利益剰余金 231
(うち当期純利益) (19)
合 計 393

令和年月日 月曜日 (号外第号)官 報



第 46 期 決 算 公 告
令和８年８月 31 日
福島県いわき市好間工業団地４番の１

株式会社大崎製作所
代表取締役社長 梶村 浩

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 609,081
固 定 資 産 484,642
資 産 合 計 1,093,723

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 331,788
固 定 負 債 79,431
株 主 資 本 682,504
資 本 金 15,500
利 益 剰 余 金 562,060
利 益 準 備 金 3,875
その他利益剰余金 558,185
(うち当期純利益) (32,094)

評価・換算差額等 104,944
負債・純資産合計 1,093,723

第 47 期 決 算 公 告
2026 年８月 31 日

栃木県矢板市乙畑1754１
株式会社サカタロジスティックス

代表取締役社長 山路 聖哉
貸借対照表の要旨(2026年５月31日現在)

科 目 金 額(百万円)
資
産
の
部
流 動 資 産 594
固 定 資 産 12
合 計 606

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 105
固 定 負 債 134
株 主 資 本 366
資 本 金 30
利 益 剰 余 金 336
利 益 準 備 金 7
その他利益剰余金 329
(うち当期純利益) (30)
合 計 606

第 37 期決算公告 令和８年８月31日
東京都千代田区神田神保町一丁目１番１

株式会社テリロジー
代表取締役 甲賀 武

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 5,590,398
固 定 資 産 379,348
資 産 合 計 5,969,746

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 3,822,267
固 定 負 債 
株 主 資 本 2,134,931
資 本 金 50,000
資 本 剰 余 金 1,271,278
利 益 剰 余 金 813,652
(うち当期純利益) (293,809)

評価・換算差額等 12,547
負債・純資産合計 5,969,746

令和年月日 月曜日 (号外第号)官 報 



第 14 期決算公告 令和８年８月31日
東京都港区南青山三丁目１番30号
株式会社パソナライフケア
代表取締役社長 髙橋 康之

貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 1,087,279
固 定 資 産 687,361
資 産 合 計 1,774,640

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 545,724
固 定 負 債 22,172
株 主 資 本 1,206,744
資 本 金 100,000
資 本 剰 余 金 778,026
資 本 準 備 金 100,000
その他資本剰余金 678,026
利 益 剰 余 金 328,718
その他利益剰余金 328,718
(うち当期純利益) (186,152)

負債・純資産合計 1,774,640

決算公告 令和８年８月31日
東京都港区六本木六丁目10番１号

一般社団法人世界経済フォーラム
代表理事 ビヤミッ・チョムプラソッブ
貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 98,841
固 定 資 産 25,611
合 計 124,453

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 34,790
(有給休暇引当金) (16,435)
固 定 負 債 23,548
確定拠出年金超過分
手当引当金 13,748
特別損失引当金 9,800
株 主 資 本 66,113
利 益 剰 余 金 66,113
その他利益剰余金 66,113
(うち当期純利益) (10,992)
合 計 124,453

第 12 期 決 算 公 告
令和８年８月 31 日
東京都渋谷区恵比寿西二丁目３番15号

ＤＨＥ株式会社
代表取締役 柳原 秀哉

貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 107,501
固 定 資 産 24,246
合 計 131,747

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 30,973
固 定 負 債 82,036
株 主 資 本 18,737
資 本 金 18,000
資 本 剰 余 金 397
資 本 準 備 金 397
利 益 剰 余 金 340
その他利益剰余金 340
(うち当期純利益) (736)
合 計 131,747

第 ２ 期 決 算 公 告
令和８年８月 31 日

東京都港区六本木７丁目12番２号
Ｒ７ビルディング

LabVantage Solutions Japan株式会社
代表取締役 ケリー・アン・ペリー

貸借対照表の要旨
(令和８年３月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 146,013
固 定 資 産 262
資 産 合 計 146,275

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 68,640
株 主 資 本 77,635
資 本 金 37,065
利 益 剰 余 金 40,570
その他利益剰余金 40,570
(うち当期純利益) (41,321)

負債・純資産合計 146,275

第 23 期決算公告 令和８年８月31日
神奈川県横須賀市浦郷町五丁目2931番地27

馬淵物流株式会社
代表取締役社長 谷川 昇

貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 694,490
固 定 資 産 392,266
合 計 1,086,757

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 232,724
固 定 負 債 160,314
株 主 資 本 693,718
資 本 金 98,000
資 本 剰 余 金 100,000
その他資本剰余金 100,000
利 益 剰 余 金 495,718
利 益 準 備 金 6,620
その他利益剰余金 489,098
(うち当期純利益) (121,426)
合 計 1,086,757

第 16 期 決 算 公 告
令和８年８月 31 日

横浜市南区花之木町二丁目26番地
エムゼックリフォーム株式会社

代表取締役社長 大久保良一
貸借対照表の要旨

(令和８年５月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 334,073
固 定 資 産 76
合 計 334,149

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 82,904
株 主 資 本 251,244
資 本 金 50,000
利 益 剰 余 金 201,244
利 益 準 備 金 300
その他利益剰余金 200,944
(うち当期純利益) (38,446)
合 計 334,149

第 77 期決算公告 令和８年８月31日
神奈川県横浜市中区海岸通三丁目12番地１

株式会社東西荷扱所
代表取締役 大森 孝哉

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 585,501
固 定 資 産 50,984
資 産 合 計 636,485

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 91,270
固 定 負 債 5,307
株 主 資 本 539,908
資 本 金 35,000
利 益 剰 余 金 504,908
利 益 準 備 金 8,750
その他利益剰余金 496,158
(うち当期純利益) (28,840)

負債・純資産合計 636,485

第 36 期 決 算 公 告
2026 年８月 31 日
岐阜県高山市丹生川町北方1352番地

株式会社飛騨セルトップ
代表取締役社長 志田 浩一

貸借対照表の要旨(2026年５月31日現在)
科 目 金 額(百万円)

資
産
の
部
流 動 資 産 371
固 定 資 産 148
合 計 519

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 27
固 定 負 債 18
株 主 資 本 473
資 本 金 70
利 益 剰 余 金 403
利 益 準 備 金 5
その他利益剰余金 397
(うち当期純利益) (42)
合 計 519

第 54 期 決 算 公 告
令和８年８月 31 日

名古屋市天白区井の森町203番地
株式会社中京技研

代表取締役 伊藤 隆二
貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)

科 目 金 額(百万円)
資
産
の
部
流 動 資 産 1,617
固 定 資 産 274
合 計 1,891

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 770
固 定 負 債 2
株 主 資 本 1,118
資 本 金 36
利 益 剰 余 金 1,082
利 益 準 備 金 9
その他利益剰余金 1,073
(うち当期純利益) (276)
合 計 1,891

第 73 期決算公告 令和８年８月７日
愛知県刈谷市一里山町伐払123番地

株式会社近藤組
代表取締役社長 近藤 智義

貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 11,120,469
固 定 資 産 6,724,040
合 計 17,844,509

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 5,666,628
固 定 負 債 1,976,356
株 主 資 本 10,201,525
資 本 金 100,000
資 本 剰 余 金 774,478
利 益 剰 余 金 9,368,607
利 益 準 備 金 37,500
その他利益剰余金 9,331,107
(うち当期純利益) (348,850)
自 己 株 式 41,560
合 計 17,844,509

第 65 期決算公告 令和８年８月７日
愛知県豊田市高丘新町天王11番地

近藤工業株式会社
代表取締役社長 近藤 智義

貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 7,796,449
固 定 資 産 4,400,281
合 計 12,196,730

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 4,650,669
固 定 負 債 2,706,710
株 主 資 本 4,839,351
資 本 金 48,000
資 本 剰 余 金 48,000
利 益 剰 余 金 4,743,351
利 益 準 備 金 24,000
その他利益剰余金 4,719,351
(うち当期純利益) (85,463)
合 計 12,196,730

第 31 期 決 算 公 告
令和８年８月７日

愛知県知立市池端３丁目11番地
株式会社プラスワン

代表取締役社長 近藤 智義
貸借対照表の要旨

(令和８年５月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 108,769
固 定 資 産 2,243
合 計 111,012

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 75,114
固 定 負 債 242,698
株 主 資 本 206,800
資 本 金 30,000
利 益 剰 余 金 236,800
その他利益剰余金 236,800
(うち当期純利益) (7,980)
合 計 111,012

令和年月日 月曜日 (号外第号)官 報



第 57 期 決 算 公 告
令和８年８月７日

愛知県刈谷市一里山町金山79番地
新日産業株式会社

代表取締役社長 近藤 純子
貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 123,832
固 定 資 産 324,055
合 計 447,887

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 116,828
固 定 負 債 122,839
株 主 資 本 208,220
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 198,220
利 益 準 備 金 2,500
その他利益剰余金 195,720
(うち当期純利益) (2,373)
合 計 447,887

第 59 期決算公告 令和８年８月７日
愛知県刈谷市一里山町金山79番地

エナジーＫ株式会社
代表取締役社長 近藤 智義

貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 68,264
固 定 資 産 105,330
合 計 173,594

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 3,546
固 定 負 債 113,149
株 主 資 本 56,899
資 本 金 8,000
資 本 剰 余 金 4,000
その他資本剰余金 4,000
利 益 剰 余 金 44,899
利 益 準 備 金 3,000
その他利益剰余金 41,898
(うち当期純利益) (426)
合 計 173,594

第 38 期 決 算 公 告
2026 年８月 31 日
三重県津市安濃町田端上野1138番地

株式会社ブロリード
代表取締役社長 柳原 忠信

貸借対照表の要旨(2026年５月31日現在)
科 目 金 額(百万円)

資
産
の
部
流 動 資 産 2,294
固 定 資 産 200
合 計 2,495

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 178
固 定 負 債 29
株 主 資 本 2,287
資 本 金 50
利 益 剰 余 金 2,237
利 益 準 備 金 12
その他利益剰余金 2,224
(うち当期純利益) (437)
合 計 2,495

第 11 期 決 算 公 告
2026 年８月 31 日
京都市中京区室町通御池上ル御池之町323
ミサワ京都ビル４階

ＧＬＯＢＡ株式会社
代表取締役 塚本 亘

貸借対照表の要旨(2026年４月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 1,347,993
固 定 資 産 2,624,955
合 計 3,972,948

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 599,155
株 主 資 本 3,373,793
資 本 金 110,000
利 益 剰 余 金 3,263,793
その他利益剰余金 3,263,793
(うち当期純利益) (1,184,301)
合 計 3,972,948

第 50 期 決 算 公 告
令和８年６月 12 日

岡山市東区南古都489番地
株式会社日本包装

代表取締役 大木 崇
貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 598,103
固 定 資 産 937,277
合 計 1,535,380

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 1,527,240
固 定 負 債 19,579
株 主 資 本 11,439
資 本 金 16,000
利 益 剰 余 金 27,439
利 益 準 備 金 4,000
その他利益剰余金 31,439
(うち当期純損失) (100,387)
合 計 1,535,380

第 35 期決算公告 2026年８月31日
福岡県久留米市田主丸町石垣529番地

株式会社福岡セルトップ
代表取締役社長 大靍 克幸

貸借対照表の要旨(2026年５月31日現在)
科 目 金 額(百万円)

資
産
の
部
流 動 資 産 136
固 定 資 産 118
合 計 255

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 11
固 定 負 債 26
株 主 資 本 218
資 本 金 100
資 本 剰 余 金 45
その他資本剰余金 45
利 益 剰 余 金 72
利 益 準 備 金 2
その他利益剰余金 69
(うち当期純利益) (2)
合 計 255

第 29 期 決 算 公 告
令和８年６月 30 日
佐賀県佐賀市神野東４丁目９番３号
株式会社ＪＡセレモニーさが
代表取締役社長 成清 弘常

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 3,498,465
固 定 資 産 1,724,877
合 計 5,223,342

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 517,211
固 定 負 債 165,390
株 主 資 本 4,540,741
資 本 金 146,950
利 益 剰 余 金 4,393,791
利 益 準 備 金 37,121
その他利益剰余金 4,356,670
(うち当期純利益) (223,563)
合 計 5,223,342

第 61 期 決 算 公 告
令和８年８月 31 日
佐賀県伊万里市東山代町長浜2150番地１

株式会社古賀建設
代表取締役 古賀 政博

貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 1,075,133
固 定 資 産 842,433
合 計 1,917,566

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 256,553
固 定 負 債 167,313
株 主 資 本 1,493,700
資 本 金 22,000
利 益 剰 余 金 1,471,699
(利益準備金) (5,500)
(その他利益剰余金) (1,466,199)
(うち当期純利益) (127,894)
合 計 1,917,566

第 14 期 決 算 公 告
令和８年８月４日
東京都中央区日本橋大伝馬町10番８号
一般財団法人漁港漁場漁村総合研究所

理事長 浅川 典敬
貸借対照表の要旨

(令和８年５月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 841,314
固 定 資 産 475,024
合 計 1,316,338

負
債
及
び
正

味
財
産
の
部

流 動 負 債 358,707
固 定 負 債 53,715
負 債 合 計 412,422
一般正味財産 903,916
（基本財産充当額） 150,000
正味財産合計 903,916
合 計 1,316,338

第 ８ 期 決 算 公 告
令和８年８月 31 日
東京都千代田区外神田四丁目14番１号
サイバーアクティブディフェンス研究所
株式会社

代表取締役社長 針生 剛男
貸借対照表の要旨

(令和８年３月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 2,299,900
固 定 資 産 47,548
資 産 合 計 2,347,448

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 1,510,510
固 定 負 債 4,960
株 主 資 本 831,977
資 本 金 20,000
利 益 剰 余 金 811,977
その他利益剰余金 811,977
(うち当期純利益) (103,213)

負債・純資産合計 2,347,448

第 37 期決算公告 2026年８月31日
東京都渋谷区南平台町１番10号
株式会社イーピーエーシステム

代表取締役 相原 和義
貸借対照表の要旨(2026年５月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 345,780
固 定 資 産 133,206
合 計 478,986

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 35,151
固 定 負 債 131,118
株 主 資 本 313,442
資 本 金 10,000
資 本 剰 余 金 5,000
利 益 剰 余 金 298,442
利 益 準 備 金 5,000
その他利益剰余金 293,442
(うち当期純利益) (23,818)

評価・換算差額等  725
合 計 478,986

第 27 期決算公告 令和８年８月31日
東京都国分寺市本町二丁目12番２号

マイクロソニック株式会社
代表取締役 入江 喬介

貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 171,319
固 定 資 産 47,547
合 計 218,866

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 220,274
固 定 負 債 380,000
株 主 資 本 381,408
資 本 金 30,000
資 本 剰 余 金 15,000
利 益 剰 余 金 426,408
その他利益剰余金 426,408
(うち当期純損失) (162,394)
合 計 218,866

令和年月日 月曜日 (号外第号)官 報 



第 14 期決算公告 2026年８月31日
愛知県名古屋市中区丸の内二丁目18番14号

株式会社シーラソーラー
代表取締役 淵脇 健嗣

貸借対照表の要旨(2026年５月31日現在)
科 目 金 額(百万円)

資
産
の
部
流 動 資 産 813
固 定 資 産 1,696
合 計 2,509

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 799
固 定 負 債 1,268
株 主 資 本 441
資 本 金 64
資 本 剰 余 金 166
資 本 準 備 金 55
その他資本剰余金 110
利 益 剰 余 金 210
その他利益剰余金 210
(うち当期純利益) (6)
合 計 2,509

第 69 期決算公告 令和８年７月31日
大阪市淀川区新北野三丁目13番11号

ミナト医科学株式会社
代表取締役社長 仲野 修

貸借対照表の要旨(令和８年５月20日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 8,496,800
固 定 資 産 4,342,080
合 計 12,838,880

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 1,551,607
固 定 負 債 300,000
株 主 資 本 10,971,091
資 本 金 99,600
利 益 剰 余 金 10,872,141
利 益 準 備 金 25,000
その他利益剰余金 10,847,141
(うち当期純利益) (6,463)
自 己 株 式 650
評価・換算差額等 16,182
合 計 12,838,880

第６期決算公告 令和８年８月７日
福岡県福岡市博多区綱場町９番20号

ＦＪアセットマネジメント株式会社
代表取締役 神野 英哉

貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)
科 目 金 額(百万円)

資
産
の
部
流 動 資 産 226
固 定 資 産 24
資 産 合 計 250

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 24
固 定 負 債 4
株 主 資 本 221
資 本 金 100
資 本 剰 余 金 100
資 本 準 備 金 100
利 益 剰 余 金 21
その他利益剰余金 21
(うち当期純利益) (27)

負債・純資産合計 250

第 22 期決算公告 令和８年８月31日
福岡県福岡市博多区博多駅南五丁目
８番38号
株式会社イーピーメディック

代表取締役 田部 公資
貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 262,375
固 定 資 産 5,862
合 計 268,237

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 34,935
固 定 負 債 43,807
株 主 資 本 189,494
資 本 金 35,000
資 本 剰 余 金 25,000
資 本 準 備 金 25,000
利 益 剰 余 金 129,494
その他利益剰余金 129,494
(うち当期純損失) (56,554)
合 計 268,237

第 39 期決算公告 令和８年８月31日
福岡県福岡市博多区昭南町三丁目２番２号

株 式 会 社 ト ム ス
代表取締役 加藤 武彦

貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 1,537,243
固 定 資 産 260,887
合 計 1,798,130

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 1,258,774
固 定 負 債 45,668
株 主 資 本 476,630
資 本 金 10,000
資 本 剰 余 金 2,500
資 本 準 備 金 2,500
利 益 剰 余 金 464,130
その他利益剰余金 464,130
(うち当期純利益) (48,426)

評価・換算差額等 17,057
合 計 1,798,130

第７期決算公告 令和８年８月31日
福岡市博多区博多駅東二丁目６番23号

株式会社アシスト・メディコ
代表取締役 嘉村 厚

貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 32,016
固 定 資 産 196
合 計 32,213

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 4,416
固 定 負 債 
株 主 資 本 27,797
資 本 金 30,000
利 益 剰 余 金 2,202
その他利益剰余金 2,202
(うち当期純損失) (7,560)
合 計 32,213

第５期決算公告 令和８年８月31日
福岡県福岡市博多区下川端町２番１号

エムディーエックス株式会社
代表取締役 嘉村 厚

貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 18,484
固 定 資 産 33
合 計 18,518

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 3,422
固 定 負 債 30,000
株 主 資 本 14,903
資 本 金 40,000
利 益 剰 余 金 54,903
その他利益剰余金 54,903
(うち当期純損失) (6,060)
合 計 18,518

第 27 期決算公告 令和８年８月31日
福岡県福岡市中央区渡辺通一丁目１番１号

株式会社クロスウェブ
代表取締役 林田 光生

貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 58,156
固 定 資 産 6,543
合 計 64,699

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 24,353
固 定 負 債 
株 主 資 本 40,346
資 本 金 20,000
利 益 剰 余 金 20,346
その他利益剰余金 20,346
(うち当期純損失) (5,015)
合 計 64,699

第 78 期決算公告 令和８年８月31日
長崎県佐世保市湊町３番13号
山下医科器械株式会社
代表取締役 山下 尚登

貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 17,889,085
固 定 資 産 4,996,180
合 計 22,885,266

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 15,243,607
固 定 負 債 238,470
株 主 資 本 6,814,414
資 本 金 494,025
資 本 剰 余 金 627,607
利 益 剰 余 金 5,692,781
利 益 準 備 金 12,500
その他利益剰余金 5,680,281
(うち当期純利益) (911,418)

評価・換算差額等 588,773
合 計 22,885,266

第 34 期決算公告 令和８年８月31日
鹿児島県鹿児島市五ヶ別府町3557番地２
株式会社鹿児島オルソ・メディカル

代表取締役 寺原 敏
貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 1,157,434
固 定 資 産 303,502
合 計 1,460,936

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 844,625
固 定 負 債 51,684
株 主 資 本 561,365
資 本 金 12,000
利 益 剰 余 金 549,365
利 益 準 備 金 3,000
その他利益剰余金 546,365
(うち当期純利益) (122,387)

評価・換算差額等 3,260
合 計 1,460,936

第 48 期決算公告 令和８年８月31日
宮城県仙台市若林区卸町二丁目９番11号

東北化工建設株式会社
代表取締役 尾々野栄治

貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 1,702,576
固 定 資 産 18,268
合 計 1,720,845

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 191,266
固 定 負 債 31,191
株 主 資 本 1,498,387
資 本 金 48,000
利 益 剰 余 金 1,450,387
利 益 準 備 金 12,000
その他利益剰余金 1,438,387
(うち当期純利益) (170,707)
合 計 1,720,845

第 55 期決算公告 令和８年８月31日
埼玉県さいたま市中央区上峰
一丁目３番12号
キーナテック株式会社
代表取締役 谷本 剛実

貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 856,751
固 定 資 産 34,871
合 計 891,623

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 65,717
固 定 負 債 12,071
株 主 資 本 813,834
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 803,834
利 益 準 備 金 2,500
その他利益剰余金 801,334
(うち当期純利益) (28,179)
合 計 891,623

令和年月日 月曜日 (号外第号)官 報



第 15 期決算公告 令和８年８月31日
埼玉県熊谷市銀座四丁目11番６号

関東化工建設株式会社
代表取締役 坂本 一郎

貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 1,414,725
固 定 資 産 16,136
合 計 1,430,862

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 330,090
固 定 負 債 9,260
株 主 資 本 1,091,511
資 本 金 50,000
利 益 剰 余 金 1,041,511
利 益 準 備 金 12,500
その他利益剰余金 1,029,011
(うち当期純利益) (351,190)
合 計 1,430,862

第 50 期決算公告 令和８年８月31日
千葉県千葉市中央区弁天一丁目29番11号

化工建設株式会社
代表取締役 石塚 武

貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 4,212,194
固 定 資 産 37,401
合 計 4,249,596

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 758,025
固 定 負 債 52,120
株 主 資 本 3,439,450
資 本 金 100,000
資 本 剰 余 金 20,378
資 本 準 備 金 20,378
利 益 剰 余 金 3,319,072
利 益 準 備 金 5,185
その他利益剰余金 3,313,886
(うち当期純利益) (633,330)
合 計 4,249,596

第１期決算公告 令和８年７月31日
東京都千代田区神田東松下町10番地５
MiraiVets Partners株式会社

代表取締役 仲田真紀子
貸借対照表の要旨(令和８年４月30日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 328,970
固 定 資 産 12,954,010
資 産 合 計 13,282,980

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 21,053
株 主 資 本 13,261,927
資 本 金 10,000
資 本 剰 余 金 13,273,025
資 本 準 備 金 3,693,865
その他資本剰余金 9,579,160
利 益 剰 余 金 21,097
その他利益剰余金 21,097
(うち当期純損失) (21,097)

負債・純資産合計 13,282,980

第 12 期 決 算 公 告
令和８年７月 30 日

東京都港区赤坂九丁目７番１号
株式会社ＢＬＹ ＰＲＯＪＥＣＴ

代表取締役 布施 貴規
貸借対照表の要旨(令和８年４月30日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 155,078
固 定 資 産 19,583
資 産 合 計 174,662

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 23,306
固 定 負 債 6,530
株 主 資 本 144,826
資 本 金 9,999
利 益 剰 余 金 134,826
その他利益剰余金 134,826
(うち当期純利益) (3,483)

負債・純資産合計 174,662

第 11 期決算公告 令和８年５月29日
東京都渋谷区代々木二丁目２番１号
アルティウスリンク・グローバル
シェアードサービス株式会社

代表取締役 福田 得郎
貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 732,519
固 定 資 産 238,225
資 産 合 計 970,745

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 764,535
固 定 負 債 316,496
負 債 合 計 1,081,031
株 主 資 本 110,286
資 本 金 22,000
利 益 剰 余 金 132,286
その他利益剰余金 132,286
(うち当期純利益) (196,721)
純資産合計 110,286
負債・純資産合計 970,745

第 60 期決算公告 令和８年８月31日
東京都世田谷区野沢２２１

日化精工株式会社
代表取締役社長 杉本 隆

貸借対照表の要旨(令和８年４月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 4,106,273
固 定 資 産 4,485,987
合 計 8,592,259

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 906,762
固 定 負 債 1,804,718
株 主 資 本 5,880,780
資 本 金 50,000
利 益 剰 余 金 6,130,750
利 益 準 備 金 12,500
その他利益剰余金 6,118,250
(うち当期純利益) (377,926)
自 己 株 式 299,970
合 計 8,592,259

第２期決算公告 令和８年６月23日
東京都豊島区南池袋２3017

株式会社ＬＴＳ
代表取締役 四元 一弘

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(円)

資
産
の
部
流 動 資 産 29,322,704
固 定 資 産 484,549,911
資 産 合 計 513,872,615

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 7,747,544
株 主 資 本 506,125,071
資 本 金 100,000,000
資 本 剰 余 金 384,549,911
その他資本剰余金 384,549,911
利 益 剰 余 金 21,575,160
利 益 準 備 金 1,234,536
その他利益剰余金 20,340,624
(うち当期純利益) (32,693,358)

負債・純資産合計 513,872,615

第１期決算公告 令和８年８月31日
東京都渋谷区道玄坂１丁目10番８号
渋谷道玄坂東急ビル２ＦＣ

ビライトバイオ株式会社
代表取締役 林 雨新

貸借対照表の要旨(令和７年12月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 10,000
資 産 合 計 10,000

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 
固 定 負 債 
負 債 合 計 
株 主 資 本 10,000
資 本 金 10,000
資 本 剰 余 金 
利 益 剰 余 金 
(うち当期純利益) ()
純資産合計 10,000
負債・純資産合計 10,000

第２期決算公告 令和８年５月29日
東京都千代田区神田東松下町10番地５
株式会社Japan Animal Care Holdings

代表取締役 仲田真紀子
貸借対照表の要旨(令和８年２月28日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 588,820
固 定 資 産 12,721,900
資 産 合 計 13,310,720

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 50,058
固 定 負 債 7,304,000
株 主 資 本 5,956,661
資 本 金 0
資 本 剰 余 金 6,419,087
その他資本剰余金 6,419,087
利 益 剰 余 金 462,426
その他利益剰余金 462,426
(うち当期純損失) (145,546)

負債・純資産合計 13,310,720

第 105 期決算公告 2026年６月18日
東京都千代田区神田富山町５番１

日本製袋株式会社
代表取締役社長 森田 登

貸借対照表の要旨(2026年３月31日現在)
科 目 金 額(百万円)

資
産
の
部
流 動 資 産 2,349
固 定 資 産 3,059
資 産 合 計 5,408

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 3,154
固 定 負 債 12
株 主 資 本 2,176
資 本 金 424
資 本 剰 余 金 1,484
利 益 剰 余 金 268
利 益 準 備 金 7
その他利益剰余金 260
(うち当期純利益) (59)

評価・換算差額等 65
負債・純資産合計 5,408

第 26 期決算公告 2026年７月23日
東京都世田谷区用賀４丁目10番３号
株式会社タフデザインプロダクト

代表取締役 野村 貴久
貸借対照表の要旨(2026年４月30日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 1,626,732
固 定 資 産 693,957
資 産 合 計 2,320,689

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 1,093,393
(賞与引当金) (9,565)
(受注損失引当金) (6,689)
固 定 負 債 13,157
株 主 資 本 1,214,139
資 本 金 5,000
利 益 剰 余 金 1,209,139
利 益 準 備 金 1,250
その他利益剰余金 1,207,889
(うち当期純利益) (143,503)

負債・純資産合計 2,320,689

第 10 期決算公告 2026年７月23日
東京都渋谷区渋谷一丁目12番１号

株式会社ＢＧパートナーズ
代表取締役 樺島 義明

貸借対照表の要旨(2026年４月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 1,587,749
固 定 資 産 1,161,747
資 産 合 計 2,749,496

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 1,142,376
(賞与引当金) (6,895)
固 定 負 債 803,593
株 主 資 本 803,526
資 本 金 80,300
資 本 剰 余 金 80,300
資 本 準 備 金 80,300
利 益 剰 余 金 642,926
その他利益剰余金 642,926
(うち当期純利益) (199,058)

負債・純資産合計 2,749,496

令和年月日 月曜日 (号外第号)官 報 



第８期決算公告 2026年７月22日

東京都世田谷区桜新町一丁目34番25号

株式会社ＢＧベンチャーズ
代表取締役 野村 秀輝

貸借対照表の要旨(2026年４月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 9,521
固 定 資 産 3,910
資 産 合 計 13,432

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 510
株 主 資 本 12,922
資 本 金 20,000
利 益 剰 余 金 7,077
その他利益剰余金 7,077
(うち当期純損失) (2,430)

負債・純資産合計 13,432

第５期決算公告 2026年７月30日
東京都世田谷区用賀４丁目12番５号

株式会社ジムガレージ
代表取締役 鴨川 努

貸借対照表の要旨(2026年４月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 130,155
固 定 資 産 11,477
資 産 合 計 141,633

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 52,378
固 定 負 債 44,770
株 主 資 本 44,484
資 本 金 35,000
資 本 剰 余 金 35,000
資 本 準 備 金 35,000
利 益 剰 余 金 25,515
その他利益剰余金 25,515
(うち当期純利益) (2,303)

負債・純資産合計 141,633

第 67 期決算公告 2026年７月22日
東京都世田谷区桜新町一丁目32番10号

株式会社ヘアモード社
代表取締役 小池 入江

貸借対照表の要旨(2026年４月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 126,348
固 定 資 産 4,065
資 産 合 計 130,413

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 27,940
固 定 負 債 28,655
株 主 資 本 73,817
資 本 金 16,000
資 本 剰 余 金 4,940
利 益 剰 余 金 52,877
その他利益剰余金 48,377
(うち当期純利益) (14,761)

負債・純資産合計 130,413

第２期決算公告 2026年７月21日
東京都世田谷区桜新町１丁目32番10号

株式会社カラログ
代表取締役 田代 裕也

貸借対照表の要旨(2026年４月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 40,618
固 定 資 産 8,622
資 産 合 計 49,241

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 7,625
株 主 資 本 41,615
資 本 金 40,000
資 本 剰 余 金 30,000
資 本 準 備 金 30,000
利 益 剰 余 金 28,384
その他利益剰余金 28,384
(うち当期純損失) (18,698)

負債・純資産合計 49,241

第 15 期決算公告 令和８年８月31日
東京都中央区日本橋箱崎町８番１号

保 全 技 術 株 式 会 社
代表取締役 石井 修

貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 175,842
固 定 資 産 36,433
合 計 212,275

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 72,584
固 定 負 債 17,925
株 主 資 本 121,765
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 111,765
利 益 準 備 金 2,500
その他利益剰余金 109,265
(うち当期純利益) (2,547)
合 計 212,275

第 40 期決算公告 令和８年８月31日
神奈川県横浜市港北区北新横浜
二丁目５番11号

横浜化工建設株式会社
代表取締役 阿部 高広

貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 1,375,272
固 定 資 産 15,137
合 計 1,390,409

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 298,447
固 定 負 債 17,050
株 主 資 本 1,074,911
資 本 金 50,000
利 益 剰 余 金 1,024,911
利 益 準 備 金 12,500
その他利益剰余金 1,012,411
(うち当期純利益) (234,409)
合 計 1,390,409

第 15 期決算公告 令和８年８月31日

新潟県新潟市東区紫竹卸新町2020番地２

新潟化工建設株式会社
貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 490,884
合 計 490,884

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 582
株 主 資 本 490,301
資 本 金 50,000
利 益 剰 余 金 440,301
利 益 準 備 金 12,500
その他利益剰余金 427,801
(うち当期純利益) (1,319)
合 計 490,884

第 47 期決算公告 令和８年８月31日
愛知県名古屋市熱田区西野町二丁目70番地

中部化工建設株式会社
代表取締役 鈴木 啓文

貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 2,921,767
固 定 資 産 103,675
合 計 3,025,442

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 605,323
固 定 負 債 126,198
株 主 資 本 2,293,920
資 本 金 30,000
資 本 剰 余 金 50,000
その他資本剰余金 50,000
利 益 剰 余 金 2,213,920
利 益 準 備 金 7,500
その他利益剰余金 2,206,420
(うち当期純利益) (374,672)
合 計 3,025,442

第７期決算公告 2026年７月15日
大阪市生野区巽南５丁目16番21号106

株式会社ＢＧリユース
代表取締役 金井 克俊

貸借対照表の要旨(2026年４月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資

産

の

部

流 動 資 産 64,745
固 定 資 産 36,760
繰 延 資 産 2,311
資 産 合 計 103,817

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 22,470
固 定 負 債 18,229
株 主 資 本 63,118
資 本 金 11,000
資 本 剰 余 金 10,000
資 本 準 備 金 10,000
利 益 剰 余 金 42,118
その他利益剰余金 42,118
(うち当期純利益) (15,335)

負債・純資産合計 103,817

第 53 期決算公告 令和８年８月31日
兵庫県神戸市東灘区深江浜町14番地４

関西化工建設株式会社
代表取締役 土橋 俊之

貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 2,639,903
固 定 資 産 37,449
合 計 2,677,352

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 574,166
固 定 負 債 52,793
株 主 資 本 2,050,392
資 本 金 50,000
利 益 剰 余 金 2,000,392
利 益 準 備 金 12,500
その他利益剰余金 1,987,892
(うち当期純利益) (464,947)
合 計 2,677,352

第 15 期決算公告 令和８年８月31日
岡山県岡山市北区津高265番地６

中国化工建設株式会社
代表取締役 神田 豊

貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 1,766,923
固 定 資 産 22,371
合 計 1,789,295

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 238,810
固 定 負 債 18,603
株 主 資 本 1,531,882
資 本 金 50,000
資 本 剰 余 金 50,000
その他資本剰余金 50,000
利 益 剰 余 金 1,431,882
利 益 準 備 金 12,500
その他利益剰余金 1,419,382
(うち当期純利益) (257,320)
合 計 1,789,295

第 16 期決算公告 令和８年８月31日
香川県高松市勅使町1131番地１

四国化工建設株式会社
代表取締役 池田 武史

貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 1,909,266
固 定 資 産 17,573
合 計 1,926,839

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 238,928
固 定 負 債 12,477
株 主 資 本 1,675,434
資 本 金 50,000
利 益 剰 余 金 1,625,434
利 益 準 備 金 12,500
その他利益剰余金 1,612,934
(うち当期純利益) (183,695)
合 計 1,926,839

令和年月日 月曜日 (号外第号)官 報



第 53 期 決 算 公 告
令和８年８月 31 日

栃木県宇都宮市一条二丁目７番24号
栃木ミサワホーム株式会社

代表取締役 佐藤 郭行
貸借対照表の要旨 (令和８年５月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 3,667,348 流 動 負 債 2,844,434
固 定 資 産 1,638,285 賞 与 引 当 金 79,000

完成工事補償引当金 39,000
固 定 負 債 435,335
退職給付引当金 100,000
役員退職慰労引当金 319,000
株 主 資 本 2,025,864
資 本 金 35,000
利 益 剰 余 金 1,990,864
利 益 準 備 金 8,750
その他利益剰余金 1,982,114
(うち当期純利益) (159,286)

資 産 合 計 5,305,633 負債・純資産合計 5,305,633

第 31 期 決 算 公 告
令和８年８月 31 日 東京都港区南青山３丁目１番30号

株式会社パソナフォスター
代表取締役社長 長畑久美子

貸借対照表の要旨 (令和８年５月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 1,300,964 流 動 負 債 1,212,325
固 定 資 産 610,903 (賞与引当金) (185,616)

固 定 負 債 251,824
株 主 資 本 447,719
資 本 金 30,000
資 本 剰 余 金 21,842
資 本 準 備 金 20,000
その他資本剰余金 1,842
利 益 剰 余 金 395,876
利 益 準 備 金 2,160
その他利益剰余金 393,716
(うち当期純利益) (143,069)

資 産 合 計 1,911,868 負債・純資産合計 1,911,868

第 ９ 期 決 算 公 告
2026 年８月 31 日

神奈川県横浜市都筑区仲町台３５７
サカタのタネグリーンサービス株式会社

代表取締役社長 岩井 雅彦
貸 借 対 照 表 の 要 旨
(2026年５月31日現在) (単位：百万円)

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 1,755 流 動 負 債 656
固 定 資 産 96 固 定 負 債 25

株 主 資 本 1,170
資 本 金 90
資 本 剰 余 金 777
資 本 準 備 金 85
その他資本剰余金 692
利 益 剰 余 金 303
利 益 準 備 金 9
その他利益剰余金 293
(うち当期純利益) (107)

資 産 合 計 1,852 負債・純資産合計 1,852

第 59 期 決 算 公 告
令和８年８月 21 日 横浜市西区南幸一丁目３番１

株式会社横浜岡田屋
代表取締役 岡田 伸浩

貸借対照表の要旨 (令和８年５月31日現在) (単位：百万円)
資 産 の 部 負債及び純資産の部

流 動 資 産 4,147 流 動 負 債 3,036
固 定 資 産 8,676 固 定 負 債 7,461

株 主 資 本 2,318
資 本 金 100
資 本 剰 余 金 200
利 益 剰 余 金 2,635
利 益 準 備 金 75
その他利益剰余金 2,560
(うち当期純利益) (234)
自 己 株 式 617
評価・換算差額等 8
その他有価証券評価
差額金 8

資 産 合 計 12,823 負債・純資産合計 12,823

第 41 期 決 算 公 告
令和８年６月 18 日

横浜市神奈川区守屋町三丁目13番地
千代田ユーテック株式会社
代表取締役社長 髙嶋 太郎

貸借対照表の要旨 (令和８年３月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 1,402,966 流 動 負 債 825,069
固 定 資 産 213,970 賞 与 引 当 金 245,397
有形固定資産 7,610 固 定 負 債 212,046
無形固定資産 3,751 退職給付引当金 212,046
投資その他の資産 202,608 株 主 資 本 579,820

資 本 金 66,000
資 本 剰 余 金 130,000
その他資本剰余金 130,000
利 益 剰 余 金 383,820
利 益 準 備 金 16,500
その他利益剰余金 367,320
(うち当期純利益) (176,924)

資 産 合 計 1,616,936 負債・純資産合計 1,616,936

第 73 期 決 算 公 告
令和８年８月 28 日

三重県松阪市鎌田町253番地５
松阪興産株式会社
代表取締役 中川 祐

貸借対照表の要旨 (令和８年６月30日現在) (単位：百万円)
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 8,244 流 動 負 債 4,773
固 定 資 産 14,492 固 定 負 債 251

株 主 資 本 17,662
資 本 金 100
資 本 剰 余 金 2,455
資 本 準 備 金 2,455
利 益 剰 余 金 15,157
利 益 準 備 金 122
その他利益剰余金 15,034
(うち当期純利益) (1,228)
自 己 株 式 49
評価・換算差額等 49

資 産 合 計 22,737 負債・純資産合計 22,737

第 40 期 決 算 公 告
令和８年８月 31 日 鳥取県西伯郡大山町高田1151番地７

エスイー鉄建株式会社
代表取締役 市川真佐史

貸借対照表の要旨 (令和８年３月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 2,306,293 流 動 負 債 2,053,967
固 定 資 産 1,683,329 (賞与引当金) (53,944)
有形固定資産 1,510,585 固 定 負 債 188,266
無形固定資産 1,646 (退職給付引当金) (18,825)
投資その他の資産 171,096 株 主 資 本 1,740,615

資 本 金 20,000
資 本 剰 余 金 106,350
その他資本剰余金 106,350
利 益 剰 余 金 1,614,265
利 益 準 備 金 5,000
その他利益剰余金 1,609,265
(うち当期純利益) (230,520)

評価・換算差額等 6,773
資 産 合 計 3,989,622 負債・純資産合計 3,989,622

第 61 期 決 算 公 告
令和８年８月 31 日

熊本市南区御幸笛田三丁目19番１号
株式会社ワコー

代表取締役 浦上 善穂
貸 借 対 照 表 の 要 旨
(令和８年３月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 759,033 流 動 負 債 281,611
固 定 資 産 210,628 固 定 負 債 108,728

株 主 資 本 579,322
資 本 金 20,000
資 本 剰 余 金 10,000
資 本 準 備 金 10,000
利 益 剰 余 金 550,322
利 益 準 備 金 2,500
その他利益剰余金 547,822
(うち当期純損失) (7,991)
自 己 株 式 1,000

資 産 合 計 969,661 負債・純資産合計 969,661

令和年月日 月曜日 (号外第号)官 報 



第 65 期 決 算 公 告
令和８年８月７日 高知県高知市針木東町24番10号

株式会社マナベインテリアハーツ
代表取締役会長 真鍋 守利

貸借対照表の要旨 (令和８年５月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 5,463,835 流 動 負 債 2,212,763
固 定 資 産 7,430,982 固 定 負 債 8,920,516

負 債 合 計 11,133,280
株 主 資 本 1,761,538
資 本 金 40,000
資 本 剰 余 金 77,575
その他資本剰余金 77,575
利 益 剰 余 金 1,643,962
利 益 準 備 金 5,892
その他利益剰余金 1,638,070
(うち当期純利益) (315,479)
純資産合計 1,761,538

資 産 合 計 12,894,818 負債・純資産合計 12,894,818

第 41 期 決 算 公 告
2026 年８月 31 日 東京都港区南青山３丁目１番30号

株式会社パソナＨＳ
代表取締役 根本 孝子

貸借対照表の要旨 (2026年５月31日現在) (単位：百万円)
資 産 の 部 負債及び純資産の部

流 動 資 産 3,770 流 動 負 債 731
固 定 資 産 52 (賞与引当金) (16)

固 定 負 債 28
(退職給付引当金) (22)
(株式給付引当金) (3)
株 主 資 本 3,062
資 本 金 100
利 益 剰 余 金 2,962
(利益準備金) (25)
(その他利益剰余金) (2,937)
(うち当期純利益) (93)

合 計 3,823 合 計 3,823

第 ４ 期 決 算 公 告
令和８年８月 21 日 東京都中央区日本橋兜町５番１号

ブルーモ証券株式会社
代表取締役 中村 仁

貸借対照表の要旨 (令和８年５月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 2,559,158 流 動 負 債 937,592
固 定 資 産 364,122 固 定 負 債 262
繰 延 資 産 1,677 うち金融商品取引

責任準備金  (262)
株 主 資 本 1,982,823
資 本 金 100,000
資 本 剰 余 金 2,750,792
資 本 準 備 金 1,750,865
その他資本剰余金 999,927
利 益 剰 余 金 867,969
その他利益剰余金 867,969
(うち当期純損失) (438,286)
新 株 予 約 権 4,278

資 産 合 計 2,924,958 負債・純資産合計 2,924,958

第 22 期 決 算 公 告
令和８年８月 31 日 東京都中央区勝どき一丁目13番１号

株式会社セルバンク
貸借対照表の要旨 (令和８年５月31日現在) (単位：千円)
資 産 の 部 負債・純資産の部

流 動 資 産 1,136,416 流 動 負 債 820,528
固 定 資 産 770,225 賞 与 引 当 金 44,715

修 繕 引 当 金 23,661
固 定 負 債 136,765
株 主 資 本 948,956
資 本 金 81,000
資 本 剰 余 金 81,000
資 本 準 備 金 21,000
その他資本剰余金 60,000
利 益 剰 余 金 836,156
その他利益剰余金 836,156
(うち当期純利益) (29,108)
自 己 株 式 49,200
新 株 予 約 権 390

資 産 合 計 1,906,641 負債・純資産合計 1,906,641

第 14 期 決 算 公 告
令和８年８月 31 日 兵庫県淡路市野島蟇浦841番地５

株式会社パソナふるさとインキュベーション
代表取締役 吉村 梓

貸借対照表の要旨 (令和８年５月31日現在) (単位：千円)
資 産 の 部 負債及び純資産の部

流 動 資 産 477,562 流 動 負 債 1,787,598
固 定 資 産 157,877 賞 与 引 当 金 11,765

固 定 負 債 13,994
退職給付引当金 7,330
役員株式付与引当金 3,353
負 債 合 計 1,801,593
株 主 資 本 1,166,153
資 本 金 30,000
利 益 剰 余 金 1,196,153
その他利益剰余金 1,196,153
(うち当期純損失) (198,836)
純資産合計 1,166,153

資 産 合 計 635,439 負債・純資産合計 635,439

第 １ 期 決 算 公 告
令和８年８月 31 日

熊本県人吉市下原田町字荒毛1400番地
熊本フクスケ株式会社
代表取締役 長谷川浩司

貸借対照表の要旨 (令和８年３月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 168,492 流 動 負 債 408,481
固 定 資 産 426,131 賞 与 引 当 金 15,010

固 定 負 債 6,679
退職給付引当金 6,679
株 主 資 本 179,462
資 本 金 10,000
資 本 剰 余 金 142,156
資 本 準 備 金 90,000
その他資本剰余金 52,156
利 益 剰 余 金 27,306
その他利益剰余金 27,306
(うち当期純利益) (27,306)

資 産 合 計 594,623 負債・純資産合計 594,623

第 42 期 決 算 公 告
令和８年８月 31 日 東京都新宿区下宮比町２番１号

株式会社朝日エンジニアリング
代表取締役 大河内健夫

貸借対照表の要旨 (令和８年５月31日現在) (単位：千円)
資 産 の 部 負債及び純資産の部

流 動 資 産 2,249,472 流 動 負 債 1,343,979
固 定 資 産 746,951 賞 与 引 当 金 138,521

固 定 負 債 310,423
退職給付引当金 190,055
株 主 資 本 1,333,334
資 本 金 100,000
資 本 剰 余 金 296,202
資 本 準 備 金 25,000
その他資本剰余金 271,202
利 益 剰 余 金 937,131
その他利益剰余金 937,131
(うち当期純利益) (106,009)

評価・換算差額等 8,686
資 産 合 計 2,996,424 負債・純資産合計 2,996,424

第 24 期 決 算 公 告
2026 年８月 31 日 兵庫県淡路市岩屋294226

株式会社パソナロジコム
代表取締役社長 田村 嘉啓

貸借対照表の要旨 (2026年５月31日現在) (単位：千円)
資 産 の 部 負債及び純資産の部

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 410,769 流 動 負 債 111,634
固 定 資 産 30,358 賞 与 引 当 金 10,236

固 定 負 債 9,787
役員株式付与引当金 3,024
株 主 資 本 319,705
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 309,705
利 益 準 備 金 2,500
その他利益剰余金 307,205
(うち当期純利益) (1,510)

資 産 合 計 441,127 負債・純資産合計 441,127

令和年月日 月曜日 (号外第号)官 報



第 36 期決算公告 令和８年８月31日
福岡県福岡市博多区比恵町９番26号

九州化工建設株式会社
代表取締役 吉永 久範

貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 1,289,370
固 定 資 産 11,451
合 計 1,300,821

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 42,804
固 定 負 債 41,726
株 主 資 本 1,216,290
資 本 金 30,000
利 益 剰 余 金 1,186,290
利 益 準 備 金 7,500
その他利益剰余金 1,178,790
(うち当期純利益) (91,500)
合 計 1,300,821

第 78 期 決 算 公 告
令和８年８月 31 日 横浜市南区花之木町二丁目26番地

馬淵建設株式会社
代表取締役社長 馬淵 圭雄

損益計算書の要旨
自 令和７年６月１日
至 令和８年５月31日

(単位：百万円)
科 目 金 額
売 上 高 29,123
売 上 原 価 24,811
売 上 総 利 益 4,311
販売費及び一般管理
費 1,577
営 業 利 益 2,734
営 業 外 収 益 153
営 業 外 費 用 100
経 常 利 益 2,786
特 別 損 失 125
税引前当期純利益 2,661
法人税、住民税及び
事業税 766

法人税等調整額 71
当 期 純 利 益 1,965

貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)(単位：百万円)
資 産 の 部 負債及び純資産の部

流 動 資 産 14,945 流 動 負 債 10,023
固 定 資 産 22,683 固 定 負 債 6,053
有形固定資産 17,642 株 主 資 本 20,076
無形固定資産 321 資 本 金 1,258
投資その他の資産 4,719 資 本 剰 余 金 655

資 本 準 備 金 655
利 益 剰 余 金 18,178
利 益 準 備 金 244
その他利益剰余金 17,933
自 己 株 式 15
評価・換算差額等 1,474
その他有価証券評価
差額金 1,474

資 産 合 計 37,628 負債・純資産合計 37,628

第 77 期決算公告 令和８年８月31日
栃木県鹿沼市貝島町5016番地11

株式会社井上鉄工所
代表取締役 井上 泰輝

貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)
科 目 金 額(万円)

資
産
の
部
流 動 資 産 8,131
固 定 資 産 26,479
合 計 34,610

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 6,842
固 定 負 債 7,684
株 主 資 本 20,084
資 本 金 1,000
資 本 剰 余 金 330
その他資本剰余金 330
利 益 剰 余 金 18,754
利 益 準 備 金 225
その他利益剰余金 18,529
(うち当期純損失) (1,095)
合 計 34,610

第 58 期 決 算 公 告
令和８年８月 31 日

熊本市中央区世安一丁目４番１号
株式会社セルモ

代表取締役 岩上 梨可

損益計算書の要旨
自 令和７年１月１日
至 令和７年12月31日

(単位：百万円)
科 目 金 額
売 上 高 10,654
売 上 原 価 6,902
売 上 総 利 益 3,752
販売費及び一般管理
費 3,620

営 業 利 益 132
営 業 外 収 益 605
営 業 外 費 用 52
経 常 利 益 685
特 別 利 益 529
特 別 損 失 308
税引前当期純利益 906
法人税、住民税及び
事業税 279

当 期 純 利 益 627

貸借対照表の要旨(令和７年12月31日現在)(単位：百万円)
資 産 の 部 負債及び純資産の部
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 22,151 流 動 負 債 4,071
固 定 資 産 44,541 固 定 負 債 41,220
有形固定資産 30,087 負 債 合 計 45,291
無形固定資産 273 株 主 資 本 18,270
投資その他の資産 14,181 資 本 金 100
繰 延 資 産 2 利 益 剰 余 金 18,170

利 益 準 備 金 25
その他利益剰余金 18,145

評価・換算差額等 3,133
純資産合計 21,403

資 産 合 計 66,694 負債・純資産合計 66,694

第 12 期決算公告 2026年８月31日
東京都港区赤坂八丁目５番32号

ナインアウト株式会社
代表取締役 石野 真吾

貸借対照表の要旨(2026年５月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 454,649
固 定 資 産 2,391
資 産 合 計 457,040

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 625,349
株 主 資 本 168,309
資 本 金 100,000
資 本 剰 余 金 510,000
資 本 準 備 金 300,000
その他資本剰余金 210,000
利 益 剰 余 金 778,309
その他利益剰余金 778,309
(うち当期純損失) (106,432)

負債・純資産合計 457,040

第 48 期 決 算 公 告
令和８年８月 31 日

沖縄県浦添市前田一丁目56番１号
社会医療法人仁愛会
理事長 銘苅 晋 損益計算書の要旨

自 令和７年４月１日
至 令和８年３月31日

(単位：千円)
科 目 金 額
医 業 収 益 18,190,664
医 業 費 用 18,699,788
医 業 損 失 509,123
医 業 外 収 入 14,239
医 業 外 費 用 255,679
経 常 損 失 750,563
臨 時 費 用 13,222
税引前当期純損失 763,785
法人税、住民税及び
事業税 5,513
当 期 純 損 失 769,299

貸借対照表の要旨 (令和８年３月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 5,407,731流 動 負 債 3,250,508
固 定 資 産 21,269,419 (賞与引当金) (259,000)
有形固定資産 20,800,307固 定 負 債 21,478,255
無形固定資産 146,638 (退職給付引当金) (479,327)
その他の資産 322,473 役員退職慰労引当

金  (288,036)
積 立 金 1,927,491
設立等積立金 75,000
任 意 積 立 金 720,000
繰越利益積立金 1,132,491
評価・換算差額金 20,896
有価証券評価差額金 20,896

資 産 合 計 26,677,151負債・純資産合計 26,677,151

第８期決算公告 令和８年８月31日
東京都千代田区神田鍛冶町三丁目３番地１

株式会社フィルダクト
代表取締役 金子 奏絵

貸借対照表の要旨(令和８年２月28日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 142,105
固 定 資 産 1,459
合 計 143,564

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 135,137
固 定 負 債 45,848
株 主 資 本 37,420
資 本 金 174,997
資 本 剰 余 金 184,096
資 本 準 備 金 184,096
利 益 剰 余 金 396,515
その他利益剰余金 396,515
(うち当期純損失) (194,692)
合 計 143,564

第 13 期 決 算 公 告
令和８年８月 31 日
東京都千代田区岩本町三丁目４番７号

株式会社ＪＦＳ
代表取締役 金井 節夫

貸借対照表の要旨(令和７年９月30日現在)
科 目 金 額(円)

資
産
の
部
流 動 資 産 14,507,477
固 定 資 産 646,600
資 産 合 計 15,154,077

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 5,811,544
負 債 合 計 5,811,544
株 主 資 本 9,342,533
資 本 金 10,000,000
利 益 剰 余 金 657,467
その他利益剰余金 657,467
(うち当期純利益) (1,123,868)
純資産合計 9,342,533
負債・純資産合計 15,154,077

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
開
示
状
況
は
次
の
と

お
り
で
す
。

（
甲
）h

ttp
s://w

w
w
.a -so

l.co
.jp

（
乙
）
左
記
の
と
お
り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
千
代
田
区
内
神
田
一
丁
目
七
番
一
号

（
甲
）
株
式
会
社
エ
ー
テ
ィ
ー
テ
ィ
ー
ソ

リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
ズ

代
表
取
締
役

関
谷

寿
明

東
京
都
千
代
田
区
岩
本
町
三
丁
目
四
番
七
号

（
乙
）
株
式
会
社
Ｊ
Ｆ
Ｓ

代
表
取
締
役

金
井

節
夫

令和年月日 月曜日 (号外第号)官 報 



資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
一
億
五
二
五
〇
万
九
九

〇
〇
円
減
少
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
渋
谷
区
恵
比
寿
南
一
丁
目
四
番
二
号

紀
伊
國
屋
ビ
ル
四
階

株
式
会
社
Ｆ
Ｔ
Ｗ

Ｅ
ｎ
ｔ
ｅ
ｒ
ｔ
ａ
ｉ

ｎ
ｍ
ｅ
ｎ
ｔ

代
表
取
締
役

林

宣
多

第１期決算公告 令和８年８月31日
東京都渋谷区恵比寿南一丁目４番２号紀伊
國屋ビル４階
株式会社ＦＴＷ Ｅｎｔｅｒｔａｉ
ｎｍｅｎｔ

代表取締役 林 宣多
貸借対照表の要旨

(令和７年９月30日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 10,000
繰 延 資 産 265,113
合 計 275,113

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 278,858
株 主 資 本 3,745
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 13,745
その他利益剰余金 13,745
(うち当期純損失) (13,745)
合 計 275,113

第 14 期 決 算 公 告
2026 年７月 24 日

東京都文京区本郷四丁目４番11号
株式会社ネイビーズ
代表取締役 松野 康晴

貸借対照表の要旨
(2026年５月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 120,699
固 定 資 産 6,926
合 計 127,626

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 66,555
固 定 負 債 84,486
株 主 資 本 23,395
資 本 金 30,000
利 益 剰 余 金 53,395
その他利益剰余金 53,395
(うち当期純損失) (35,910)
合 計 127,626

資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
一
千
万
円
減
少
す
る
こ

と
に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

神
奈
川
県
横
浜
市
緑
区
十
日
市
場
町
八
五

一

一
三
Ｙ
Ｙ
Ｋ
ビ
ル
二
〇
二
号

株
式
会
社
Ｎ
Ｏ
Ａ
建
装

代
表
取
締
役

吉
野
亜
由
美

第 10 期 決 算 公 告
令和８年８月 31 日
神奈川県横浜市緑区十日市場町85113
ＹＹＫビル202号

株式会社ＮＯＡ建装
代表取締役 吉野亜由美

貸借対照表の要旨
(令和７年12月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 98,087
固 定 資 産 3,549
合 計 101,637

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 36,471
株 主 資 本 65,166
資 本 金 20,000
利 益 剰 余 金 45,166
その他利益剰余金 45,166
(うち当期純利益) (15,446)
合 計 101,637

第 12 期決算公告 令和８年８月31日
東京都渋谷区神宮前四丁目２番12号

株式会社エイト
代表取締役 濱田沙希美

貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 4,816,629
固 定 資 産 478,993
合 計 5,295,623

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 3,278,032
固 定 負 債 265,995
株 主 資 本 1,751,594
資 本 金 9,990
利 益 剰 余 金 1,741,604
その他利益剰余金 1,741,604
(うち当期純利益) (506,638)
合 計 5,295,623

資
本
金
及
び
準
備
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
一
千
六
百
五
十
万
円
、

資
本
準
備
金
の
額
を
一
千
七
百
五
十
万
円
、
減
少
す

る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

横
浜
市
中
区
山
下
町
二
番
地
産
業
貿
易
セ
ン

タ
ー
ビ
ル

株
式
会
社
Ｔ
Ｉ
Ｍ
Ｅ

ｏ
ｆ

Ｓ
Ｅ
Ｌ
Ｅ

Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

代
表
取
締
役

藤
枝

慎
治

第 ４ 期 決 算 公 告
令和８年８月 31 日

横浜市中区山下町２番地
産業貿易センタービル

株式会社TIME of SELECTION
代表取締役 藤枝 慎治

貸借対照表の要旨(令和８年２月28日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 22,109
合 計 22,109

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 210
株 主 資 本 21,899
資 本 金 17,500
資 本 剰 余 金 17,500
資 本 準 備 金 17,500
利 益 剰 余 金 13,100
その他利益剰余金 13,100
(うち当期純損失) (1,885)
合 計 22,109

第 20 期決算公告 令和８年８月31日
東京都品川区東品川４丁目10番13号
グローバルトレード株式会社

代表取締役 野中 大典
貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 4,962,805
固 定 資 産 336,488
合 計 5,299,294

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 3,924,483
固 定 負 債 558,184
株 主 資 本 816,626
資 本 金 10,000
資 本 剰 余 金 41,840
資 本 準 備 金 41,840
利 益 剰 余 金 764,786
その他利益剰余金 764,786
(うち当期純利益) (152,087)
合 計 5,299,294

資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
二
千
百
五
十
万
円
減
少

し
一
千
万
円
と
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

効
力
発
生
日
は
令
和
八
年
十
月
二
日
で
あ
り
、
株

主
総
会
の
決
議
は
、
令
和
八
年
八
月
七
日
に
終
了
し

て
お
り
ま
す
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

長
野
県
長
野
市
篠
ノ
井
小
松
原
一
三
九
番
地

株
式
会
社
日
高

代
表
取
締
役

坂
田

富
男

第 27 期 決 算 公 告
令和８年８月 31 日

長野県長野市篠ノ井小松原139番地
株式会社日高

代表取締役 坂田 富男
貸借対照表の要旨

(令和８年１月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 28,765
固 定 資 産 3,924
合 計 32,689

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 1,682
固 定 負 債 1,080
株 主 資 本 29,927
資 本 金 31,500
利 益 剰 余 金 1,573
その他利益剰余金 1,573
(うち当期純利益) (832)
合 計 32,689

第７期決算公告 令和８年８月31日
東京都品川区西五反田七丁目13番６号
株式会社ティービーマネジメント

代表取締役 野中 大典
貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 85,571
固 定 資 産 218,112
合 計 303,684

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 173,629
固 定 負 債 85,299
株 主 資 本 44,754
資 本 金 5,000
利 益 剰 余 金 39,754
その他利益剰余金 39,754
(うち当期純利益) (186)
合 計 303,684

令和年月日 月曜日 (号外第号)官 報



第 71 期 決 算 公 告
令和８年８月 31 日

東京都港区芝公園二丁目４番１号

芝パークビルＡ館12階

前田工繊産資株式会社
代表取締役社長 秋山 茂信
貸借対照表の要旨

(令和８年６月30日現在)(単位：百万円)
科 目 金 額

資
産
の
部

流 動 資 産 6,418
固 定 資 産 2,083
有形固定資産 1,693
無形固定資産 77
投資その他の資産 313

資 産 合 計 8,501

負
債
及
び
純
資
産
の
部

流 動 負 債 1,744
固 定 負 債 315
退職給付引当金 186
役員退職慰労引当金 23
そ の 他 106

負 債 合 計 2,059

株 主 資 本 6,434
資 本 金 400
資 本 剰 余 金 100
資 本 準 備 金 100
利 益 剰 余 金 5,934
別 途 積 立 金 4,918
その他利益剰余金 1,016
(うち当期純利益) (595)

評 価 差 額 金 8

純資産合計 6,441

負債・純資産合計 8,501

第 14 期 決 算 公 告
2026 年８月 31 日

大阪府大阪市西区南堀江１丁目26番10号
社会医療法人寿楽会
理事長 大野 良晃

貸借対照表の要旨 (2026年３月31日現在) (単位：千円)
資 産 の 部 負債及び純資産の部

流 動 資 産 3,016,150流 動 負 債 1,972,252
固 定 資 産 4,466,764 賞 与 引 当 金 229,544
有形固定資産 3,897,439 そ の 他 1,742,705
無形固定資産 81,682固 定 負 債 1,583,135
その他の資産 487,642 退職給付引当金 187,109

そ の 他 1,396,026
負 債 合 計 3,555,388
積 立 金 3,927,526
設立等積立金 280,574
繰越利益積立金 3,646,951
純資産合計 3,927,526

資 産 合 計 7,482,914負債・純資産合計 7,482,914

損益計算書の要旨
自 2025年４月１日
至 2026年３月31日

(単位：千円)
科 目 金 額
事 業 収 益 9,017,549
本 来 業 務 8,942,023
附 帯 業 務 75,526
事 業 費 用 8,880,850
本 来 業 務 8,818,933
附 帯 業 務 61,917
事 業 利 益 136,698
事 業 外 損 益  36,323
経 常 利 益 100,375
特 別 損 益 2,404
税引前当期純利益 102,779
法人税・住民税及び
事業税 270

当 期 純 利 益 102,509

合
併
公
告

左
記
会
社
は
、
甲
が
商
号
を
株
式
会
社
加
藤
プ
ロ

パ
ン
ガ
ス
店
に
変
更
す
る
こ
と
を
条
件
に
合
併
し
て

甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部
を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は

解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。
こ
の
合
併
に
対

し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か

ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
開
示
状
況
は
次
の
と

お
り
で
す
。

（
甲
）
左
記
の
と
お
り
で
す
。

（
乙
）
計
算
書
類
の
公
告
義
務
は
あ
り
ま
せ
ん
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

北
海
道
紋
別
郡
雄
武
町
字
雄
武
六
九
八
番
地

の
一（

甲
）
有
限
会
社
加
藤
プ
ロ
パ
ン
ガ
ス
店

代
表
取
締
役

加
藤

崇
之

北
海
道
枝
幸
郡
枝
幸
町
音
標
二
八
六
番
地
二

（
乙
）
有
限
会
社
オ
ホ
ー
ツ
ク
石
油

代
表
取
締
役

加
藤

崇
之

第 27 期決算公告 令和８年８月31日
北海道紋別郡雄武町字雄武698番地の１

有限会社加藤プロパンガス店
代表取締役 加藤 崇之

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 167,639
固 定 資 産 5,646
資 産 合 計 173,286

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 106,092
固 定 負 債 1,938
負 債 合 計 108,030
株 主 資 本 65,256
資 本 金 5,000
利 益 剰 余 金 60,256
その他利益剰余金 60,256
(うち当期純損失) (1,728)
純資産合計 65,256
負債・純資産合計 173,286

第 12 期 決 算 公 告
令和８年６月 19 日
神奈川県海老名市泉２丁目７番１号

リコーＰＦＵコンピューティング
株式会社

代表取締役 大谷潤一郎
貸借対照表の要旨

(令和８年３月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部

流 動 資 産 16,992,806
固 定 資 産 2,764,594
有形固定資産 809,380
無形固定資産 75,059
投資その他の資産 1,880,154

資 産 合 計 19,757,401

負
債
及
び
純
資
産
の
部

流 動 負 債 7,670,867
(うち賞与引当金) (661,965)
固 定 負 債 381,803
うち退職給付引当
金  (362,933)
うち役員退職慰労
引当金  (8,651)

負 債 合 計 8,052,671

株 主 資 本 11,704,729
資 本 金 350,000
資 本 剰 余 金 592,160
資 本 準 備 金 12,160
その他資本剰余金 580,000
利 益 剰 余 金 10,762,568
利 益 準 備 金 132,839
その他利益剰余金 10,629,729
(うち当期純利益) (133,950)
純資産合計 11,704,729

負債・純資産合計 19,757,401

資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
一
億
八
千
七
百
九
十
七

万
八
千
円
減
少
し
（
全
額
資
本
準
備
金
振
替
）、
五

百
三
十
五
万
円
と
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

効
力
発
生
日
は
当
官
報
公
告
期
間
満
了
後
で
あ

り
、
株
主
総
会
の
決
議
は
、
令
和
八
年
七
月
二
十
三

日
に
終
了
し
て
お
り
ま
す
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
次
の
と
お
り

で
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
台
東
区
根
岸
一
丁
目
一
番
一
九
号
春

日
ビ
ル
四
階

株
式
会
社
ユ
ー
フ
ォ
リ
ッ
ク

代
表
取
締
役

忻

小
燕

第 ７ 期 決 算 公 告
令和８年８月 31 日

東京都台東区根岸一丁目１番19号
春日ビル４階

株式会社ユーフォリック
代表取締役 忻 小燕

貸借対照表の要旨(令和７年12月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 309,933
固 定 資 産 176
資 産 合 計 310,109

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 84,425
固 定 負 債 
株 主 資 本 225,684
資 本 金 198,328
利 益 剰 余 金 27,356
その他利益剰余金 27,356
(うち当期純利益) (13,612)

負債・純資産合計 310,109

第 25 期 決 算 公 告
令和８年８月 25 日 東京都中央区銀座７丁目12番18号

太平洋セメント販売株式会社
代表取締役社長 浅野 一郎

損益計算書の要旨
自 令和７年６月１日
至 令和８年５月31日

(単位：百万円)
科 目 金 額
売 上 高 130,874
売 上 原 価 128,177
売 上 総 利 益 2,696
販売費及び一般管理
費 1,966
営 業 利 益 730
営 業 外 収 益 197
営 業 外 費 用 153
経 常 利 益 774
特 別 利 益 407
特 別 損 失 250
税引前当期純利益 932
法人税、住民税及び
事業税 283

法人税等調整額 72
当 期 純 利 益 576

貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)(単位：百万円)
資 産 の 部 負債及び純資産の部
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 37,508 流 動 負 債 30,759
固 定 資 産 1,849 固 定 負 債 2,428
有形固定資産 994 株 主 資 本 5,101
投資その他の資産 854 資 本 金 50

資 本 剰 余 金 67
資 本 準 備 金 67
利 益 剰 余 金 4,983
利 益 準 備 金 11
その他利益剰余金 4,972

評価・換算差額等 1,068
その他有価証券評価
差額金 1,068

資 産 合 計 39,357 負債・純資産合計 39,357

令和年月日 月曜日 (号外第号)官 報 



資金決済に関する法律第20条第１項
に基づく前払式支払手段の払戻しの
公告
「NBA」のサービス終了にあたり、資

金決済に関する法律第20条第１項に基づ
き、未使用の「ゴールド」について払戻し
をいたします。
＜払戻しを行う前払式支払手段の発行者の
商号＞
グラビティゲームアライズ株式会社
＜払戻しに係る前払式支払手段の種類＞
NBA RISE（Android、iOS）のゲーム
内ポイント「ゴールド」（有償分）
＜払戻しの申出期間＞
2026年８月31日（月）17時00分～11月16
日（月）12時00分まで
上記の申出期間内にお申し出頂けない場
合には、この払戻し手続きから除斥され
ます。
＜払戻しの申出方法＞
こちら
（ https://form.gravityga.jp/m/nbhmf）
の「払戻し申請フォーム」から、「返信用
メールアドレス」、「プレイヤー名」、「ユー
ザーID」、「申請ID」、「有償ゴールドの所
持数」をご入力のうえ、送信してくださ
い。なお、上記内容は2026年８月31日よ
りアプリ内にてご確認いただけます。
誤ってアプリを消去してしまった場合
は、2026年８月31日までにアプリの再ダ
ウンロード、アカウント回復にてご確認
いただけます。
＜本件に関するお問い合わせ＞
NBAお問い合わせフォーム
（https://form.gravityga.jp/m/nbhmf）
令和８年８月31日
東京都千代田区丸の内１丁目11番１号
グラビティゲームアライズ株式会社

第 17 期 決 算 公 告
令和８年８月 31 日

東京都千代田区丸の内一丁目11番１号
ＬＡＶジャパン特定目的会社

取締役 安藤 康浩 損益計算書の要旨
自 令和８年１月１日
至 令和８年６月30日

(単位：百万円)
科 目 金 額
営 業 収 益 10,575
営 業 費 用 20
営 業 利 益 10,554
営 業 外 収 益 0
営 業 外 費 用 1
経 常 利 益 10,553
税引前当期純利益 10,553
法人税、住民税及び
事業税 0

当 期 純 利 益 10,553

貸 借 対 照 表 の 要 旨
(令和８年６月30日現在) (単位：百万円)

資 産 の 部 負債及び純資産の部
特 定 資 産 9,274 流 動 負 債 15
投資有価証券 9,274 固 定 負 債 1,000
その他の資産 11,762 負 債 合 計 1,015
流 動 資 産 10,757 社 員 資 本 20,020
固 定 資 産 1,000 特 定 資 本 金 1,482
投資その他の資産 1,000 優 先 資 本 金 7,985
繰 延 資 産 4 剰 余 金 10,553

当期未処分利益 10,553
純資産合計 20,020

資 産 合 計 21,036 負債・純資産合計 21,036

第 53 期 決 算 公 告
令和８年８月 31 日

神奈川県横浜市港北区新横浜二丁目11番16号
ミドリ安全ホールディング株式会社

代表取締役社長 前田 栄一
損益計算書の要旨

自 令和７年７月１日
至 令和８年５月31日

(単位：百万円)
科 目 金 額
売 上 高 2,183
売 上 原 価 1,681
売 上 総 利 益 502
販売費及び一般管理
費 81

営 業 利 益 421
営 業 外 収 益 9
営 業 外 費 用 60
経 常 利 益 369
税引前当期純利益 369
法人税、住民税及び
事業税 55

法人税等調整額 29
当 期 純 利 益 344

貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)(単位：百万円)
資 産 の 部 負債及び純資産の部
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 28,445 流 動 負 債 32,036
固 定 資 産 65,119 賞 与 引 当 金 97

固 定 負 債 45
退職給付引当金 23
株 主 資 本 61,484
資 本 金 49
資 本 剰 余 金 59,868
その他資本剰余金 59,868
利 益 剰 余 金 1,566
利 益 準 備 金 12
その他利益剰余金 1,554

資 産 合 計 93,565 負債・純資産合計 93,565

第 100 期 決 算 公 告
令和８年８月 31 日

東京都港区高輪四丁目５番４号

株式会社カシワグループ
代表取締役 山下 義郎

貸借対照表の要旨
(令和８年５月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額

資
産
の
部

流 動 資 産 1,723,062
固 定 資 産 11,064,751

資 産 合 計 12,787,814

負
債
及
び
純
資
産
の
部

流 動 負 債 566,511
役員賞与引当金 45,000
そ の 他 521,511
固 定 負 債 1,853,167
退職給付引当金 8,846
退職慰労引当金 4,312
そ の 他 1,840,008

負 債 合 計 2,419,678

株 主 資 本 7,122,550
資 本 金 220,000
利 益 剰 余 金 6,902,550
利 益 準 備 金 55,000
その他利益剰余金 6,847,550
(うち当期純利益) (286,287)

評価・換算差額等 3,245,584
その他有価証券評価
差額金 3,245,584

純資産合計 10,368,135

負債・純資産合計 12,787,814

資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、資
本
金
の
額
を
三
千
五
十
万
円
減
少
し
、

五
千
万
円
と
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
、
左
記
の
と

お
り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

山
形
市
大
字
十
文
字
八
一
二
番
地

株
式
会
社
サ
ニ
ッ
ク
ス

代
表
取
締
役

佐
藤

啓

第 56 期決算公告 令和８年８月31日
山形市大字十文字812番地
株式会社サニックス
代表取締役 佐藤 啓

貸借対照表の要旨(令和８年１月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 784,982
固 定 資 産 903,710
合 計 1,688,692

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 621,977
賞 与 引 当 金 58,200
固 定 負 債 661,821
株 主 資 本 404,893
資 本 金 30,500
利 益 剰 余 金 374,393
利 益 準 備 金 7,650
その他利益剰余金 366,742
(うち当期純利益) (33,599)
合 計 1,688,692

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
、
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全

部
を
承
継
し
て
存
続
し
、
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い

た
し
ま
し
た
。
こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権

者
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
開
示
状
況
は
次
の
と

お
り
で
す
。

（
甲
）
左
記
の
と
お
り
で
す
。

（
乙
）
掲
載

官
報

掲
載
の
日
付

令
和
八
年
七
月
十
四
日

掲
載
頁

一
〇
〇
頁
（
号
外
第
一
五
七
号
）

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

大
阪
市
中
央
区
森
ノ
宮
中
央
一
丁
目
一
四
番

一
号

（
甲
）
第
元
観
光
株
式
会
社

代
表
取
締
役

梅
村

春
彦

大
阪
市
天
王
寺
区
舟
橋
町
一
五
番
三
七

二

〇
三
号

（
乙
）
株
式
会
社
プ
レ
ジ
ー
ル

代
表
取
締
役

原
川

光
洋

第 53 期 決 算 公 告
令和８年８月 31 日
大阪市中央区森ノ宮中央一丁目14番１号

第元観光株式会社
代表取締役 梅村 春彦

貸借対照表の要旨(令和８年４月30日現在)
科 目 金 額(円)

資
産
の
部
流 動 資 産 98,492,480
固 定 資 産 560,029,586
合 計 658,522,066

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 49,015,973
固 定 負 債 423,090,769
株 主 資 本 186,415,324
資 本 金 20,000,000
利 益 剰 余 金 166,415,324
利 益 準 備 金 5,000,000
別 途 積 立 金 385,000,000
繰越利益剰余金 223,584,676
(うち当期純利益) (18,117,006)
合 計 658,522,066

令和年月日 月曜日 (号外第号)官 報



第 15 期決算公告 令和８年８月31日
神奈川県厚木市中町三丁目４番４号

株式会社ＧＴファイナンス
代表取締役 渡邉 智浩

貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 331,619
固 定 資 産 632
合 計 332,251

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 41,757
株 主 資 本 290,494
資 本 金 10,000
資 本 剰 余 金 141,605
資 本 準 備 金 71,673
その他資本剰余金 69,932
利 益 剰 余 金 138,889
その他利益剰余金 138,889
(うち当期純利益) (20,536)
合 計 332,251

第 20 期 決 算 公 告
令和８年８月 31 日
名古屋市昭和区広路本町六丁目36番地

株式会社ファインズファルマ
代表取締役 舌古 陽介

貸借対照表の要旨
(令和７年９月30日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 616,033
固 定 資 産 215,229
合 計 831,262

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 341,800
固 定 負 債 479,354
株 主 資 本 10,107
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 107
繰越利益剰余金 107
(うち当期純利益) (5,357)
合 計 831,262

吸
収
分
割
公
告

左
記
会
社
は
吸
収
分
割
し
て
甲
は
乙
の
薬
局
お
よ

び
ド
ラ
ッ
グ
ス
ト
ア
（
フ
ァ
イ
ン
ズ
フ
ァ
ル
マ
薬
局

と
き
わ
店
、
か
い
ば
な
調
剤
薬
局
）
の
運
営
事
業
に

関
す
る
権
利
義
務
を
承
継
し
乙
は
そ
れ
を
承
継
さ
せ

る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
の
で
公
告
し
ま
す
。
こ
の

会
社
分
割
に
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公
告
掲
載

の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
開
示
状
況
は
次
の
と

お
り
で
す
。

（
甲
）h

ttp
s://w

w
w
.m
ed
ica
l -1.co

.jp
/

（
乙
）
左
記
の
と
お
り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

三
重
県
津
市
西
丸
之
内
三
六
番
二
五
号

（
甲
）
株
式
会
社
メ
デ
ィ
カ
ル
一
光

代
表
取
締
役

江
口

寛
一

名
古
屋
市
昭
和
区
広
路
本
町
六
丁
目
三
六
番
地

（
乙
）
株
式
会
社
フ
ァ
イ
ン
ズ
フ
ァ
ル
マ

代
表
取
締
役

舌
古

陽
介

第 47 期決算公告 令和８年８月31日
横浜市港北区新横浜三丁目６番地７

エクシードＧＴ株式会社
代表取締役 渡邉 智浩

貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 2,962,965
固 定 資 産 314,083
合 計 3,277,048

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 1,325,441
固 定 負 債 358,409
株 主 資 本 1,593,197
資 本 金 10,000
資 本 剰 余 金 22,000
その他資本剰余金 22,000
利 益 剰 余 金 1,561,197
その他利益剰余金 1,561,197
(うち当期純利益) (261,090)
合 計 3,277,048

第 60 期 決 算 公 告
2026 年８月 31 日 東京都品川区大崎１丁目11番１号

八戸製錬株式会社
代表取締役社長 八丁 和也

損益計算書の要旨
自 2025年４月１日
至 2026年３月31日

(単位：百万円)
科 目 金 額
売 上 高 20,000
売 上 原 価 16,866
売 上 総 利 益 3,134
販売費及び一般管理
費 403

営 業 利 益 2,730
営 業 外 損 益 5
経 常 利 益 2,725
特 別 損 益 2,623
税引前当期純利益 102
法人税、住民税及び
事業税 260

法人税等調整額 15
当 期 純 利 益 173

貸借対照表の要旨 (2026年３月31日現在) (単位：百万円)
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 4,765 流 動 負 債 7,583
固 定 資 産 8,600 固 定 負 債 527
有形固定資産 7,603 株 主 資 本 5,343
無形固定資産 9 資 本 金 4,795
投資その他の資産 987 資 本 剰 余 金 0
繰 延 資 産 0 資 本 準 備 金 0

利 益 剰 余 金 548
利 益 準 備 金 70
繰越利益剰余金 478

評価・換算差額等 88
資 産 合 計 13,366 負債・純資産合計 13,366
 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

第８期決算公告 令和８年８月31日
神奈川県横浜市中区日ノ出町一丁目27番地

大阪屋質店株式会社
代表取締役 金 鷹人

貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 1,174,575
固 定 資 産 27,613
合 計 1,202,188

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 1,005,120
株 主 資 本 197,068
資 本 金 5,000
資 本 剰 余 金 97,237
その他資本剰余金 97,237
利 益 剰 余 金 94,831
その他利益剰余金 94,831
(うち当期純利益) (59,166)
合 計 1,202,188

第 32 期決算公告 令和８年８月31日
青森県上北郡六戸町大字犬落瀬字坪毛沢
482番地

株式会社ニイヤマハウス
代表取締役 新井山貴之

貸借対照表の要旨(令和７年12月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資

産

の

部

流 動 資 産 1,690,927
固 定 資 産 1,419,191
繰 延 資 産 898
合 計 3,111,016

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 832,835
固 定 負 債 1,122,646
株 主 資 本 1,155,535
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 1,145,535
その他利益剰余金 1,145,535
(うち当期純利益) (118,406)
合 計 3,111,016

新
設
分
割
公
告

当
社
は
、
新
設
分
割
に
よ
り
新
設
す
る
株
式
会
社

N
.H
O
U
S
E

（
住
所
青
森
県
上
北
郡
六
戸
町
大
字
犬

落
瀬
字
坪
毛
沢
四
八
二
番
地
）
に
対
し
て
当
社
の
建

設
工
事
に
係
る
一
切
の
権
利
義
務
を
承
継
さ
せ
る
こ

と
に
い
た
し
ま
し
た
。

当
社
の
株
主
総
会
の
承
認
決
議
は
、
令
和
八
年
四

月
一
日
の
臨
時
株
主
総
会
に
て
終
了
し
て
お
り
ま

す
。こ

の
会
社
分
割
に
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
く
だ

さ
い
。

な
お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
通
り

で
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

青
森
県
上
北
郡
六
戸
町
大
字
犬
落
瀬
字
坪
毛

沢
四
八
二
番
地

株
式
会
社
ニ
イ
ヤ
マ
ハ
ウ
ス

代
表
取
締
役

新
井
山
貴
之

吸
収
分
割
公
告

左
記
会
社
は
吸
収
分
割
し
て
乙
は
親
会
社
甲
の
米

子
営
業
所
事
業
に
関
す
る
権
利
義
務
を
承
継
し
甲
は

そ
れ
を
承
継
さ
せ
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
の
で
公

告
し
ま
す
。

効
力
発
生
日
は
令
和
八
年
十
月
一
日
で
あ
り
、
甲

及
び
乙
の
株
主
総
会
の
承
認
決
議
は
令
和
八
年
八
月

三
十
一
日
に
予
定
し
て
お
り
ま
す
。

こ
の
会
社
分
割
に
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
乙
は
効
力
発
生
日
に
お
い
て
、
社
名
を
大

和
寿
株
式
会
社
と
変
更
致
し
ま
す
。

な
お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
開
示
状
況
は
次
の
と

お
り
で
す
。

（
甲
）
掲
載

官
報

掲
載
の
日
付

令
和
七
年
十
二
月
十
七
日

掲
載
頁

一
五
三
頁
（
号
外
第
二
七
五
号
）

（
乙
）
左
記
の
と
お
り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

鳥
取
県
鳥
取
市
商
栄
町
二
二
七
番
地

（
甲
）
大
和
設
備
株
式
会
社

代
表
取
締
役

古
川

純
一

鳥
取
県
米
子
市
旗
ヶ
崎
二
丁
目
一
二
番
三
六

号

（
乙
）
株
式
会
社
寿
電
気

代
表
取
締
役

伊
藤

憲
吉

第 61 期 決 算 公 告
令和８年８月 31 日
鳥取県米子市旗ヶ崎二丁目12番36号

株式会社寿電気
代表取締役 伊藤 憲吉

貸借対照表の要旨
(令和８年３月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 224,027
固 定 資 産 86,168
合 計 310,196

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 102,571
株 主 資 本 207,625
資 本 金 30,000
利 益 剰 余 金 177,625
利 益 準 備 金 7,500
その他利益剰余金 170,125
(うち当期純利益) (9,655)
合 計 310,196

令和年月日 月曜日 (号外第号)官 報 



合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
開
示
状
況
は
次
の
と

お
り
で
す
。

（
甲
）
左
記
の
と
お
り
で
す
。

（
乙
）
計
算
書
類
の
公
告
義
務
は
あ
り
ま
せ
ん
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

埼
玉
県
川
口
市
並
木
三
丁
目
七
番
一

五
〇

三
号

（
甲
）
株
式
会
社
あ
さ
り

代
表
取
締
役

江
川

武

埼
玉
県
川
口
市
元
郷
二
丁
目
二
番
六

五
〇

五
号

（
乙
）
有
限
会
社
セ
ゾ
ン

取
締
役

江
川

武

第 ５ 期 決 算 公 告
令和８年８月 31 日
埼玉県川口市並木三丁目７番１503号

株式会社あさり
代表取締役 江川 武

貸借対照表の要旨(令和７年12月31日現在)
科 目 金 額(円)

資

産

の

部

流 動 資 産 1,988,202
固 定 資 産 30,510,638
有形固定資産 30,489,068
投資その他の資産 21,570
資 産 合 計 32,498,840

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 2,191,892
固 定 負 債 27,582,002
株 主 資 本 2,724,946
資 本 金 1,000,000
利 益 剰 余 金 1,724,946
その他利益剰余金 1,724,946
(うち当期純利益) (865,643)

負債・純資産合計 32,498,840

第 70 期決算公告 令和８年８月31日
大阪市中央区南船場三丁目４番26号

株 式 会 社 宝 美 堂
代表取締役 渡邉 智浩

貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 5,044,383
固 定 資 産 662,954
合 計 5,707,338

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 451,701
固 定 負 債 5,080,324
株 主 資 本 175,312
資 本 金 35,000
資 本 剰 余 金 9,990
その他資本剰余金 9,990
利 益 剰 余 金 130,322
利 益 準 備 金 1,000
その他利益剰余金 129,322
(うち当期純損失) (25,118)
合 計 5,707,338

資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
五
百
万
円
減
少
し
五
百

万
円
と
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

長
崎
県
平
戸
市
下
中
野
町
一
一
六
番
地
一
七

株
式
会
社
ヤ
マ
ウ
チ
Ｈ
Ｄ

代
表
取
締
役

山
内

雅
登

第 ８ 期 決 算 公 告
令和８年８月 31 日

長崎県平戸市下中野町116番地17
株式会社ヤマウチＨＤ
代表取締役 山内 雅登

貸借対照表の要旨
(令和７年９月30日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資

産

の

部

流 動 資 産 1,174
固 定 資 産 16,275
繰 延 資 産 375
合 計 17,824

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 266
固 定 負 債 8,000
株 主 資 本 9,557
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 442
その他利益剰余金 442
(うち当期純損失) (553)
合 計 17,824

第 76 期決算公告 令和８年７月31日
大阪市北区東天満一丁目11番19号

デュプロ株式会社
代表取締役 小川 正人

貸借対照表の要旨(令和８年５月20日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 2,214,176
固 定 資 産 994,904
合 計 3,209,081

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 1,880,658
固 定 負 債 281,262
(内退職給付引当金) (77,018)
株 主 資 本 1,047,160
資 本 金 96,000
資 本 剰 余 金 83
利 益 剰 余 金 951,078
利 益 準 備 金 24,000
その他利益剰余金 927,078
(内当期純利益) (39,217)
合 計 3,209,081

資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
三
億
九
二
〇
二
万
五
四

八
〇
円
減
少
し
、
ま
た
、
本
公
告
掲
載
日
か
ら
令
和

八
年
九
月
三
十
日
ま
で
の
日
を
払
込
期
間
ま
た
は
払

込
日
と
す
る
株
式
の
発
行
が
あ
っ
た
場
合
に
は
、
資

本
金
の
額
を
当
該
株
式
発
行
に
よ
り
増
加
す
る
資
本

金
の
額
と
同
額
分
減
少
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し

た
。こ

の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
次
の
と
お
り

で
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
港
区
赤
坂
九
丁
目
七
番
一
号

株
式
会
社
Ｆ
Ｌ
Ｕ
Ｘ

代
表
取
締
役

永
井

元
治

貸借対照表の要旨
(令和８年４月30日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 6,371,490
固 定 資 産 1,201,396
資 産 合 計 7,572,886

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 4,037,544
固 定 負 債 1,303,594
株 主 資 本 1,879,122
資 本 金 100,000
資 本 剰 余 金 3,821,025
その他資本剰余金 3,821,025
利 益 剰 余 金 2,036,693
その他利益剰余金 2,036,693
(うち当期純損失) (2,036,693)
自 己 株 式 5,209
新 株 予 約 権 352,625
負債・純資産合計 7,572,886

第 41 期 決 算 公 告
令和８年８月６日

長崎県長崎市平和町４番１号
ミドリ安全長崎株式会社
代表取締役 飯田 浩一

貸借対照表の要旨
(令和８年５月20日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 118,842
固 定 資 産 1,046
合 計 119,888

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 94,600
株 主 資 本 25,288
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 15,288
利 益 準 備 金 2,500
その他利益剰余金 12,788
(うち当期純利益) (12,349)
合 計 119,888

貸借対照表の要旨
(令和７年12月31日現在) (単位：円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 75,793,379
固 定 資 産 164,084
合 計 75,957,463

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 16,686,098
固 定 負 債 64,794,352
株 主 資 本  5,522,987
資 本 金 5,000,000
利 益 剰 余 金 10,522,987
その他利益剰余金 10,522,987
(うち当期純利益) (2,034,070)
合 計 75,957,463

貸借対照表の要旨(令和７年９月30日現在)
科 目 金 額(円)

資
産
の
部
流 動 資 産 68,577,357
固 定 資 産 485,666
合 計 69,063,023

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 15,385,792
固 定 負 債 4,971,175
株 主 資 本 48,706,056
資 本 金 100,000
利 益 剰 余 金 48,606,056
その他利益剰余金 48,606,056
(うち当期純利益) (13,972,426)
合 計 69,063,023

第５期決算公告 令和８年８月31日
大阪市北区大深町６番38号
グラングリーン大阪北館

株式会社ＬＥＭＥＬＩＡ
代表取締役 中西 雄大

ＪＡＭＢＡＳＥ６階ＪＡＭＤＥＳＫ

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。
効
力
発
生
日
は
令
和
八
年
十
月
一
日
で
あ

り
、
甲
は
会
社
法
第
七
九
六
条
第
二
項
、
乙
は
同
第

七
八
四
条
第
一
項
に
基
づ
き
株
主
総
会
の
承
認
決
議

を
経
ず
に
合
併
を
決
定
し
て
お
り
ま
す
。
こ
の
合
併

に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌

日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、

最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お
り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

大
阪
市
北
区
大
深
町
六
番
三
八
号
グ
ラ
ン
グ

リ
ー
ン
大
阪
北
館
Ｊ
Ａ
Ｍ
Ｂ
Ａ
Ｓ
Ｅ
六
階
Ｊ
Ａ

Ｍ

Ｄ
Ｅ
Ｓ
Ｋ

（
甲
）
株
式
会
社
Ｌ
Ｅ
Ｍ
Ｅ
Ｌ
Ｉ
Ａ

代
表
取
締
役

中
西

雄
大

大
阪
府
豊
中
市
東
豊
中
町
五
丁
目
三
〇

二
八

（
乙
）
株
式
会
社
Ｌ
ｉ
Ｎ
Ｋ
＆
Ｃ
Ｏ

代
表
取
締
役

中
西

雄
大

第 ６ 期 決 算 公 告
令和８年８月 31 日
大阪府豊中市東豊中町五丁目3028

株式会社ＬｉＮＫ＆ＣＯ
代表取締役 中西 雄大

令和年月日 月曜日 (号外第号)官 報



合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。

効
力
発
生
日
は
令
和
八
年
十
月
一
日
で
あ
り
、
両

社
の
株
主
総
会
の
承
認
決
議
は
令
和
八
年
八
月
十
日

に
終
了
し
て
お
り
ま
す
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

宮
城
県
石
巻
市
大
街
道
西
一
丁
目
二
番
五
一

号

（
甲
）
株
式
会
社
コ
ア
シ
ス
テ
ム

代
表
取
締
役

伊
藤

真

宮
城
県
仙
台
市
若
林
区
伊
在
二
丁
目
五
番
地

の
八

（
乙
）
株
式
会
社
プ
リ
ン
ト
テ
ッ
ク

代
表
取
締
役

伊
藤

真

第 47 期 決 算 公 告
令和８年８月 31 日
宮城県石巻市大街道西一丁目２番51号

株式会社コアシステム
代表取締役 伊藤 真

貸借対照表の要旨
(令和７年９月30日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 61,921
固 定 資 産 48,217
合 計 110,138

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 19,114
固 定 負 債 27,194
株 主 資 本 63,830
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 53,830
利 益 準 備 金 2,500
その他利益剰余金 51,330
(うち当期純利益) (1,426)
合 計 110,138

第 34 期 決 算 公 告
令和８年８月 31 日
宮城県仙台市若林区伊在二丁目５番地の８

株式会社プリントテック
代表取締役 伊藤 真

貸借対照表の要旨
(令和７年８月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 4,963
固 定 資 産 3,627
合 計 8,590

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 10,763
固 定 負 債 20,870
株 主 資 本 23,043
資 本 金 5,000
利 益 剰 余 金 28,043
利 益 準 備 金 750
その他利益剰余金 28,793
(うち当期純損失) (5,771)
合 計 8,590

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。

効
力
発
生
日
は
令
和
八
年
十
一
月
一
日
で
す
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
港
区
赤
坂
六
丁
目
六
番
二
八
号

（
甲
）
勝
不
動
産
株
式
会
社

代
表
取
締
役

井
上
雄
一
郎

東
京
都
中
央
区
銀
座
八
丁
目
六
番
五
号

（
乙
）
株
式
会
社
三
金

代
表
取
締
役

馬
場

直
子

第 56 期 決 算 公 告
令和８年８月 31 日

東京都港区赤坂六丁目６番28号
勝不動産株式会社

代表取締役 井上雄一郎
貸借対照表の要旨

(令和８年４月30日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 64,279
固 定 資 産 211,957
合 計 276,237

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 49,689
固 定 負 債 64,668
株 主 資 本 161,879
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 151,879
その他利益剰余金 151,879
(うち当期純損失) (1,490)
合 計 276,237

第 78 期 決 算 公 告
令和８年８月 31 日

東京都中央区銀座八丁目６番５号
株式会社三金

代表取締役 馬場 直子
貸借対照表の要旨

(令和７年10月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 352,004
固 定 資 産 160,504
合 計 512,508

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 108
株 主 資 本 512,399
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 502,399
利 益 準 備 金 250
その他利益剰余金 502,149
(うち当期純利益) (972)
合 計 512,508

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。

効
力
発
生
日
は
令
和
八
年
十
月
一
日
で
あ
り
、
両

社
の
株
主
総
会
の
承
認
決
議
は
令
和
八
年
七
月
三
十

日
に
終
了
し
て
お
り
ま
す
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

長
野
市
早
苗
町
一
六
番
地（

甲
）
株
式
会
社
旭

代
表
取
締
役

廣
中

学

長
野
市
早
苗
町
一
五
番
地

（
乙
）
株
式
会
社
エ
ス
ネ
ッ
ト

代
表
取
締
役

徳
武

良
章

第 75 期 決 算 公 告
令和８年８月 31 日

長野市早苗町16番地
株式会社旭

代表取締役 廣中 学
貸借対照表の要旨(令和７年７月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 54,026
固 定 資 産 42,587
合 計 96,613

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 7,768
固 定 負 債 39,223
株 主 資 本 49,621
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 43,721
利 益 準 備 金 3,000
その他利益剰余金 40,721
(うち当期純利益) (12,338)
自 己 株 式 4,100
合 計 96,613

第 55 期 決 算 公 告
令和８年８月 31 日

長野市早苗町15番地
株式会社エスネット

代表取締役 徳武 良章
貸借対照表の要旨

(令和７年９月30日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 19,409
固 定 資 産 2,691
合 計 22,100

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 6,839
固 定 負 債 22,898
株 主 資 本 7,636
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 17,636
利 益 準 備 金 240
その他利益剰余金 17,876
(うち当期純損失) (2,183)
合 計 22,100

合
併
公
告
及
び
合
併
に
つ
き
株
券
等
提
出
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。ま

た
、
乙
の
株
券
を
所
有
す
る
方
は
、
株
券
提
出

日
で
あ
る
令
和
八
年
十
月
一
日
ま
で
に
乙
に
ご
提
出

く
だ
さ
い
。

な
お
、
甲
及
び
乙
の
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は

次
の
と
お
り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

大
阪
市
西
成
区
出
城
二
丁
目
四
番
一
四
号

（
甲
）
株
式
会
社
河
童
ヌ
ー
ド
ル

代
表
取
締
役

米
岡

潤

大
阪
市
西
成
区
出
城
二
丁
目
四
番
一
四
号

（
乙
）
関
西
フ
ー
ド
サ
ー
ビ
ス
株
式
会
社

代
表
取
締
役

米
岡

潤

第 29 期決算公告 令和８年８月31日
大阪市西成区出城二丁目４番14号

株式会社河童ヌードル
代表取締役 米岡 潤

貸借対照表の要旨(令和８年２月28日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 613,037
固 定 資 産 206,675
資 産 合 計 819,713

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 286,211
賞 与 引 当 金 3,597
固 定 負 債 269,663
株 主 資 本 263,838
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 253,838
その他利益剰余金 253,838
(うち当期純利益) (17,936)

負債・純資産合計 819,713

第 30 期決算公告 令和８年８月31日
大阪市西成区出城二丁目４番14号
関西フードサービス株式会社

代表取締役 米岡 潤
貸借対照表の要旨(令和７年７月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資

産

の

部

流 動 資 産 429,788
固 定 資 産 178,523
繰 延 資 産 172
資 産 合 計 608,484

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 190,076
固 定 負 債 254,404
株 主 資 本 164,004
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 154,004
その他利益剰余金 154,004
(うち当期純損失) (23,576)

負債・純資産合計 608,484

令和年月日 月曜日 (号外第号)官 報 



合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。
効
力
発
生
日
は
令
和
八
年
十
月
一
日
で
あ

り
、
両
社
の
株
主
総
会
の
承
認
決
議
は
令
和
八
年
八

月
十
日
に
終
了
し
て
お
り
ま
す
。
こ
の
合
併
に
対
し

異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら

一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

山
口
県
下
松
市
大
字
末
武
中
一
三
七
五
番
地
一

（
甲
）
松
和
建
設
株
式
会
社

代
表
取
締
役

松
浦

宏
之

山
口
県
周
南
市
清
水
二
丁
目
一
一
番
一
〇
号

モ
リ
ビ
ル
三
〇
二
号

（
乙
）
３
ｃ
ｈ
ａ
ｒ
ｇ
ｅ

ｇ
ｙ
ｍ
＆
ｃ

ａ
ｆ
ｅ
株
式
会
社

代
表
取
締
役

松
浦

宏
之

決算公告 令和８年８月31日
山口県下松市大字末武中1375番地１

松和建設株式会社
代表取締役 松浦 宏之

貸借対照表の要旨(令和８年４月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資

産

の

部

流 動 資 産 103,633
固 定 資 産 213,454
繰 延 資 産 26
合 計 317,113

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 18,150
固 定 負 債 236,930
株 主 資 本 62,032
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 53,032
その他利益剰余金 53,032
(うち当期純利益) (1,658)
自 己 株 式  1,000
合 計 317,113

決 算 公 告
令和８年８月 31 日

山口県周南市清水二丁目11番10号
モリビル302号
３ｃｈａｒｇｅ ｇｙｍ＆ｃａｆｅ
株式会社

代表取締役 松浦 宏之
貸借対照表の要旨(令和７年７月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 743
固 定 資 産 391
合 計 1,134

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 332
固 定 負 債 3,251
株 主 資 本  2,450
資 本 金 3,000
利 益 剰 余 金  5,450
その他利益剰余金  5,450
(うち当期純損失) (330)
合 計 1,134

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
あ
き
る
野
市
下
代
継
三
八
三
番
地
二
号

（
甲
）
サ
ン
プ
リ
ー
ツ
株
式
会
社

代
表
取
締
役

石
川

享

東
京
都
あ
き
る
野
市
下
代
継
三
八
三
番
地
二
号

（
乙
）
茨
城
サ
ン
プ
リ
ー
ツ
株
式
会
社

代
表
取
締
役

石
川

享

第 48 期 決 算 公 告
令和８年８月 31 日
東京都あきる野市下代継383番地２号

サンプリーツ株式会社
代表取締役 石川 享

貸借対照表の要旨
(令和７年11月30日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 1,483,566
固 定 資 産 472,864
合 計 1,956,430

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 253,681
固 定 負 債 78,262
株 主 資 本 1,624,487
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 1,614,487
(うち当期純利益) (250,671)
合 計 1,956,430

第 49 期 決 算 公 告
令和８年８月 31 日
東京都あきる野市下代継383番地２号

茨城サンプリーツ株式会社
代表取締役 石川 享

貸借対照表の要旨
(令和８年２月28日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 9,640
固 定 資 産 5,369
合 計 15,009

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 2,932
固 定 負 債 17,169
株 主 資 本 5,092
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 15,092
(うち当期純利益) (3,183)
合 計 15,009

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
の
で
公
告
し
ま
す
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
渋
谷
区
東
三
丁
目
一
四
番
一
五
号

（
甲
）
株
式
会
社
コ
ー
ル
ド
ク
タ
ー

代
表
取
締
役

合
田

武
広

東
京
都
渋
谷
区
恵
比
寿
西
二
丁
目
四
番
八
号

（
乙
）
株
式
会
社
Ｋ
Ｏ
Ｊ
Ｕ

代
表
取
締
役

山
下

優
華

第７期決算公告 令和８年８月31日
東京都渋谷区東三丁目14番15号
株式会社コールドクター
代表取締役 合田 武広

貸借対照表の要旨(令和７年９月30日現在)
科 目 金 額(百万円)

資
産
の
部
流 動 資 産 886
固 定 資 産 474
合 計 1,360

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 42
固 定 負 債 2,666
株 主 資 本 1,348
資 本 金 102
資 本 剰 余 金 101
資 本 準 備 金 101
利 益 剰 余 金 1,551
その他利益剰余金 1,551
(うち当期純損失) (360)
合 計 1,360

第３期決算公告 令和８年８月31日
東京都渋谷区恵比寿西二丁目４番８号

株式会社ＫＯＪＵ
代表取締役 山下 優華

貸借対照表の要旨(令和７年９月30日現在)
科 目 金 額(百万円)

資
産
の
部
流 動 資 産 71
合 計 71

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 2
株 主 資 本 69
資 本 金 35
資 本 剰 余 金 35
資 本 準 備 金 35
利 益 剰 余 金 0
その他利益剰余金 0
(うち当期純損失) (2)
合 計 71

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
八
王
子
市
加
住
町
二
丁
目
一
四
四
番

地
五
〇

（
甲
）
株
式
会
社
太
田
解
体
興
業

代
表
取
締
役

太
田

信
宏

東
京
都
八
王
子
市
加
住
町
二
丁
目
一
四
四
番

地
五
〇

（
乙
）
株
式
会
社
ｇ
ｒ
ｅ
ｅ
ｎ

代
表
取
締
役

松
下

太
治

決 算 公 告
令和８年８月 31 日
東京都八王子市加住町二丁目144番地50

株式会社太田解体興業
代表取締役 太田 信宏

貸借対照表の要旨
(令和８年２月28日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 40,591
固 定 資 産 39,731
合 計 80,322

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 14,802
固 定 負 債 24,352
株 主 資 本 41,167
資 本 金 3,000
利 益 剰 余 金 38,167
その他利益剰余金 38,167
(うち当期純利益) (385)
合 計 80,322

決 算 公 告
令和８年８月 31 日
東京都八王子市加住町二丁目144番地50

株式会社ｇｒｅｅｎ
代表取締役 松下 太治

貸借対照表の要旨
(令和７年８月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 14,456
固 定 資 産 1,127
合 計 15,583

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 9,522
固 定 負 債 3,763
株 主 資 本 2,298
資 本 金 1,000
利 益 剰 余 金 1,298
その他利益剰余金 1,298
(うち当期純利益) (1,758)
合 計 15,583

令和年月日 月曜日 (号外第号)官 報



合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。
効
力
発
生
日
は
令
和
八
年
十
月
三
十
一
日

で
あ
り
、
両
社
の
株
主
総
会
の
承
認
決
議
は
令
和
八

年
九
月
五
日
に
予
定
し
て
お
り
ま
す
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

青
森
県
北
津
軽
郡
板
柳
町
大
字
三
千
石
字
五

十
嵐
三
九
番
地
一
一

（
甲
）
株
式
会
社
稲
部
電
気
商
会

代
表
取
締
役

笹

淳
志

青
森
県
弘
前
市
大
字
神
田
二
丁
目
三
番
地
一

一

（
乙
）
弘
前
電
気
工
事
株
式
会
社

代
表
取
締
役

笹

淳
志

第 35 期 決 算 公 告
令和８年８月 31 日
青森県北津軽郡板柳町大字三千石字五十嵐
39番地11

株式会社稲部電気商会
代表取締役 笹 淳志

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 257,503
固 定 資 産 90,284
合 計 347,787

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 24,333
固 定 負 債 123,464
株 主 資 本 199,990
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 189,990
その他利益剰余金 189,990
(うち当期純利益) (13,049)
合 計 347,787

第 62 期 決 算 公 告
令和８年８月 31 日
青森県弘前市大字神田二丁目３番地11

弘前電気工事株式会社
代表取締役 笹 淳志

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 25,127
固 定 資 産 69,578
合 計 94,705

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 5,100
固 定 負 債 3,087
株 主 資 本 86,518
資 本 金 20,000
利 益 剰 余 金 66,518
利 益 準 備 金 5,000
その他利益剰余金 61,518
(うち当期純損失) (4,754)
合 計 94,705

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。

効
力
発
生
日
は
令
和
八
年
十
月
一
日
で
あ
り
ま

す
。こ

の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
目
黒
区
自
由
が
丘
二
丁
目
一
〇
番
四
号

（
甲
）
株
式
会
社
三
星

代
表
取
締
役

小
林

正
和

東
京
都
目
黒
区
自
由
が
丘
二
丁
目
一
〇
番
四
号

（
乙
）
株
式
会
社
プ
ラ
ザ
２
１

代
表
取
締
役

小
林

正
和

第 75 期決算公告 令和８年８月31日
東京都目黒区自由が丘二丁目10番４号

株 式 会 社 三 星
代表取締役 小林 正和

貸借対照表の要旨(令和８年２月28日現在)
科 目 金 額(円)

資
産
の
部
流 動 資 産 645,663,724
固 定 資 産 2,928,172,570
合 計 3,573,836,294

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 800,128,970
固 定 負 債 3,252,885,391
株 主 資 本 479,178,067
資 本 金 47,500,000
資 本 剰 余 金 37,500,000
資 本 準 備 金 37,500,000
利 益 剰 余 金 564,178,067
利 益 準 備 金 500,000
その他利益剰余金 564,678,067
(うち当期純損失) (34,963,495)
合 計 3,573,836,294

第 15 期決算公告 令和８年８月31日
東京都目黒区自由が丘二丁目10番４号

株式会社プラザ 21
代表取締役 小林 正和

貸借対照表の要旨
(令和８年２月28日現在) (単位：円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 4,035,499
固 定 資 産 7,129,774
合 計 11,165,273

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 365,256,589
固 定 負 債 292,800,000
株 主 資 本 646,891,316
資 本 金 1,000,000
利 益 剰 余 金 647,891,316
その他利益剰余金 647,891,316
(うち当期純損失) (14,508,807)
合 計 11,165,273

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。

効
力
発
生
日
は
令
和
八
年
十
月
一
日
で
あ
り
、
両

社
の
株
主
総
会
の
承
認
決
議
は
令
和
八
年
九
月
三
十

日
に
予
定
し
て
お
り
ま
す
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
渋
谷
区
神
宮
前
六
丁
目
二
三
番
一
三
号

（
甲
）
株
式
会
社
Ｊ
・
Ｇ
ｒ
ｉ
ｐ

代
表
取
締
役

奥
窪

二
郎

東
京
都
渋
谷
区
神
宮
前
六
丁
目
二
三
番
一
三
号

（
乙
）
株
式
会
社
Ｍ
Ｄ
Ｑ

代
表
取
締
役

奥
窪

二
郎

第 18 期 決 算 公 告
令和８年８月 31 日
東京都渋谷区神宮前六丁目23番13号

株式会社Ｊ・Ｇｒｉｐ
代表取締役 奥窪 二郎

貸借対照表の要旨(令和７年９月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 26,645
固 定 資 産 267,975
資 産 合 計 294,620

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 6,824
固 定 負 債 12,000
株 主 資 本 275,795
資 本 金 56,640
資 本 剰 余 金 36,740
資 本 準 備 金 36,740
利 益 剰 余 金 182,415
その他利益剰余金 182,415
(うち当期純損失) (16,571)

負債・純資産合計 294,620

第 14 期 決 算 公 告
令和８年８月 31 日
東京都渋谷区神宮前六丁目23番13号

株式会社ＭＤＱ
代表取締役 奥窪 二郎

貸借対照表の要旨(令和７年９月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 403
固 定 資 産 12,000
資 産 合 計 12,403

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 86
株 主 資 本 12,317
資 本 金 2,000
利 益 剰 余 金 10,317
その他利益剰余金 10,317
(うち当期純損失) (7)

負債・純資産合計 12,403

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。

効
力
発
生
日
は
令
和
八
年
十
月
一
日
で
あ
り
、
両

社
の
株
主
総
会
の
承
認
決
議
は
令
和
八
年
九
月
三
十

日
に
予
定
し
て
お
り
ま
す
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

東
京
都
渋
谷
区
神
宮
前
六
丁
目
二
三
番
一
三
号

（
甲
）
株
式
会
社
Ｊ
・
Ｇ
ｒ
ｉ
ｐ

代
表
取
締
役

奥
窪

二
郎

東
京
都
世
田
谷
区
松
原
三
丁
目
二
八
番
一
七
号

（
乙
）
株
式
会
社
思
い
出

代
表
取
締
役

奥
窪

二
郎

第 18 期 決 算 公 告
令和８年８月 31 日
東京都渋谷区神宮前六丁目23番13号

株式会社Ｊ・Ｇｒｉｐ
代表取締役 奥窪 二郎

貸借対照表の要旨(令和７年９月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 26,645
固 定 資 産 267,975
資 産 合 計 294,620

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 6,824
固 定 負 債 12,000
株 主 資 本 275,795
資 本 金 56,640
資 本 剰 余 金 36,740
資 本 準 備 金 36,740
利 益 剰 余 金 182,415
その他利益剰余金 182,415
(うち当期純損失) (16,571)

負債・純資産合計 294,620

第 12 期 決 算 公 告
令和８年８月 31 日
東京都世田谷区松原三丁目28番17号

株式会社思い出
代表取締役 奥窪 二郎

貸借対照表の要旨(令和７年９月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 1,566
資 産 合 計 1,566

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 70
株 主 資 本 1,496
資 本 金 9,000
利 益 剰 余 金 7,503
その他利益剰余金 7,503
(うち当期純損失) (68)

負債・純資産合計 1,566

令和年月日 月曜日 (号外第号)官 報 



第 28 期 決 算 公 告
令和８年８月 31 日

埼玉県所沢市東狭山ヶ丘四丁目2692番地１

社会医療法人至仁会
理事長 加藤 裕

貸 借 対 照 表 の 要 旨
(令和８年３月31日現在) (単位：千円)

資 産 の 部
流 動 資 産
固 定 資 産
有形固定資産
無形固定資産
その他の資産

資 産 合 計

7,619,798
11,209,084
10,762,445
132,896
313,743

18,828,883

負債及び純資産の部
流 動 負 債
賞 与 引 当 金
そ の 他
固 定 負 債
負 債 合 計
積 立 金
繰越利益積立金
純資産合計
負債・純資産合計

1,940,414
213,048
1,727,366
7,380,097

9,320,511

9,508,372
9,508,372

9,508,372

18,828,883

損 益 計 算 書 の 要 旨
自 令和７年４月１日
至 令和８年３月31日 (単位：千円)

科 目
事 業 収 益
(うち本来業務)
(うち附帯業務)
(うち収益業務)
事 業 費 用
(うち本来業務)
(うち附帯業務)
(うち収益業務)
事 業 利 益

金 額
10,236,078
(9,447,734)
(660,896)
(127,448)
9,236,705
(8,470,260)
(666,322)
(100,123)
999,373

科 目
事 業 外 収 益
事 業 外 費 用
経 常 利 益
特 別 利 益
特 別 損 失
税引前当期純利益
法人税、住民税及び
事業税
当 期 純 利 益

金 額
8,961
87,543
920,791
11,518
141,753
790,556

955

789,601

第 159 期 決 算 公 告
2026 年８月 31 日 神戸市灘区新在家南町１丁目２番１号

小 泉 製 麻 株 式 会 社
代表取締役社長 小泉 康史

貸借対照表の要旨 (2026年５月31日現在) (単位：千円)
資 産 の 部 負債及び純資産の部

流 動 資 産 5,209,729 流 動 負 債 4,583,613
固 定 資 産 3,557,227 (賞与引当金) (65,400)
有形固定資産 2,483,074 固 定 負 債 1,331,700
無形固定資産 16,893 (退職給付引当金) (238,505)
投資その他の資産 1,057,260 株 主 資 本 2,851,643

資 本 金 98,000
資 本 剰 余 金 899,311
資 本 準 備 金 189,500
その他資本剰余金 709,811
利 益 剰 余 金 1,854,331
その他利益剰余金 1,854,331
(うち当期純利益) (410,516)

資 産 合 計 8,766,956 負債・純資産合計 8,766,956

第 ３ 期 決 算 公 告
令和８年８月 24 日 長崎県大村市雄ケ原町147番地40

エピクルー株式会社
代表取締役 岡部 晃

貸借対照表の要旨 (令和８年５月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 2,123,691 流 動 負 債 443,320
固 定 資 産 4,956,213 固 定 負 債 1,646,456

株 主 資 本 4,986,504
資 本 金 100,000
資 本 剰 余 金 4,325,000
資 本 準 備 金 2,212,500
その他資本剰余金 2,112,500
利 益 剰 余 金 561,504
その他利益剰余金 561,504
(うち当期純損失) (65,872)
新 株 予 約 権 3,625
新 株 予 約 権 3,625

資 産 合 計 7,079,905 負債・純資産合計 7,079,905

第 39 期 決 算 公 告
令和８年８月 31 日 東京都千代田区丸の内一丁目５番１号

株 式 会 社 パ ソ ナ
代表取締役 中尾慎太郎

貸 借 対 照 表 の 要 旨
(令和８年５月31日現在) (単位：百万円)

資 産 の 部
科 目
流 動 資 産
固 定 資 産
有形固定資産
無形固定資産
投資その他の資産

資 産 合 計

金 額
65,974
15,469
308
7,338
7,822

81,444

負債及び純資産の部
科 目
流 動 負 債
賞 与 引 当 金
そ の 他
固 定 負 債
退職給付引当金
そ の 他
負 債 合 計
株 主 資 本
資 本 金
資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金
その他資本剰余金
利 益 剰 余 金
その他利益剰余金
純資産合計
負債・純資産合計

金 額
36,188
1,801
34,386
1,701
571
1,130
37,889
43,554
100
8,817
100
8,717
34,636
34,636
43,554
81,444

損 益 計 算 書 の 要 旨
自 令和７年６月１日
至 令和８年５月31日 (単位：百万円)

科 目
売 上 高
売 上 原 価
売 上 総 利 益
販売費及び一般管理
費
営 業 利 益
営 業 外 収 益
営 業 外 費 用
経 常 利 益

金 額
187,693
147,938
39,755

32,516

7,238
151
15

7,375

科 目
特 別 利 益
特 別 損 失
税引前当期純利益
法人税、住民税及び
事業税
法人税等調整額
当 期 純 利 益

金 額
177
28

7,523

2,694

253
4,576

第 22 期 決 算 公 告
令和８年８月 31 日 奈良県北葛城郡広陵町大字平尾11１

村 本 建 設 株 式 会 社
代表取締役社長 高貝 和弘

貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)(単位：百万円)
資 産 の 部

流 動 資 産
固 定 資 産
有形固定資産
無形固定資産
投資その他の資産

資 産 合 計

54,332
11,357
3,166
175
8,014

65,689

負債及び純資産の部
流 動 負 債
賞 与 引 当 金
完成工事補償引当金
工事損失引当金
そ の 他
固 定 負 債
役員退職慰労引当金
退職給付引当金
そ の 他
負 債 合 計
株 主 資 本
資 本 金
資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金
利 益 剰 余 金
その他利益剰余金

評価・換算差額等
その他有価証券評価
差額金
純資産合計
負債・純資産合計

21,222
1,950
389
486

18,397
1,456
364
950
142

22,679
42,636
480

15,832
15,832
26,323
26,323
373

373

43,009
65,689

損益計算書の要旨自 令和７年６月１日
至 令和８年５月31日(単位：百万円)

科 目
売 上 高
売 上 原 価
売 上 総 利 益
販売費及び一般管理
費
営 業 利 益
営 業 外 損 益
経 常 利 益

金 額
72,429
63,335
9,093

4,283

4,809
81

4,891

科 目
特 別 損 益
税引前当期純利益
法人税、住民税及び
事業税
法人税等調整額
当 期 純 利 益

金 額
5

4,896

1,353

 43
3,587

令和年月日 月曜日 (号外第号)官 報



第 ４ 期 決 算 公 告

令和８年８月 31 日

東京都港区高輪四丁目５番４号

株式会社カシワテック

代表取締役 山下 義郎
貸借対照表の要旨

(令和８年５月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 3,226,354
固 定 資 産 1,272,155

資 産 合 計 4,498,509

負
債
及
び
純
資
産
の
部

流 動 負 債 1,636,045
役員賞与引当金 16,836
そ の 他 1,619,209
固 定 負 債 681,460
退職給付引当金 112,960
退職慰労引当金 10,000
そ の 他 558,500

負 債 合 計 2,317,506

株 主 資 本 2,187,630
資 本 金 100,000
資 本 剰 余 金 1,771,628
その他資本剰余金 1,771,628
利 益 剰 余 金 316,002
利 益 準 備 金 14,680
その他利益剰余金 301,322
(うち当期純利益) (168,800)

評価・換算差額等 6,626
繰延ヘッジ損益 6,626
純資産合計 2,181,003

負債・純資産合計 4,498,509

吸
収
分
割
公
告

左
記
会
社
は
吸
収
分
割
し
て
甲
は
乙
の
コ
ー
ソ
運
輸

工
業
株
式
会
社
に
対
す
る
リ
ー
ス
事
業
に
関
す
る
権
利

義
務
を
承
継
し
乙
は
そ
れ
を
承
継
さ
せ
る
こ
と
に
い
た

し
ま
し
た
の
で
公
告
し
ま
す
。

こ
の
会
社
分
割
に
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公
告

掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
次
の
と
お
り
で

す
。令

和
八
年
八
月
三
十
一
日

兵
庫
県
尼
崎
市
道
意
町
六
丁
目
四
八
番
地
の
三

（
甲
）
株
式
会
社
サ
ン
ア
イ

代
表
取
締
役

岡
本

有
司

兵
庫
県
尼
崎
市
道
意
町
六
丁
目
四
八
番
地
ノ
三

（
乙
）
港
礎
興
業
株
式
会
社

代
表
取
締
役

岡
本

有
司

第 52 期 決 算 公 告
令和８年８月 31 日
兵庫県尼崎市道意町六丁目48番地の３

株式会社サンアイ
代表取締役 岡本 有司

貸借対照表の要旨
(令和８年３月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 69,326
固 定 資 産 315,750
合 計 385,076

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 9,555
株 主 資 本 375,521
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 367,635
利 益 準 備 金 1,400
その他利益剰余金 366,235
(うち当期純利益) (13,571)
自 己 株 式 2,114
合 計 385,076

第 78 期 決 算 公 告

令和８年８月 31 日

兵庫県尼崎市道意町六丁目48番地ノ３

港礎興業株式会社

代表取締役 岡本 有司

貸借対照表の要旨
(令和８年３月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額

資
産
の
部

流 動 資 産 813,625
固 定 資 産 2,339,290

資 産 合 計 3,152,915

負
債
及
び
純
資
産
の
部

流 動 負 債 183,556
(賞与引当金) (2,959)
固 定 負 債 715,106

負 債 合 計 898,663

株 主 資 本 2,254,252
資 本 金 48,000
資 本 剰 余 金 100
資 本 準 備 金 100
利 益 剰 余 金 2,886,062
利 益 準 備 金 10,910
その他利益剰余金 2,875,152
(うち当期純利益) (228,582)
自 己 株 式 679,910

純資産合計 2,254,252

負債・純資産合計 3,152,915

第 26 期 決 算 公 告
令和８年８月 31 日

東京都渋谷区円山町３番６号
Ｅ・スペースタワー８階
株式会社フルスピード
代表取締役 吉澤 竹晴

貸借対照表の要旨
(令和８年４月30日現在)(単位：百万円)

科 目 金 額

資
産
の
部

流 動 資 産 3,381
固 定 資 産 277

資 産 合 計 3,658

負
債
及
び
純
資
産
の
部

流 動 負 債 1,601
株式報酬引当金 46
そ の 他 1,555
固 定 負 債 117

負 債 合 計 1,719

株 主 資 本 1,938
資 本 金 100
資 本 剰 余 金 1,614
資 本 準 備 金 869
その他資本剰余金 744
利 益 剰 余 金 224
その他利益剰余金 224
(うち当期純損失) (2)

評価・換算差額等 0
その他有価証券評価
差額金 0

純資産合計 1,938

負債・純資産合計 3,658

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部
を

承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し

た
。効

力
発
生
日
は
令
和
八
年
十
月
一
日
で
あ
り
、
両
社

の
株
主
総
会
の
承
認
決
議
は
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

に
予
定
し
て
お
り
ま
す
。

ま
た
、甲
は
乙
の
全
株
式
を
所
有
し
て
い
ま
す
の
で
、

こ
の
合
併
に
よ
る
甲
の
新
株
式
の
発
行
及
び
資
本
金
の

額
の
増
加
は
い
た
し
ま
せ
ん
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公
告

掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
甲
は
合
併
期
日
に
お
い
て
、
社
名
を
大
和
寿

株
式
会
社
と
変
更
致
し
ま
す
。

な
お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
下
記
の
と
お
り

で
す
。

令
和
八
年
八
月
三
十
一
日

鳥
取
県
米
子
市
旗
ヶ
崎
二
丁
目
一
二
番
三
六
号

（
甲
）
株
式
会
社
寿
電
気

代
表
取
締
役

伊
藤

憲
吉

鳥
取
県
米
子
市
旗
ヶ
崎
二
丁
目
一
二
番
三
六
号

（
乙
）
コ
ト
ブ
キ
株
式
会
社

代
表
取
締
役

伊
藤

憲
吉

第 61 期 決 算 公 告
令和８年８月 31 日
鳥取県米子市旗ヶ崎二丁目12番36号

株式会社寿電気
代表取締役 伊藤 憲吉

貸借対照表の要旨
(令和８年３月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 224,027
固 定 資 産 86,168
合 計 310,196

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 102,571
株 主 資 本 207,625
資 本 金 30,000
利 益 剰 余 金 177,625
利 益 準 備 金 7,500
その他利益剰余金 170,125
(うち当期純利益) (9,655)
合 計 310,196

第 19 期 決 算 公 告
令和８年８月 31 日
鳥取県米子市旗ヶ崎二丁目12番36号

コトブキ株式会社
代表取締役 伊藤 憲吉

貸借対照表の要旨
(令和８年３月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 907
固 定 資 産 50,508
合 計 51,416

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 500
株 主 資 本 50,916
資 本 金 40,000
利 益 剰 余 金 10,916
その他利益剰余金 10,916
(うち当期純利益) (233)
合 計 51,416

令和年月日 月曜日 (号外第号)官 報 
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